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序論一一一一本論文の目的と概要

（l）本論文の目的

本論文のテーマは、「会計的業績管理」のシステムを、数理的にモデル化することであ

る。

ここに会計F軒業績評価とは、全社的な利益目標の決定からこれを実現する収益（売上高）

と費用の計画（これをコスト・ポリューウム・プロフィット分析、あるいはC－Ⅴ一一一一P分

析という）をたて、そのC－Ⅴ－P計画に基づいて各部門の実行計画（予算）をたて、実

行計画に従って実施した結果（′実績）を予算と照合することによって、部門や部門管理者

の行動を評価し、その行動をコントロールすることである。行動の評価は人事考課にも結

びつく（〕

いいかえると、会計的業績管理は、外部環境に適応するために、階層的な組織内邦にお

けるプラン・ドゥ・シー（Plan・Ⅰ）。・See）の管理プロセスそのものであるが、その場令、

会計数値、つまりC－V－Pや資産一名儀一資本などの貨幣的数値（財務数値）に基づい

て、企業の上位の管理者が下位の部門や管理者の行動をリモートコントロールするわけで

ある。

管理会計とは、このような会計的業績管理プロセスを支えるシステムであり、本稿は、

この会計的業績管理システムを数理モデルとして提示することによって、伝統的な（数理

モデルを使わない）管理会計システムを拡張することを目的としている（〕

管理会計システムのモデル化に数理計画法を適用することの利点として、次のものが考

えられる。

（捌胴勺条件、変数間の関係、パラメータの変化する範囲等を明確化することにより、管

理会計問題が整理され具体化されるので、問題点の把捉に役立ち、解決策への手掛か

りが得やすくなるし〕

②最適解をもとに予算編成を行い、予算目標によって統簿りを行えば、会計的業績管理プ

ロセス全体の－】一・貫性が保たれるし〕

③全休と部分の関係がより明確化されるので、ご肘tL川県　階層間の計画の調整や予算編成

が容易となるし、，また、階層間情報フローーのあり方を考慮する糸口を与える。

（㊤パラメータの変化、条件式や変数の付加、削除による最適解への影響が容易に求まり、

これを前もって知っておくことにより、期中での弾力的統制が叶能となるr〕

（説シャドウ・プライスや演算過程から得られる情報により、賢源の有効利用の仕方や童

要な統制箇所を知ることができる。



㈲期首段階での最適解（事前最適解）と、事後になってわかった値が全て期首にわかっ

ていると仮定した場合の最適解（事後最適解）の差から、機会原価が算定でき、差異

原因の探索を通じて、次期の管理に役立てることができる（〕

本稿は数理モデルを多用しているが、本稿は数理計画法のアルゴリズムの研究でもなく、

またオペレーションズ・リサーチの教科書に見られるように、数理計画法を単に経営計画

法の技法として提示するものでもない。

本稿の二日眼点は会計的な業績管理、つまり、全社的な統制プロセスに力点があることで

ある。業績管理（Perf（）rmanCe C（）ntr（）1）とか経営統制（批lnLlgement C（）ntrOl）のシステ

ムづくりに数理計画法を用いる研究は、経営工学あるいはマネジメント・サイエンスの分

野でも、会計学、中でも、管理会計以外ではあまりなされていない。

そのように本稿は、あくまでも「管理のための会計」（Acc（）unting f（）r ManZ1gCment

C（）ntrr）Dの数理モデルを提示することに狙いがある。

この目的を果たすために、会計的業績管理モデルを利益計画モデル、予算編成モデル、

会計的統制モデルの3つの部分に分けて考察している。本稿で扱ったそれぞれのモデルと

本稿の構成は、（図上）のようになっている。

（Ⅱ）各章の概要

第1章

管理会計の分野の問題に数理モデル（本論文では特に、数理計画モデルを対象とした）

が有用であることを、諸種の面から考察した。貝体的には、R．N．Arlth（）nyの計画・統制プ

ロセスの3階層のフレームワークを考察対象とした。そして、数理モデルに関する限り、

Anth（）nyの主張と異なり、数理モデルは、オペレーショナル・ニ7ントロールはもちろんの

こと、マネジメント・コントロール、戦略的計画の分野でも有用であると主張した。しか

も、管理会計が企業の計画と統制に役立つことを目的とする限り、管理会計はこれら3階

層の全ての計画と統制に役立つような情報の提供やモデル設定に役立たねばならないと主

張したり　これは、本論文全体を適しての基本的立場でもある。

第2章

撞益分岐制約と目標利益制約が確率条件付きで与えられている場合を考察している（〕モ

デルとして、2つの場合を考察し、両者の場合の各々の最適解の特徴を、図を用いてより

明確にすることを目的としている（〕そして、目標利益、固定費の変化が、解にどのような

影響を与えるかについて、図をもとに詳細に考察している〔〕固定費の増減は、会計上、短
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算編成に役立

モデル

会計的統制に役

立つモデル

一一一∴第2章2種類の不確実性下での利益計画

モデル

（図解とC一一Ⅴ－P分析）

第3章習熟効果を加味した区分線形計

画法によるモデルとC一一Ⅴ－P分析

（対数線形モデルの利用）

第4章管理会計におけるファジィ情報

の有用性

（C－Ⅴ－－P分析）

第5章部門間のミニ・マックスによる

調整と情報交換

（分解原理の利用）

第6章部門別損益管理のための補助部

門費、共通費の配賦

（全体モデルと配賦法）

■－第7章工程間振替係数が変化する場合

の会計的統制に役立つ計画モデ

ル

第8章分権的業績評価とそれに役立つ

階層間情報交換

（分解原理の応用）

第9章投入量と産出量のデータのみに

よる原価差異分析の方法

（DEAの利用）

第10章　内部統制の最適モデル

各種モデルの検討

統制の型を加味したモデル

（図1）本論文の主要テーマと構成
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期の最適解に影響を与えないとして、短期の決定では無視されるが、本章のようなモデル

では、最適解に重要な影響を与えることになる。

第3章

習熟効果を表すモデルを対数線形型として、この効果を導入した損益分岐点分析につい

て考察した（〕損益分岐点分析は、狭義には採算点の分析を意味し、広義にはC－Ⅴ一一P

（原価一営業量一利益）の関係の分析を意味するものである。まず最初に、制約条件がな

い場合の損益分岐点分析について、習熟率の変化が損益分岐点の位置にどのような影響を

与えるかを示し、管理会計上、習熟効果を考慮することの意義について考えた。次に、多

くの生産要素を用いて、多品種製品を製造している企業の、習熟効果を加味した制約条件

付利益計画モデルを定式化した。本章では、この利益計画モデルを線形近似して解を求め、

その解をもとにC－Ⅴ一一P分析を行ったr）また、この線形近似法を、ある製品に対する習

熟効果が別の製品の生産によっても生じる場合のモデルに利用した。

第4章

会計学は客観性を重視し、あいまいさを極力排除する学問分野であるので、ファジィ情

報は考察の対象外とされてきた。しかし、財務会計と異なり、管理会計が計画・統制に役

立つためには、あいまいさを積極的に取り入れることも必要である。本章は、これによっ

て生ずる利点に特に焦点をあてて考察したものである。そして、ファジィ線形計画法を用

いて利益計画モデルを定式化し、その解を用いてC－Ⅴ－P分析を行った。第2章の問題

に利用した確率制約条件計画法が確率を用いて制約条件を緩めるのに対し、ファジィ計画

法はメンバーシップ関数を用いて条件を緩めるという点で対照的である。モデル自体には

新しさはないが、この解を用いたC一一Ⅴ－P分析は、計画に多いに役だつ情報を与えると

思える（、

第5章

管理単位が部門目標を管理する場合のモデルとして、部門目標からの華敵の総和を最小

にするような定式化が考えられるが、この方法によれば、乗敵の大小が一部の部門に偏向

し、好ましくない影響を生ずる可能性がある（〕それ故、部門間の均等化を促す方法として、

ミニ・マックス型の目標計画法の適用を考えた。そして、この間題を分解原理を用いて分

解することにより、管理単位と部門との間の調整のための情報交換のあり方について考察

した。また、ウエイトは、ウエイト係数と解結果に対する満足度との関係をもとに、決定

斗



者が試行錯誤する過程において決定されると考え、その州一つのフレームワークを示した。

第6章

生産部門への用役の提供を目的としている補助部門がある場合、部門別損益予算の編成

には、両者の部門の特徴を明確に示す企業全体のモデルについて考察することも必要とな

る。それ散、この種のモデルを定式化し、このモデルをもとに補助部門費、共通費の生産

部門あるいは製品への計画上の配賦について考察した。計画上の配賦は、生産部門の負担

すべき原価の額や、製品単価を決定する場合に必要となる（〕補助部門費は用役の授受関係

がある程度明確であるのに対し、共通費はその関係が不明確であるので、両者を区別した

配賦法が考えられなければならない。それ散、本章では、補助部門費は用役の授受関係を

もとに配賦する方法を示し、共通費は相対的収益性を歪めないR．S．Kaplanの方法を配賦法

として利用した（）

第7章

多工程を有する企業の場合、工程間の振替係数が技術的要因、政策的要因等の変化によっ

て、影響を受ける場合があると思われる。それ散、会計的統制のために、工程間の振替係

数が変化した場合の最適解への影響を前もって調べておくことは、重要なことであると思

われる。本章では、この巌通解への影響について考察し、次に、工程間の振替係数が、別

の制御変数によって、ある一一一・定の関係（本章の場合は線形関係）をもち制御される場合に

ついて考察した。この場合には、G．B．Ⅰ）antZigの解法が利用できると思われたので、これ

を利用してモデルの解を求めてみた（）

第8葦

本社が工場についての不完全な情報しか保有していない場合、本社が全体的最適を達成

するためには、本社と工場の間での情報交換が董要となる。それ故、本社と工場のモデル

として、双対矩形（Dual Angular）の分割解法を用いて求めたマスター・プログラムとサブ

プログラムを利用し、情報交換について考えた。また、工場に権限と利益責任が委譲され

ている場合には、利益差異分析により工場ごとの責任を明確化し、業績評価する必要があ

る。そのため本章では、事前最適解、事後最適解、実績値による本社と工場の各々の利益

差異分析フレームワークを示し、管理可能性の有無について詳細な考察をしている。これ

は、Demskiの方法の分権面、責任面からの【一つの展開である。

十一
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第9章

複数の投入要素から、多種類の製品を生産している企業の今までの原価差異分析の研究

は、数多くあるが、生産に投入される生産要素のミックスが原価額に与える影響や、生産

の非効率によって生じた原価額の算定をあまりに単純化していると思われる。また、部門

の適応ということに対しても、あまり注意が払われていない。本章では、このような問題

点を明らかにし、また、制約条件が全てわかっていると仮定しているY．M．Mensahの研究を

進め、過去の投入量と生産量のデータのみで、原価差異分析を行う方法について考えてい

る。そのためには効率度の算定が重要な役割を果たすのであるが、その算定法として、

DEA（l）ata Envel（）Pment Anzllysis）の手法が利用できる。これを用いて、効率差異、

ミックス差異、標準原価差異に分ける方法を示している。また、過去の投入量と生産量の

データに加え、生産関数がわかっている場合の効率度の算定についての考察も行っている。

第10章

内部統制システムを扱った研究のうち、最適な統制システムの選択モデルを扱ったもの

は、管理会計の分野で数が少ない。本章は、B．E．Cushingが定式化したモデルを最適選択

モデルに変形し、0¶1整数計画法としてモデルを定式化した。また、CushingやS．S．Hamlen

が考察しなかった統制の型（直列システム、並列システム）を加味したモデルを考えてみ

た（〕そして、ある目標値以上の信頼性を推持しなければならないという条件下での最適選択

モデルを定式化した。その際、変数の積の型がモデルに現れるが、Hamlenの解法を参考に

しつつ、0→1整数計画法にモデルを変形し、解を求めてみた。



第1葦　管理会計問題への数理計画アプローチの有用性

（Ⅰ）はじめに

管理会計は、各階層の管理者に計画と統制に役立つ情報を提供することを目的としてお

り、近年、管理会計が扱わねばならないこの種の情報の範囲は、管理者の情報要求の多様

化に伴い、拡大している。また、意味ある情報を提供するためには、管理者が採用する計

画モデル、統制モデルと関連づけて考察する必要があるので、古くから管理会計は、モデ

ルの作成等をも含めた数理的選択問題をも研究対象としてきた。例えば、利益計画、予算

管理、C－Ⅴ－P分析（CosLVolume－ProfitAmalysis）等の分野がそれに属する。近年で

は、各種モデルが考案され、モデル自体も非常に精密化している。

上述のように、行動の選択という面を管理会計の領域が含むために、オペレーションズ・

リサーチ（（）R）の各種技法を管理会計の分野に適用する可能性が存在していたといえる。

というのは、ORは問題解決の手法の集まりであり、現実の問題を識別し、基本要因を抽

出し、次に、それをもとに数理モデルを作成し、解決策を探索するということを扱う技法

だからである√，1鮎0年頃から、管理会計の文献にORの影響を受けたものがかなりの数現

れ、数理モデルが用いられるようになったが、そのアプローチ法は中心とはなり得なかっ

た。むしろ、管理会計とORは相互にあまり関係を持たないで発展してきたと言った方が

適切でさえある。

fI．Th（）maSJohnson，Robert S．Kaplanは、管理会計の分野にOR技法が適用された例とし

て、次のようなものを挙げていだ与なわち、生産販売制的条件下での最適な製品構成を

決定するための数理計画法の利用、不確実性下のC州Ⅴ膚P分析のための確率論や決定理

論の利用、最適モデルに基づいた機会原価（損失）の計算、企業の会計システムから報告

される差異をいつ探索するかを決定するための決定理論や動的計画法によるアプローチ、

製造間接費、サービス部門費、副産物原価等を配分するための数理計画法によるモデル等

がそれである。しかしながら、J。hnson，Kaplanは、「この数量的技法の導入は管理会計の

領域を拡大しなかった。その技法は、過去100年にわたって企業が行ってきた戦術的な計画

や管理のための決定に適用されただけであった。竺述べ、管理会計の分野において、（）R

の技法が果たした役割を否定的に述べている。これは、数理的アプローチにも造詣の深い

Kaplanの意見であるので、強い説得力をもっていることも事実である。

しかし、ORの技法が管理会計の領域の拡大に貢献しなかったという意見にはある程度

は同意できるが、その技法を用いることによって、管理会計モデルは精密化され、測定、

評価の問題や意思決定、管理の問題をより現実に適合した方法で処理することが可能となっ

ノ「



たと思っている（〕これは、管理会計の分野における大きな貢献の一つであると思っている。

例えば、OR技法の一つである数理計画法に限ってみても、それを管理会計の分野に適

用することにより、多品種製品を生産、販売している企業の問題が扱い易くなり、各種の

制約条件を考慮に入れたモデルを設定できることになる。また、製品間の関係が、補完的

あるいは代替的である場合をもモデルに容易に組み込むことができるようになる。さらに、

各工程間、各部門間の関係や、目標相互間、期間相互間の関係を考慮に入れながら、モデ

ルが定式化できるようになるという利点をもつことになる。これらの利点により、従来か

らの管理会計理諭の弱点の一一一つが克服されることになる。詳細は（Ⅲ）節以下において述

べる．．

井尻教授は管理会計に数理的アプローチを採用することの利点について、次のように述

べている。少し長くなるが、それを引用すれば、「一般的・抽象的なレベルで研究を進め

るためには、数学をその思考および表現の手段として用いることが、便利であるというよ

りはむしろ不可欠となる。というのは、こういう問題にとり組むためには、数多くの変数

の間の複雑な関係を取り扱わなければならないため、通常の言語ではとても表現できない

のみならず、考え方においてもあまりに複雑すぎて思考を進めることさえできないからで

ある。それが数学を用いて思考し表現すると、数学においてこれまで展開されてきた概念

を自由に組み合わせて用いることができ、複雑な問題も簡素化され、手におえない問題も

論理的に整頓されてくるからである。さらに経営の問題を数学の概念を用いて思考表現す

るのみならず、逆に数学の概念をとり出し、それに対応する概念を経営問題の中に生み出

すことができないかを考えることによって、経営理論が展開される糸口を得る。輿ある。

本章は今まで管理会計の分野の中心的研究対象である計画、統制の問題に焦点を当て、

数理的アプローチの意義について述べる。そして、第2章以下の数理的展開に対する基礎

的考察をすることを目的としている。考察の基礎となるフレームワークとしては、R（▲）bert

N．Anthonyのものを採用する。Anthonyは計画、統制のシステムを、戦略的計画、マネジメン

ト・コントロール、オペレーショナル・コントロール（タスク・コントロール）の三階層に分類

して考察しており、計画、統制システムの特徴を示すのに非常に有用であるが、なぜか前

二者に対して、数理的アプローチを採用することに批判的である禦しかし本章では、この

点に関し別の立場をとり、管理会計の中心的問題である計画と統制への数理計画法の採用

によって生ずる利点を強調したい。本論文は、近年、数理的アプローチを採用することに

対する数々の批判もあるが、そのアプローチ法が管理会計に果たした役割を積極的に認め

るものである。



（Ⅱ）経営計画・統制プロセスの概略

Anthonyは経営管理システムを既述のように三階層に区分し、その特徴を比較し、相互

関連について考察している。この三階層の分類は計画、統制プロセスを階層別に考える場

合に有用なフレームワークであり、多くの会計学の研究者がこの説を引用し、諭を展開し

ている。三階層を区分する用語として、計画とコントロールの二つが混合して用いられて

いるのは、三階層のどのプロセスも計画とコントロールの両方を含み、どちらにウエイト

があるかの違いを反映しているからである。すなわち、戦略的計画は計画にウエイトがあ

り、マネジメント・コントロール、オペレーショナル・コントロールにはコントロールに

Anwth（－）rlyの定義を示せば次の通りである多の

戦略的計画…・組織の諸目的、これらの目的の変更、これらの目的の達成に用いられる資

源、およびこれらの資源の取得・使用・処分に際して準拠すべき方針を決定するプ

ロセス

マネジメント・コントロール…・管理者が組織諸目的の達成のために資源を有効的かつ能

率的に取得し、使用することを確保するプロセス

オペレーショナル・コントロール…・特定の課業の有効かつ能率的な遂行を確保するプロ

セス

そして、Anth（myはそれぞれの活動の特徴、各活動が対象とする意思決定の例を（表1）

（表2）のように示している禦表1）（表2）の詳細な説明をしないが、それらの表を

見ればわかるように、マネジメント・コントロールは戦略的計画によって樹立された方針

を具体化し、経営活動を全体的立場から計画し、統制するという特徴を有している。その

ためには、計画や統制のための計画値、実績値を統一一・的に把捉し、評価することが必要と

なる。諸種の測定、評価尺度が考えられるが、その最も適した手段は貨幣単位によるもの

であり、苦から会計学の最も得意とする所である。また、その尺度を用いた組織全体の階

層的な計画および管理調整機能は、管理会計の中心的なテーマでもある。それ故、管理会

計の中心は、マネジメント・コントロールに役立つ、計画、統制のためのシステムの設計

ということになる。しかし、これが中心であるとしても、戦略的計画、オペレーショナル・

コントロールに役立つ管理会計の研究も必要であり、管理会計は三つの領域の全てに役立

たねばならないと思っているよ刺

最近では、企業の戦略的計画に役立つ管理会計の研究がさかんに行われ、戦略的計画モ

デルの設定、それに役立つデータ・ベースの設計、管理の研究や、戦略的思考過程の中に

いかに管理会計情報を折り込むかについての研究が行われてい夏泡略的計画には、組織

ア



（長日計画、統制活動の特徴（R．N．Anth一一y）

（問題 と意思 決定の性質 ）

戦略的計画
マネジメ ン ト・ オペ レーショナル ・

コン トロール コン トロール

焦　　　 点 あ る時期の一局面 組織全体 各々の課業

問題 の性質 識 別す ることが困難， 先 例が存在す る。 事前 に決められた規則，

非構造的，多 くの代替 多 くの繰 り返 し，限定 数学 モデル

案，因果関係 が不明確 された代替案， あ る部

分 はプログラム化可能

基　　　 準 社会的，経済的 効率的，効果的 効 率的

制　　　 約 制約 な し 一般 に戦略によ って規

定

厳 しい制約

計 画 期 間 長期 次の 1 ～ 3 年 （特 に・1

年 が多 い。）

非常に短 い

決 定 過 程 定型的 な分析 が行われ 多 くの定型的分析。代 規則 に従 う ：も し規則

ることもあ る。殆ん ど 替案探索のデ ッ ドライ が不適切で あれば判断

判断 によって行われ る。 ンがある。繰 り返 しが によ る。繰 り返 し

代替案探索 のデ ッドラ

イ ンはない。繰 り返 し

は少い。不規則

多 い。 リズ ミック

最 終 成 果 しば しは　 一つの決定， 企業全体を包括す る計 特定 の活動

目標，政策，戦略，方針 画

評　　　 価 主観的，困難，長いイ それほど困難ではない。 通常 は明確，非常 に短 1

ンターパル 少 くとも毎年 期 間

（システムと情報の性質 ）

構　　　 造 本質的 に非構造的， テ フォーマルとインフォー 主 として組織的

イ ラー ・メイ ド マルの双方

情報 の性質 大部分外部情報，未来 主 として財務情報，外 多 くは非金額情報， 内

指向的，期待値 部 と内部，計画 と実績， 郡，実績，業務 のモデ

期待値 と目標値 ル

焦　　　 点 研究 されている トピッ プ ログ ラム と責任 セ ン 特定 の取引，階層的で

クやプログラム，階層

的でない。

ターの両方，階層的 ない。

量 分析において多 くのデー

タが用 い られ る。 （意

思決定者が多 くの情報

を用 いるので はない。）

要約 された情報 詳細

正　 確　 性 粗 い か なり正確 正確

適　 時　 性 ス ピー ドは通常，重要 ス ピー ドが正確性 よ り リアル タイ ム

ではない。 重要。

蓄積 デー タ あま り重要 ではない。 重要 重要

了〕



（行動的側面）

関　 係　 者 トップ ・マネジメント 全ての管理者，階層的 個人 （いない場合 もあ

やスタッフ，メンバー

は少数

る。）

精 神 活 動 創造的，企業家的，分 リーダーシップ，説得 指令に対する遵守

折的 的

調整 と

コミュニケ
ーション

比較的容易，小グルー

プ

困難，組織全体 本来，容易

責　　　 任 計画者は結果に対 して 管理者は計画と結果の 監督者は結果に対 して，

責任を持っていない。 双方に対して責任をもっ

ている。

責任を持っている。

報 酬 基 準 全体的にみて，主観的 部分的に客観的，結果

に基づいた報酬

客鱒的

（他　 の　 特　 徴）

計画とコン
トロールの
バランス

計画が中心　 コントロー 計画とコントロールの コントロールが中心，

ルが従 双方が重要 計画が従

基 本 分 野 経済学 経済学，社会心理学， マネジメント・サイエ

システム理論 ンス，O R ，物理科学

システム ・ 組織的でない。 業種によって異なる。 問題 ごとに異なる。プ

デザイ ン 管理ニーズの分析，人 ロセスの分析，人的で

的 ない。

Anth（）ny R．軋，迦＿＿＿＿晦印agePle坦∴＿昼）r！trOIFurlCti（＿）n，

批1Vard Busincss Sch。（）l Press，1988，p．42，p．48，p．53，p．56・

（表2）意思決定の例（R．N．Anthny）

戦 略 的 計 画 マネ ジメン ト・ オペ レー ショナル ・
コ ン トロール コ ントロール

会 社 目 的 の 選 択 予　 算　 の　 編　 成 雇 用 の コ ン トロ ー ル

組　　 織　　 計　　 画 ス タ ッフ人 事 の 計 画 各　 方　 針　 の　 実　 施

人 事 方 針 の 設 定 人 事 手 続 き の 制 定 信用拡張 のコントロール

財 務 方 針 の 設 定 運　 転　 資　 本　 計　 画 広告配分のコントロール

マーケテイング方針 の決定 広 告 計 画 の 作 成 生産 スケジュールの作 成

研 究 方 針 の 設 定 研 究 計 画 の 決 定 在　　 庫　　 管　　 理

新 製 品■品 種 の 選 択 製 品 改 善 の 選 択 作業 工員の能率の測定

新 工 場 ■の　 取 得 工 場 配 置 替 えの 決 定 評 価 お よ び 改 善

臨 時 資本 支 出 の 設 定 経常 的資本支出の決定

オペ レー ショナル ・コ

ン トロールに対す る決

定規則の作成，経営実

績 の測定，評価 および

改善

高橋吉之助訳『経営管理システムの基礎』ダイヤモンド社、昭和48年4月、24鉦〕

／／



構造、各種の経常方針等の全社的な経営基本戦略に関するものと同時に、投資規模の決定、

新製品品種の決定、製品価格の決定等の実行戦略に関するものが含まれている（〕そして、

後者のものに対して、管理会計の果たす役割は大きいと思える。特に、近年では、S BU

（戦略的事業単位）が作られ、実行戦略の決定をそこに委譲している場合も多い。このよ

うな場合には、SBU間の調整の問題が起こり、その分野における管理会計の果たす役割

は大きくなる。これは、調整という点に特に着目すれば、戦略的計画の中にまで、マネジ

メント・コントロールの機能が入り込んでいると解釈することもできる彦珊

また、企業の日常的業務の改善に関する問題が、戦略的問題と同等に重要であると認識

されるにつれて、（例えば、JI T生産方式、TQCは現場の問題の解決のために考案さ

れた。）オペレーショナル・コントロールと管理会計システムの関係についての研究も、

重要であると考えられるようになっている。

実際、日本企業（特に、自動車企業）において、現場での日々の活動の管理は原単位で

行いながら、その背後では原価の全社的削減が達成されるようなシステムが作り上げられ

ている。これは、日常的業務に果たす管理会計の有用な役割を示している5彦′少

要約すれば、マネジメント・コントロールが対象としている計画、統制のプロセスは、

従来通り管理会計の中心的テーマであるが、戦略的計画、オペレーショナル・コントロー

ルに管理会計が役立つかどうかという問題を考える場合には、管理会計情報を他の情報と

いかにミックスさせて実際の問題解決やモデル設定に役立てるかということが主題となる。

Anth（二）nyは、以上の三階層の計画、統制プロセスの相互関係を示す図を示しているがf射り

これはよく知られているので、ここでは省略する。ただ、門田安弘教授はこのAnthonyの

図を基に、より詳細な相互関係を示す図を示しているので、簡単に紹介したし解の剛こ

は、特に、マネジメント・コントロールのプロセスが、より詳しく描かれている。その図

を一一一部抜粋して示したものが、（図1）である。

（図1）に示されるように、マネジメント・コントロールのプロセスは、プログラミン

グ・プロセスと予算プロセスから成り立っている。前者は、戦略的計画によって決定され

ている戦略を実施するための諸活動の決定と、資源配分量の決定等を行うプロセスであり、

後者は、次年度の詳細な活動の実施プランを管理者の責任に対応するように作成し、実施

活動を統制するプロセスである言動の

プログラミングは個別計画と期間計画からなり、個別計画は個別構造計画、個別業務計

画に分かれ、期間計画は長期利益（総合）計画と短期利益（総合）計画に分類できる。ま

た、企業の組織構造を決定するような個別構造計画は長期的視野に基づくものであるので、

これと長期利益計画を合わせて長期計画とし、個別業務計画と短期利益計画を合わて短期
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（図1）R．軋Anthnyの3階層のフレhムワーク

（差違警告憲警讐「多目標と階層組織の管理会計」同文館・p・69●）

計画と分類できる。個別計画によって決定されたものは、長期利益計画、短期利益計画の

中で全体的立場から調整されると同時に、実行可能であるか否かが判定されることになる。

実行可能であれば、これを基に、予算編成が行われることになる。

（図1）の考え方と異なった見解もある。（図1）は、戦略的計画→マネジメント・コ

ントロール→オペレーショナル・コントロールという一盛の関係を仮定しているのに対し、

石塚博司教授はこれと少し異なった考え方をとってい ．ゴ禦、 なわち石塚教授は、戦略的計

画とオペレーショナル・コントロールは特定の個々異なった価値基準に基づき、不統一で

あるので、これを会計システムに写像して、財務的評価が必要であると考えている。そし
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て、この会計システムへの写像こそマネジメント・コントロールが対象とする領域である

と考えている。この見解は管理会計の特徴を明確に示すという長所をもっているが、この

見解については、本章ではこれ以上、述べないことにする。

以上、Anthonyの経営管理の三階層のフレームワークについて、それぞれの特徴を述べた。

これは企業の計画、統制プロセスを考察する場合、非常に有用ではあるが、数理モデルに

ついてのAnth（▲）nyの考え方には同意できない。その点について、次節で述べることにする。

（Ⅲ）数理的アプローチの有用性と特徴

各階層の意思決定に対して、数理モデルが有用であるか否かについてのAnth（）nyの主張

は、次のように要約される禦亀略的計画は経済的要因のみならず、社会的、政治的要因が

多く関係し合い、複雑で不明確な構造を持っている。それ故、戦略的計画は叫一・定のパター

ンとはなり得ず、数理モデルはあまり役に立たない。むしろ数理モデルの作成は、問題の

多様性を無視する可能性や新しい代替案の発見等の独創性を失わせる可能性がある。マネ

ジメント・コントロールは企業全体の立場から、全体を調整することに重点があり、人間

が人間を管理するプロセスに関係する。それ散、インプットとアウトプットの最適関係は

科学的に決定できないので、数理モデルを作成することが困難で、仮に作成できても有用

ではない。これらに対して、オペレ←ショナル・コントロールが対象とするものは、ある

事前に定められている規則に従い、繰り返しが多いものが多く、その規則も容易に、数理

的手法を用いて、客観的にモデル化できるものが中心である。それ故オペレーショナル・

コントロールには、行動の方向を決める手段として、数理モデルが妥当する。

以上がAnthonyの説の要約であるが、数理モデルは戦略的計画、マネジメント・コントロ

ールには有用ではなく、オペレーショナル・コントロールのみに最もよく適合し、有用で

あると述べている。

しかし、この見解に対しては反対である。というのは、管理会計の従来から主として対

象としている領域は、マネジメント・コントロールの領域であり、しかも、マネジメント・

コントロールに数理モデルが有用でないというのであれば、極論すれば、管理会計には数

理モデルは無用だということになるからである。

戦略的計画は、社会的、政治的要因に大きく影響されるが、それのみで計画されるとし

たら、経済的な合理性という点が無視ないし軽視されることになる。批判があるかもしれ

ないが、大局的に見れば、経済的な合理性に基づいた最適政策の探索が、企業発展の前提

条件である。経済的な合理性の追求のためには、可能な限り必要なデータを収集し、デー

タ相互間の関係を明らかにし、できれば、数字を用いてモデル化して考察するのがよいと
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思う。そのモデルの解は一つの客観的な解であり、実際の実行解を求める場合には、これ

を基にして、社会的、政治的要因等を考慮して修正すればよい。戦略的計画を前節のよう

に、経営基本戦略と実行戦略に区別した場合、後者には数理モデルが妥当する場合が多い。

マネジメント・コントロールには人的要因を考慮すべき余地が多くあるが、上述のこと

と同様の理由により、経済的側面を重視した計画、統制案を作成し、それを人的要因を考

慮して修正するというやり方を採るべきである。特に、近年、企業の組織構造は多階層、

多部門に分権化しており、企業に統一的な秩序をもたらすことが必要となっている。この

企業組織の秩序（調整）こそ、マネジメント・コントロールの中心的課題であり、数理モ

デルはこれに対して有力な手段を与える。

井尻教授は、計画過程を例にとり、数理的アプローチを採用することの利点を次のよう

に述べている。「計画過程を（企業の環境条件Aのもとに、与えられた目標　血　を達成す

る一組の下位目標J　を導き出すこと）と通常の言葉を用いて表現するのも一つの方法で

あるが、これを（連立一次方程式』．∬　＝　β　の解を求める過程）と数学的に表現するこ

とも可能である。……計画過程を』．∬　＝　∂　の解を求める過程と表現した場合、環境

条件Aのもとに与えられた目標∂を達成する下位目標ズを導き出すという計画過程の基本

的な要素を表現するだけにとどまらない。その表現には同時に、Aが　丘　に依存しないこ

と、月や　∂　は時間に関係なく一定であること、J　に加法性があること、J　に制約が

ないこと、　β　がJ　の加重集計でできていること、月．J　の値は一意的であること、解

の存在は必ずしも保証されていないこと、解が存在する場合その解は必ずしも仙一意的では

ないこと、なども意味している。これらの線型代数のシステム規則や性質からくるもので

あるが、計画過程を』．∬　＝　古　の解を求める過程として表現することは、実はそのシス

テム全体を背景に計画過程を表現することを意味する。苧撃述べている。そして、そのよ

うな厳密性が、数理的アプローチを採ることの欠点でもあるが、井尻教授は、それによっ

て漠然とした現実の問題を明確ならしめ、計画を立てる場合の諸条件、仮定等について、

詳細に検討することを可能ならしめると述べている。この点は、管理会計に数理的アプロ

ーチを採用する重要な意義の一つである。

井尻教授の説は、計画プロセスに数理的アプローチを採ることの利点であるが、統制プ

ロセスにも同様にあてはまる。また、これはオペレーショナル・コントロールの対象領域

に限ったことではなく、モデル化しにくいということはあるけれども、マネジメント・コ

ントロール、戦略的計画の領域にもあてはまる。

しかし、数理モデルを作成する場合、注意すべき点があることを認識すべきである。宮

本匡章教授は次のように述べている。すなわち、「数学的モデルが作成されると、数学的
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論理によるモデル展開が可能となる〔〕われわれは他の分野においてではあるが、数学モデ

ルの展開により、それまで未知であったものが解決されたいくつかの例を知っているだけ

に、そのことの意義を決して軽視するわけではない。しかし、単一1職能に属する活動であ

ればともかく、多種多様な企業諸活動のすべてを対象とする利益計画では、数学的論理の

展開がかえって現実からの遊離をまねき、実践上の有効さを失わせることになるのを危憤

するのである日　……さらには、利益計画は将来に対する計画であり、独創的発想が高く

評価される意思決定問題である。したがって、ある枠組みの中での努力のみではなく、そ

の枠組みそのものを変化させることに努めることも、計画にさいしての重要な課題となっ

ているはずである。とすれば、モデルの構造のいかんにも大きく左右されるのではあるが、

一般に数学モデルの形で利益計画を表現することになれば、この自由度を相当程度まで制

約することになりはしないかという危慎が生ずるのである（守弘べているし＿，

また、これとよく似た意見として、G．lhdleyのものがある。Hzldlcyは数理モデル全般

でなく、数理計画法の－¶一・つである線形計画法を採用する場合の注意点について述べている

が、線形計画法という言葉を数理モデルという言葉に置き換えても、表意は変わらないと

思う。彼は、「線形計画法を利用して解くことのできる問題は驚くほど多いが、これらの

問題にとって線形計画法は現実の世界の概要を表現する単なるモデルにすぎないことを忘

れてはならない〔－，たとえそれが科学またはエンジニアリングの分野であっても、現実の他

界を正確に表現しているモデルを探すことは不可能に近いし∴重要なことは正確性の程度の

問題であって、そのモデルが価値ある情報を提供する程度に正確なモデルであるかどうか

であるし〕人間は生まれながらにして怠け者である。したがって、モデル適用に相応しくな

い状況であっても、そのモデルが手元にあるという理由で利用しようとする（）このような

悪しき行動は他の場合と同様、線形計画法に対しても例外なくとられる可能性があるし）」
虚心

と述べている（、これら二つの見解は、数理モデルの作成において陥りがちな問題について

の指摘であるので、モデルの作成に際し、その点に常に注意しなければならない。

（VI）管二哩会計の対象領域とフレ・－ムワーク

管理会計の対象領域は計画と統制であり、その中心テーマは、計画と統制に役立つ情報

の提供と会計モデルの設定であるし）しかし、計画と統制の領域がそれぞれ拡大するにつれ

て、両者の区別が困難となる場／合も多くなってきた。それ故、管理会計は各種の側面から

体系化できるが、意思決定会計と業績管理会計の2本立てで体系化することが多い。ここ

で言う業績管理という言葉は、単に部門管理者や従業員の業績の管理という意味ではなく、

それをも含めた部門や企業全体の業績の管理という広い意味をもっている。意思決定会計
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と業績管理会計の領域を、Anlh（）nyの3階層のフレームワークとの関連で示せば、（図2）

の通りであるし）

このように区分する理由は、短期利益計画（期間計画）と期間統制は機能上、分けるこ

とができないという点が一一つの大きな理由である。また、業績管理会計が対象とする領域

叫－≠（戦略的計画）

意思決定会計一一一一

業績管理会計

一一一一長期利益計画

一叫個別計画一一1－－－個別構造計画

一一個別業務計画

ーノーー“短期利益計画

一一一期間統制

一一…（オペレーショナル・コントロール）

（図2）　管理会計の体系

（マネジメント

・コントロール）

の決定や統制の主体は、通常の経営上の主体であることが多いのに対し、意思決定会計が

対象とする領域は、プロジェクトごとに新たに設定される主体であることが多いことによ

る。さらに、業績管理会計は定型的活動の期間計画が中心となるので、計画において、全

体的な調整が特に童要となるが、意思決定会計は全体的調整よりも、個別的な進路決定計

画や創造的計画を対象としてるという点も挙げられる。

戦略的計画とオベレーーショナル・コントロールは、従来から、管理会計の対象外である

とする見解が多い。（図2）のように、本論文では、戦略的計画は意思決定会計の対象領

域、オペレーショナル・コントローールは業績管理会計の対象領域と考えている。個別業務

計画は業績管理会計に含まれるとする見解もあるが、業績管理会計は短期期間計画と期間

統制を対象としているという点で、それを対象外とするのが通説である。また、長期利益

計画は期間計画ではあるが、短期期間計画ではないという理由で、それを業績管理会計の

領域から除外するのが一一般的であるt〕

本稿は、業績管理会計の諸問題を数理計画法を用いて考察するのであるが、今まで、こ

の領域全体を数理計画モデルを用いて統一的に検討した研究はない。業績管理会計の主要

領域と本稿の構成を図示したものが、（図3）である（〕ただし、利益計画、予算編成、業

績統制は相互に関係しており、各章の内容がどこに属するか明確でない場合も多い。例え

ば、予算編成に役立つ利益計画モデルを作成する場合、統制に役立つ利益計画モデルを作

成する場合など分類困難であるが、このような場合は主要対象領域をもとに分類している。

（図3）に示すように、短期利益計画で決定された計画案をもとに、着任単位ごとに、
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具体的に詳細に数値を用いて示したものが予算であるしっ　そして予算目標を実行すべく各種

無期利益計画

（C〝V州P分析を含む）

第2章

第3章

第4章

仁＿＿

予算師友の基本方針

アウトプット

業績統制

（業績評価）

第7章

第8章

第9章

第10章

（図3）　業績管理会計の主要領域と本稿の構成

の業績統制が行われることになる（〕短期利益計画と予算編成を置十一一一一一のものと考える見解も

あるが、（図3）のように、両者を別個のものと考えるのか一一一▲般的である。宮本匡章教授

は、利益計画と予算編成の間の相違点を次のように要約している。

「（a′）企業予算では、企業活動を構成する諸活動を、利益計画よりも詳細かつ具体的に

策定する必要がある日

（b）企業予算では、一・船に着任会計（rcsponsiL）iljty acc（）untirlg）とよばれている

概念を導入しなければならない（，というのは、企業の業種特性や規模の大小によっ

てその貝体的内容が異なるとはいえ、いかなる組織においても、職務にしたがい明

確な権限・責任の範囲を定め、その着任単位ごとに予算を指示することが、予算統

制（budgetとlry COntr（）l）の基本前提となっているからである。

（C）前の　日日　と密接な関連をもつことであるが、企業予算では、責任吋▲位ごとの予

算（目標、）がその責任単位の業績評価の基準ないし尺度となりうることが望ましいr）

しかしながら、その場合には、業績評価の尺度として、貨幣金額のみでなく、それ

と密接な関係をもつ物量単位もまた必要とされることを、考慮に入れておかねばな
（触り

らない。」

また、小林軒夫教授は、利益計画を予算編成と区別する意義を次のように述べている。

「期間利益計画の設定を予算編成プロセスと切り離して行うことには十分な意義がある。

というのは、期間利益計画のプロセスで部門管理者がいろいろな代暦的判断を行って部門
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計画を設定したとしても、それらは直ちにその部門の実行計画とはならないからである。

むしろ、いろいろな判断に基づく部門活動の代替的計画は、経営全体として集合され、全

体的に調整された後にそれが目標利益をみたすとき、はじめて、年度利益計画として、トッ

プ・マネジメントによって承認されることになる。また、全体として承認された期間利益

計画の下では、部門計画として決められた計画は、少なくとも年度利益計画の設定段階に

おいては実行されるべき計画として基本的に各部門において受け入れられるべきものとな

る。もしこの場合に部門管理者が部門計画をさらに変更するならば、全体的な調整は破ら

れ、目標の全体的な達成は計画上において保証されなくなる。この意味で、期間利益計画

設定段階における部門別計画といったん全社的計画が設定された後の部門別実行計画とし

ての予算編成とは区別して考えることが合理的である。」
r浅叫）

以上の両者の見解に示されるように、利益計画と予算編成を区別することは意味がある

が、予算編成が非常に簡単である場合、利益計画と予算編成過程の関係を特に明確にしな

い場合には、区別して考える必要はない。両者を区別するとしても、予算編成の過程で修

正すべき箇所を発見し、微修正で処理できないなら、もちろんのこと利益計画そのものを

変更しなければならない。

本稿は（図3）に示すフレームの各ステップに対し、数理計画モデルがいかに適用でき、

いかに有用性があるかについて検討するものである。

（Ⅴ）利益目標の設定への数理計画法の役立ち

会計学の分野において、古くから利用されてきた利益計画の手法として、損益分岐点分

析がある。この分析は狭義には採算点の分析を意味しているが、広義には、採算点の分析

をも含めた原価、営業量、利益（C－V－P）の分析を意味している。この手法が利益計

画の手法であるというのは、損益分岐点を知ることが利益計画において考慮すべき巌も重

要な点であると同時に、企業内外の情報をもとに、変動費、固定費、売価を求め、C－Ⅴ

－Pの関係を利用して、目標利益を達成する売上高、販売数量等を求めることができるか

らである（，売上目標や販売目標は、利益目標よりも原価に関する部分が含まれなくてよい

ので、経営者により具体的な行動指針を与えることになる。また、変動費、固定費、売価

等のパラメータを変化させ、損益分岐点や利益への影響を調べることができるからである。

しかし、この伝統的な損益分岐点の問題点として、確実性下の問題のみに限定しても、

次のようなものが考えられる。

①売上高が増加すれば、利益が単純に比例的に増加すると仮定している。また、最大利

益をもたらす売上高、多品種製品を有している場合の最適製品構成を示していない。
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②生産技術条件、設備条件、購入条件、販売条件等の制約条件を考慮に入れていない。

それゆえ、伝統的な損益分岐点分析から求めた解は、この種の制約条件を満足するかどう

か不明である。

③企業全体の一一年間、半年間の売上高全体を決定できても、毎月、毎週、毎日、どの製

品をどれだけ生産すべきか、どういう順序で生産するかの案を示していない。また、多部

門、多工程を有する企業の場合、どの部門であるいはどの工程で、どれだけの製品を生産

すべきかについても示していない。すなわち、全体と部分との関係が不明確である。

④伝統的な損益分岐点分析は単一期間の分析を前提としており、これを多期間の分析に

応用することは困難である。すなわち、将来の計画と現在の計画との関係が不明確である。

上述の問題点は、C一・Ⅴ－P分析に数理計画法を用いて行うことにより解決できると思

える。というのは、（争（紗の問題点については、数理計画法が制約条件下での目的関数の最

適化を目指しているという性質から、数理計画法によるモデルの解をC－Ⅴ一P分析のた

めに用いれば、これらの問題を解決できると思えるからである。また、数理計画法を利用

することにより、最適解以外の各種情報も得られる。

例えば、企業の政策的要因や環境条件が変化した場合の生産、販売量への影響、現在の

最適解が最適解であり続けることができる係数値の範囲等の感度分析に関する情報等が得

られる。また、変数を付加（除去）した場合、条件式を付加（除去）した場合の最適解や

目的関数値への影響に関する情報、さらには技術条件相互間の関係や補完関係、競合関係

等の製品相互間の関係がいかに最適解に影響を与えているかについての情報が得られる。

さらに、シャドウ・プライスを知ることにより、どの資源を有効に利用すべきか、どの箇

所を優先的に統制したらよいかの情報を得ることができる。というのは、シャドウ・プラ

イスは制約値を山一単位だけ増加（減少）した場合の目的関数への影響度を示しているから

である。

しかし現在のところ、C鵬Ⅴ－P分析に数理計画法を利用している企業は多くない。こ

れについて、加登豊教授のアメリカ企業と日本企業を対象とした実態調査がある。アメリ

カ企業についての調査は、1984年4月30日付『フォーチュン』誌に掲載された、1983年度

アメリカ企業の売上高上位500社を対象とした郵送によるアンケート調査である。その結

果は、（表3）の通りである哲び

日本企業についての調査は、昭和60年11月20日現在の東証－一一一割i上場のうち、鉱・製造業

（ただし、建設業を除く）629社を対象とした郵送によるアンケート調査であるし〕その結

果は（表4）（表5）の通りである娃娃り
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（奉湖　　CVP分析への数理計画法の利用状況

利用している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17ぐ25．0％）

過去に利用していたが現在は利用していない　　　　　　11（16．2％）

現在利用していないが今後利用するかもしれない　　　　　27（39．7％）

将来も利用する予定はない　　　　　　　　　　　　　　　13（19．1％）

合　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　68（100．0％）

加登豊著『管理会計研究の系譜一▲一一一計量的意思決定モデルから

意思決定支援システムへ』税務経理協会、平成元年6月、90貢。

（表す）　CVP分析の実施状況

回答企業数

CVP分析実施企業数

採用率

環境不確実性を考慮する企業数

（採用企業に対する比率）

環境不確実性への対処法

シミュレーション

確率・決定理論

そ　の　他

数理計画法の適用企業数

168

88

52．4％

28

（31．鋸％）

25

23

（82．り首）

5

（17．9．％）

1

（3．6％）

6

（6．鋸首）

加登豊著『管理会計研究の系譜一一一計量的意思決定モデルから

意思決定支援システムへ』税務経理協会、平成元年6月、114頁。

（表jつ　　CVP分析への数理計画法の利用状況

有用している　　以前は利用してい

たが，現在は利用

していない

6　　　　　　　　　　2

現在は利用してい　　利用する予定は

ないが，将来利用　　ない

するかもしれない

56　　　　　　　　　　21

（注）有効回答数は85である。

加登豊著『管理会計研究の系譜一一一計量的意思決定モデルから

意思決定支援システムへ』税務経理協会、平成元年6月、115頁。

この結果を見ると、ア三石ノカ企業においては、多いとはいえないがかなりめ数の企業が

C－Ⅴ－P分析に数理計画法を利用しているが、日本企業においてはその数はわずかであ

るし）日本企業において、C一一一Ⅴ－P分析への数理計画法の利用率が低いのは、Q）経営者、

管理者の数理計画法に対する理解の乏しさ、②よいデータの獲得、加工ができる態勢が整っ
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ていないこと、③会計人の数理計画モデルに対する知識の欠如、等が原因となっていると

思われる。ただ将来において、利用の可能性もあると答えた企業が、有効回答85に対して

56とかなり高い割合を占めているのか注目される。

③④の問題についても、数理計画法による利益計画モデルの設定の仕方によって容易に

解決できると思える（〕というのは、企業全体と各部門との関係や、計画期間全体と各部分

期間との間の関係式をモデルに入れ、全体的最適を達成するための部分モデルを作成でき

るからである。このことによって、多部門、多階層組織を有している企業のモデルや多期

間モデルの作成において、全体と部分を整合的に扱うことができるようになる。短期利益

計画を数理計画法を用いてモデル化する場合、あまりモデルが複雑となれば、モデル全体

をシュミレーション・モデルとし、その一一部を数理計画法が担当するということも考えら

れる。例えば、短期資金の変動はかなりの部分が事前に予想がつくこと、資金調達の手段

が政策的に操作されやすく複雑であるといった点から、資金の調達、計画等を数理計画モ

デルに含めないで、利益計画のチェックとして資金計画を別にするといった方法も考えら

れる禦り

数理計画法は分類基準をどこにおくかによって諸種の面から分類できるが、企業で最も

よく利用されているのは線形計画法である。もちろん、現実の経営問題が全て線形である

というのではない。これは、線形計画法を用いるとモデルが非常に簡単になると同時に、

容易に解が求まるという利点をもっているからである（〕さらに、非線形の問題でも、適切

な区分による区分線形問題として定式化すれば、ある程度の精度は達成できるからである。

この線形計画法は、古くから石油精製業でよく利用されていた。その一一一一一例として、東亜燃

料工業（株）の適用例を示すことにする。

同社が線形計画法を計画に利用した理由として、「原油には軽質ものから重貿ものまで

種類が多く、おのおのの製品の得率が違うので製品需要パターンにあった原油選択を行う

ことが、操業を最適化するうえで重要である。また、装置運転についてはその運転条件の

選択、製品混合については中間製品の混合比をいくらにするかなどの問題が内在すること

になるが、決めなければならない変数、制約の数とも多次元になり、同時決定的な諸要因

を決めることは簡単ではない。ここに数理計画法、とりわけ線形計画法が生きて使われる

素地があり、1960年代前後より、コンピューターの進歩とともに急激に企業の生産計画業

務に取り入れられ始め、今。では完全に定着した感がある。偲べている。

そして、東亜燃料工業（株）の本社レベルの計画では、長期計画、中期計画、短期計画

の全てに線形計画法を用いている。長期計画は、設備、装置、工場の新設、増設、改造等

の個別構造計画と長期利益計画から構成されている。しかし、同社での中期計画と短期計

22



画は対象とする計画期間が通常の場合と異なっている。すなわち、ここでの中期計画は、

原油の選択を中心とした季節ごとの生産計画案の作成と、年度予算の作成の前提となる計

画案の作成から構成されている。これは、通常の場合での個別業務計画、短期利益計画で

ある。同社での短期計画は、翌月の原油処理量ならびに製品生産量の製油所別割当等であ

る。時には各工場モデルを結合し、数百～数千くらいの式をもつ多期間モデルが作成され

ることもある。原油輸送に関連した問題では、線形計画法により大体の傾向をつかむよう

にしている。製油所では、本社の計画案をもとに、月次の生産計画、月間内スケジューリ

ング、日次の原料混合等の計画が立てられる。スケジューリングについては、時間要因を

含めることが必要となり、モデルがあまり複雑化し、種々のオペレーションの選択も考慮

しなければならなくなる。それ散、この間題については、コンピュータとの対話によって、

自己の経験と判断で実施するようにしている（！財）

また、東亜燃料工業（株）では、線形計画法のほかにも非線形のモデルが採用されてい

るご聖。モデルは、線形計画法が全ての制約式、目的関数を線形化して扱うということを

前提としているために、この欠点を補うために補助的に利用されている（〕製油所の非線形

シュミレーション・システムはこの一つの例であり、これを用いて、線形計画モデルの係

数を生成できるようにもしている。

（Ⅵ）多部門調整と会計的統制への数理計画法の役立ち

多部門を有している企業の場合、企業全体の計画目標に合致するよう各部門を調整する

ことが重要である。予算を編成する場合には、部門間の調整が特に重要となる（〕本部が部

門の各種の制約を知っている場合もあるが、これを知らない場合も多い。前者の場合には、

本部は企業全体の観点に立つ最適解を容易に求めることができるので、この解を各部門に

指示すればよいことになる。それ故、部門間の調整は非常に簡単になる。

しかしながら後者の場合には、本部は部門との間で情報交換をしなから、企業全体の最

適が達成できるよう調整を行わなければならない。情報交換として、本部が部門に対し、

部門の制約条件の全てを知らせるよう指令を出し、部門がこれに答えるというようなもの

が考えられるが、このタイプの情報交換は現実的ではない。というのは、部門は部門の制

約条件の全てを意図的かそうでないかにかかわらず、正しく報告するとは限らないからで

ある。むしろ、本部がある情報を与え、部門がこれに答えるという情報交換の方が現実的

である。このタイプの情報交換には、数理計画法の分解原理や各種の調整法等が一一¶－・つのヒ

ントを与えてくれる。しかし、これはあくまで一つの解決策に対するヒントであって、現

実の調整がこれに基づいて厳密に実行されるべきだという類いのものではない。というの
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は、各種の分解法による解決策は、一つの理想的な状況を前提としているからである。す

なわち、本部がある情報を与えた時、部門がこれに対して正しく報告すると仮定し、しか

も、本部も部門も最も合理的に行動するということを仮定しているからである。しかし、

理想的な状況における情報交換を考察することによって、現実のあいまいになされている

情報交換を再検討する手段を与え、現実の状態を改善する糸口を兄いだすことができる。

以下のような状況を仮定し、二つの代表的な分解法に基づいた情報交換の特徴について

述べてみよう。例えば、企業は全ての部門が共通して使用できる共通資源制約と各々の部

門のみに関係する部門制約の下で、利益を最大化しようとしているとする。そして、本部

は共通資源を管理していると仮定し、共通資源制約は知っているが、部門制約は知らない

とする。

このような場合の全社的最適解を求めるための情報交換として、G．B．DaⅣLzig，P．恥lfe

の分解原理の応用が考えられg禦の分解原理を用いてモデルを分解し、マスター．プ。

グラムを本部の問題、サブプログラムを部門の問題とすれば、情報交換は、本部が共通資

源のシャドウ・プライスを与え、部門が生産量を報告するということになる。これは価格

指示型の調整としてよく知られている。ただこの型の調整法は、最適解に到達する以前に

情報交換を打ち切ったとすれば、必ずしも共通資源の制約を満たさないことがあることに

注意する必要がある。

もう一つのものとして、J．Kornai，TH．Liptakの分解法の応用が考え られ㌔空かし、

彼らの方法は収束が遅いという欠点をもっているので、A．Ten Xateの分解法の応用の方が

有利であま禦。t。の方法によれば、本部が共通資源の量を与え、部門が部門資源のシャド

ウ・プライスで評価した部門資源の価値を報告するという情報交換となる。これは数量指

示型の調整としてよく知られている。

以上の二つのものが代表的であるが、この他にも価格と数量の両方を部門に与えて調整

する場合もあg要撃だ、どの方法を採用するにせよ、正しい（偽の情報を含まない）情報

交換が重要である。もし、偽の報告をする可能性があれば、インセンティブ・システムを

工夫することによって、この可能性を除去しなければならない。

モデルの最適解が求まれば、この解を用いて予算が編成されることになる。ただ、利益

計画モデルの解は必ずしも責任単位ごとに求められていないので、その解を責任単位ごと

の値に計算しなおす必要がある。責任単位として、部、課、係、さらには下位のセンター

などが考えられる。例えば、最適生産量、最適販売量がモデルから求められており、着任

単位が職能別になっているとすれば、予算も職能別になる。販売予算、製造予算は直接求

められる。これに対して、購買予算等は最適生産量をもとに作成されるt）研究開発費予算、
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鵬一般管理費予算、営業外損益予算等は、大部分が企業の政策によって決定されるが、最適

生産量、最適販売量によって影響されるものもある。責任単位が事業部別になっていれば、

予算も事業部別に編成されることになる。編成された予算は、責任単位の目指す目標とな

るので、その形態、決定の仕方が会計統制プロセスを性格づけることになる。それ故、企

業の統制プロセスに適合するような予算が編成されねばならない。

数理計画法による利益計画モデルの解と予算編成を連結させることによって、総合予算

と部門予算との間の関係がより明確になる。そして、両者の間は矛盾なく整合的となる。

また、前述したような数理計画モデルの利点を生かした予算編成が可能となる。すなわち、

モデルの係数値の変化がどのように最適解に影響するかを前もって感度分析によって明ら

かにしておき、これを予算編成に利用することができる。感度分析を行うことにより、最

適プランの実行にどの程度の危険が伴うかが明らかになり、期中において、どの点に注意

すべきか、どのようなデ】夕を重点的に収集すべきかについても明らかになるム　時には、

目的関数、制約係数行列、制約条件式の右辺、これらの一つの要素、または一一つの行か一一一▲

つの列のどれかが、パラメータによって連続的に変化するような場合に、解がどのように

変化するかをパラメトリック・プログラミングによって前もって求めておき、これを予算

編成に利用することもできる。すなわち、この弾力的予算により、期中に企業の制約条件

が変化した場合にも、すぐに適応できるようになる。感度分析の結果を利用したり、パラ

メトリック・プログラミングの解を利用する予算編成は将来の企業内外の不確実な条件に

対する一つの解決策でもある。

ただ、数理計画モデルの解を利用した予算編成は、予算実施過程における従業員の行動

的側面を無視した予算編成になりがちである。それ故、従業員の行動的側面への影響が重

大である場合には、これを加味して数理モデルの解を修正することが必要となる。

期末の実績は期首の予算目標と比較することによって差異分析され、業績評価がなされ

るのが山一一般的であるが、事後最適予算と比較することにより評価することもできる。事後

最適予算とは、事後になってわかった値が、全て期首でわかっていると仮定した場合の最

適予算のことである。この値と実績値を比較することにより、本来採用すべきものを採用

しなかったことによる機会原価が測定できることになる（〕実績値と比較されるものが事前

予算であろうと事後予算であろうといずれにせよ、企業全体目標と整合性をもつ最適予算

は、統制目標としての強い規範力をもっている。

予算統制以外の会計的統制システムとして、原価管理、内部統制等があるが、これらの

ものも予算統制と同様に、最終的には、目標利益を達成する会計的技法として位置づけら

れる。というのは、原価管理のための原価標準の設定、内部統制の重要な概念である信頼
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性等も、総合計画と関係付けて始めて意味をもつものであると思えるからである。これら

の会計的統制システムは、数理計画法を用いて、目標条件、制約条件下での最適システム

の設計問題として定式化することも可能である。

（Ⅵ）おわりに

本章は、管理会計の分野の問題に、数理モデル、特に数理計画法によるモデルを利用す

ることにより生ずる利点に焦点をあてている。そして、企業の利益計画モデル、統制モデ

ルに焦点をあて、数学や数理計画法を利用することの利点について考察した。

本章は、Anthonyの三階層の計画、統制プロセスを、考察のためのフレームワークの基

本としてとらえ、それを検討することから始めている。しかし、Anthonyと異なり、数理

モデル、数理計画法によるモデルは、オペレーショナル・コントロールはもちろんのこと、

マネジメント・コントロールや戦略的計画の分野でも有用であると思っている。

そして、管理会計が企業の計画、統制プロセスに役立つことを目的とするなら、管理会

計は、それら三階層の計画、統制に役立つような情報を提供することが必要であると思っ

ている。

要約すれば、管理会計は、Anthonyのいう三階層の計画、統制プロセスの全てに役立た

ねばならないし、三階層のプロセスの全てにおいて、数理モデルが有用であると思ってい

る。数理計画法を用いることにより、制約条件付きの最適化問題を扱うことができ、その

モデルの最適解を会計分析の手法と結びつけて分析することにより、企業経営に有用な情

報を提供できる。また、最適解を導くための演算過程からも有用な情報を提供できる。こ

れらのことは、管理会計の分野に数理計画法の手法が与えた重要な貢献であると思ってい

る。

（注）

（注DJohnson，H．T．，Kaplan，R．S．，［5］を参照のこと。

（注2）Johnson，H．T．，Ⅹaplan，R．S．，［5］，p．171．

（注3）井尻雄二著［15］、5頁。

（注4）Anthony，R．N．，［1］、高橋吉之助訳［27］を参照のこと（〕

（注5）高橋吉之助訳［27］、2ト23貢。Anthony，R．N．，［2］Chapter2，を参照のこと。

（注6）（表Dについては、Anthony，R．N．，［2］，P．42，P．48，p．53，p．56，を参照のこと。（表2）

については、高橋吉之助訳［27］を参照のこと。
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（注7）門田安弘著［21］の第3章において、門口教授も同様の意見を述べている。

（注8）Shank，J．K．，Govindarajan，V．，［1O］の全体にわたって、戦略的思考過程への管理会計

情報の折り込み方が、各種のケース・スタディを基に示されている。

（注9）佐藤精一編［24］における第1章、伏見多美雄稿［13］を参照のこと。

（注10）Wonden，Y．，Hamada，K．，［9］参照のこと。

（注11）高橋吉之助訳［27］、27貢。

（注12）門田安弘著［21］、69貢において、3つの情報処理機構とマネジメント・コントロールの

諸段階の関係が示されている。本章の（図1）は、マネジメント・コントロールの段階の

みを抜粋している。

（注13）門田安弘著［21］の第3毒を参照のこと。

（注14）阿保英司、石塚博司、前田幸雄著［11］の第1章、また、諸井勝之助編［22］の第1毒、石塚

博司稿［16］を参照のこと。

（注15）Anthonyの意思決定への数理モデルの役立ちに関する見解は、豊島義飢L一一一著［28］の第5

章において、要約された形で示されている。

（注16）井尻雄二著［15］の序文vi一頭貢。

（注17）宮本匡章著［20］、114－115貢。

（注18）吉川武男著［30］、20－21貢。

（注19）宮本匡章著［20］一、88貢。

（注20）小林哲夫著［18］、273頁。

（注21）加登豊著［17］、90貢。

（注22）加登豊著［17］、114貢．Jは臭。

（注23）柴川林也稿［25］、福川忠昭稿［12］参照のこと。

（注24）鈴木誠道、高井英造編［26］における第1章、前野拓也稿［19］3¶4貢。

（注25）東亜燃料工業（株）の長期計画、中期計画、短期計画については、前野拓也稿、［19］、小

田部斉稿［23］を参照のこと。

（注26）橋本正明稿［14］を参照のこと。

（注27）l）antzig，G．B．，Wolf，P．，［3］、I）antzig，G．BリWolf，P．，［4］に示された分解法を用いた

数多くの研究がある。

（注28）Kornai，J．，Liptak，TH．，［7］において、部門に共通資源を配分するためのアルゴリズ

ムが示されている。

（注29）Xate，A．T．，［6］を参照のこと。

（注30）Naier，S．F．，Vander Weide，J．H．，［8］において、管理単位が共通資源のシャドウ・プラ
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イスと共通資源の配分量を与え、部門が2種類の問題を解いて求められる生産某と、共

通資源の使用量を報告するという情報交換の関係を示している（〕この方法によれば、1

回の情報交換によって、2種類の情報が得られることになる。
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第2章　不確実性下の利益計画モデルとC－Ⅴ－P分析
確率制約条件計画法の利用

（Ⅰ）はじめに

企業が計画を立てるとき、C－Ⅴ－Pの関係を考慮に入れた検討が必要であり、それに

より利益算出過程の舷合的な検討が可能となる。それ散、会計学の分野において、この種

の研究は数多くなされている。これらの研究を整理すれば、短期のC－Ⅴ－Pモデルにつ

いて、確実性下の問題を扱っているもの、不確実性下の問題を扱っているものに分けるこ

とができる。そして、不確実性下の問題を扱う場合には、その意味として、何もわからな

いという意味ではなく、確率情報がわかっているという意味を採用している。特に、確率

変数の分布が正規分布であると仮定し、期待値と分散がわかっている場合を扱ったものが

多い。

また、不確実性下のモデルに限定しても、製品の種類が単一種類である場合を扱ったも

の，多品種製品の場合を扱ったものに区分できる、多品種問題を扱う場合には、期待値や

分散と同様に、製品相互間の共分散や相関係数を知ることが必要になる。本章は多品種製

品を生産、販売している企業の不確実性下の問題について述べるが、これらの大多数の研

究と同様に、確率変数の分布を正規分布と仮定した場合に限定して考察する。

不確実性下のC－Ⅴ－Pの数理モデルを扱う一つの方法として、統計学の理論を利用し

たモデルが研究されている。このような統計学の理論を用いたモデルは、伝統的な確実性

下のC－Ⅴ－P分析の方法を不確実性下の問題に適用できるようにするための一つの試み

であると思われる。このモデルは利益をもたらす確率、損失が生ずる確率、ある目標利益

以上の利益をもたらす確率等の算定や、ある目標を達成する信頼区間の算定に焦点を当て

R（）b。rtK．，。。。i。k。，Al。X。。。。rA．R。bi。hckの釦鉛ま、まず生産販売量のみを正規分

布する確率変数とした場合を扱い、次に、生産販売量、販売価格、変動費、固定費めすべ

てが確率変数の場合へとモデルを展開している。しかし、利益の算定には正規分布をする

二変数の積の項目が含まれ、この積の分布は正規分布しないにもかかわらず、これが正規

分布するとして問題を扱っている。この点をJimmy E．Hillard，R（▼）bert A．Leitchが批判

己轡国々の確率変数が対数正規分布をすると仮定して諭を展開した。これは、対数正規分

布をする二変数の積の分布はやはり対数正規分布をするという点に着目している。これに
（建3）

対し、批lWSen LiaoはHillard，Leitchの説を批判し、William L．Ferrara，Jack C．Hayya，

David A．Nachmanは偏差係数がどのような値をとるとき、積の分布は正規分布となるかを
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検証した禦れらの研究は、基本的には製品が単一品種のみ存在すると仮定した研究であ

る。多品種製品の生産を前提とした研究として、（；1。nnL．J。hns。。，St。。h。。Sjmikの研㌔よ

がある。

不確実性下のC－V－Pの数理モデルを扱うもう一つの方法として、確率付きの数理計

画法の最適解を利用する方法がある。この方法も確率を利用するという意味で、統計学の

理論を利用することになる。その意味で、この方法は、数理計画法と統計学の両者の理論

によっていることになる。もちろん、不確実性下の問題に、確率付数理計画法を用いない

で、感度分析やパラメトリック・プログラミングを弾力的に用いて対処することも可能で

ある。

C－Ⅴ－P分析と数理計画法は直接には関係をもたないが、数理計画法によって求めら

れた解を用いてC鵬Ⅴ一一P分析を行えば、制約条件付きの多品種製品ミックス問題を扱う

ことができるという利点をもっている。このようなC～Ⅴ州P分析法も伝統的なC－Vp

P分析法の一つの展開である。しかも、モデルの定式化の仕方によって、さまざまな問題

に対処できることになる。ただ、この方法によれば、最適解のみを用いるので、可能解の

全てと利益の関係を示していないという点で欠点もある。しかし、最適解を基にしたC叫

Ⅴ－P分析は、企業の活動目標となるような企業の制約条件下での最適活動と利益の関係

を示しているという利点がある。

確率付数理計画法は種々のものがあるが、本章は確率制約条件計画法をモデル化の手法

として採用する。確率制約条件計画法は、各制約条件を満たす確率の範囲内で最適解を求

める問題、目的関数値がある値以上あるいは以下となる確率を最大化または最小化する問

題に用いられる計画法である。また、この計画法は数個の制約条件を同時に満足する同時

確率条件が与えられる場合にも拡張できる。

確率制約条件計画法の研究は、管理科学の分野において、A．Charnes，W．W．Cooperによっ

て行われ、Eモデル、Ⅴモデル、Pモデルに分けたモデル化がなされている熱の後、管

理科学の分野でこの種の研究がなされ、この影響を受けて、会計学の分野でも多くの論文

が現れている。会計学の分野での近年の研究として、P．BIl（）Ckett，A．Charnes，W．W．Co（）per，

Hong－Chul Shinは需要量を確率変数として、モデルを定式化し、確率条件付損益分岐制約

をもつ利益最大化モデルを考察している空をして、需要量と生産量の小さい方で実際の販

売量が決定されるので、これを基に、売上実現関数をつくり、この売上実現関数を用いた

モデルを確率制約条件計画法により定式化している。また、Joyce T．Cherlは確率条件付損

益分岐制約と、確率条件付目標利益制約がある場合を考察し、3種類のモデルを示してい

る然して、確率制約条件計画法をパラメトリック二次計画法によって解く解法を示して
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いるt）本章は、これらの論文を主として参考にしながら、不確実性下の問題に接近する。

C－Ⅴ－P分析は、原価を営業量との関係のみで変動費と固定費に分け、その他の原価

を変化させる原因を考慮していないという批判もある。これは重要な問題点ではあるが、

多種の要因を考慮に入れたモデルは、計算は複雑となるが、数理計画法を用いて，同様の

方法で作成できる。

本章は、モデルの基本的特徴等を図を用いて調べ、そのモデルの適用可能性について考

察する。D S S（Dccision Support Systems）目的でモデルを利用する場合には、計画内

容のより良い理解が必要であり、図を用いることにより、これが達成されることになる。

本章では、モデルを極力簡単にするために、原価は営業量との関係のみで変化するとあえ

て仮定することにする（〕しかも、販売価格のみを確率変数と仮定している。そして、モデ

ルの最適解を基にCwV－P分析を行う方法について考察する。モデルを図示してみれば、

本章で考察した2つのモデルは、よく知られたポ山上フォリオ選択問題の特殊型として解

釈することもできる。また、モデルの係数の変化による最適解への影響を図を用いて明ら

かにし、C一Ⅴ鵬P関係への影響について考察する。図示することにより、固定費、目標

利益の値の変化が、2種類のモデルに異なる影響を及ぼすことがより明確になる。

（ⅠⅠ）不確実性下の利益計画モデルの基本的検討

確率制約条件計画法による利益計画について述べる前に、まず最初に、不確実性下の問

題についての基本的な検討を行う。というのは、基本的な検討を行うことにより、確率制

約条件計画法の特徴がより明確になると思うからである。

モデルを簡単にするために、生産量と販売量が同じであると仮定し、表記を

方　…‥限界利益

♪　…‥生産販売量の単位当たりの販売価格を表すベクトル　（1×乃）

〃　…‥生産販売量の単位当たりの変動費を表すベクトル　（1×乃）

C　…‥生産販売量の単位当たりの限界利益係数を表すベクトル（1×乃）

∬　…‥生産販売量のベクトル　（乃×1）

のようにすれば、限界利益は、

方＝＝（カ　ー　〃）∬　＝　C．方

から求められる。ただし、生産販売量（∬）は生産販売可能集合（Ⅹ）に属することが

必要である。生産販売可能集合は、凸集合とする。

凸集合とは、ある集合に属する任意の2つのベクトルの凸結合を作れば、またそのベク

トルが必ずその集合に属するという性貿をもつ集合のことである（〕すなわち、凸集合とは，
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任意の　肌，〟2　について　〝1∈方，タ2∈方，であれば、その凸結合もまた、

右．gl　十右　ダ2∈ガ

かi二1，右≧0，ス2≧0

という特徴をもつ集合のことである。

販売価格のみを確率変数とし、その他は確定的なものと仮定してみる。これは販売価格

のみが生産販売量と独立に流動的であるという状態、すなわち市場状態が、独占や寡占の

場合に妥当する、）独占の場合は、全面的に自社の立場から価格を決定できるが、新製品の

価格決定を行う場合等には、企業内外の環境条件を考慮して決定しなければならない。ま

た寡占の場合であれば、相手企業の対抗策を考えて、現行価格を維持することが、経済理

論によれば一般的に最適であるといわれている。しかし現実の企業では、製品の差別化を

行いながら価格改定を行うのかむしろ普通である。そのような場合、相手企業の反応等の

企業内外の環境条件を考慮に入れながら販売価格が決定されることになる。また新製品を

市場に出そうとする場合も、同様の考察が必要である（〕それ故、環境条件が確率変数で表

されるとすれば、価格も確率変数として扱うことが適当である。

販売価格を確率変数とすれば、限界利益係数も限界利益も確率変数となる。モデルを簡

単にするために、限界利益係数（C）の平均値と分散共分散行列は推定されるものでな

く、既知であると仮定し、員体的に、平均値（言）、分散共分散（Ⅳ）である確率変

数と仮定してみる。そして、Ⅹに属するJ　に対して、言J　とJ

てみる。というのは、　古J　が増大するにつれて、JJ′切′∬

∬′Ⅵ′J　の関係を考え

は増大することは明らかで

あるが、JJ′Ⅵ′J　が凸性をもって変化するかどうかを、後の諭の展開において知る必要

があるからである。そのため生産可能集合に属する任意の2点、恥，夕空　を選び、凸結

合を作り、凸性の判定を行ってみる。ただし、　百g．≦7〝2，であるとする。

（i）　∬＝〝1の場合

平均値　　　C．方＝C〝1

標準偏差JJ′Ⅳ∬　＝J y1′Ⅳ〝．

（h）ズ＝タ2　の場合

平均値　　　C．r＝Cy2

標準偏差JJ′Ⅳ∬　＝J g了Ⅳ如

（通）∬＝右．〝．＋右　ガ2，右Ⅰ右＝1，Al，Å2≧0の場合

平均値　盲ズ二言（右　jmI右上翫）

＝ス17〝1日し2　7g2

標準偏差JJ′Ⅵ′∬＝∨（右．ガ11一入2　〝2）′Ⅳ（右．〝．十右　〝2）

JJ



（血）で求められる標準偏差が、右，Å2の全ての値に対して凸かどうかを調べるためには、

J（右．glIA2　ダ2）′Ⅳ（右．〟1＋ス2　〝2）とÅ1J〝．′Ⅳ〝．＋右J〝2′Ⅳ〝2

の大小関係を見ればよい。そして、もし前者が後者よりも小さければ、Al，ス2の全ての

値に対し凸となる。

それ散、

崇崇志′、。誓去芸；ま完古霊霊芸崇卜霊芸凄篭的
して示せば，次の通りである。

Sign［J（入．〝1－トス2　〝2）′　Ⅳ（Al g．十人2　〝2）

ー（右J〝．′Ⅳ〝．一トス2V g2′Ⅳダ2）］

＝Si訂l［（右．タ．ⅠÅ2　ダ2）′　Ⅳ（右．ガ．lA2　j2）

ー（右）〝1′Ⅳガ．IA2J〟2′Ⅳ〝2）2］

＝Sign［右2　g1′岬旬1＋2右（1】右）〝1′Wg2Ⅰ（ト右）2　g2′Ⅳダ2

二日2　g．′Ⅳタ．【2右（ト右）J gl′Wgl V翫′Ⅳ如　≠（1一石）2　〟了Ⅳ如］

＝Sign［2右（巨石）（〝1′Ⅳダ2　－J yl′Wgl

となる。

2右（トス．）≧0

であるので、上式の符号を調べるためには、

J翫′Ⅳ〝2）］

ダ1′Ⅳ〝2　－J射′ⅣglJ g了Ⅳ夕空

を調べればよい。

ところで、肝　は非負行列であるので、任意のtに対して、

（t gl寸　92）′W（t g．192）＝t2　91′wglI2t gl′wg，I g2′wg2　≧0

となる。根と係数の関係より、

（〝1′Wg2）2≦（ガ．′Ⅳガ1）（タ2′Ⅳタ2）

が成り立つ（〕また、

〝．′Ⅳタ．≧0，〟了Ⅳ〝2　≧0

より、

〝1′Wy2　≦J〟．’Ⅳタ1J〟了Ⅳ〝2

となる。以上より、

Sign［2人1（1一石）i g．′Ⅳダ2－J g．′ⅣガlJガ了Ⅳガ2）］≦0

となり、J（右．〝．Ⅰス2　〝2）′Ⅳ（右上gl＋ス2　〝2）は、ス1，人2，のあらゆる値に

対し、凸となることがわかる。この関係を図で示したものが、（図1）である。
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以上のことが、凸集合である生産販売可能集合に属する任意の2点について成り立つの

で、（図2）に示すような、CJ　とJJ′ⅣJ　の組み合わせを示す領域（ズ）が描けること

になる。

例えば、生産販売可能集合に属する任意の2点が求められていれば、e曲線、ノ曲線、

（図1）百才と寸言1才言の関係

ノ言面盲

、だ　 ぼ

蔓襲
熱忘

9

C：：

（図2） 巨Jと〉∬’ Ⅳ・方の組み合わせの全集合

j甘



g曲線上のような組み合わせが可能であり、また、カ曲線のように、g曲線上の任意の点

とノ曲線上の任意の点を結んだ曲線も生産販売可能集合に属することになる。そしてその

すべての　言J　とJJ′同′J　の組み合わせの集合はズとなり、すべての任意の組み合わせ

の境界線である効率的な生産販売集合は、／曲線上の任意の点になることがわかる（〕

というのは、例えば、ガに属する且点とG点とを比べてみると、

（且点の言∬）＝（G点の　言方）

（g点の〉　∬′Ⅵ′∬）＞（G点のJ　ズ′同′ェ）

となり、G点のほうが、平均値が同じであるにもかかわらず、標準偏差が小さく、効率的

であるといえる。ノ　Ⅹに属する且点とガ点を比べると、

（且点の　言∬）＜（〟点の　言∬）

（g点のJJ′Ⅳズ）＝（ガ点のJJ′WJ）

となり、ガ点のほうが、標準偏差が同じであるにもかかわらず、平均値が大きいので効率

的であるといえるからである。それ散、効率的なすべての点は、J曲線上に存在すること

になる。

また、効用関数をぴ（言J，JJ′ⅣJ）とし、この効用関数がリスク回避型とすれば、

一般的に（図3）に描かれているような曲線になる。（図3）は、例として、効用の無差別曲線

を3本示しているが、図の右下になるほど効用が高くなることを意味している。すなわち、

、筋

（図3）リスク回避型効用関数である場合の

ポートフォリオ選択問題
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ぴ3＞ぴ2＞Ulである。生産販売可能集合を満足し、しかも最も効用の高い点は、生産販

売集合と効用関数の接点であるエ点であることがわかる。そのときの効用関数値はぴ2よ

り求められる。これは、よく知られたポートフォリオ選択問題である禦り

次節では、本節で検討した点を基にして、確率付線形制約をもつ確率制約条件計画法を

用いた利益計画モデルについて考察してみる。

（Ⅲ）確率制約条件計画法の最適解の特徴

確率制約条件計画法は確率付計画法の一つであることについて、既に（り節で簡単に

述べたが、これは不確実性下の最適問題を解く場合によく利用される代表的な計画法の一一・

っである。本節では、J。y。。T．Ch。nの諭讃覧デル1とモデル3を紹介し、（H）節での考

察結果を基に、補足説明を加えながら最適解の特徴についての考察を一歩進めてみる。

Chenの論文を主たる考察の対象とするのは、この論文には損益分岐制約と目標利益制約の

2種のものが含まれており、また、モデルの基本的特徴を示すのに最も適当と考えたからで

ぁる。Che。の論文は、基本的にはD。VidH．Pyle，St。。h。nJ．Tur。。VSkyの諭脇に考察

したものである。Chenの論文にはモデル2もあるが、モデル1とモデル3のみを考察の対象

とするのは、この2種類の型のモデルが、最もよく利用される可能性が高いことによる。こ

のモデル1とモデル3は、モデルの型として、A．Charnes，W．W．Cooperの論文のPモデルとE

モデルに該当する吾郎フ

Charnes，Co。perのPモデル、Chenのモデル1は、確率制約条件下で目的関数値がある倍以

上となる確率を最大化する問題である。本章では、これをタイプ1のモデルと称して諭を

進めることにする。Charnes，C（）（）perのEモデル、Chenのモデル3は確率制約条件下で期待値

を最大化する問題である。本章では、これをタイプ2のモデルと称することにする。

タイプ1のモデルを説明する前に、表記をChenの論文に即して、以下のようにする。

（11）節で既に用いられているものはそれを用い、新しノい表記のみを示すことにする。

A　…‥技術係数のマトリックス　（乃×椚）

∂　…‥資源制約値のベクトル　（椚×1）

庵。…‥固定費の額

鬼．…‥目標利益の額

α。…‥損益分岐点が達成されなければならない最小の確率

α．…‥目標利益が達成されなければならない最小の確率

また、確率変数は販売価格によって影響された限界利益係数　C　のみとし、　C　は（H）

節と同様に、平均値（言）、分散共分散行列（Ⅳ）の多変数正規分布をすると仮定する（〕
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その分布関数をダ1とし、1－㌧Fl＝ガ，と置くことにする。

上述の表記を用いて、資源技術制約を満たし、ある確率以上で損益分岐制約を満たすと

いう条件下で、固定費プラス目標利益、以上の限界利益をもたらす確率を最大化するモデル

を示せば、

（イ）

Prob．（cx　≧k。Ih．）－→maX

Prob．（cJ　≧鬼。）≧α。…・（損益分岐制約）

AJ　≦　∂　　………（資源技術制約）

∬　≧　0

となる。ただし、Prob．は確率を示している。

（イ）を変形すれば、

（ロ）

α1－一→　maX

Prob．（C∴方　≧丘。1－斤1）≧α1（目標利益制約）

Prob．（cJ　≧斤。）≧α。…‥（損益分岐制約）

AJ　≦　∂　　………・（資源技術制約）

∬　≧　0

となり、これは、Chenのモデル1である．

（ロ）のように変形すればよくわかるのであるが、このモデルにおいて、制約式のなか

に損益分岐制約と目標利益制約を含めている。というのは不確実性下では、目標利益の達

成という積極的立場と同時に、損失を生じないようにするという安全性を考慮した消極的

立場の両者が必要と考えられるからである。そして、目標利益制約をある満足できる確率

で満たす解は、必ずしも満足できる損失を生じない確率以上となるとは限らないからであ

る（〕本章では、その他の制約を単に資源技術制約としているが、それは問題を簡単にする

ためからである。販売制的、購入制約、資金制約はもとより各種の制約を含めてモデル化

できるが、整理すれば基本的には、制約はパラメータ行列と変数の積、そして右辺の制約

値で表されるというくらいの意味で用いている。

（1）式を変形すれば、

Prob．［（cJ　ー∴ZJ）／JJ′Ⅵ／∬　≧i（斤。Ⅰ鬼1）¶石ズ）／JJ′Ⅳ∬］≧α1

となる。故に、

ダ［i（鬼。＋庵．上古Ji／JJ’WJ］≧α1

となる。

ところで、α。＞α1＞0．5　とすれば、

ダ‾1（α1）＜0　となるので、
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ダ‾1（α．）ニー甘．，ql＞0

とする。これを用いて上式を変形すれば、

（（斤。†斤．）－　CJ）／JJ′Ⅳ∬　≦一一ql

となる。以上より、（1）式と等価な制約式は、

苫エーqlV∬′Ⅳズ　≧斤。一十庵1

であり、同様に、（2）式と等価な制約式は、

言ズーす。VJ′Ⅳ∬　≧庵。

である。ただし、ダ（α。）ニーq。，す。＞0，である。

α1を最大化するためには、

ダ［（（斤。一十鬼1）一　言ズ）／JJ′Ⅳ∬］≧α1，より考えて、

‡（鬼。ト庵ly∵言∬）／JJ′ⅣJ　を最小化すればよい。また、

i（斤。一十鬼1）一言∬）／JJ′Ⅳ∬　を最小化するためには、qlを最大化すればよい。よっ

て、（ロ）の問題は、

ql　　　触j nlaX

CJ　一々．JJ′Ⅳ∬　≧斤。十Al

慧bpg C。方一々。JJ′Ⅳ∬　≧斤【，

Aズ　≦　∂

∬　≧　0

と等価な問題となる。

（ハ）の問題は、i AJ　≦　あ，ズ　≧0）を満足するJ　の生産販売可能集合のう

ち、制約第一式、制約第二式を満たす範囲内でqlを最大化する問題であると解釈するこ

とが可能である（〕このように考えれば、（H）節で考察したことが応用できる。

また、i AJ　≦　β，∬　≧0）を満たすJ　の集合は可能解が一つでも存在すれ

ば、可能解全体の集合は凸集合である整いうのは、可能解をgl，〝2とすれば、

』〝1≦　占，4鋸　≦　∂

が成り立ち、タ．と　〝2　の凸結合で求められた解に対して、ス1月2＝1，Al≧0，人2≧0

を考慮すれば、

d（右．ダ11－人2　〝2）＝右L d虻．一十ス2　d〝2　≦右　∂　十右と　∂　＝（右－ト右）∂　＝　占，

Al g．1－右　⊥　2　≧0

が成り立つからである。

以上のことから、（ハ）のi AJ　≦　占，∬　≧0）を満たすJ　から作られる

云J　とJJ′Ⅵ′J　の関係の全体集合は、（図4）の斜線部分（Ⅹ）のようになる。（図4）では

ゴア



表示上、曲線Jをなめらかに描いているが、線形制約集合の特徴から考えて、なめらかに

はならない。しかし、最適解を求める際に図を見ればわかるように、集合（Ⅹ）が凸集合で

あるということが重要である。Chenの論文の縦軸は　x′wx　となっているが、本章は

（図4）タイプ1のモデルの図解

JJ′Ⅵ′∬　としている。

また、（4）式は、

JJ′WJ　≦1／す。（言∬　一点．，）

と書くことができ、この式は　Cズ，JJ′Ⅵ′ェ，の座標上では、

傾き（1／耳。）の直線の右下の部分となる。同様に（3）式は、

J∬′Ⅳ∬　≦1／qll c．芳　一（鳥。一拍1）1

盲ズ　軸上の庵。を通り、

と書くことができ、7∬　軸上の（斤。斗れ）を通り、傾き（1／ql）の直線の右下の部分とな

る．，

目的関数はqlを最大とすることであるので、傾き（1／ql）を最小にする点を求めること

になる－、（Ⅱ）節で述べたように、最適解はJ曲線上に存在し、しかも損益分岐制約を満

たすSから¢までの曲線上に存在することになる。最適解は月点で与えられる。

ところで、言∬　軸上の（鬼。l庵1）を通る傾き（1／ql）の直線は、効用の無差別曲線を表

しているとも考えることができる。というのは（ハ）の問題は、傾き（1／付．）の大きさの変
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化によってのみ、効用（目的関数）が変化するとも考えられるからである。これは（rI）節

の（図3）の特殊形態である（〕（図4）には、効用の無差別曲線が3本示されているt）と左は実行

不可能で、ぴ1くび2であるので、ぴ2を通る効用直線上の月点が実行可能で最も大きな満

足を与えることができる点であると考えることができる。月ノ酎こおいて、直線（ぴ2）と集

合（ズ）が接している。方が（図4）のように左上に開いた集合であり、しかも前述したよう

に凸集合であるということから、必ず接点をもつことになる。

以上がタイプ1のモデルの説明であるが、次に、タイプ2のモデルすなわちChenのモデル

3について補足説明を加えながら説明する。このモデルは資源技術制約を満たし、また、

ある確率以上で損益分岐制約、ある確率以上で目標利益制約を満たすという条件下で、限

界利益の期待値を最大化するモデルである。すなわち、

（こ）

C．方　‾‾‾　　　　〉　maX

Prob．（C∬　≧斤。Ⅰ斤1）≧αl

Pr（）b．（C∴方　≧斤。）≧α。

AJ　≦　∂

ズ　≧　0

となる。（ニ）と等価な問題を前述と同様にして求めれば、

C J　　－　　　〉　maX

言ズーqlJJ’WJ　≧斤。Ⅰ鳥1

（ホ） 言方一々。JJ′WJ　≧丘。

AJ　≦　∂

ズ　≧　0

となる。

（ホ）の問題は、〈　AJ　≦　占，ズ　≧0）を満たすJ　の生産販売集合のうちで、

制約第一一式と制約第二式を満たす範囲内で、言J　を最大化する問題と解釈することが

できる。（図4）と同様な方法で、（ホ）の問題を図で表したものが（図5）である。この場合、

効用関数は、言J　と考えることができるので　言方　軸と垂直になる。

最適解はJ曲線上にあり、しかも損益分岐制約と目標利益制約を満たすTからVまでの

曲線上にある（〕（図5）において、効用の無差別曲線が3本示されている。効用関数は、

J　∬′Ⅵ′J　によって左右されないので、（‾fI）節の（図3）の特殊形態である。（図5）におい

て、実行可能でしかも最も大きな効用をもたらすものはぴ2であり、最適解はけであるこ

とがわかる、。

（ハ）（ホ）のような問題は、Kuhn Tuckerの条件を用いて最適解を求めることができ
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る。前節と本節で詳しく説明したように、その解は凸集合の境界面のどこかの点で与えら

れることになるので、それは大局的な最適解を与えることになる。しかし、本章は解の求

め方よりもタイプ1、タイプ2のモデルの意味と、固定費、目標利益の値の変化による解

への影響について考察することを目的としているので、解法については詳しく触れないこ

とにする。

ノ音頭㌻

亮『′豆

（図5）タイプ2のモデルの図解

以上、（ロ）（こ）の形で与えられる確率制約条件計画法の最適解の性質を、（図4）、（図5）

の図を用いて説明してきた（〕（図4）、（図5）のUl，ぴ2，U。を効用関数というのは、少し抵

抗があるが、前述したように、効用関数の特殊形態であると考えることもできる。

（Ⅳ）数値例とC－Ⅴ－P分析

まず最初に、モデルの条件について述べる。モデルを簡単化するために，3種類の製品の

みを生産販売しており、単位当たりの販売価格のみが正規分布をする確率変数であると仮

定する。各々の製品の販売価格の期待値は、23（千円）、18（千円）、27（千円）であり、分散

共分散行列は、

Ⅳ＝「；∴∴喜1

孝之



し1．5，－3，　5J

であるとする（〕また、変動費は直接材料費、直接労務費、直接経費の3種類の投入要素か

らなり、各製品単位あたりの変動費は、8（千円）、8（千円）、11（千円）であるとする。変動

費の算定の基礎となる材料制約、労働時間制約、経費制約の3種類の制約条件があり、最

大限の利用可能値は、それぞれ、40（個）、50（時間）、80（千円）であると仮定する。そして、

製品1の－】一一単位の生産には、材料1（個）、労働時間0．6（時間）、経費1（千円）が必要であり、

製品2に対しては、材料0．5（個）、労働時間1（時間）、経費1（千円）、製品3に対しては、材

料1（個）、労働時間1（時間）、経費2（千円）必要であるとする。固定費は400（千円）、目標利

益は200（千円）とする。

α。二95％、すなわち、甘。＝1．65として、タイプ1のモデルを定式化すれば、

α1■‾‾－岬う　maX

（15，10，16）

（15，10，16）

1，0．5，1

0．6，1，1

1，1，2

≧400寸200 ≧αl

≧0．95

となる。　C　の期待値と分散共分散行列がわかっていることより、（へ）と等価な問題を求

め、整理すると、

う　maX

15∬1寸10ズ2一十16ズ3

一一qlV4ズ12Ⅰ7ズ22Ⅰ5ズ321－2ズlズ2十3Jlズ3－6ズ2井。≧600

15ズ1－1－10ズ2116J。

（卜） ー1．65両J．2－ト7ズ22Ⅰ5ズ。21はJ．J2ト3JlJ：，“－6ズ2∬3≧400

ズ1＋0．5ズ2IJ3≦40

0．6ズlIズ21－∬3≦50
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∬11－ズ2一十2ズ3≦80

ズ．≧0，ズ2≧0，J。≧0

となる。解を求めれば、

最大値　ql＝1．334

Jl二2．169，ズ2＝21．736，J。二26．963

となり、ql＝1．334であることは、最適解において、目標利益制約を約91％満たすことに

なる（〕逆に、これは目標利益制約を満たさない確率が、約9％あるということを示してい

る。次に、αlニ80％、すなわちql一二0．84として、タイプ2のモデルを定式化し、最適解を

求めてみる。

15ズ1十10∬2＋16方。 →　maX

15ズ1月0∬2月GJ。－0．84J4J．2Ⅰ7ズ22 沌∬32Ⅰ2J． ∬2－ト3∬1ズ3－ ズ2ズ3 ≧600

（チ）

15ズ1＋10ズ2＋16J。－1．651／4ズ12Ⅰ7ズ22＋5ズ32

方．十0．5ズ2ⅠJ。≦40

0．6J．十ズ2－lJ3≦50

ズ11－ズ21－2∬3≦80

ズ1≧0，ズ2≧0，ズ。≧0

卜2ズ．ズ213JlJ3－6ズ2ズ3≧400

最大値　692．150（千円）

ズ1＝20．250，ズ2＝36．200，ズ3ニ1．651

タイプlのモデルとタイプ2のモデルの解の比較はα1の扱い方が根本的に異なっている

ので難しいが、あえて比較すれば、解には大きな差があることがわかる。限界利益は、

（タイプ1のモデル）

15×2．169IlO x21．736－ト16×26．963＝681．303（千円）

（タイプ2のモデル）

15×20．250＋10×36．200十16×1．651ニ692．150（千円）

となり、本章の数値例では、目的関数値に両者あまり大きな差はない。しかし、最適解に

大きな差があることから考えて、どのモデルを採用するかについて慎重である必要があるも

タイプ1のモデルは、限界利益を最大化することが目的でなく、いわば消極的なモデルで

ある。これに対し、タイプ2のモデルは，限界利益の最大化を目指した積極的モデルである

ということができる。

タイプ1のモデルとタイプ2のモデルの最適解を基に、収益、費用項目の計画値を示して

みる。ただし、材料一単位当たりの単価は5（千円）で、労働時間単位当たりの賃率は4（千円）

とする。各製品の単位当たりの変動費算定の基礎データは、（表1）の通りであったと仮定

卑



する。

（表1）を基に計画値を示したものが（衷2）（表3）である。ただし、販売価格は確率変数で

あるので、期待値を用いている（〕（表2）（表3）から、販売価格の期待値を用いて算定した利

益は、両者のモデルとも損益分岐制約を満たし、タイプ2のモデルでは目標利益制約を満

たしていることがわかる。

（表　2）

タイプ1のモデルの計画値　　　　　　（単位　千円）

製 rコ
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（表　3）

タイプ2のモデルの計画値　　　　　（単位　千円）
　 ’製 品種 類

計画値 製　 品 1 製　 品　 2 製　 品　 3 合　　　 計

売　 上　 高 465 ．8 651 ．6 44 ．6 1162 ．0
・変　 動　 費 162 ．1 289 ．6 18 ．2 469 ．9

直 接 材 料 費 101 ．3 108 ．6 8 ．3 218 ．2
直 接 労 務 費 40 ．5 144 ．8 6 ．6 1鋸 ．9

直　 接　 経　 費 ， 20 ．3 36 ．2 3 ．3 59 ．8

限　 界　 利　 益 303 ．7 362 ．0 ’2 6 ．4 ・692 ．1

ーl　 固　 定　 費
400 ．0

営　 業　 利　 益
292 ．1 ・

（Ⅴ）モデルの係数の変化による最適解への影響

前節において、最適解の特徴を図を用いて説明したが、本節ではモデルの係数が変化し

たときの最適解への影響に焦点を当てることにする。特に、固定費と目標利益額の変化に

よるタイプ1とタイプ2のモデルの最適解への影響に焦点を当てることにする。

この分析は感度分析としてよく知られているが、この分析はパラメータの値が変化する

ということを前提とする以上、事実上そのパラメータが政策変数であるか、確定的でない

かを前提としていることになる。パラメータ値が政策変数である場合は、それについて感

度分析すれば各種の情報が得られる。一方、不確実な状態を扱うために、巌も起こりそう

な確定的な値を設定し、感度分析で不確実性によって生じるさまざまな場合に対処するこ

ともあるくJ本章では、固定費、目標利益について感度分析を行い、価格係数は正規乱数と

仮定した場合を扱っている。固定費の変化と目標利益の変化は、どちらも制約式の右辺の

値の変化である。しかし、以下に示す本節の図からもわかるように、両者の値の変化が最

適解に与える影響は、タイプ1のモデルとタイプ2のモデルでは基本的に異なっている。

また、目標利益は政策変数と考え、意図的に変えることができるものであるが、固定費は

むしろ企業内外の環境によって与えられるという違いもある。

まず、固定費の変化によるタイプ1のモデルへの影響を考察する．。固定費が増加するこ

とにより、（図4）における　言方　軸上の切片が変化することになる。もし固定費が増大し

雇



ても、少なくとも利益ゼロ以上となる確率（α。）が変化しないとすれば、（Ⅲ）節で述べ

たようにへ、傾き（1／仔。）は変化しないで一定である。斤。（1）から鳥。（2）へ固定費が変化し

た場合の最適解への影響を（図6）に示している。

（図6）において、傾き（1／付。）を一定とすれば、言∬軸上の斤。（1）を通る直線と庵。（21

を通る直線は平行になる。また（図6）に示されるように、効率的な生産販売可能集合を表

すJ曲線と交わる点は、¢点，S点から¢点，S点へと変化することになる。

（図6）固定費の変化による最適解の変化

（タイプ1のモデル）

それ散、生産販売可能集合を満たし、少なくともゼロ以上の利益をもたらす確率が（α。）

以上となる効率的な集合は、J曲線上の¢点とS点を結ぶ範囲内になる。これは固定費が

増大することにより、選択可能な領域が小さくなったことを示している。（図6）から示さ

れるように、最適解は忍点からガ点へと変化することになる。

固定費が上昇し続けると、J曲線と　モズ　軸上の斤。（2）を通る直線が交わらない場合も

起こる。この場合は実行可能解が求まらない場合である。Oより上の点で、言∬　軸上の

れ（2†用1を通る直線が按する場合には、す点が最適解となる。逆に、Sより下の点で按

する場合には、S点が最適解となる。

同様に、α。，α．が一定で、固定費が増大した場合のタイプ2のモデルについて考察して
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みる。この場合を図で示したものが（図7）である。（図7）に示されるように、α。，α1が一

定であるとすれば、最適解が存在する／曲線上の範囲は、r点と打点を結ぶ曲線上から、

r点と打点を結ぶ曲線上に変化し、その範囲は小さくなる。そして、最適解はⅤ点からy

点に変化することになる。

憫7）固定費の変化による最適解の変化

（タイプ2のモデル）

以上は、固定費が上昇しても、α。，α1が変化しない場合を考察したが、固定費が上昇

すれば、α。を大きくするような心理的効果が生ずる場合もあるくつ　すなわち、固定費が上

昇すれば、その固定費の回収を確実にしようとする場合である。α。が大きくなれば、傾

き（1／す。）は減少することになり、最適解の存在するJ曲線上の範囲は、より小さくなる

であろう。固定費が減少する場合には、これと逆の同様の考察が可能である。例えば、自

動車産業などで、製品メーカーが部品メーカーの金型などへの設備投資を補助してやるこ

とによって、固定費負担が軽減すれば、部品メーカーのリスクが軽減し、α。を小さくし

てもよいような効果が生じる場合が多いt）計画を考える場合において、固定費の変化は最

適解を変化させないので、固定費を無視して問題を定式化する場合が多いが、本章で考察

しているモデルは、固定費の変化によって最適解が変化することになる。

次に、目標利益だけが丘1日）から斤．（2）へ変化する場合を考えてみる。（図8）はタイプ1

のモデルの場合を示し、（図9）はタイプ2のモデルの場合を示している、ただし（図9）では、

α1を一定と仮定している。（図8）に示しているように、目標利益が鳥了日から庵1｛2）へ変
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（図8）目標利益の変化による最適解の変化

（タイプ1のモデル）

（図9）目標利益の変化による最適解の変化

（タイプ2のモデル）
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化することにより、最適解はガ点から忍点へ変化することになる（〕また（図9）に示している

ように、最適解は打点から打点へ変化すことになる（〕目標利益があまり大きくなると、（図9）

の場合は可能解をもたなくなる場合がある。

タイプ2のモデルにおいて、目標利益の達成を確実なものとするためには、α．の値を大

きくしたモデルを作成すればよい。α1が大きくなれば、傾き（1／す．）が減少し、最適解が

存在する範囲は小さくなる。目標利益を低く設定したと思える場合には、α1の値を高く

したり、逆に、目標利益を高く設定したと思える場合には、α．の値を低くしようとする

場合があるかもしれない。本章では、固定費の場合と同様に、パラメータの同時変化につ

いては考察していない。

その他のモデルの係数の変化として、A，血　の変化が考えられるが、これらの変化は

方の集合の大きさや形に影響を与えることになる、また価格係数の期待値（言）、分散

共分散行列（Ⅳ）が本章で仮定したように、確定値でなく推定されるものであれば、感

度分析を行う必要がある。 言の要素が変化した場合には、今までのJJ′ⅣJ　の値に対

して、図表上では横軸のスケ←ルが変わることになる。また肝のある要素が変化した場

合には、今までのモズ　の値に対して、縦軸のスケールが変わることになる。

（Ⅵ）おわりに

本章は、不確実性下における利益計画モデルを確率条件計画法を用いて定式化し、C－

Ⅴ一P分析を行う方法について考察した。

不確実性下のモデルを定式化するためには、リスクをいかに処理するかが最大の問題点

である。リスクの扱い方についての研究は数多くあるが、モデルを操作的ならしめるため

には、確率事象とそれが起こる確率を算定する必要がある。発生事象の確率は客観的判断

のみで決定される場合もあるが、その決定には主観的判断が含まれる場合も多いと思われ

る。しかも、不確実性下の問題は確実性下の問題よりも、確率の決定以外のパラメータの

決定についても、主観的判断が多く含まれることも事実である。それ故、発生事象の確率，

モデルのパラメータを適切に測定あるいは判断することが、モデルの適否を決める要因に

なる。本章は、客観的なあるいは適切な確率情報やモデルのパラメータが得られていると

して、モデルを定式化している。

モデルの定式化の方法として、確率制約条件計画法を採用レているが、この計画法は確

率をモデルの中に直接含めて定式化できるという特徴を持っている。また、確率事象の期

待値、分散共分散がわかっており、分布の型も正規分布とわかっていれば、比較的簡単に

確定的な等価問題を求めることができるという利点を持っている。本章のように其分散を
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ゼロとしなければ、非線形の等価な計画問題となる。これに対し、共分散をゼロとすれば，

線形の等価な計画問題となる。どちらの場合にも確定的な場合と同じ大きさの問題に帰着

する。しかし、正規分布以外の分布を仮定する場合には、問題は少し複雑となる。また、

期待値と分散がわかっているが分布の型がわからない場合、チェビシェフの不等式を用い

て問題を定式化できるが、問題は非常に粗くなり実行可能解が求まらない場合も多くなる．

確率制約条件計画問題は確率変数を含んでいるので、確実性下の問題と比べて計算量が

著しく増大し、期待値、分散共分散を推定しなければならないという問題もある．また、

序論で述べたように、個々の正規分布する事象の積の分布は正規分布しないという点にも

注意する必要がある。また、発生する事象、発生する確率そのものの境界がはっきりしな

いで、あいまいであるような場合、すなわちファジィ状態では、本章のような定式化では

なく別の定式化が必要になる。

本章は、確率制約条件計画法の解の特徴を図を用いて説明している（〕その図は限界利益

の期待値とその標準偏差を座標軸としたものであり、製品の特性は期待値と標準偏差にす

べて要約されることになる。また、モデルは（Ⅲ）節で述べたように、生産販売可能集合

の効率的集合の中で、特殊な形態を持った効用関数を最大化するという問題と解釈するこ

とも可能である。これはポートフォリオ選択問題とよく似た問題として解釈可能であるこ

とを意味する。

本章は、C－Ⅴ－P分析についても考察しているが、アプローチ法として、計画モデル

の最適解を求め、この解によるC－Ⅴ－P分析をする方法を採用した。この方法は多品種

問題へC仙Ⅴ－P分析を展開する一つの接近法である。というのは、数理計画法を用いれ

ば、製品のミックス問題を計画問題の中に取り入れることができ、それによって、C¶Ⅴ

－P分析の方法も改善できるからである。本章において、確率制約条件計画法による利益

計画モデルの設定に重点を置いたのも以上の理由による。

（注）

（注1）Jaedicke，R．K．and Robicheck，A．A．，［6］

（注2）Hilliard，J．E．and Leitch，R．A．，［5］

（注3）Liao，肌，［9］

（注4）Ferara，W．L．，Ilayya，J．C．and Nachman，D．A．，［4］

（注5）Johnson，G．L and Simik，S．，［7］．多品種製品のC一一一V－P分析についてのJohnson，Simik

モデルの詳細な紹介は、佐藤康男著［12］、第6章、第3節でなされている。
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（注6）Charnes，A．and Cooper，W．W．，［2］において、3種類のモデルの説明とEモデルの数値例

が示されている（〕

（注7）Brockett，P．，CharneS，A．，C（）Oper，W．W．and Shin，軋C．，［1］を参照のこと。

（注8）Chen，J．T．，［3］を参照のこと。

（注9）Kataoka，S．，［8］のAppendixを参照のこと。

（注10）Markowitz，H．M．，［10］のAppendix Aを参照のこと。また、効用関数の理論について

は、柴川林也著［13］、第6章、を参照のこと。

（注11）Chen，J．T．，［3］において、3種類のモデルと二次計画法を用いた解法が示されている。

（注12）Pyle，I）．H．and TurnOVSky，S．J．，［11］

（注13）Charnes，A．and Cooper，W．甘．，［2］を参照のこと。

（注14）渡辺浩、青沼龍雄著［14］、第1章を参照のこと。

（参考文献）

［1］Brockett，P．，Charnes，A．，Co（）per，W．W．and Shin，H．C．，”A Chance Constrained

Programming Approach to CosLVolume一一ProfitAmalysis”，The Accountinglievi

July，1984。

［2］Charnes，A．and C（）（）per，W．W．，”Deterministic Equivalent f（二）r Optimaizing and

Satisficing under Chance CorlStraints”，Operations Rcsearch，Vol．11，No．1，

January－－February，1963。

［3］Chen，J．T．，”Cost－Volume－Profit Analysisin St。Chastic Pr（一）gramming Models”，

Decision Sciences，V（）1．11，N（二）．4，October，1980。

［4］Ferara，W．L．，Hayya，J．C．之1rld Nachman，I）．A．，”Normalcy of Profitin theJaedicke－

Robichek M（）del”，The Acc（）unting Review，April，1972．

［5］Hilliard，J．E．and Leitch，R．A．，”C（）St一冊Volume一ヤrofit Analysis underlJncertainty：

A L（）g Nornal Approach”，The Acc（）unting Rcview，January，1975．

［6］Jaedicke，R．K．and Rr）bicheck，A．A．，”cosLVolume一一Profit Analysis under

Conditi（lnS Of Uncert之linty”，The Accounting Review，Oct（）ber，1964．

［7］J（）hns（‾）n，G．L and Simik，S．，”Multipr（＿）duct C－V－－P Analysis under Uncertainty”，

Journal of Accounting Research，Autumn，1971．

［8］Kata（）ka，S．，”A Stochastic Programming Hodel”，Econometrica，Vol．31，No．1－2，

JafluaryNApril，1963。

［9］Liao，M．，”Model Sampling：A Stochastic CosトV（）lume一一Profit Analysis”，The

∫2



Accounting Review，October，1975．

［10］Markowitz，軋軋，Portfolio Selection，J（）hn Wiley＆Sons，Inc．，1959（〕

［11］Pyle，D．H．and Turnovsky，S．J．，”safety一一First and Expected Utility Maximization

in MearlL－StandardI）eviation Portf（）lio Analysis”，The Review of Economics and

Statistics，1970．

［12］佐藤康男著『CVP分析の研究』白桃書房、昭和53年。

［13］柴川林也著『投資決定論』同文館、昭和54年。

［14］渡辺浩、青沼龍雄著『数理計画法』筑摩書房、1974年。

よ夕



第3葦　習熟効果を加味した利益計画モデルと
C－Ⅴ－P分析

ー－習熟効果を加味することの意義とモデル

（Ⅰ）はじめに

企業が計画や管理を行うときに、生産量が増加するにつれて、単位あたりの生産に要す

る時間や費用が減少することを考慮する必要がある（〕というのは、生産を繰り返し行うこ

とにより、経験を通して学ぶという効果が現れ、これを考慮に入れないなら、適切な計画

の決定、効率的な管理が行われなくなるからである。この効果についての理論が、企業に

おける習熟理論（習熟曲線の理論）としてよく知られているものである。習熟曲線の理論

は生産量の増加に伴う単位あたりの生産時間、費用の減少ということに加えて、さらに、

その減少の割合がある一定の規則を有しているという仮定によっている。習熟曲線という

用語は、その性質等から諸種の用語で述べられている誓リ

特に、近年、企業戦略立案のために製品ポートフォリオ・マネジメントが重視され、そ

の理論展開のための重要な概念の一つとして、経験曲線がある。この経験曲線という用語

は、習熟曲線と同じ意味内容で用いられることもあるが、一般的に習熟曲線が意味するも

のより広い意味を含んでいる。というのは、経験曲線にはコスト減少要因として、従業員

の習熟と同時に規模の経済性、工程の革新、広告の累積的効果等の諸種の要因による効果

が含まれるからである。そのような効果を総計してみれば、ボストン・コンサルティング・

グループの調査では、累積生産量が2倍になると、単位当たりのコストは20～30％低下す

るということを実証している勲章では従業員の習熟ということに特に焦点を当てるので、

習熟曲線という用語を用いることにする。しかし同様の方法で、諸種の効果を含めたモデ

習熟曲線の経験的テスト結果は、T．R．Wrightによって、1936年に最初に公表され己禦

れは、航空機の組み立てにおいて、産出量が2倍になった時、累積平均生産時間が一一一〉一定の

割合で減少するというものであった。累積平均生産時間とは、累積生産時間を累積生産量

で除して求めた平均時間のことである。もちろん、それ以前にも公表されなかったが、習

熟効果の存在は認められていた。

その後、多くの研究者がこの事実を各種産業で実証した結果、労働集約的産業で習熟効

果が特に著しいことが明らかとなった。また、機械集約的産業でも新製品の導入期、新組

織への改編時等の場合には、習熟効果が著しく、製品の成熟期においても、習熟効果が顕

著ではないにしても、やはりあるという事実も明らかにされている聖のことは、直接、
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作業に従事している従業員の学習と同時に、管理者の計画の実施方法、組織配置、監督、

スケジューリング等の面における習熟もあるということからも類推できる。

企業における習熟効果についての研究は、管理科学、会計学の分野で諸種の研究がなさ

れているが、次の2つの方向に大きく分けられる（）

①習熟モデルの妥当性、モデルのパラメータの推定等の実証的研究。これは、各種の習熟
済少

モデルの比較検討や各種企業のパラメータ値の比較検討を含む。

②習熟効果を加味した計画や管理についての研究。これは、生産販売、設備等の計画やそ

れを管理するために習熟曲線を考慮することの意義についての研麿、数理モデル、数

理計画モデルの定式化に習熟効果を導入した研究に大きく分けられる。

本章では、（卦の研究方法を採ることにする（〕

会計学の分野に限定すれば、習熟効果を加味した②についての研 て、実施時の原

価管理に焦点を当てたものが多い。というのは、本来、習熟曲線の理論が、実施時の管理

を主として対象としていたからである。原価管理には実施時の原価管理と同様に、計画時

の原価管理があり、どちらの場合にも習熟効果を考えることが重要である。本章では、習

熟曲線の理論の計画面への応用に焦点を当てる。そのほかに、業務予算、資本予算、損益

分岐点分析、キャッシュ・フロー分析等の分野に適用した研究がある（〕さらに、新製品の

導入時、新設備の購入時における費用、収益の対応をより適切に表示するために、習熟曲

線を利用している研究もあ磨私上のように、習熟理論が利用されるのは、これが動的な

関係の研究を含んでおり、これを考慮することによって、会計モデルを改善するための潜

在力をもっているからである。

本章は各種習熟モデルのうち、対数線形モデルを習熟モデルとして採用している（〕これ

は、対数線形モデルが比較的簡単なモデルであると同時に、実際において最もよく用いら

れているという理由からである。この対数線形モデルをもとに、本章は、管理会計問題に

おいて習熟効果を加味することの意義と、その効果を加味した損益分岐点分析について考

察する。習熟効果は新製品の導入時、特に著しいので、この段階での計画にはこの効果を

考慮することが特に重要である。損益分岐点分析は、狭義には採算点の分析を意味するが、

広義にはC－V－Pの関係を分析するものとも考えられる。それ故、損益分岐点分析を行

うことは、採算点を知るためにも、収益、費用、利益の構造を知るためにも重要な意味を

もつ。本章では、単位あたりの生産時間や費用が習熟効果により減少するとしても、生産

量の増大に伴う生産時間や費用の単位あたりの必要額の違いにより、製造の開始期と製造

の定常期の2つに分けた場合の考察も行う。以上が、本章の第1の特徴である（〕

また、本章では多品種の資源を用いて、多品種の製品を製造している場合の習熟効果を
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加味した利益計画モデルについて考察する。この種の利益計画モデルについての研究は、

比較的数が少ない。数理計画法を用いると、制約条件を考慮することができ、現実によく

適合する。具体的には、本章では製品ミックス問題を非線形計画問題として定式化し、こ

れを線形近似して解く方法について考察する。また、このモデルの解を用いたC－Ⅴ－P

分析についても考察する。これはC－Ⅴ一一P分析の一・つの拡張として位置づけられる。こ

れが、本章の第2の特徴である（）

さらに、本章では、ある製品の生産によって生ずる習熟効果が、他の製品の生産によっ

ても影響を受ける場合をも扱っている。この影響を加えるとモデルは著しく複雑となるが、

そのうちの最も基本的な場合を考察している。これが、本章の第3の特徴である。

（Ⅱ）対数線型習熟モデルの概略と特徴

通常、習熟理論は前述したように、累積生産量が2倍になったとき、単位あたりの生産

時間、費用が一定の割合で減少するということによって構成されている。習熟効果が生産

時間に関係をもつという場合に限定したとしても、単位あたりの生産時間として、累積平

均時間、個別単位時間、限界時間のどれを用いるかによって、3種類のものが考えられる誓汐

累積平均時間は前述の通りである。個別単位時間は付加ブロックの平均時間や付加単位の

時間を意味する。限界時間は、極少義の累積生産量の変化に伴う限界での時間である（、そ

の意味で、限界時間と付加単位あたりの個別単位時間は少し異なることになる。また、減

少の割合がどのような規則をもっているかによって、対数線形モデル（1（）g←→linear model）、

高原型モデル（plateau model）、Stanford－Bモデル、I）ejongモデル、Sモデル等の習熟

曲線の型がある空襲際において最もよく用いられるモデルは、対数線形モデルであり、し

かも単位あたり生産時間として、累積平均時間を用いるものである。

累積生産量と単位あたり累積平均生産時間、あるいは単位あたりの生産時間についての

31社を対象とした調査研究が、師岡孝次教授によってなされている聖の調査は、機械、

電気、自動車、薬品、パルプ、レーヨン、ゴム等のほとんど全ての業種を対象としている。

そして企業レベルでの習熟の適用状況、各種作業と習熟効果等についての研究がなされて

いる。これらの調査から判断して、対数線形型の習熟モデルが現実の問題によく適合して

いることがわかる。ただ（Ⅴ）節で述べるような開始期、定常期の2つに分けるほうが適

切である場合もあることが示されている。

対数線形モデルにおいて、80％の習熟曲線であるということは、累積生産量が2倍になっ

たとき、付加ブロックの平均時間は以前の累積平均時間の60％であることを意味する。

表記を以下のようにして、累積平均時間を片肌、た対数線形モデルについて説明する。

館



ズ・‥累積生産量

タ・‥ズ単位生産した時の単位あたり累積平均生産時間

α‥・最初の単位を生産するために必要な時間

∂‥・習熟の指標

とすれば、モデルは、

ガ＝α∬わ，α＞0，－1≦∂≦0

である。j～を習熟率として、∂と忍の関係を示してみる。累積生産量がズ1，ズ2の時、累

積平均時開封．，j王は、

〟1＝αズ了，ガ2＝αズ2∂

となる。習熟率は累積生産量ズ2が∬1の2倍となった時の〟1に対するガ2の割合であるの

で、

∬2＝2ズ1

とすれば、

忍＝〝2／タ1＝αズ28／αズ了＝α（2ズ1）b／α．芳1b＝2か

となる。散に、

であ♂空の関係を用いて、習熟率が80％の時は、∂ニー0．3219，習熟率が90％の時は、

∂＝－0．1520　となる。

累積生産量の総生産時間（r）は、

T＝gJ＝αズい1

となり、個々の単位の生産時間（∫）は、

∫＝αズい1－α（ズー1）い1

で計算される（〕また、ズ番目の単位を生産するための限界時間（〟）は、

〟＝dr／／〟ズ＝（∂＋1）αJb

である。∬に対するガ，T，∫，〟の関係を見るために、

忍＝80％，α＝10，g＝10∬‾0－3218

の場合を要約したものが、（衷1）である。

また、この（表1）を用いて、累積平均時間、個別単位時間、限界時間をグラフで示した

ものが、（図1）である。（図1）における累積平均時間は、前述したように、ダニαズ血，

として表されるので、両辺に対数をとり、

1nガ＝∂lnズ＋ln（Z

とすれば、lngとlnガの関係は線形となる。それ散、この関係を用いて、計画、管理に役
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立つ技法が研究されている。

（表1）習熟表（ガ＝80％，α＝1日の場／合）

累積生産量巨）
単位あたりの累積
平均生産時間（γ） 総生産時間（T） 個別単位時間（′）f限界時間（叫

（
累
碩
平
均
時
間
）

（図1）習熟曲線（β＝80％，α去10の場合）

（Ⅲ）習熟モデルの計画・統制への利用

本節では、習熟モデルの利益計画モデルへの適用という本章のテーマを少し離れて、計

画と統制に習熟モデルを利用することの意義について述べてみたい。
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習熟モデルの適用される領域は、企業において数多くあるが、期首、期末の仕掛品を有

しない場合の簡単な製造原価の見積法について述べてみる。そのための仮定として、費用

は変動費と固定費からなり、変動費は生産量と比例して発生する費用と作業時間に比例し

て発生する費用がある。簡単化のために、直接材料費、直接経費の全てのものが前者の性

質をもち、直接労務費の全てが後者の性質をもつと仮定する。製造間接費は全て固定費で

あると仮定する。習熟効果は直接労務費算定に基礎である作業時間のみを減少させる効果

をもつとする。直接材料費や直接経費は習熟効果を持たないとする。また、過去のデータ

から、習熟率が80％（∂ニー0．3219）ということ、α＝10，ということもわかっていると

する。（7，8の値がわからない時は、ガ＝dJb，を対数に変換し、過去のデータから最

（表2）実績データと見積データ

（単位：万円）

＊直接労務費の計算
T＝10∬巨0●3219＝10ズ0●8781，より

（150個の場合）1万円×10（150）0●8781＝299万円

（200個の場合）1万円×10（200）0・6781＝363万円

小二乗法により推定することが必要となる（〕1時間あたりの賃率は1万円／時とする（〕今

期の製品100個の生産に要した製造原価の内訳は、（表2）の左欄の通りである。この仮

定により、150個，200個のそれぞれの製造原価の見積の内訳は、（表2）の右側の2列に

要約されている。

（表2）の結果をみれば、生産量が1．5倍，2倍であったとしても、習熟効果のために直

接労務費が生産量の伸びと比べて、少ない額でしか増加しないということがよくわかる。

このことは、もし習熟効果があるとすれば、原価の見積に習熟効果を考えた場合とそうで

ない場合には大きな差がでることを意味する（〕

直接労務費の差異分析に限定して、通常の差異分析法によれば、
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（実際賃率）×（実際時間）　（標準賃率 （実際時間）　（標準賃率）×（標準時間）

賃率差異　　　　　　　　　作業時間差異

であり、標準時間として一定の値が定められている。これに対し、習熟効果を加味した標

準時間を設定するとすれば、差異分析法の改善になる。この方法を用いれば、生産量の大

きさによって、標準時間が異なってくることになる。習熟効果を加味した差異分析法とし

て、

（実際賃率）

（実際時間）

（標準賃率）

（実際時間）

（標準賃率）

習熟効果を加味

準時間

（標準賃率）

習熟効果を加味

した標準時間

賃率差異　　　　作業時間差異　　　習熟効果を加味したこと

による標準時間差異

が考えられる禦れによって、作業時間差異が2つのものに分かれることにな。、原価改

善額が示されることになる。この点で、標準原価による差異分析が基本的には標準原価へ

の維持を対象としているのと異なっている。

また、新製品の導入についての多期間計画モデルを立てる場合には、習熟効果を考慮す

ることが重要である。累積生産量の少ない初期の段階では、一一般に1個あたりの生産期間

が長いのが通常であるので、製品はコスト高になる。逆に後期の段階では、1個あたりの

生産期間が短くなるのが通常であり、製品はコスト安になる。このことは、利益に大きな

影響を及ぼすと同時に、計画案の適否の判断にも大きな影響を及ぼすことになる（〕それ散、

多期間の計画を立てる場合には、この点にも注意することが必要である。

さらに、習熟効果は、原価改善活動の目標設定をする場合にも、考慮に入れなければな

らないものである。原価改善活動は、短期利益計画と密接な関係を保ちながら、実際原価

を目標原価のレベルまで計画的に引き下げる活動である。ある企業では、毎月、比例費の

みについて、基準値からどれだけ下がらねばならないかを示す目標低減額を決定している禦

この基準値として、新製品の場合には、原価企画によって定められた値が採用されており、

それ以外の場合には、前期末の原単位による実績値が採用されている。この低減額の決定

には、企業内外の環境条件と同時に、習熟効果を加味する必要がある。

以下、対数線形モデルを習熟効果を示すモデルとして採用し、損益分岐点分析にこれを

応用してみる。

（Ⅳ）習熟効果を加味した場合の損益分岐点分析の基本モデル
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通常の損益分岐点分析は、営業量と収益の関係も、営業量と原価の関係も線形の関係を

もつということが、一つの前提となっている。しかし、本章でいうような習熟効果がある

とすれば、営業量と原価の関係は線形の関係ではなく、非線形の関係になってくる。原価、

営業量の関係を非線形としてとらえた損益分岐点図表の作成法についての研究は、管理会

計の分野において数多く見られる誓計下▲の本節で、この種の習熟効果を加味した損益分岐

点分析について考察することにする。

表記は、次の通りである。ただし、J，ガ，α，占，忍，については、（Ⅲ）節の表記

によるとするく）

方…・利益額

♪…・一単位あたりの製品の売価

〃・‥い一単位あたりの労務費以外の全ての変動費

C…・単位時間当たりの賃率

ダ…・期間あたりの固定費

習熟効果が累積生産量の増大とともに、単位時間の減少となって現れるとすれば、利益の

算定式は、

方＝（♪－〃）ズーC〝ズーダ＝（♪一一〃）ズーC（ZJHl「F

r＝タズ＝αズい1より、

となg警誌益分岐点の生産量（∬β）を求めるためには、

（♪－〃）ズβ－C tZJβい1－ダニ0

をニュートンの近似式を用いて解けばよい。また、目標利益（g）を達成するための生産

量（言）を求めるためには、

（カー〃）言－Cα言い1－（ダ十g）＝0

をニュートンの近似式を用いて解けばよい（〕

例えば、数値例として、

カニ8（千円），〃＝3（千円），C＝2（千円），ダニ50（千円）

∂ニー0．2（すなわち、忍≒87％），α＝0．5（時間）

の時の損益分岐点の生産量は、次のように計算される。

（8－3）JB－2×0．5ズβ‾0・2＋1－50＝0

5ズβ一一∬β0・8－50＝0

ズβ＝11．40

このことは、製品を11．40個製造すれば、損益ゼロとなることを示している。次に、この数
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借倒を用いて、各種のパラメータの変化とズβの動きについて、図式化して示したものが、

（図2）から（図6）までである。パラメータ値とズβの関係を知ることは、計画を立て

（i）ひ一再の変化

摘）Cの変化

5　　10　　15　　20　　25

伊－1♪）

（図2）目上Ⅷ）の変化による

損益分岐点の変化

5　　10　　15　　　20

（図3）Cの変化による

損益分岐点の変化
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る場合に、重要な情報の一つである。というのは経営者にとって、利益を生ずるか、損失

となるかは、量的な相違よりも重大な意味をもっているからである。ただし、以上の（i）

から（Ⅴ）までのそれぞれのパラメータの変化に伴うズβの動きは、変化させるパラメー

タ値以外のものをrr一定とした時の動きであることに注意を要する。（図2）から（図6）

のグラフは全て非線形のグラフとなるが、ほぼ線形の関係をもつものもある（）

（鮎）ダの変化

（iv）αの変化

50　100　150　200　　250

（図4）ダの変化による

損益分岐点の変化

0　0．10．2　0．3　0．4　0．5　0．6　0．7　0．8　0．91．（）α

（図5）αの変化による

損益分岐点の変化
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（Ⅴ）∂の変化

0　0．5　0．6　0．7　0．8　0．9　1．O b

（図6）∂の変化による

損益分岐点の変化

次に、習熟率ガの変化によるズ月への影響を近似的に求める方法について述べる（〕とい

うのは、これにより計画上、習熟率の変化に対するズ月への影響の度合いを、簡単な計算

で前もって知ることができるという利点をもつことになり、また本章のテーマを離れるが、

期中における習熟率の変化にすばやく適応できるという統制上の利点もあると思うからで

ある。ただし、この近似法は、小さな変化に対してのみ利用可能である。損益分岐点の生

産量を求める式は、前述したように、

（♪－〃）ズβ－ダーCαズ月日花皮目柁2日1＝0

であった。これを移項すれば、

（♪－〃）ズ8－ダニCαズβ‖泥足日比2日1

となり、対数をとれば、

1n†（♪－V）xB－F）＝1nc a十（（lnR／ln2）十1）lnxB

となる。。芳βは忍の関数であるので、∬月を月で微分することにする。ただし、

（カー〃）ズβキダ，忍ln2キ0，ズ月キ0，とする。

（♪－〃）dズ月／d忍

（♪－〃）ズβ－ガ

より、

（♪－〃）dJβ／d忍

（♪－〃）ズ8－ダ

1n忍
一十

1n2 ）去憲十ユルち忘

1　dJβ　lnズβ

ニ（b十　二rT二十
ズ月　d点　　忍ln2

占掌



これを整理すれば、

（♪－〃）　　　（∂＋1）

（カー〃）ズ8－ダ　　　ズβ

となり、

ガ1112

（♪－〃）ズ8－（∂＋1）（（♪－〃）ズ月－ダ）

ズβi（♪－〃）∬8－ダ） ）

dズβ　lnJβ

d忍　　月ln2

となる。［］の内の分子は、

（♪－〃）ズ8－∂（♪－〃）∬月一十∂ダー（♪－〃）ズβ＋ダ＝（∂Il）ダーー∂（♪一一〃）ズβ

となる。散に、（ムート1）ダー一一∂（♪－〃）ズβキ0，とすれば、

〟ズβ　　（lnJβ）ズβ‡（♪一一〃）ズβ－ダ）

d忍　　月ln2†（∂十一1）ダー∂（カー〃）∬β）

となる。以上から、習熟率の』月の誤差によるズβへの影響は、

（lnJβ）ズ月†（カー〃）ズβ－ダ1

・△常
月ln2i（∂り）ダーー∂（♪－〃）∬β）

によって求めることができる。

前述の数値例で考えてみよう。最初、習熟率（忍）が87％であるとして∬βを計算して

いたが、実際は忍が93％であったとする。そして、今までの∬βの計算値をもとに虎＝93

％の場合のズ月の近似値を求めようとしているとする。忍が87％の時のズβの値は11．40で

ある。また、』斤＝6％である。それ故、上述の計算式に代入し、

2．43×11．401（8－3）11．40－50）

0．87×0．69†0．8×50＋0．2（8－3）11．40
Xβ、∂‘

193．91

30．86

メβ、∂g＝q3㌢

となる。これは、月が6％増えれば、ズ月が0．38増え、∬βは近似的に11．40－卜0．38＝11．78に

なることを示している。正確には、（図6）から月＝93％の時は、ズ月＝11．85であった。

すなわち、近似誤差が11．85－11．78＝0．07だけでていることになる。これは、忍の6％の

増加が微小の増加ではないので、このような結果になったが、ガの微小の変化の場合には、

ズβを上述の近似法によって求めても近似度が増す。

以上、本節では習熟曲線が滑らかな曲線の場合について考察したが、次節では、習熟曲

線が2段階に分かれる場合の分析について考察する。

（Ⅴ）損益分岐点分析の展開

前節まで、習熟効果は累積生産量の増大とともに、生産時間減少の効果は徐々に減少し

ていくが、無限に現れるとしてモデルを作ってきた。しかし、製品の製造過程において、
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一般的に、最初のうちは累積生産量の増大とともに習熟効果が現れるが、やがて習熟効果

があるとしても顕著ではなくなってくる。それ散、習熟効果の著しい開始期と習熟効果の

ほとんどない定常期の2つに分けて考察する方が、より現実に適合すると思える。ただ難

点はモデルが複雑になることである。

このような開始期と定常期に分ける習熟効果のモデルは（H）節で列挙したモデルのう

ちの高原型モデルと呼ばれている。このモデルを図示したものが、（図7）である。（図7）

では今までと違い、モデルの特徴をより明確にするために、縦軸に限界時間をとっている

ことに注意することが必要である。というのは、累積平均時間を縦軸にとれば、限界単位

時間が以前のものに影響され、特徴が不明確となるからである。この図は、

ズぶ‥・定常状態が達成されるまでに生産される累積生産量

として描いている。そして、累積生産量がズぶまでは、習熟曲線にしたがって単位あたり

限界時間が減少し、JSを越えれば、単位あたり限界時間が一定となることが示されてい

る。

この種のモデルを、Nichlas Baloff，J（）hn W．Xennellyが各種産業を対象として実証研

究した結果、習熟効果が著しく現れる開始期の長さは、産業によって非常に違っており、

また、障巨億業内でも各工程によって違いのあることを発見した！劫ウ

（図7）高原型モデル

本節では、以上のように習熟効果を開始期と定常期に分けて考察し、損益分岐点分析モ

デルに関係づけてみる。そのため表記を以下のようにする。ただし、以下に示すもの以外

〟



は前述した通りである。

Zぶ‥・定常期の状態において、－－一単位の生産に要する平均時間

rぷ‥・最初のズぶ単位の生産に要する総生産時間

gS‥・最初のズぷ単位の生産に対する単位あたりの累積平均時間

rぶ＝αJS∂・∬ぶ＝αズ了＋1

である。利益算定式は、∬≧ズSのとき、

方＝（♪－〃）ズーC7、5－－C ZS（ズーJS）一㌧F

となる禁の式の第2項は、定常期の状態が達成される前に発生する労務費の額であり、

第3項は、定常期の状態が達成された後での労務費の額である。ズ≧∬Sの時の損益分岐

点の生産量（ズ月）と、目標利益（g）を達成するための生産量（ズ）は以下のように計

算される。すなわち、

ズ月＝ic（rぶ一之ぶ）＋ダ）／i（♪軸〃）－C Z占i

J　＝　tc（r5－Zs）十ダ十g）／i（カー〃）－C Z51

である。ズ＜ズ∫の場合のズβ，ズの計算は、定常期の状態を考慮する必要はなく、（Ⅳ）

節で述べたように計算すればよい。

数値例を考えてみる。♪，〃，C，ダ，占，αは（ⅠⅤ）節で述べた値をとることにする。

定常状態が達成されるまでの累積生産量（ズぶ）は、4個であると過去のデータより予測

したとする。それにより、ガぶ，Tぶを計算すれば、

恥＝α∬ぶb＝0．5×4‾0・2＝＝0．379

rg＝gSズぶ＝0．5×40・8　＝1．516

となる。また、定常期における単位あたりの生産時間（Zぷ）は、

Zぶ＝d7㌦／dJS＝（∂十1）恥＝0．8×0．379＝0．303

となる。この値を用いて、ズ≧JSの時のズβと目標利益（g＝10（千円））をあげるための

言の倍は、

ズβ＝（2（1．516－0．303）十50）／i（8－3）一一－2×0．303）＝52．426／4．394＝11．93

言＝（2（1．516－0．303）十50十10）／（（8－3十2×0．303i＝62．426′／4．394＝14．21

となる。本節で求めたズβの値と（lV）節で求めたズ月の値を比較してみると、差があるが、

これは、本節では4個までしか習熟効果が現れないと仮定していることによる。本節の数

値例では、その差はわずかであるが、実際の経営においては大きな差になることも多い。

この種のモデルを用いれば、より現実的にはなるが、∬月，言の算定において、ズSの値

を推定する必要がある。すなわち、定常状態となる累積生産量（ズぶ）の値を適正に算定

できることを前提として、モデルが作られている。これが一つの問題点でもある。また、
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ズβの推定値の妥当性がモデルの適否に大きく影響するので、正確な推定がなされる必要

がある。

次に、（Ⅲ）節で、多期間計画を立てる場合には、長期的な観点から原価の利益への影

響額を考慮しなければならないと述べたが、利益への影響額を平準化することを（Ⅰ且）節

の例を用いて考えてみよう。そのためには、予定生産量（JT、）により、習熟効果をもつ

労務費の単位あたりの総平均労務費（Dを求める必要がある禦隻S≦ズ7、の時のみについ

て考える。Js＞∬7、の場合には、定常状態下での生産については考える必要がなくなる。

エ二二icプ㌦十C．Zぶ（Jr－ズ∫）i／／JT・

で算定される。ところで、

Crぶ‥・最初の∬ぶ単位の労務費

C ZS（ズr－JS）‥・定常状態の下で生産される（ズ「一JS）単位の労務費

C7、ぷ十C Zぶ（ズ7rJぶ）‥・予定総生産壷を生産するための総労務費

である。このエの値を用いて、単位あたりの労務費がこの額以上のものは繰り越し、この

鶴以下のものは配賦するようにすればよい。そして、JT・が達成された時には、繰越額と

配賦額の合計額が一一▼・致するようにすればよい。

このような原価の配分が行われると仮定したときの利益算定式は、∬ぶ≦ズ≦ズ7・のとき、

方＝（♪－〃）ズー［‡C7、g＋czぶ（JT－ズぶ）iJ／JT］－ダ

となる票を画設定時の問題を扱っているので、ズ＞ズ7、の場合は起こり得ない。ところで、

ic7、3十C Zぶ（ズ7、－JS）lJ／ズ7、‥・総労務費を∬／Jrの割合で配分した額

である。上述の利益算定式を変形して、Jg≦ズ≦ズ7、のとき、

方＝（♪－〃）ズーC Zぶズーi（C7㌦－C ZぶJS）ズ／JT）－ダ

とも書ける。ところで、

C Zsズ‥・生産が全て定常状態の単位あたり作業時間で行われたと仮定した時の労務費

C7㌦－C ZSズぶ・‥定常状態に達するまでの生産に要する労務費とその生産量を定常状

態での作業時間で評価した労務費の差

（cr∫…C ZsJS）ズノ／JT‥・上述の労務費の差をズ／JTの割合で配分した鶴

となる。次節では、本節で述べたことをさらに一般化し、制約条件を持った数理計画問題

として定式化することにする。

（Ⅵ）習熟効果を加味した制約条件付利益計画モデルとC－Ⅴ－P分析

前節までのモデルは、制約条件を考慮に入れない場合を扱い、また、生産される製品数

が実質的に一種類であるとしてモデルを作った。本節はこれを展開し、多種資源の投入に
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より、多種類の製品が生産され、しかも制約条件がある場合を考える。そして、この習熟

効果を加味した利益計画モデルを、区分線形計画法を用いて近似する方法について考察す

る。またその解をもとにC－Ⅴ一一Pの関係を示してみる。

区分線形モデルを使うことの意義について、井尻教授は、「連続して微分可能な関数で、

現実の関数を近似するのは一向差支えないが、同時に区分的線型関数で、現実の関数を近

似するのも、また同様に差支えないはずである（〕微分可能な関数の特長は、最適解を微分

して得ることができる点にあるが、区分的線型関数でも最適解が必要な場合は、線型計画

法によって得ることができることを考えると、従来の経済学で行われて来た連続して微分

可能な関数による利益分析にくらべて、……区分的線型関数による利益分析は決して劣
虎妙

ることのない方法であることがわかる。」と述べている。これは区分線型モデルを利用す

ることの意義をより積極的に主張したものであるが、本章では、連続して微分可能な関数

の1つの近似法として利用することにする。

習熟効果は前節と同様に、簡単化のために、労務費算定の基礎となる生産時間にのみ現

れるとする。すなわち、生産時間以外の材料消費量等の制約条件は、習熟効果を考える必

要はないとする。もちろん、生産時間以外のものに習熟効果が現れる場合にも容易にモデ

ルを拡張できる。本節は、（Ⅴ）節のように、開始期と定常期に分けないで、全期間にわ

たり、習熟効果が対数線形モデルとして現れる場合を考察する。生産時間の制約は、J．

佃、それ以外の制約は左個、合計」‖固（fl＋∫2＝′）の制約条件があるとする。また、

製品の種類をJ個とし、目的関数は利益最大化であるとする。

表記は次の通りである。

♪J‥弓製品の単位あたりの売価

〃ノ‥・プ製品の単位あたりの労務費以外の全ての変動費

cz‥・習熟効果をもつダ番目の生産時間の単位時間あたりの賃率

〟り・‥ブ製品の最初の一単位を生産するのに要する時間制約の7番目の時間数

dり‥・J製品の一一一一単位を生産するのに要する資源制約のf番目の資源量

rg‥・オ番目の時間制的倍

加㌧‥・才番目の資源制約値

ダ…・固定費

以上の表記により利益計画モデルを示す前に、習熟効果のモデルについて述べる。習熟

効果のモデルは、前述したものを少し変え、

jhj＝αi　ズ了号，－1≦∂り≦0

と表すことができる。ただし、

∂ヂ



∂り‥・J製品の生産におけるオ番目の時間制約に対する習熟効果を表す指標

〟り‥・ブ製品の生産における時間制約のブ番目の単位あたり累積平均時間

JJ…・ブ製品の生産量

とする。習熟率と∂日の関係は、次の通りである（〕

∂り＝1（1g点り／hg2＝lnJ2日／ln2

月り‥弓製品の生産におけるオ番目の時間制約に対する習熟率

方譜（か刊」k腑）∬ブ・－ダニか♪刷拓一芸ciαij汀・町－ダ
となる。この方の式が目的関数である（〕ダは定数項のため、数理計画問題としては無視し

て考えることができる。時間制約は、

∑α目方了…キ　≦γ才，ダニ1～71

である。それ散、利益計画モデルは、

（イ）

宗（♪ノー〃再ブ・一出ciαり打旬一仙→maX
JよJJきJ

∑射り∬了＋毎　≦rg，オ＝1～71

史。りJJ≦勘，オ＝1～72

JJ≧0，才＝1～J

と表すことができる∈轡イ）の問題は、制約集合が非凸であり、目的関数も凸関数である

ので、解くことが非常に困難であるが、α＝≧0，－1≦∂iJ≦0，という問題の特殊性に

着目して、区分線形計画法により近似解を求めることができる。

数値例でこれを示すために、（イ）の問題を生産時間制約1個、資源制約1個、製品種

類2種類として、非常に簡単にしてみる。そして、この場合は時間制的、資源制約が各1

個であるので、各々の制約の個数を表す添字をとる（〕そのようにすれば、（イ）の問題は、

（ロ）

（♪1一一〃1）JlI（♪2←〃2）ズ2－－C（α．ズ11＝・＋α2∬21両■）一一一一→maX

α1ズ11叫Ⅰα2∬21十島と≦r

d．ズ1＋d2ズ2≦彿

Jl≧0，ズ2≧0

となる。（ロ）を変形すれば、

冨八g

（♪1－〟〃1）Jl」（♪2－〃2）ズ2－C・打一一一→maX

αlJll…リα2ズ21…ふ＝〝

〟≦r

dlJ1－Ld2ズ2≦細

ズ1≧0，ズ2≧0，〟≧0
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となる。

数値例を用いて（ハ）の近似解を求めることにするが、そのためには、その前に累積平

均時間（タブ）と総生産時間（rJ）の考察をする必要がある。累積平均時間を示す恥，

ガ2は、

gl＝αlJ了・，ガ2ニα2ズ2dJ

で求められ、総生産時間を示すrl，r2は、

rl＝dlJ11十・，r2＝α2∬21＋bi

で求められる。（表3）、（表4）は生産販売量の範囲と、（♪ノー〃ブ），タメ，rjの関

係を示したものである。ただし、製品1に対して、α1＝10，学習率80％（すなわち、∂一

ニー0．3219）とし、製品2に対して、α2＝＝8，学習率90％（すなわち、∂2ニー0．1520）と

（表3）製品1の基礎データ

（表4）製品2の基礎データ
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して、生産販売義を2倍ずつ増やした場合の値を示している。そして、生産販売量の各範

囲内では、各々の値は一一定としている。

数値例を極力簡単にするために、製品1、製品2は最大限16個まで生産販売できるとす

る。これは（表3）（表4）から、Jl，∬2の範囲を最低限5区分する必要性を示してい

る－）それ故、ズ1，ズ2にこの区分を表す添字をつけて数値例を示すと、（こ）となる。た

だし、γ＝80，紳＝100，〆．＝4，d2＝9，C＝0．2とする。

2ズ11Ⅰ4ズ21Ⅰ6ズ。1一十5ズ41ト3∬51－12ズ121－5ズ22＋8方。2－＋6ズ42†4∬52－0．2〟－榊→maX

Jll＋ズ21†ズ31†ズ41†ズ51＝Jl

ズ121－ズ22†ズ32†ズ42IJ52＝ズ2

10JH1－8ズ21†6．4ズ31Ⅰ5．12J41＋4．1ズ51＋8ズ12

Ⅰ7．2ズ22Ⅰ6．48ズ32ト5．83∬42＋5．25ズ52－〝＝0

〝≦80

4Jl＋9ズ2≦100

α21≦∬11≦α11，

α31≦ズ21≦α21，

2α41≦∬3．≦2α。1，

4α5．≦ズ41≦4α41，

0≦∬51≦8α51，

αり＝0　°r l

α22≦ズ12≦α12

α32≦ズ22≦α22

2α42≦J。2≦2α。2

4α52≦∬42≦4α42

0≦ズ52≦8α52

（オ＝1～5，J＝1～2）

ズ1≧0，∬2≧0，〟≧0

（こ）の最適解を求めれば、

最大値　46．862（千円）

ズ1＝3．644，Jll＝1，ズ21＝1，∬。1＝1．644，ズ41＝0，ズ5．＝0

ズ2＝8，ズ12＝1，∬22＝1，J。2＝2，ズ42＝4，∬52＝0

α11＝α21＝α31＝α12＝α22＝＝α32＝＝α42＝α52＝1

α41＝α51＝0

となる。

この解をもとに、製品1、製品2の限界利益を生産販売量の範囲ごとに求めてみれば、

（表5）のようになる。C－Ⅴ－Pの関係を図で表したものが、（図8）である。ただし、

縦軸は、限界利益である。
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（表5）製品1と製品2の限界利益

0　　1　　2
一

．

t
463 8

（生産，販売量）

（図8）製品1と製品2の限界利益線（個）

（Ⅶ）利益計画モデル展開の一方向

前節で習熟効果を加味した利益計画モデルについて考察したが、そこでは、各製品に現

れる習熟効果は、各製品ごとに独立しているということを前提として諭を進めていた。し

かし、本節ではこの種のモデルの展開の一方向として、ある製品に現れる習熟効果が、他

得



の製品の生産によって影響を受けるような、現実によく起こりそうな一つの例について考

察する禦いうのは現実の企業において、一人の従業員が複数種類の製品の生産に従事し

ている場合も多いからである。本節では、前節の数値例をもとにして、モデルを極力簡単

化し、次のような仮定の下での問題を考えてみる。

製品1、製品2に現れる習熟効果、制約条件は前節の仮定と同じであるが、前節と異なっ

た仮定は、まず最初に製品1を生産し、その生産が終わった後で、製品2を生産するとい

う仮定である。この仮定はモデルを簡単化するための仮定でもあるが、従業員が複数種類

の製品の生産に従事している場合、個々の種類の一群の製品を順次、生産することが多い

ことから考えて、現実的な仮定であるとも思える。そして、製品2の生産には、製品1を

生産したことによる習熟効果が現れるとする。すなわち、製品1をJl個生産したとすれ

ば、製品2の生産に対し、あたかも製品2のゐズ1個が生産されたかのような習熟効果が

現れるとする。

このことを明確にするために、数値例で示してみる。製品1を5個生産した後で、製品

2を5個生産したとするし〕そして、製品1の5個の生産が、製品2の5個を生産したかの

ような習熟効果をもつとする。すなわち、カ＝1であるとする。製品1、製品2の総生産

時間は、

T．＝10ズ1016781

T2＝8（（ゐJl十方2）0・8410－－（カ∬1）0・8410）＝8‡（5－トズ2）0・841ロー50・8410）

であるので、これをもとにして、gJ，アブを求めれば、（表6）のようになる。

（表6）製品1と製品2の基礎データ

琶：享…‾；‾；十‥‥



次に、前述のような仮定の下で、数理計画モデルを作ってみる。表記は前節と同じであ

るとする。この種の限界利益モデルは（ハ）を少し変えて作成できる。すなわち、

（ホ）

（♪1－即．）Jl＋（♪2－〃2）ズ21C〝一一一→maX

αlJ．1十島仁1一α空く（たズlIズ2）1両互一一一（カズl）1＋叫　＝〟

〝≦r

dlズ1－「（才2ズ2≦抑

Jl≧0，ズ2≧0，　〝≧0

となる。制約第1式を整理し、尤＝1，∬1＋ズ2＝ズ3，とすれば

（へ）

（♪1鵬〃1）ズlI（♪2－－〃2）ズ2－→C〝一一一→maX

α1ズ11＋∂一一一α2ズ11＋㌔†α2ズ31…ヱ＝〟

〟≦r

Jl一トズ2＝ズ3

dl∬lI。2ズ2≦彿

ズ1≧0，ズ2≧0，　〝≧0

となる。

（へ）に数値を代入し、区分線形計画法によって近似解を求めるためには、

〝．＝。1ズ予，rl＝。lれ1叫，葺2＝。2一方1屯，r2＝。2ス㍉1・毎，；3＝。2ズ。む，

T3＝α2ズ31＋吐，を区分することが必要である。しかし、〟1，rlの小区分と、その値は
ノ′ヽ

（表3）に要約されている。また∴〟3，r3の小区分と、その値は（表4）のガ2，r空の

値を憲3，T。の値と読みかえて、代用することができる。というのは、憲。，T。の算定に
／へ　　／＼

α2，∂之が用いられるからである。同様に、ガ2，r2の値も（表4）のガ2，r2の値を読

みかえて、代用することができる。

これらの数値をもとにして、（へ）の問題の近似解を求めることにする（〕ただし、簡単

化のために、製品1と製品2の両者の合計の最大生産可能義は、16個と仮定する。（へ）

／＼

の制約第1式に数値を代入すれば、

10ズ日Ⅰ8ズ21＋6．4∬31＋5．12∬41Ⅰ4．1ズ51－8ズ11品－7．2∬2．

一6．48ズ。l一－5．83ズ41－－5．25ズ5．Ⅰ8ズ13Ⅰ7，2ズ2。十6．48ズ3315．83ズ43＋5．25ズ53－〟＝0

となり、これを整理すれば、

2Jll＋0．8ズ211－0．08ズ31一一0．78ズ41－－1．15ズ51Ⅰ8Jl。＋7．2ズ2。

＋6．48∬。3＋5．83∬431与25ズ531汀ニ0

となる。これをもとに限界利益最大化モデルを作れば、

「2二rll十4ズ21＋6方。11－5∬41－ト3ズ5．＋2∬12†5∬22＋8∬32Ⅰ6ズ4日－4．万52－0．2〝一一→maX

符



（卜）

JIl一十ズ21－トズ31－←∬41Ⅰズ51＝ズl

J12Ⅰズ22－十方32－十方42寸ズ52＝ズ2

ズ13十方231ト∬33十方43一十ズ53＝∬3

2Jllト0．8ズ21－0．08ズ3．－0．78J。1・〉1．15∬51－ト8ズ1317．2ズ2。

＋6．48ズ。。＋5．83ズ4。＋5．25ズ5。一一〟＝0

〟≦80

ズ1十方2－ズ。＝0，　　4ズ1十9ズ2≦100，

α21≦ズ11≦α11，　　α22≦J．2≦α．2，　　α23≦ズ13≦α．。

α31≦ズ21≦α21，　　α32≦ズ22≦α22，　　α。。≦ズ23≦α2。

2α41≦J。1≦2α3．，　2α42≦ズ。2≦2α32，　2α43≦ズ33≦2α3。

4α51≦ズ41≦4α41，　4α52≦ズ42≦4α42，　4α53≦ズ43≦4α43

0≦ズ51≦8α51，　　　0≦∬52≦8α52，　　　0≦ズ53≦8α53

αり＝0　0r l　（オ＝1～5，ノ＝1～3）

Jl≧口，ズ2≧0，∬3≧0，〝≧0

となる。最適解は、

最大値　53．087（千円）

J．＝4．817，Jl．＝1，∬21＝1，J。1＝2，∬41＝0．817，∬51＝0

ズ2＝8，　　J．2＝1，ズ22＝1，∬32＝2，∬42＝4，　　ズ52＝0

ズ。＝12．817，ズ13＝1，ズ2。＝1，方。3＝2，∬43＝4，　　ズ53＝0．817

α11＝α21＝α31＝α41＝α12＝α22＝α。2＝α42＝α52＝α1。＝α23＝α。3＝α4。＝α5。＝1

α51ニ0，〟＝80

となる。

以上、本節において、ある製品の習熟効果が別の製品の生産量によって影響される場合

について考察した。そして本節では、数値例として、製品1の生産量の大きさが製品2の

習熟効果に影響を与える場合をモデル化した。本節でのモデルは、製品2のみが製品1の

生産量によって影響され、製品1は製品2の生産量によって影響されないことを前提して

いる。その意味で、習熟の影響は一方向のみを考慮していることになる。もちろん、習熟

効果の影響関係が一方向のみでなく、製品相互間に現れる場合もある。これも製品のある

一定の生産順序を仮定することによって、複雑にはなるが、本節と同様の方法でモデル化

できる。

（Ⅷ）おわりに鵬一残された問題
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本章において、習熟モデルの経営問題への適用の【一方法について考察したt）特に、生産

過程に習熟効果が現れる場合に限定し、モデル化した。習熟効果の研究は、統制面に関係

付けてなされる場合が多いが、本章では特に、計画面への利用に焦点を当てた。貝体的に

は、習熟効果を損益分岐点分析、利益計画モデルの内に、加味する方法について述べた。

これは一つの例であり、習熟効果を加味する方法は種々のものが考えられるであろう。も

ちろん、販売過程に習熟効果が現れる場合をモデル化することも可能である。ただ、習熟

効果のモデルを作成する場合やモデルを経営問題に適用する場合に注意しなければならな

い問題点もあり禦L を今後の展望として述べることにする。生産部門に限定して、問題

点を述べることにする。問題点は計画面のみに限定していない。

第1の問題点は、習熟効果をモデル化する対象に関係した問題である。例えば、製品の

生産に直接従事している直接労働者だけを対象としてモデル化するのか、それとも管理者

や製品の生産に直接従事しないで、間接的な用役を提供している間接労働者までも含めた

習熟効果をモデル化するのかという問題がある（〕直接労働者だけに習熟効果が現れると限

定した研究は数多く、この場合は実際においてもモデル化しやすい。しかし、管理者、間

接労働者の習熟効果を実際にモデル化しようとすれば、難しい問題がある（〕しかも今［二Iで

は、間接労働がますます増大していることも事実である。

第2の問題点は、習熟効果を識別することに関係した問題である（－例えば、直接労働者

のみを対象として習熟モデルを作成するとしても、生産過程に現れている習熟効果が、実

際の生産過程で生じたものか、生産過程以外の，段階での出来事が原因となり、生産過程に

効果をもたらしているのかを区別することが困難な場合がある。また現れている効果が直

接労働者の習熟によって起こったものか、単に機械の自動化による結果か、熟練労働者の

雇用による労働ミックスを変化させたことによるのか、技術革新によるのか、識別できな

いこともある。

第3の問題点は、習熟モデルのパラメータの推定やモデルの選択に関係した問題である。

本章で述べたような習熟効果のモデルにおいては、習熟率が常に一一一定で安定していること

を前提している。しかし、生産の中途において、習熟率が変化する場合には、どのように

モデル化するかが問題となる。また、個々の企業に適する習熟モデルは、企業によって異

なってくる。どれが最も妥当するかの決定も重要である。さらに、習熟モデルは個々の活

動に重点を置くよりも、むしろ総体的に考えられているが、集計される前の段階で、個別

的に習熟モデルを作ったほうがよい場合もある。

第4の問題点は、習熟モデルを経営問題に適用するときの経営内部者の態度に関係した

問題である。習熟効果を加味して将来の達成目標が設定されたり、管理されたりするよう

77



になれば、部門管理者や従業員は自分に望ましい結果をもたらすモデルになるように、自

らの行動を修正することになる。習熟モデルが業績評価に利用される場合には、この傾向

は大きくなる。この間題を解決することが、習熟モデルを経営に適用する際に重要である。

これ以外に、本章で述べたようなモデルに、区分線形計画法を用いることによって生ず

る問題点もある。区分範囲の決定は困難な問題を含んでおり、しかもこれがモデルの適否

を決定することにもなる。また、区分線形計画法は、パラメータの区分に応じて、変数も

区分する必要があり、計算量が増大するという欠点を有している。さらに、本論で述べた

ような0一一1整数変数を導入し、モデルを定式化しなければならなくなる（〕整数変数をモデ

ルに加えると、著しく計算量が増大することも事実である。それ故、区分線形計画法によっ

て利益計画モデルを定式化するときには、計算量が著しくならないで、しかも実際によく

適合する適切な区分をすることに、特に注意を払う必要がある。

以上のように、習熟モデルの作成、利用には種々の問題点があるが、習熟効果が適切に

測定され、適切にモデル化され、適切に利用されれば、経営における計画や統制に重要な

手段を提供することは確かである。

（注）

（注DHirschmann，W．B．，［17］を参照のこと。

（注2）門田安弘著［27］、186貢。

（注3）Hirschmann，Y．B．，［17］、Belkaoui，A．，［3］のChapterl、Yelle，LE．，［25］を参照のこ

と．．

（注4）Harvey，D．W．，［14］、Baloff，N．arld Xennelly，J．W．，［2］、Baloff，N．，［1］を参照のこ

と．

（注5）Hirschmann，W．B．，［17］、Baloff，N．and Kennelly，J．甘．，［2］、Baloff，N．，［1］を参照の

こと。

（注6）Bump，E．A．，［9］、Bhada，Y．，［4］、JordaIl，R．B．，［18］，Brenneck，R．，［6］，Brenncck，R．，

［7］、Broadston，J．A．，［8］。

（注7）Harvey，I）．W．，［14］、Peagels，C．C．，［23］、McIntyre，E．V．，［19］、Ebert，R．J．，［13］、

Reeves，G．R．and Sweigart，J．R‥［24］、Hiller，R．S．and Shapjr（），J．F．，［16］。

（注8）軋）rSe，W．J．，［21］において、数値例を用いて、詳細な説明が加えられている。この論文
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（注17）Baloff，N．，［1］Baloff，N．and Kennelly，J．W．，［2］を参照のこと。

（注18）McIntyre，E．Ⅴ．，［19］を参照のこと。

（注19）McIntyre，E．V．，［19］を参照のこと。

（注20）McIntyre，E．V．，［19］を参照のこと。

（注21）井尻雄二著［26］、21貢。

（注22）Reeves，G．R．and Sweigart，J．R．，［24］において詳細なモデルと数値例が示されてい

る‥

（注23）Chen，J．T．，［11］、Chen，J．T．，［12］を参照のこと。

（注24）Belkaoui，A．，［3］の第4章において、違った立場からの限界が示されている。

（参考文献）

［1］Bal（）ff，N．，”Extensi（）n Of the Learning Curve00－S（）nle Enpirical Results”，

Operational Reseach Quarterly，Vol．22，No．4，1971．

［2］Bal（）ff，N．and Kennelly，J．W．，”Acc（）untingImplications of Pr（‾）duct and Process

Start－upS”，J（）urnal of Accounting Rcseach，Autumn，1967．

［3］Belkaoui，A．，”The Learning CurveMMA Management Accounting Tool”，Quorum Bo（）ks，

1986．

［4］Bhada，Y．，”Dynanic Relationships for Accounting Analyses”，撼anagement

Accounting，April，1972．

［5］Bierman，H．Jr．andI）yckman，T．R．，Managerial Accountirlg，Macmillan，1971．

［6］Brenneck，R．了BhE Charts Reflecting Learning”，N．A．A．Bulletin，June，1959．

［7］Brenneck，R．，”Learnirlg Curve Thechniques for More Profitable Contracts”，N．A．A．

77



Bullet in，July，1959．

［8］Broadst（＿）n，J．A．，”Learning Curve WageIrlCentives”，Managenent Acc（）ulltirlg，August，

1968．

［9］Bump，E．A．，”Effects of Learning（‾）n Cost Projections”，Management Accounting，

May，1974．

［10］Carlson，J・G・，”How Management Can Use theImpr（）Vement Phen（）menOn”，担昼型塵

Management Review，Vol．3，No．2，1961

［11］Chen，J．T．，”Modeling Learning Curve and C（二）mplementarity for Resource

Allocati（）n and Production Scheduling”，Decision Sciences，Vol．14，1983．

［12］Chen，J．T．，”A SimplifiedIrltegCr Programming Approach t（－）Resource all（）Cation

and Profit Budgeting”，Accounting and Business Research，Autumn，1983．

［13］Ebert，R．J．，”Aggregate Planning wjth Learning Curve

Productivity”，撼anagement Science，Vol．23，No．2，October，1976．

［14］Harvey，D．Y．，”Financjal PlanningInformation f（）r Pr（）ducti（）n StartllpS”，

The Accounting Review，October，1976．

［15］Harvey，D．W．and Soliman，S．Y．，”standard Cost VariarlCe Analysisin a Learniflg

Environment”，Accounting and Business Research，No．52，Summer，1983．

［16］Hiller，R．S．and Shapiro，J．F．，”Optimal Capacity ExparlSion Planning when There

are Learning Effects”，Management Science，Vol．32，No．9，Scptember，1986．

［17］Hirschmann，W．B．，”profit from the Learning Curve”，Harvard Business Review，

JanuaryL－Febrllary，1964．

［18］J（）rdan，R．B．，”Learning How t（）Use theI．earning Curves”，N．A．A．Bulletin，January，

1958．

［19］鳩cIrltyrC，E．V．，”C（）SLV（）hlnlC…Ⅰ）r（）rit Analysis AdjllSLcd r（）r Lcarni哩”，

Management Science，Vol．24，No．2，October，1977．

［20］Monden，Y．，IIamada，K．，”Target C（）StinfI and KとIizcn C（）StinginJapanese

Aut（）mObile Companies”，J（）urnal（）fぬrlZlgemCnt Accounting Research，Vol．3，Fall，

1991．

［21］Morse，W．J．，”Reporting Producti（）n Costs That F。llow the Learning Phen（▲）men（）rl”，

The Accounting Review，October，1972．

［22］枇）rSe，W．J．，”The Use of Learnirlg Curvesin Financial Accounting”，ら里二旦＿

J（）tlrnal，Vol．44，N（一）．1，1974．

占汐



［23］Peagels，C・C・，”start up（）r Learning Curves¶～－Sone New Approaches”，些車裏些

Sciences，Vol．7，1976．

［24］Reeves，（；．R．and Sweigart，J．R．，”product－Mix批）dels when Learning Effects are

Present”，Management Science，Vol．27，No．2，February，1981．

［25］Yelle，L．E．，”The Learning Curve：Historical Review and Comprehensive Survey”，

Decision Sciences，V（）1．10，1979．

［26］井尻雄二著『計数管理の基礎』岩波書店、1971年1月。

［27］門田安弘著『DSS会計の理論と実際』第三出版、昭和62年9月。

「28］師岡孝次著『習熟性工学一一一一叫動的評価と計画の技術』建亭社、昭和60年3月。

釘



第4章　管理会計モデルへのファジィ理論の適用
－利益計画モデルとC－Ⅴ－P分析への

適用を中心として

（Ⅰ）はじめに

企業が意思決定を行うとき、企業内外の環境条件が全て確実にわかっていることはほと

んどなく、あいまいな状況下で、あいまいな情報によりあいまいな決定がなされることが

多い。このあいまいさを表す言葉として諸種のものがあり、例えば、ランダムネス、ファ

ジィネス、アンビギュイティ等の語がある。しかし、これらの言葉は混同して用いられて

いることが多いが、これらの言葉が意味する内容はかなり異なっている。

この中で最も誤解の多い言葉は、ランダムネスとファジィネスに関してである（〕両者の

相違について、西田俊夫教授、竹田英二教授は次のように述べている。すなわち、「偶然

が関係した現象で、その試行の可能な結果の集合が前もってはっきりと規定されていると

きに、その集合のどの結果になるかのあいまいさがランダムネスである。一方、ファジィ

ネスは境界のはっきりしない集まりについてのあいまいさである。つまり、集合のどの要

素であるかという不確定さに対して、その集合そのものがぼやけているという違いであるt）

＿僅 述べている。

管理会計モデルの作成には、あいまいさの意味を考慮してモデルを作成する必要がある

が、意思決定問題と関連して研究されているのは、ほとんどランダムネスに関するもので

あり、通常、不確実性と呼ばれているものである。そして、その不確実性に対処するため

に、

（i）確定的モデルにおいて解の感度を調べたり、パラメトリック・プログラミングを用

いて、パラメータの変化による解への影響を前もって調べておく。

（也）楽観値、最尤値または平均値、悲観値等の複数種類の解を準備しておき、弾力的な

実施が可能となるようにする。

（血）確率要素を含むモデルを設定する。

のどれかの方法が採用されている。

（i）（出）はファジィネスに対処するときにも、利用可能である場合も多いが、（由）

の研究の中には、発生事象に対して確率を用いることが不適当なランダムネス以外の特徴

を有するあいまいさであるとしても、ランダムネスとみなして、確率を用いて処理してい

る場合も多い（〕特に、ファジィネスとランダムネスは既述の如く、差異があるにもかかわ

らず、管理会計の分野において、両者の区別をしないで取り扱われていることも多い。こ
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れは現実の問題において、両者を区別することが困難な場合が多いことにもよっている。

本章は、ファジィネスとランダムネスを明確に区別し、ファジィ条件下での管理会計問

題について考察するのであるが、ファジィネスという意味をより明確にするために、近年、

組織論の分野で研究がなされているアンビギュイティとの相違について触れてみたい。組

織論でいうアンビギュイティとは、組織目標や因果関係が定まらない、また、意思決定の

参加者も流動的である無秩序な状態のことである。このような無秩序な状態のことを、

Michael D．Cohen，James G．批lrCh，J（二）han P．OIsen等は、”組織化された無秩序（Organized

。n。r。hy），撃とんでいる。この状態の下での意思決定の説明として、遠田雄志教授は、

「意思決定において、何が問題点で、求められているのは何なのかがわからず、かといっ

てそうしたときに参考になるべき組織の目標があいまいであったり、相互に矛盾していた

りすることも少なくない。また、多くの意思決定は、ある策がどんな結果を導くかについ

ての確固とした因果の知識にもとづいて下されるわけではなく、単純な試行錯誤や過去の

フトした経験のかなり怪し気な教訓といったものを頼りになんとか行われている。さらに、

人々のそれぞれの意思決定へのかかわり方もキチンと決まっていて安定しているものでは

ない。参加者はあれこれの意思決定に振り当てる時間と労力をそのつどやりくりするので、

その参加パターンはしばしば流動的であり、各意思決定の参加者の顔触れもよく変わる。ヂ多

と述べている。Cohen，March，01senは、このような状況下での意思決定モデルとして、

ゴミ箱モデル（g。rb。g。p一一。。nm。d。。を提唱している飽織諭の分野での研究に影響を受け、

ァンビギュイティの下での会計情報の役割についての研究もなされている£牢）

これに対し、ファジィネスとは、組織目標や因果関係は明確に定まっており、ただ前に

も述べたように、意思決定で扱われる情報が一つの確定的なものとして定義されないで、

領域の境界がぼやけたあいまいさである。それゆえ、ファジィ条件下でのあいまい意思決

定は、アンビギュイティと本質的に異なるあいまいさを対象としているので、あいまいな

情報を人間の主観によって定量化しさえすれば、集合論に組み入れて数学的に処理するこ

とが可能となる。ファジィ理論はこれをメンバーシップ関数を導入することによって可能

にしている（〕すなわち、メンバーシップ関数が決定できれば、ファジィ条件下でのあいま

い意思決定は数学的に処理されることになり、結果的に、その論理に基づいた合理的な決

定となる。それ散、ファジィ決定モデルは、あいまいさの認識から始められるが、厳密な

思考過程を伴うモデルとなる。

本章は、管理会計モデルへのファジィ理論を導入することの利点を諸種の側面から考察

することを目的としている。特に、管理会計分野の一一一つの主要テーマである利益計画問題

について考察し、CdV－P分析を行ってみる。C”VNP分析にファジィ計画問題の解
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を用いた研究は管理会計上ないt）モデルとして、制約条件付のファジィ線形計画モデルを

採用し、管理会計の立場から諸種の考察をする。会計学は他の社会科学と異なり、客観性

を重視し、あいまいさを極力排除する学問で分野であるが、管理会計が実際に役立つため

には、あいまいさをも積極的に取り入れる必要もあ離して、ファジィ理論を実際問題

に導入することによって、より良い解決策が与えられる場合も多いと思う（）

（Ⅱ）ファジィ決定理論の基本的枠組．

本節では、ファジィ条件下での決定問題の基本的な考え方についての概略を述べること

を目的としている。ファジィ会計情報の例として、例えば、小さな原価差異、重要なエラ

ー、効率的なサンプリング、適切な利益目標、高い予算目標、良好な業績等があり、これ

らの情報は企業が計画や管理を行ったり、部門の報告等によく用いられている。このよう

な「小さな」、「重要な」、「効率的な」、「適切な」、「高い」、「良好な」等が意味

している内容の集合は、個々の要素がその集合に含まれるかどうかを明確に判別し得ない

ので、通常の集合では扱うことができない。

また、ファジィ情報によって、例えば、利益管理、予算編成がなされるとしたら、目標

値の設定におけるあいまいさ、実績値の測定や報告におけるあいまいさをも考慮に入れる

必要がある。さらに、適切な原価、費用で、高い利益目標を達成することが企業の目標で

あると言われる場合がよくあるが、これは、ファジィ制約条件下でファジィ目標を達成す

るという計画の一つの例である。

以上のような問題を処理するためには、次のようなファジィ集合を用いればよい－）ファ

ジィ集合とは、既述したように、個々の要素の所属が明確に規定されない境界のぼやけた

集合であり、メンバーシップ関数（帰属度関数）によって、個々の要素の集合に属する度

合いが設定される。このメンバーシップ関数の考え方を導入することにより、序論でも述

べたように、あいまいさが数学的に処理されることになる。

数学的定義をすれば、全体集合ガにおけるファジィ集合月は、

なるメンバーシップ関数机によって特性づけられた集合であ夏空こで、根メンバー

シップ空間を示しており、〃A（ズ）∈〟は』におけるJの帰属度を表す。また、〝d（ズ）

の値は、

0≦〃A（ズ）≦1，ズ∈Ⅹ

を満たすものとする。〃．A（ズ）の値が1に近づけば近づくほど、方が』に属する度合い

は高くなり、逆に0に近づくほど、ズが』に属する度合いは低くなる（〕メンバーシップ関
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数が0と1の催しかとらないときは、ファジィ集合でなく、普通の集合となる。それ散、普

通の集合はファジィ集合の特別な場合であることになる。

メンバーシップ関数の決定は、ファジィ理論において重要な問題ではあるが、経験的な

ものを加味しなから、結局のところ主観的に決定される（〕これは、ファジィ理論そのもの

が、主観を科学するという特徴を有しているので、個々人の主観的要素も理論構成におけ

る一つの重要な要因と考えているからである。このことは、「メンバーシップの度合は、

それらの値が客観的あるいは分析によってよりも、むしろ定義の問題であるという意味に

ぉいて主観的である。P聖いうような、L．A．Z。d。hの主張にもみられる。もっと極端に、

彼は、ファジィ理論についての論争の中で、「メンバーシップの度合いの正確さについて、

ぁまり関心を持ちすぎることは、ファジィ集合アブ。－チの精神に一致しない。理いう

ような主張も行っている。しかし、これは売り言葉に買い言葉というような類のものであ

り、実際は、メンバーシップ関数の形によってモデルの特質が変わってくるので、その形

の決定には細心の注意を払う必要がある空の

このメンバーシップ関数は帰属度のほかに、ファジィ集合で表されている事実に対する

確信の度合、その事実に対する真実の度合、満足の度合さらには可能性の度合を示してい

以下、ファジィ目標とファジィ制約をもつ意思決定問題を考えてみよう誓態用し得る全

代督案の集合をⅩとし、ファジィ目標を満たす代替案の集合をG、ファジィ制約を満たす

代替案の集合をCとする。この時、GもCも次のようなメンバーシップ関数すなわち、

〃G：　Ⅹ→［0，1］

〝C：Ⅹ→［0，1］

によって特性づけられる代替案の集合Ⅹ上のファジィ集合である。

ファジィ目標とファジィ制約を同時に満たす集合刀は、やはりファジィ集合で、

ヱ）＝G n C

となり、そのメンバーシップ関数〝βは、

〝か（∬）＝min（〝G（ズ），〟C（ズ））

によって特性づけられる。

∽個の目標（Gl，G2……Gm）と、乃個の制約（Cl，C2……C花）がある場合も、

カニG．nG2∩……nG桝nClnC2∩……nC花

となり、そのメンバーシップ関数は、

〝β（∬）譜三悪q（ズ），呵（∬））
となる。　／少≦ル
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最適な決定は、

〃か（ズⅠ）＝maX′Jか（ズ）

と∈X

であ三霊護舞霊孟霊ミミ空述の決定規則が最もよく用いられている
ものである。ファジィ決定モデルについての考察は（iV）節以下で行うとして、その前に、

次節では、ファジィ理論の管理会計問題への適用について概観してみることにする。

（Ⅲ）管理会計へのファジィ理論適用の利点

管理会計問題にファジィ理論を適用することの利点は諸種のものが考えられるが、まず、

次のような利点がある。それは、ファジィ理論を用いることにより、会計情報に含まれる

ファジィな会計用語や概念を、システマティックに扱うことが可能となるということであ

る。というのは、ファジィ理論は数学やOR（オベレーーションズ・リサーチ）の分野にお

いて、近年、研究が進んでおり、そのフレームワ一一クが利用できることになるからである。

計画を立てたり、管理を行ったりする場合、各種のデータが諸種の部門から集められる。

例えば、生産販売計画を立てる場合、販売価格、需要量、販売制約等のデータは販売部門

から与えられ、要素価格、供給量、生産制約等のデータは生産部門や購買部門から与えら

れることになる。この情報にはデー一夕提供者の主観的な査定が含まれており、かなりの需

要量、厳しい生産制約、有利な販売条件等の言葉により情報が伝えられることもある。こ

の場合には、主観的な言語が介在することによるあいまいさが含まれることになる。人間

の行動は、あいまいなものを主観によって定性的に判断して、行われることも多い（〕また

あいまいさを伴わない何らかの計数値が提供されるとしても、モデルを作ったり、分析す

る場合には、個人的な主観が入るので、あいまいさが伴うことになる。さらにモデルが作

成され、モデルの解が求められたとしても、その解の意味を管理者がどのように解釈し、

具体的行動をとるかについてもあいまいさが伴う。

このように、データ収集、モデルの作成、実施の各段階には諸種のあいまいさが多かれ

少なかれ含まれるのであるが、今まで、管理会計はこのことを無視してきた。ファジィ理

論は、主観的なものを主観によって定量化するという大胆な方法で、この間題を解決する

ことを可能にしている。すなわち、ファジィ理論ではあいまいさの度合を主観的に決定し、

数学的に処理する。必要であれば、得られた結果を再び定性的なものに変える手順もとら

れる。

言語表現に伴って生ずるファジィ情報に基づいた管理会計モデル作成についての研究は、
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多くのものがあるが、一一一つの例として、Y．LilianCh。n，Y。f。iY。Zlnの研娩る（）彼らは、

決定のためのデータは言葉によって与えられることが多いとして、そのような条件下での

C－Ⅴ－P分析についての研究を行っている（－　その研究は、（図1）に示すような、エ。，

エ1，ぴぃ　Ulの4点によって決定されるメンバーシップ関数を仮定し、論が進められて

いる。そして、売上高と変動費がファジィ情報である場合の製品の選択問題を、意思決定

者がリスク指向的な場合とリスク回避的な場合に分けて考察している。この研究もファジィ

理論を用いることにより、言語情報に含まれるあいまいさがシステマティックに扱われて

いる。

エ0　　　　　　　　　　　　　と／0

（図1）4点によって決定される

メンバーシップ関数

第2番目の利点は、ファジィ理論を用いることによって、不必要な正確性の要求を排除

できることになるヂ撃なわち、ファジィ理論はパラメータ値、変数間の関係、諸条件につ

いて、あいまい性をもったまま処理することを可能にするので、重要性の度合いを識別し、

それぞれ異なった正確度を伴うパラメータ値をもったモデルの設定を可能にする。それ故、

重要な項目のみに多くの探索時間を割り当てることができるようになる。

また、正確に測定できないものは無視する以外になかったので、しばしば重要なもので

もこれを無視したモデルが作成されていた。ファジィ理論を用いると、正確に測定できな

い場合にも、わかる範囲で、あいまいさを伴ったまま、モデル化することができるように

なる。

ただし、一般的には、厳密な確率付情報を得ることよりもファジィ情報を売ることのほ

うが、情報コストが低くて好ましいが、付加情報の価値は、確率付情報に比べて、ファジィ

情報の方が低くなる。これは常識的に考えても明らかであるが、この問題についての厳密

な数学的証明を行った研究もあるさが）

第3番目の利点は、ファジィ理論が管理会計の分野における二倍理論を排除しているこ

とに関係している禦冬までの管理会計の研究は、二値理論が基礎となっているが、これは

会計上の問題を非現実的で、人為的なものにする可能性がある。例えば、会計上の重要な
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概念である重要性、客観性、信頼性は自か黒かの問題でなく、程度の問題である。また原

価差異がin－COntrOlの状態にあるか、Ouh）f－－COntr。1の状態にあるかを識別する場合には、

二値理論を前提としてい＃蔓れにより、inL＿。。ntr。1の集合と。uh，ト。。。t，。lの集合の境

界のところでは、少しの違いにより、属する集合が異なることになる。

ファジィ集合は多値理論に立っているので、クリスプ集合に伴う、集合の境界面におい

て集合に属しているか否かの極端な違いを無くし、集合間の推移をスムーズにするという

長所をもっている。これは、利益計画等を次のような数理計画法を用いて立てる場合の例

でもよくわかる。

線形計画法によるモデルは制約条件付最適化モデルである。少しでも技術制約、目標水

準等の制約条件を満たさない代替案は排除される。目標計画法によるモデルは、目標水準

のあるものを厳密な制約と考えないで、それらの目標からの華離を最小化するモデルであ

る。その意味で、目標計画法によるモデルは満足化原理に基づいたモデルであるが、この

モデルにも厳密に満たされねばならない制約が伴う。結局のところ、線形計画法や目標計

画法によるモデルは、制約条件を満たすか満たさないかの二倍理論が適用されていること

にな鍋的条件は厳密であるので、仮に、少しだけ条件に満たないが、非常に有利な代

替案があったとしても無視されてしまう。現実には少しぐらい制約条件に満たないものが

あったとしても、適切な方法でカバーされることが多い。

ファジィ理論に基づいた数理計画モデルを利用して利益計画モデルを作成すれば、制約

条件がファジィ化され、上述のような問題点が改善され、より現実に適合したモデルの作

成が可能となる。ただ、ファジィ理論は二倍理論ではなく、多情理論に基づいているので、

演算は複雑となるという欠点を有する（）また、あいまいさを取り扱うためにメンバーシッ

プ関数を利用するが、その関数の決定には、やはり二値理論が利用されているという批判

もある控の

以上のような利点は、今日のような製品のライフサイクルの短縮化、多品種製品の生産

等によって生ずる複雑で変動の激しい環境に対処する場合に特に有用である。例えば、原

価目標を伝統的な標準原価概念に基づいて確定値として設定するのでなく、ファジィ原価

目標を設定すれば、伝統的な原価管理のような厳密な管理は不可能となるが、今日の企業

環境下で、より現実的で、弾力的な計画、管理のための目標となる場合も多いと思われる禦

このことは、利益目標の設定についても同じで、ファジィ理論を応用することにより、よ

り現実的な対処が可能となる。以下、制約付利益計画に問題を絞り、ファジィ理論の適用

について考察する。
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（Ⅳ）ファジィ環境下での利益計画モデル

利益計画を立てるには、C一一VWPの関係を知ることが重要であり、古くから損益分岐

点分析がこの目的のために実施されてきた。しかし、伝統的な損益分岐点分析は各種の問

題点があり、その－〉一一・・つは、制約条件下で多品種製品を生産している企業の利益計画を立て

る場合に、処理できない問題があるということである。

それ故、その間題を解決するために、他の領域で開発された手法を損益分岐点分析に積

極的に導入し、改善を図ってきた。特に、不確実性下の問題には統計学の手法を取り入れ、

制約条件付問題には数理計画の手法を取り入れて、欠点を補ってきた。この延長線上に立

ち、本節ではファジィ環境条件下での制約付利益計画モデルを、ファジィ線形計画法を用

いて立てる場合を考える。また、その手法を用いることの意義について考えてみたい。

線形計画法は制約条件下での最適化モデルであるが、これをファジィ環境下の問題に拡

大し、制約条件をファジィなものとすれば、単純に考えれば、ファジィ条件下でのファジィ

目的関数の最適化問題となる。しかし、ファジィな制約条件は境界のはっきりしないぼや

けた集合を作ることになるので、ファジィ条件下でのファジィ目的関数の最適化よりも、

むしろファジィ目標を定め、これとファジィ制約条件を同時に満たす代替案のうちで、最

も有利なものを選ぶという問題を考える方が意味をもつことになる。これは、（H）節で

述べたファジィ決定問題への線形計画法の応用である。

表記を、

C　‥・利益係数のベクトル（1×乃）

A・‥技術係数のマトリックス（椚×乃）

∂　‥・制約値のベクトル（∽×1）

尤　‥・目標利益（1×1）

∬　‥・生産販売量のベクトル（乃×1）

として、「月．∬　をだいたい　∂　以下で、　CJ　をだいたい鳥以上にしたい。」というよ

うな問題を考えてみる。すなわち、モデルは次のようになる。

（イ）

C．芳　＞庵
／‾ヽ／

』．∬　く　占
′■■ヽ－

∬　≧　0

ただし、之，＜は、ファジィ不等号である。

β＝「三），〟丁止血）

として、（イ）の問題を、
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（ロ）（β

∬　＜　〟
′ヽ■′

∬　≧　0

に変える。（ロ）のオ番目の不等式

（βズ）悠シわ，オ＝0～朋

に対して、（図2）のようなメンバーシップ関数を考えるとする。

（図2）メンバーシップ関数

〝ど（（β　∬）i）＝

1　　　　　　　　　　　：（β　∫）g≦dfのとき

ト‡（β　∬）g一一一df）／dg　：〟f≦（β　∬）ど≦dfIdfのとき

0　　　　　　　　　　　　：（β　∬）g≧d仁トdfのとき

ファジィ決定は、

〝か（∬暮）＝maX mini〝f（（β　∬）i））
ズ主○∂£≦〝レ

を満たすJt　を求めることになる（〕これをより簡単にするために、

d了＝dg／／df，　（β′　ズ）ざ＝（月‘∬）～／』i

とすれば、〝β（∬暮）を求める問題は、

鋤（ズー）＝芸才悪悪Id了‾▼（β′∬）ど）
となる。これを変形すれば、

ス一一－→maX

A≦1Id了－（β′　∬）g，　よこ0～椚

∬　≧　0

となり、一般の線形計画問題となる空叫

以上がファジィ線形計画法の概略であるが、これを利益計画に用いることにより、複数

の制約条件と複数の目標条件に伴うあいまいさを同時に考慮に入れた解を求めることがで

きる。この複数目標を同時に考慮できることが、ファジィ線形計画法を計画問題に利用す

る最大の利点でもある。また、あいまいな制約とあいまいでない制約の両者を含んだモデ
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ルの設定も可能となる。今まで、あいまいな目的関数や制約条件は量的に取り扱うことが

できないので、モデルの外で質的要因として扱われてきた。すなわち、モデルの解を求め、

それを実行に移す場合には、質的要因を考慮しながら修正するという方法がとられてきた。

これも有用な方法ではあるが、意思決定者の判断により、あいまいさをメンバーシップ関

数で表現できるなら、これを取り入れて問題を処理した方がよい場合もある。これが、ファ

ジィ線形計画法を利益計画に利用する意義の一つである。

またこのモデルは、あいまいさの範囲（本節の表記では、』ど）を増減することによっ

て、あいまいさの影響を調べることができるという利点ももつことになる。しかも、この

モデルは各種制約値、目標値等に係わる複数のあいまいさを同時に扱うことができるとい

ぅ利点ももっている禦ヱ）

最後に、ファジィ計画法とこれとよく似ている確率制約条件計画法とを対比してみたい。

確率制約条件計画法として、各制約条件を満たす確率の範囲内で、目標の期待値の最大化、

分散を最小化する問題、目標関数値がある倍以上または以下となる確率を最大化または最

小化する問題等が考えられ譜‰率制約条件計画法は、制約条件あるいは目標条件にある

幅をもたせる計画法であり、この点において、前述のタイプのファジィ計画法と同様であ

る。しかし、確率制約条件計画法は条件を満たす確率を設定することによって条件を緩め、

前述のタイプのファジィ計画法はメンバーシップ関数を用いることによって条件を緩める。

前者は各発生事象ごとの確率あるいは確率分布が確定値で既知であることを前提している

のに対し、後者は主観や経験によって決定されるメンバーシップ関数に依存している。そ

れ故、モデルの作成時に、序論でも述べたように、どちらを適用できるか判定する必要が

ある。ただ、発生事象の確率にあいまいさが伴うようなモデルを作成するとしたら、両者

のモデルはより一層類似したものとなる。

次節で、ファジィ線形計画法を用いて利益計画を立てた場合を数値例を用いて具体的に

考察し、C－Ⅴ－P分析を行ってみたい。

（Ⅴ）数値例とC－Ⅴ一P分析

まず最初に、通常の線形計画法を用いて利益計画モデルを作成した場合について述べた

後で、ファジィ線形計画法を用いた場合について考察し、この最適解を用いてC一一Ⅴ仙P

分析をすることにする。

モデルの条件は次の通りである。3種類の製品を生産販売しており、各々の製品の販売

価格は、26（千円），29（千円），24（千円）とする。また、変動費は直接材料費、直接労務費、

直接経費の3種類の投入費用から成り、各製品の単位あたり変動費は、20（千円），21（千
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円），19（千円）であるとする。材料一単位あたりの単価は3（千円）で、労働時間単位あ

たりの賃率は2（千円）とする。制約条件は3種類あり、それらは、材料制約、労働時間

制約、直接経費制約であるとする（）また、それらの制約値の最大利用可能値は、最初は確

定値として、160（個），200（時間），150（千円）と仮定する。この値は、後でファジィ値と

して設定される。製品1の一単位の生産には、材料2（個），労働時間5（時間），経費

4（千円）が必要であり、製品2に対しては、材料4一（個），労働時間3（時間），経費

3（千円）、製品3に対しては、材料3（個），労働時間4（時間），経費2（千円）が

必要であるとする。固定費は100（千円）とする。

製品ごとの単位あたりの変動費算定の基礎データは、（表1）の通りである。

以上のデータにより、限界利益を最大化するモデルを作成し、解を求めれば、次の通り

である。

（こ）

6Jl＋8ズ2＋5二℃3－－→maX

2Jl＋4ズ2＋3ズ3≦160

5Jl＋3ズ2十4∬。≦200

4ズ1十3∬2十2二r3≦150

ズ．，ズ2，J。≧0

最大値　328．25（千円）

Jl＝13．49，ズ2＝19．21，∬3＝18．73

この解をもとに、C－Ⅴ－Pの関係を示したものが、（表2）である。

次に、（こ）の制約式の右辺をだいたい160以下、だいたい200以下、だいたい150以下

と変え、限界利益をだいたい350以上にしたいというようなファジィ線形計画問題につい

て考える。（Ⅳ）節の表記を用いて、月，dは、

β十…；‾…；‾…1言‾；…：1
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5，　3，

4，　3，

となる。そして、 だいたいという言葉に含まれるあいまいさ、すなわち、dg（オ＝0～3）

（表2）各製品ごとのC－Ⅴ－Pの関係

製ロロロ

を、

』。＝20，dl＝＝5，』2＝10，』3＝5

とすれば、

β′＝

－0．3，－0．4，【0．25

0．4，　0．8，　0．6

0．5，　0．3，　0．4

0．8，　0．6，　0．4

（J′＝

－17．5

32

20

30

となる。これを用いて、ファジィ線形計画問題を定式化し、これを解けば、次のようにな

る‥

（ホ）

スー叫→maX

A－0．3ズ1－0．4ズ2…0．25ズ3≦16．5

Å十0．4ズ．＋0．8ズ2十一0．6∬。≦33

ス＋0．5ズ1＋0．3ズ2＋0．4ズ3≦21

ス十口．8ズ1十0．6ズ2－ト0．4J。≦31

ズ1，ズ2，ズ3≧0

入＝0．806

ズ1＝12．10，芳2＝34．20，J。＝0

〃



この結果をもとに、C－Ⅴ－Pの関係を示したものが、（表3）である。ただし、製品

3の生産販売量はゼロであるので、表から省略している。

（表3）各製品ごとのC－Ⅴ－Pの関係

（ファジィ値による場合‥その1－）　（単位：千円）

限

固

界 利 益

定

（表2）と（表3）の結果を比較すれば、後者の限界利益が前者のものより、17．91（千

円）高いことがわかる。これは制約条件をファジィなものにしたことによっている。この

例では、（ニ）のクリスプな制約条件の集合をあまり破らないが、0．194（この数字は1－

0．806で計算される。）の確率で破る可能性をもった解が得られていることになる。

もし、あいまいさが解に及ぼす影響を調べたいなら、dgの値を変えることによって実

施できる。あいまいさが大きくなれば、diの値は大きくなり、あいまいさが小さくなれ

ば、山の値は小さくなる。

本節では制約条件を満たす程度をファジィと考えて利益計画モデルを作成し、解をもと

にC－Ⅴ一一P分析を行った。しかし、制約値や技術係数そのものがファジィである制約条

件をもつ場合も多い。それ散、次節では、そのような場合に適合する利益計画モデルを作

成し、C－Ⅴ一一P分析を行ってみる。

（Ⅵ）ファジィ利益計画モデルの展開

ファジィ環境下で利益計画モデルを作成する時、どの係数がファジィであるかによって

各種のモデルが考えられるが、本節では前節の〉一一一一・つの展開として、製品単位あたりの限界

利益係数は確定的に知られているが、制約条件を構成する一部の制約式の全てのパラメー

タがファジィである場合を考察する烈なわち、利益計画モデルのタイプとして、次のよ

うな問題を考える。ただし、補足説明されたもの以外は、（ⅠⅤ）節の表記と同じである。
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（へ）

C J　　　　　→maX

A J　≦　∂

Jl．打1＋∬2．打2十……十ズ花∬一花⊂．打

方J≧0，才＝1～乃

gl，∬2，……一打花，」打はファジィ集合

一般にファジィ集合．打は、
′、′　　　　　　　　　d

」打＝∪　α・仔
鵬由り

と分解できる。ただし、詔はαレベル集合を表し、数学的には、

〆＝i幻〃穿（ズ）≧α），0≦α≦1

を満たす集合である（〕また、〟互はメンバーシップ関数を示している。

（証明）（速まり

打電払α・∬α，ということは、

〃如）＝。醜くα‘〃㌦（直子
ということと同じであるので、上式が成り立つことを証明すればよい。ところで、

〝定（∬）≧α，なら　〝㌦＝1

〝質（∬）＜α，なら　〃㌦＝0

であるので、

〃宣（ズ）≧α，なら　α・〝㌔＝α

〝菅（ズ）＜α，なら　α・甘㌔＝0

が成り立つ。それ故、

蓑鋸α‘〃Aq（わ）＝
となる。

max（α）＝〃意（ズ）
亘≦〟実年）

Q．E．D．

上述のことを基に、（へ）の問題を解けばよいのであるが、制約条件式のパラメータを

ファジィとすることによってモデルは複雑となり、解法も極度に難しくなる。ただ、ファ

ジィ集合が♪個のレベル集合で構成されているとすれば、（へ）の問題は、

（ト）

C　∬　－－うmaX

∬1g㌣＋ズ2g禁＋……＋∬花∬禁⊂∬㌣オ＝1～♪

JJ≧0，才＝1～乃

となるよ諺粛

前節の数値例を少し変えた問題を考え、（卜）のような方法を用いて、それを解いてみ
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ることにする。すなわち、（こ）の問題において、目的関数、材料制約、経費制約のパラ

メータと制約値の確定値が得られているが、労働時間制約のパラメータと制約値は全てファ

ジィな惜しか得られていない場合を考える。

0

〟

1．00

0．75

0．5

4　　4．5 5

4．75　5．25

5．5

3　　3．5

3・7544．254・5 140170185200215230　260

（図3）係数値、制約値のメンバーシップ関数

（こ）の制約第2式のパラメータ、制約値の各メンバーシップ関数が（図3）のように

二等辺三角形のような形であったとする。ファジィなパラメータ値のメンバーシップ関数

には、このタイプのものがよく用いられる。（図3）により、パラメータ、制約値のレベ

ル集合の区間は次のように求められる。

0レベル集合

［4，6］，［2，4］，［3，5］，［140，260］

0．5レベル集合

［4．5，5．5］，［2．5，3．5］，［3．5，4．5］，［170，230］

0．75レベル集合

［4．75，5．25］，［2．75，3．25］，［3．75，4．25］，［185，215］

レベル集合をもとに、利益計画モデルを作成すれば、次のような区間計画モデルとなる禦

6Jl十8ズ2＋5ズ3－－→maX

2ズ1一十4ズ2†3ズ3≦160

4ズ1Ⅰ3∬2Ⅰ2J。≦15n

形



（チ） ［4，6］JlI［2，4］ズ2圧3，5］J。⊂［140，26椚

［4．5，5．5］JlI［2．5，3．5］ズ2－圧3．5，4．5］J。⊂［170，230］

［4．75，5．25］Jl圧2．75，3．25］∬2十［3．75，4．25］∬。⊂［185，215］

Jl，ズ2，∬3≧0

パラメータ値が最悪の場合でも、制約区間の内に最適解が含まれることを保証する必要

があるので、（チ）は次のような問題に変換される。

（リ）

6ズ1寸8ズ2Ⅰ5∬3帥→maX

2Jl一月ズ2＋3ズ3≦160

4JlⅠ3ズ2†2J。≦150

6ズ．ト4ズ215J。≦260

4Jl一十2ズ2一十3ズ3≧140

5．5ズ11日3．5ズ2†4．5ズ3≦230

4．5Jl＋2．5ズ打3．5ズ3≧170

5．25ズ1Ⅰ3．25ズ2Ⅰ4．25ズ3≦215

4．75J．ほ．75ズ2Ⅰ3．75ズ。≧185

ズ1，ズ2，ズ3≧0

最大値　330．37（千円）

∬l＝13．70，ズ2＝20．37，ズ。＝17．04

（リ）と（ニ）の最大値を比較すれば、労働時間制約式のパラメータ、制約値をファジィ

な値にしたにもかかわらず、（リ）の方が小さくなっている。これは、パラメータの値が

（義手）各製品ごとのC－Ⅴ叫Pの関係

（ファジィ値による場合：その2）　　（単位：千円）

230．37
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最悪の場合であっても制約条件を満足しなければならないので、かえって条件が厳しくなっ

ていることを反映している。（リ）の最適解をもとにC・－Ⅴ－Pの関係を示したものが、

（表4）である。

以上、本節はパラメータや制約値がファジィである場合の利益計画モデルを考えてきた。

現実問題として利益計画を立てるとき、全てのパラメータを確定値として得ることは難し

い。それ散、本節のようなモデルを用いることは、現実に対処する凡一つの解決策であると

思える。

（Ⅵり　おわりに

本章は、管理会計の分野にファジィ理論を適用することの利点について、諸種の面から

考察し、特に利益計画モデルをファジィ数理計画法を用いて作成する場合に焦点を当てて

考察した。そして、ファジィ理論を適用することによって演算の複雑性が増加するという

欠点はあるが、それよりもファジィ理論は、現実問題に対処する場合の理論として有用で

あるということを、本章で積極的に指摘してきた。これは基本的には、企業活動は多かれ

少なかれ、あいまいな状況下で、あいまいな情報により、あいまいな決定がなされ、しか

もあいまいに実施されている場合が多いということに基づいている。

このあいまいさの中でも、ランダムネスを対象とした研究は、管理会計の分野において、

序論でも述べたようにかなり進んでいるが、ファジィネスを対象とした研究は始まったば

かりである。これは、ランダム事象が確率を用いて客観的に数量化し得る事象であるのに

対し、ファジィ事象は客観性よりも主観に基づいて測定されると事象であるという特徴に

よっている。

管理会計の研究者は、以前から管理会計の分野に本章で述べたようなファジィの存在を

認めながら、会計学が主観を排除し、客観性を重視する学問ということで、そのようなファ

ジィネスを研究の対象外とした。しかし、財務会計と異なり管理会計分野において、ファ

ジィネスを考慮することによって、より良い計画、管理が可能となるとすれば、それを積

極的に考慮する必要があると思える。それ散、管理会計情報は従来のクリスプ情報に加え、

ファジィ情報をも含むよう拡張されるべきであると考える。また、ファジィ情報を処理す

るシステムの構築も必要となる。

本章は、短期利益計画へのファジィ計画法の適用に焦点を当てているが、戦略的計画や

長期利益計画を立てる場合には、特に、確定的パラメ・一夕や確定的な発生事象の確率が得

られないので、ファジィ情報に頼るしかない。それ散、ファジィ理論が企業の経営活動に

役立つ局面は種々あり、管理会計問題へのファジィ理論の適用についての研究は、今後の

汐



発展が期待される重要な研究分野であると思える。

（注）

（注1）西田俊夫、竹田英二著［21］、91貢。

（注2）Cohen，城．Ⅰ）．，撼arch，J．G．，01sen，J．P．，［3］を参照のこと。

（注3）遠田雄志稿［12］、68頁。

（注4）Cohen，臥I）．，March，J．G．，OIsen，J．P．，［3］、遠田雄志稿［11］を参照のこと。
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（注10）向殿政男著［19］を参照のこと。
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（注24）Kickert，W．J．M．，［4］，Chapter2、田中英夫稿［27］を参照のこと。

（注25）Kickert，W．J．H．，［4］，pp．172－174，参照のこと。

（注26）Kickert，W．J．肌，［4］，Chapter2，円中英夫稿［27］を参照のこと。

（注27）Kickert，W．J．軋，［4］，Chapter2，参照のこと。

（参考文献）

［1］Chan，Y．L．，Yuan，Y．，”Dealing with Fuzzinessin CosトVolume－Profit Analysis”，

Accounting and Business Research，Spring，1990．

［2］Charnes，A．，C（＿）Oper，W．W．，”Deterministic Equivalents for Optimizing and

Satisficirlg under Chance Constraints”，Operati（）nS Research，Vol．11，N（）．1，

January叶February，1963。

［3］Cohen，軋I）．，March，J．G．，OIsen，J．P．，”A Garbage Can肌）del of Organizational

Ch（▼）ice”，Administrative Science Quarterly，March，1972（〕

［4］Kickert，Y．J．M．，Fuzzy Theories onI）ecisi（＿）n」ぬking，Martinus Nijhoff Social

SciencesI）evision，1978．

［5］Lin，W．T．，”A Baysian Analysis of Audit Tests with Fuzzy Sets”，in Zimmerman，軋J．

，Zadeh，L．A．，B．R．Gaines（eds．）［9］

［6］Narashimhan，R．，”Goal Programmingin a Fuzzy Envir（＿）nment”，Decision Sci

Vol，12，Nr）．3，July，1981．

［7］Zebda，A．，”TheIrlVeSti掛tion（＿）f C（）St Variences：A Fuzzy Set Theory Approach”，

I）ecision Sciences，Vol．15，N（）．3，1984．

［8］Zebda，A．，’’Fuzzy Set Theory and Accounting”，J。urnal of Accounting　廷些些些里，

Vol．8，1991．

［9］Zimnlerman，H．J．，Zadeh，L．A．，B．軋Gaines（eds．）Fuzzy Sets andl）ecision Analysis，

North－－Holland，Vol．20，1984．

［10］浅屈喜代治、C．V．Negoita著『ファジィシステム理論入門』オーム社、1989年。

／の



［11］遠田雄志稿「いま、なぜ、ゴミ箱モデルなのか」法政大学『経営志林』、第23巻第3号、昭

和61年。

［12］遠田雄志稿「ファジィか、アンビギュイティか？それがあまいだ」法政大学『経営志林』

、第25巻第3号、昭和63年。

［13］遠田雄志稿「ファジィ一冊新しい知の展開か？」法政大学『経営志林』、第26巻第1号、

1989年。

［14］船越弘稿「ファジィ集合を用いた意思決定の諸問題」（［20］における）

［15］石川昭、三重野博司編著『ファジィ経営入門』中央経済社、平成3年。

［16］溝口周二稿「Garbage－－Canモデルにおける管理会計システムの構造」横浜国立大学

『横浜経営研究』、第9巻第4号、1989年。

［17］溝口周二稿「組織化された無政府主義下での管理会計システムの役割」会計、第136巻

第6号、1989年12月。

［18］水野雅暗著『ファジィ理論とその応用』サイエンス社、1991年。

［19］向殿政男著『ファジィ理論がわかる本』HBJ出版局、1991年。

［20］日本経営学会編『90年代の経常戦略』千倉書房、平成3年9月。

［21］西田俊夫、竹田英二著『ファジィ集合とその応用』森北出版、1989年。

［22］坂和正敏著『線形システムの最適化』森北出版、第11章、1984年。

［23］坂和正敏著『ファジィ理論の基礎と応用』森北出版、1989年。

［24］佐藤宗弥稿「ファジィ理論と会計」会計、第139巻第4号、1991年4月。

［25］佐藤宗弥稿「ファジィ経営戦略について」税経通信、第47巻第2号、1992年。

［26］瀬見博著『目標計画法の研究』泉文堂、1989年。

［27］仕仲英夫稿「ファジィ数理計画問題」オペレーションズ・リサーチ、第26巻第12号、1981

年。

［28］山本浩二稿「ファジィ理論の応用による原価管理モデルについて」大阪府立大学『経

済研究』第35巻第4号、平成2年9月。

［29］山本浩二稿「ファジィ線形計画法の応用と管理会計」大阪府立大学『経済研究』、第36

巻第2号、平成3年3月。

／ク／



第5章　予算編成へのミニ・マックス型の

目標計画法の利用と階層間情報交換

（Ⅰ）はじめに

企業は長期利益最大化を目指しているが、これを直接、行動目標とすることはできない

ので、中間目標として各種の目標の達成を目指すことになる。それ散、短期利益計画にお

いて、各種の目標を調整することが重要となる。数量化可能な目標として、利益の最大化、

シェアの拡大、財務状態の適性推持等があり、質的な目標として、品質の向上、企業の存

続維持、業界におけるリーダーシップの維持等がある。本章は、これらのうちの数量化可

能な目標に着目したものである。

企業が複数個の目標を、同時に追求しようとすれば、目標間に矛盾、衝突が起こること

になり、全部の目標を最適化できなくなる場合もある。そのため、そのような場合には、

企業計画において、全部の目標の最適化ではなく、各種目標の達成度から得られる満足を

全体的に評価し、それによって、計画を立てる必要がある。いわば、満足化原理によって、

目標を調整することが必要になる。これを扱う一一【ノつの手法として、目標計画法があり、会

計学の分野、管理科学の分野において研究が進んでいる。

今までの研究では、目標計画法を確実性下の計画に適用するもの、不確実性下の計画に

適用するもの等があげ警志用対象として、生産計画、販売計軌財務計画、設備計画、労

働計画等がある。さらに、流動比率、当座比率、運転資本額、現金保有額等の財務目標と

生産販売目標や設備目標を同時に考慮に入れた計画への適用等もある禦）

目標計画法は基本的には、各種の目標を制約条件の中に加え、目標からの帝敵を加重方

式、付順方式により評価した値を、最小化する計画である。それ散、制約条件には、通常

の制約式と目標条件の二種類が含まれることになる。目標計画法でいう制約とは、必ず満

たされねばならないものであり、目標は不可能であれば、必ずしも満たされる必要がない

ものと解釈される。井尻雄二教授は、このことについて、「目標と制約との違いを考える

と、目標のほうは経営者の希望を表すのに対し、制約のほうは経営者がその下で希望を達

成する条件を示す。しかし数学的にみると両者の差はたんに付順における量的な差にすぎ

ない。すなわち、制約はいかなる目標にも先立って満足されなければならない最も重要な

目標であるということができる。職べている。

一般に、目標計画法の長所は、複数個の目標をもつ多目的計画法より計算が簡単で、線

形目標計画では、通常の線形計画のアルゴリズムが利用できるという点である。これに対

し、欠点は、加重方式による場合の順序づけの問題等がある。
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本章は、企業組織が多部門に分かれている場合の目標計画法による予算編成に役立つ計

画モデルについて検討する。予算は第1章でも述べたように、責任単位別に作成されるこ

とが重要である。本章は、簡単化のために、部門がそのまま責任単位となっているとする。

管理単位が部門目標（予算目標）を管理する場合、部門目標からの華敵の総和を最小にす

るような通常の定式化が考えられるが、この方法によれば、乗離の大小が一部の部門に偏

向する可能性がある。それ故、その部門で目標計画値への反発が起こり、好ましくない結

果を生むことがある。その意味で、各部門目標の乗敵の評価が最も大きくなる部門の乗離

の評価値を最小にするような定式化をすれば、部門間での均等化を促すことになる。これ

は、乗離の部門間の差を均等化する一つの便宜的な扱いにすぎないが、非常に簡単に扱う

ことができる方法でもある。すなわち、これは目標計画法の目的関数をミニ・マックス型

で定式化すればよいことを意味する聖のタイプの目的関数の採用が、本章の第1の特徴

である。

次に、本章では、モデルを各階層（各部門）別モデルに分解してみる。目標計画法を用

いた階層分割のモデルについての研究は、T．Ru。fliのものがあそ盟。efliは企業組織を三

階層に分け、ミドルの問題に目標計画法を採用し、分権的管理法と情報交換のフレームワ

ークについて述べている。しかし、問題の設定は、あくまでミドルを中心とした満足解の

追求であり、問題の設定が不明確で、企業全体の目標との間の関係に、必然性がないとい

う欠点をもっている。それ散、本章では、まず第一に企業全体のモデルをつくり、それを
劇フ

George B．I）antzig・P．Wolfeの分解原理を用いて分解するという方法を採用する。それに

より、各階層別モデルが示され、しかも全体的目標との間に関連性を持たせることができ

る。これが、本章の第2の特徴である。

最後に、目標計画法の華離に対するウエイト係数について検討する。ウエイト係数の重

要性は前述したが、これの決定は、モデルの適否をも左右するものである。しかも、この

係数は意思決定者が事前に決定できるというものでもない。意思決定者が選んだウエイト

係数とその係数で求めた解結果に対する満足度との関係を、意思決定者が試行錯誤する過

程ににおいて、ウエイトが決定されると思われる。この解法として、多目的計画法につい

てのFr。nkW。lf。のアルゴリズg紘用できる。しかし、この解法を現実の問題に適用す

ることは難しいので、本章では、現実により適するフレームワークを与える方法について

考える。これが、本章の第3の特徴である。

（Ⅱ）モデルの条件と目標計画のミニ・マックス定式化

まず簡単な数値例を用いて、制約条件下で、部門目標からの帝離のウエイトによる評価
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値の総和を最小化するという通常の目標計画問題を示してみる。次に、ミニ・マックス方

式で目標を立てた場合をモデル化し、両者を比較検討することにするt）

モデルの条件は、次の通りである。企業は第1部門と第2部門の2つの生産販売部門と、

部門活動を管理する管理単位から成るとする。第1部門も第2部門も各2種類の製品を生

産販売しており、どちらも異なった種類の製品である。簡単化のため、生産したものはす

べて販売可能と考え、在庫は考慮しないものとする。第1部門、第2部門とも、労働時間

と設備運転時間の制約が、各部門ごとにあるとする。また、どちらの部門も一種類の同じ

原料を使って加工する場合を考える。原料使用可能量は企業全体で、総額が決められてい

るとする。すなわち、原料は第1部門と第2部門の共通資源である。各部門の各製品一単

位生産するのに要する使用量と使用時間が、（表1）のように示されている。第1部門の

（表1）基礎データ

】仙一「＿一一一・・二一＿＿＿＿二・．■＿＿＿＿＿＿∴や禦車讐∴仁二二竺＿＿＿こ●＿＿＿＿＿二

製品の販売価格は、6千円と4千円であり、第2部門の製品の販売価格は、4千円と6千

円とする。管理単位は部門に対し、目標利益額を目標として示し、部門活動を管理してい

ると仮定する。本来なら、複数個の目標がある場合をモデル化するのが一般的であるが、

本章は部門間の目標の調整に焦点を当てているので、モデルを極力簡単にして、各部r圧に

とに一つの利益目標があるとして考察することにする。目標が達成できない場合の管理単

位の第1部門の目標に対する単位当たりの後悔を表すウエイトは、5であり、第2部門の

それは、2であるとする。目標を超過した場合の後悔のウエイトは、両部F判こ対して、ゼ

ロであるとする。また両部門とも目標利益額の達成のみを目標としているにもかかわらず、

ウエイト係数が異なっているのは、技術条件、達成し易さ、企業環境等を総合的に判断し

たことによる。そして、管理単位は乗離のウエイトづけた総和を最小化しようとしている

とする。
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目標計画モデルを設定するために、管理単位はまずそれぞれの部門の利益目標を示す必

要があるが、目標額が客観的に求められている場合は、その値によればよい。ただ、それ

以外の簡略的なよく用いられる一つの方法として、次の方法が考えられる（〕すなわち、共

通資源制約を考えないで、各部門の制約式のみで利益最大化モデルをつくり、それを解い

た値を利益目標額とする方法である。この方法によれば、各部門とも共通資源制約を考慮

していないので、この制約がきいているとすれば、この利益目標額は、実際上、達成不可

能である。しかしながら、この方法は客観的にある日横方向を示すためによく用いられる

一方法であ夏空鞍だ、目標額がなぜ、この値をとらねばならないかについての必然的な理

由はない。これは重要な問題点の一つである。そのため、この方法は一つの簡略法である

ことに注意する必要がある。目標の種類が複数ある場合には、一つの目標だけに注目し、

他のものを無視した最適化問題を複数個つくり、それを解いた値を、それぞれの目標値に

すればよい。

この方法による場合の第1部門の目標利益算定モデルは、次の通りである（，ただし、

∬り‥て・‥第才部門のf製品の生産販売量

とする。

（イ）

6ズ1．十4∬21　仙→maX

5∬11十4ズ21≦40

8∬11十3∬21≦50

J．．≧0，∬望．≧0

最大値　44．71

ズ11＝4．71，　ズ21＝4．12

第2部門の目標利益算定のモデルは、

（ロ）

4ズ12＋3∬22　－→maX

4∬12＋5∬22≦20

10∬．望十4∬22≦40

ズ12≧0，ズ22≧0

最大値17．64

∬12＝3．53，　∬22＝1．18

以上より、通常の目標計画モデルを示せば、以下の通りである（〕通常、目標からの乗離が

正負の両方の場合があるので、乗離を〟＋，タ‾として、二変数で表すが、本章の場合は負

の乗離だけが問題となると考え、片側方式をとり、ガだけの軸一変数で表すことにする。す

なわち、＿正の乗離は目標以上の達成を意味するので、問題とならないとする。しかし、あ
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る部門の正の垂離が他の部門の活動を制約する場合には、正の釆離をも問題としなければ

ならない。ただし、本章の場合には、各部門とも共通資源制約を考慮に入れないで問題を

解き、その値を目標値としているので、布離は負の乗離のみとなる。

酌……第才部門の目標からの負の華敵を表す変数

として全体の問題を定式化すれば、次のようになる。

富むpg

5〝1十2〟2　－→min

2∬11＋3ズ2．十3ズ12＋2ズ22≦25

6∬‖十4∬21十g．≧44．7

4∬．2＋3∬22十〟2≧17．6

5∬日十4∬望．≦40，8∬1．十3∬21≦50

4∬12十5∬22≦20，10J．2＋4∬22≦40

∬11，∬21，∬12，ズ22≧0，g1，g2≧0

最小値　25．47

ズtl＝4・71，∬21＝4・11

∬12＝0，　ズ22＝1．62

〟1＝0，　〟2＝12．74

次に、序論で述べたような理由から、部門目標からの乗敵が最も大きい部門の釆離幅を

最小にするという、ミニ・マックス型の目標計画問題を考えてみる。これは、乗敵を凱了，

酌‾，そのウエイトをci■，Ci‾，とした時に、目標計画法の目的関数が一般的に、

mini∑（ci＋gi＋＋ci‾断言リ）1′♪

と表されるのに対漂ち＝呵こしたことを意味する。通常の目標計画法は、♪＝1とした

計画法である。♪＝∝）にした時に、なぜミニ・マックス型になるかについて、井尻教授は、

「♪が大きくなればなるほど、目標値と達成値の差の大きい目標がその差の小さい目標に

比べてより大きい比重で考慮されることになり、♪＝∝）の場合には、それが一一番極端になっ

て目標値と達成値との差の一番大きい目標だけを考慮して最小化に努めることになる。」

と述べてい譜象章は♪＝∞とした場合で、しかも、釆離が負の方向に生ずる場合につい

て考察するものである。目標計画法の基本的な特質についての詳細は、補論に示している。

前述の例で示せば、

（二、）

max t5〝1，2g2）－→min

2ズ11十3∬21十3ズ12十2∬22≦25

6Jll＋4ズ2．＋〟1≧44．7

4∬12＋3∬22＋〝2≧17．6
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5J．1＋4∬2．≦40，8ズ1．十3ズ21≦50

4J．2＋5∬22≦20，10J．2＋4ズ22≦40

∬日，ズ2．，ズ．2，∬22≧0，g．，ダ2≧0

となる。（ニ）を変形し、解を求めれば次の通りである。

（ホ）

Z　－→　mll1

5〝1－－g≦0

2g2－－g≦0

2ズ1．十3ズ2．＋3ズ12＋2ズ22≦25

6∬11十4∬21＋タ1≧44．7

4∬12＋3∬22＋〝2≧17．6

5方．．＋4∬2．≦40，8ズ11＋3∬2．≦50

4∬12＋5ズ22≦20，10∬‖＋4ズ22≦40

∬1．，∬2．，∬12，ズ22≧0，〝．，〝2≧0

最小値14．38

方．．＝5．32，∬2．＝2．47，ズー2＝0，∬22＝3．47，g．＝2．88，〟2＝7．19

この解により、目標からの乗離に対する評価の総和は、

5×2．88＋2×7．19＝26．73

であり、第1部門と第2部門の不達成度の評価の差は、

14．38－12．35＝2．03

である。これに対して、通常の目標計画法による目標からの帝離に対する評価の総和は、

25．47であり、不達成度の評価差は、

25．47－0＝25．47

である（，

両者の方法を比較してみれば、ミニ・マックス型の目標計画法の方が、帝離に対する評

価の総和は大きくなるが、部門間の不達成度の評価が、均等化されているのがわかる。こ

れが、目的関数の型としてミニ・マックス型を適用することによる長所である讐‰節では、

ミニ・マックス型の目標計画問題を各部門が複数個の目標をもち、全部門で使用される複

数個の共通資源がある場合に、一般化してみる。

（Ⅲ）モデルの一般化と階層別分解

モデルを示す前に、表記について述べる。

dg…・オ部門の各製品一単位あたりの共通資源使用量のマトリックス（刑×乃g）
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β∫…・オ部門の各製品一単位あたりの目標達成を表すマトリックス（∫iX乃‘）

かi…・∫部門の各製品一単位あたりの技術係数のマトリックス　（riX乃‘）

′g…・才部門の単位マトリックス（対応する変数の次元に等しい）

Ci　‥・才部門の目標からの負の乗離に対するウエイトを表すベクトル（1×ざ～）

∂　‥・共通資源制約値のベクトル　（椚×1）

gi　‥・f部門の目標値を表すベクトル（ぶ‘×1）

∂i・‥オ部門の部門制約倍のベクトル（h Xl）

∬i　‥・f部門の生産販売量のベクトル（乃g Xl）

gi　‥・ダ部門の目標からの負の帝離を表すベクトル（∫∫×1）

部門の数を乃個とし、モデルの条件は（Ⅱ）節で述べたものと同じであるとして、ミニ・

マックス型の片側形式の目標計画モデルを一般化して示せば、以下の通りである。

（へ）

nlaXi ci旦i）－→min

ダニ1～乃

呂AJ‘≦占

βf Jf　十　gi　≧　gi，才＝1～乃

刀i Ji　≦　∂i，オ＝1～乃

Ji　≧　0，　gi　≧　0，才＝1～乃

（へ）に変数Zを導入し、変形すれば、

Z　一間う　mln

余
計

lZ≦●
一
■ダ

一
九
レ≦●

●
●J．

£

f＝1′一㌧柁

≧．
一
■ダ十■

■
＿

∬動 gi，オ＝1～乃

刀‘Ji　≦　di，オ＝1～乃

Ji　≧　0，　〟i　≧　0，才＝1～乃

となる。スラック変数を恥，　〃，　如，　勘　として、（卜）を整理すれば、

Ci旦i　十〝‘一之＝0，才＝1～乃

君Ag∬‘
（チ）

十　〃　＝　∂

■
’
－ダ＋●

’
■

∬夙 di　＝　gi，f＝1～乃

かど　∬i　十　秒i　＝　∂i，オ＝1～乃

Ji　≧　0，　〝i　≧　0，才＝1～乃

〟i≧0，　di　≧　0，　紺i　≧　0，才＝1～乃
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し　　　〃　≧　0

となる。（チ）の制約を整理すれば、（表2）のようになる。

次に、管理単位は共通資源と目標を管理しており、それに関する全ての情報は知ってい

るが、部門の制約値と部門の技術係数については知らないと仮定して、最適解へと導く管

理単位と部門との間の理想的な情報交換のあり方について考えてみる。部門目標は、管理

単位が指定するとする。そのため最初に①のところで2分割を行ってみることにする。モ

デルを簡単にするために、オ部門の部門制約を満たす解が有界であると大胆な仮定をし、

その解の端点の凸結合で表すことにする。すなわちJi，　机　は全ての才に対して、

（表2）企業全体モデルの制約条件の整理

① ・

Z p ・r l れ d l ZJ I lq ∬2 J ち d 2 ZJ2 r叫 一一一一一叫 ・九 九 軋 むn 叫

－1

－1

l

f l l 主0

C 2　 1 ＝0

、 l
l 、 l、
l 、 1、
l 　 、 l、
1

－1

、、 l
l

＝0

＝b

、、 亡、 1

J A I　　　 A 2　　　 －－－－－… 一・A 几

β l J l」 ’1 ＝g l

p l　　 J l ＝ゐ

こち
哉 も ーろ

p 2　　　 圭 －b 2

ヽ
l＼

ヽ 暮
ヽ l

ヽ l
＼ l
ヽ l
＼ l

＝g I
風 上 一七

且　　　　 エ ＝占。

瑠
偉
∑
射

ニ

1

J

ノ

●

●

■

　

　

　

　

　

．

I

∬
　
　
g

／
／
し （甘 Jむ

∑α‘虎＝1，α了≧0，斤＝1～gg
ゼ壬J

と表される。ところで、Jiた，勘トはオ部門の問題の鬼番目の端点である。もし、非

有界の解を持つとしたら、部門制約を満たす解が、端点の凸結合と端線の非負結合の和と

して表されることになる乞卯）
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これを用いて、マスター・プログラム（1）を求めると、次の通りである。この（1）

は分解を2回行うので、（2）と区別するためである。

Z－剛→mln

α了（ci如上）十的一之＝0，才＝1～乃

．
一
‘

A（
・
∬

．
一
‘

α
∵
　
　
汲

∬‘農）＋　〃　＝　∂

α了＝1，　才＝1～乃

αど庵≧0，的≧0，才＝1～乃，鳥＝1～」打‘

〃　≧　0

そしてこれを管理単位の問題とすればよい。（リ）はサブプログラムの問題の端点が一つ

求まるごとに、鬼が一つずつ増えていくことを表している。情報交換の過程で考えれば、

一回の情報交換の毎に、庵が一一つずつ付け加えられることを意味している。（リ）の制約

を整理すれば、（表3）のようになる。

（表3）マスター・プログラム（1）の制約条件の整理

2

3

Z び α ト … －嘩 隼 … 一一・α ダ」 一一一α上 一一一一一・αだi z‘l 〟 ，一叫 Zん

－ 1

－ 1
1

C l咋 一一£ 1ギ ‘　　　　　　　　 1
＝ 0

C 湾 ・－†－r 需 ‘　　　　　 1、
＝ 0

t 　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ ll 　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ
l 　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ 暮
l 　ヽ　　　　　　　　　　 ヽ＼　　　　　　　　　　 ＼、 t
l
l

亡 几丈 」 －C 」ガ ‘　 1 l
l

＝ 0

J A 占 … A lギ 也 ，来 一一A 2可 七一一一・九 ズ上 ＿A 、几よさ‘
去 む

1 ∴ 一一÷－」－1
＝ 1

1 ・… － … 一・l 〒 1

　ヽヽ
l
l

ヽ
ヽ l
ヽ ‘lヽヽ

l■　ヽ
1 一一一一一一一一一1 ＝ 1

最適解において、（リ）は双対変数を机，♪，恥とすれば、各才に対し、端点列で

は、全ての庵，才に対し、

一方‘Cigi貞　一　♪　Ag Jfよ　一恥≧0

自然列では、

買方f≧‾1，♪≦0，万g≦0，才＝1～乃
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が成り立っている。サブプログラムでは端点列だけを考えればよいので、各才、各点に対

して、

min t一方f C‘如上　－　♪　Ai J‘七　一行目　＜0

のものがあるかどうかを知ることが必要である。以上より、けどは定数であることを考慮

すれば、サブプログラム（1）は、各才に対して、

（ヌ）

一方‘C‘如上　－　♪　dg J‘▲　－→mln

β　∬ノ　＋　動㍉　一一。ノ　＝　g‘

刀㌧　二‘た　十　勘た　＝　∂‘

∬‘▲　≧　0，如上　≧　0，d‘よ　≧　0，紺‘▲　≧　0

となる。この（1）も分解原理を2回行うので、それと区別するためである。（ヌ）を各

部門の問題と考えればよい。この目的関数は、方i，♪　によって修正されることになる。

情報交換の過程で考えれば、管理単位が方i，♪　を与える毎に、各部門は（ヌ）を解き、

∬‘よ，恥t　を管理単位に知らせるということになる。

次に、（リ）を分解するのであるが、（表3）の②の所でまず分解し、残りをさらに分

解する方法と、③の所で分解する方法が考えられる。本章では、管理単位が目標管理単位

と共通資源管理単位の2つから成り立っているとして、両者の間の情報交換に重点を置い

ているので、後者の分解法を採用することにする。すなわち、⑨より下の共通資源制約全

体をサブプログラムとして、③より上をマスター・プログラムとする。このサブプログラ

ムも非有界解を持たないとして、α了を端点の凸結合で表してみることにする。

全ての才，蟻対して、　α了二台裾‘αg“

全ての才，庵，′に対して、かざ“＝1，飢“≧0

これを用いて、（リ）のマスター・プログラム（2）は、

＝（α　M c　〝ノ）十的一之＝0，才＝1～乃

（ル）

Z　　　　→mln

欝圭f二 ダニ1～乃，鳥＝1～一打‘

飢＝≧0，才＝1～乃，庵＝1～∬‘，J＝1～エ‘

〝f≧0，才＝1～乃

となる。

双対変数を全ての才に対して、箭，ぎ∴　……ぎigとすると、最適解は端点列では、

全ての才，庵，Jに対し、

一箭（α了‘C‘如上）一打鳥≧0

が成り立ち、自然列では、

／／／



岩窟ど≧－1，箭≦0

が成り立つ。それ故、サブプログラムとしては、

鰯吉宣（αi“C‘〟）一打すく0
のものがあるかどうかを、知る必要がある。ぎ了は定数であるので、サブプログラム（2）

は、

（ヲ）

一気（αfH c‘如鳥）一一→min

f＝1～乃，丘＝1～．打才，／＝1～エゴ

蓋書証（A㌍）＋〃＝占，′＝1～ん
宕勘“＝1，才＝1～乃・′＝1～エ‘

αgM≧0，〃≧0，才＝1～乃，鳥＝1～∬‘，J＝1～エゴ

となる。

以上から、目標管理単位の問題は（ル）であり、共通資源管理単位の問題は（ヲ）であ

る。2つの管理単位間の情報交換関係は、目標管理単位が共通資源管理単位に、方才を与

え、共通資源管理単位は、α‘日の値を報告すればよいことになる。

管　 理　 単　 位

／て／

目 共

＼＼．＼

雪雲 薪　 ＼ 通′へ
資（重
源の

　 ′

ノ箪冨

位

管間
哩題、　 α長一

l

ヽヽ 一
、、＼八了 ノ′

単 、）

位

／† ヽ
、

プ
ノ′ノ

†、＼

／

′／ ：± フ く ヽ 、、

ヽ
、

＼ 、
、

′　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、′
ノ■

′ ′
′ノ

′　　　　　　　 p

方 J

窄
、
粟

ヽ

＼主、、、、二十、

ヽ

ヽ　ヽ

ヽ、▼ヽ　　＼　＼

／　′

′　／

ノ／
／1′

／′
／′ ■′▼　＿一′

′ノ÷ノノ

／ノ：′′

f　　 部　　 門

（㊥ の問題）

（図1）管理単位と部門の情報交換
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そして、2つの管理単位間で最適解に達したとすれば、目標管理単位は、目標条件のシャ

ドウ・プライス（箭）を、方‘として、部門に与え、共通資源管理単位は共通資源のシャ

ドウ・プライス（す）を、♪　として、部門に与えることになる（〕これに対して、部門

は与えられた方‘，♪　をもとにして、部門問題（ヌ）を解き、目標管理単位に　射鳥　を、

共通資源管理単位に、∬‘よ，如上　を報告することになる。以上の関係を図示したもの

が、（図1）である。

（図1）はf部門と管理単位の情報交換関係しか図示していないが、全ての部門も同様

の管理単位との情報交換がある。

以上のような分解法を採用すれば、管理単位と部門の関係が明確となり、しかも両者の

間の情報交換により、企業全体から見た最適解に到達することができる。次節で、数値例

を用いて、この関係を考えてみたい。

（Ⅳ）階層別モデルの数値例

（Ⅱ）節で述べた（ホ）の問題を用いて、階層別モデルに分解した数値例を示すことに

する（，

（ホ）のマスター・プログラム（1）は、

．Z－一一＞mln

給
∑
筆
を
若
草
聖
右

α1慮（5g1た）－Z十〝1＝0

α2た（2〟2舟）一之十〝2＝O

α1た（2JllA十3j21鳥）＋忘α2人（3∬12十2ズ22鳥）十〃＝25

α
　
　
α

lニ
一
尺

l

l二
人

サ
ー

α．虎，α2鳥≧0，斤＝1～∬～

祝1，〟2≧0，〃≧0

となる。これが管理単位の問題である。次に、（ホ）のサブプログラム（1）は、第1部門に

対して、

（カ）

一方1（5g1Aトー♪（2∬11虎＋3ズ2．几）帥→min

6Jr．九十4ズ2．斤十〝．九一dl虎＝44．7

5JllA一十4ズ2．慮十抑11慮＝40

8∬日虎十3ズ2．廉十抑2．鳥＝50　◆

JHA，ズ21た≧0，〟1鬼≧O

dl廉≧0，秒．1慮，紺21轟≧0

／ノ3



であり、第2部門に対して、

（ヨ）

一方2（身空たト♪（3ズ詔十2∬22た）－鱒→min

4∬12た十3∬22点十〟2虎脚d2丑＝17・6

拍12九十5ズ22人＋抑12几＝20

10∬12九十4∬22九十眺望鳥＝40

∬12た，∬22鳥≧0，g2た≧O

d2鳥≧0，仇2斤，紗22慮≧0

（表4）最適解に到達するまでの解プロセス

理
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である。

管理単位と第1部門、第2部門の情報交換関係を示すために、第1部門、第2部門の初

期値を、

∬Hl＝0，∬2．1＝0，〝11＝44．70

∬121＝0，∬221＝0，〝21＝17．60

として、管理単位に報告することから始めることにする。そして、第1部門、第2部門の

値が報告され、管理単位がそれにより最適解を求め、両部門にシャドウ・プライスを与え

た時を情報交換の一回目とする。この交換過程は（表4）に要約されている。ただし、机，

カがゼロとなる場合には、実行可能解のどれでもよいので、前に報告した値を繰り返して

報告するものとする。（表4）をみれば、第5回目の交換において2つの部門が報告する

値は、第2回目の交換において報告した値と同じである。それ散、これ以上管理単位は目

的関数値を小さくすることができないことを表している。すなわち、最適解に到達してい

ることを示している。第1部門、第2部門の解は、
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し
となる。（Ⅱ）節の結果と比較してみれば、四捨五入による誤差が出ているが、両者の結

果は同じになることがわかる。

次に、管理単位の問題（ワ）を分解して、目標管理単位と共通資源管理単位の関係を示

すことにする。（ワ）のマスター・プログラム（2）は、

g－→mln

宕
農
事
舟
亭
紆

豊
岩
飢

α．＝（5〟．た）β1度‘一之十〟．＝0

α2日（2g2鬼）β2日一之十〟2＝0

1
1二

一
■

一
尺

庵＝1～」打‘

β2日＝1，庵＝1～gf

β．糾，β2日≧0，　庵＝1～gi，J＝1～エゴ

〟．，〟2≧0

となり、これが目標管理単位の問題である。サブプログラム（2）は、

一方．†α1日（5〟lA））≦α，斤＝1～gf，J＝1～エゴ

一方2iα2日（5g2鳥））≦げ，庵＝1～gf，J＝1～エi

／／：「



（レ） 岩

毒

∑

糎

各
α
．

ん　付

αl“（2ズ11㌧3∬21虎）十茅右α2“（3ズ詔＋2ズ22㌧＋〃＝25

’
lニ

′
ん

L
几

l，
lニ

′
，
■

・
〃
川

2α

J＝1～エf

J＝1～エゴ

α1㍍，α2日≧0，庵＝1～gf，J＝1～ん

〃≧0

となり、これが共通資源管理単位の問題である。気，方2は（夕）の制約第1式、制約第

2式のシャドウ・プライスであるt）管理単位問で最適解に達したとすれば、㌃1∴㌫を方1，

方2とし、才を♪として部門に与えることになる。この情報交換の詳細は、前述と同様に

すればよいので省略する。ただ、各部門から報告された値で、管理単位間の情報交換があ

り、管理単位間で、その値に対して最適解に達すれば、部門にシャドウ・プライスを与え

るということになる。そして、その過程が繰り返されるということに注意する必要がある。

次節で、目標からの頚髄にたいするウエイト係数について考察する。

（Ⅴ）ウキイト係数の対話による決定と目標計画法

前節までは、ウエイト係数は管理単位が客観的に決定し得ると述べてきたが、ウエイト

係数の決定には多くの問題点がある。このウエイト係数は、通常、目標を達成しなかった

ことによる一単位あたりの後悔の評価値であり、かつ企業が多目標をもっていれば、目標

間の限界代替率を表すものと考えられている。本章は企業が多部門多目標をもつ場合への

適用を扱っているが、数値例では、簡単化のため、2部門で各部門が1つの目標をもって

いる場合を示してきた。しかし、数値例のように、各部門が同一目標で1つの目標しかも

たない場合でも、企業全体からみれば、2つの目標を有しているとも考えることもできる。

そのため、このような場合の部門間の目標の限界代替率も目標間の限界代替率という言葉

を用いることにする。そして、そのような意味での目標間の限界代替率の決定法として、

（Dある基準として選んだ目標からの乗離の変化と他の目標からの乗離の変化が無差別とな

る変化分の比を求め、その比によって、ウエイト係数を定める方法。この時、比較され

るもの以外は、全て現在の値のままにしておく。

②効用関数を偏微分し、傾きの特質によって、ウエイト係数を定める方法

がある讐㌔ かし、②の方法は効用関数を明確に知っていることを前提している。また、効

用関数を明確に知っていることを前提しない①の方法をとるにしても、後悔の評価や限界

代替率の決定の問題は、あくまで主観的な問題にすぎない。そのため、本章の場合のよう

に、部門を管理することを目的としている場合には、管理単位と部門の間で、ウエイト係

数の決定について不一致が生じ、決定主体をめぐっていろいろな議論がある。

／／占



例えば、管理単位が独自にウエイトを決定するのが妥当か、各部門だけで決定するのが

妥当かという議論がある。管理単位が独自にウエイト係数を決定したとすれば、分権的性

格が薄らぎ、部門の志気の低下をもたらすことがある。このことは、業績の低下を必然的

にもたらし、望ましくない結果を生じる。逆に、ウエイト係数を部門のみで決定するとす

れば、自部門の利害にとらわれすぎて、自部門にとって有利なように決定することが多く

なる。例えば、資源配分等の問題では、配分が重要度に従ってなされ、重要度がウエイト

によって決定されるとしたら、部門はウエイト係数を高くして、これにより多くの配分額

を待ようとするであろう。逆に、ウエイト係数により評価した値によって業績評価される

とすれば、部門はウエイト係数を低くし、目標からの華離の評価値を低くしようとするで

あろう。

ウエイト係数の決定について、門田安弘教授、Ruefliは、

①自部門のウエイト係数の決定が、他部門のウエイト係数によって影響される場合

②自部門の目標からの華離が、他部門の目標からの華離によって影響される場合

等の問題もあることを指摘してい麿だ、門田教授、Ru。fliは管理単位の問題に目標計

画法を用い、本章は部門目標管理の問題に目標計画法を用いているので相違するが、これ

を本章での管理単位と部門の関係で言い換えている。そして、管理単位と部門の間で相談

による決定、いわば、委員会方式でのバーゲニングによる決定の重要性を指摘し、モデル

化についての考察も行っている。

次にウエイト係数の決定者が管理単位、各部門あるいは双方が集まる委員会であるとし

ても、一回でウエイト係数が確定されるかどうかの問題がある。ウエイトの決定者は、ウ

エイト係数と示された結果との妥当性を考慮しながら、対話を繰り返して決定するのが通

常である。本章では、以下、対話型の目標計画法の基本的フレームワークを多目標計画に

ついてのFrank Wolfeのアルゴリズムを適用しつつ、（ト）の問題に考察を加え、数値例

を示すことにする。

まず最初に、全体的な効用関数を設定することから始める必要がある。効用関数ひが

ぴ（β．∬1……β托　∬推）

と決定されたとする。Uは連続かつ微分可能で、凹関数であるとする。また、打は加法的に

分離可能とする。そして、すべての才，Jに対して、

ガり＝0，（βi　∬i）ブ＞gりの時，

∂ぴ／∂（βど　れ）ノ＝0

である。ただし、〟り，（βf　∬i）J，g日は、如，β‘Ji，　gi　のノ要素を表してい

る。
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（ト）の問題に対する対話型目標計画法のアルゴリズムは、以下の通りであるミ劇中

（ステップ1）　実行可能解の初期値（Ji川－）を決定する（〕βg J‘tO｝　を求める。

γ＝0　とおく。

（ステップ2）　βf JitH　における目標間の限界代替率（C‘くり）を評価するl〕

（ステップ3）　ウエイトを　C‘‘rI　として、（卜）の目標計画問題を解く。最適解を

∬‘暮　とする。　〟‘trI　＝　∬‘嘉　一　∬‘くり　とする。

（ステップ4）　nlaXぴ［β1（∬1（rI　＋dl（r｝　J．tr｝）

……β柁（JRくり　＋α花（日　。揮‘rI）］

を解いて、αどけ）を決定する。

（ステップ5）　ぴ［β1（∬11rI　＋α1（rI dltr－）……］＝ぴ［β．Jltr｝　……］

なら終了。そうでなければ、　∬‘lrI　＋α‘（rI d‘‘rI　を、　∬‘くり　と

置き換える。そして、γをr＋1として、（ステップ2）にもどる。

以上がFrank Yolfeのアルゴリズムを適用した場合の要約であるが、現実問題への適用

において、効用関数（ぴ）の決定、限界代替率の決定、停止の判断等も主観的なものであ

る。ただ、主観的ではあるとしても、あるβ～　∬i　の値での限界代替率は、概算的に決定

することができるであろう。以下、A．M．Geoffrion，J．S．I）yer and A．Feinbergを参考にし

なが♂箆章の（ホ）の問題を用いて、数値例により、現実により適合するフレームワー

クを示してみる。ただ、このフレームワークは最適解を与える手続きではなく、意思決定

者の判断を助けることに役立つようなフレームワークである。

実行可能解である初期値を、

Jll川）＝4．94，∬2．10）＝3．50，∬12川）＝0，∬22川）＝2．31

として、始めることにする。（ホ）の問題では、βiはベクトルになり、

βl＝（6，4），β2＝（4，3）　である。

βl J．川I　＝（6，4）
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ニ　6．93

第1部門の利益額43．64、第2部門の利益額6．93における割当て額の妥当性を評価し、

目標からの帝離に対するウエイト係数を第1部門に対して2、第2部門に対して1と決定

したとする。これをウエイト係数として、（ホ）の問題を解けば、

ズllX＝5．40，ズ21暮＝2．26，ズ1了＝0，ズ22Ⅰ＝3．71

となる。
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βl Jl暮　＝（6，4）

β2　∬2暮　＝（4，3）

（昔●44
（377才ニ11●13

次に、ステップ幅を決めるために、（図2）のような図を描いてみれば、意思決定者に

よりわかりやすくなる。本章は、2つの部門がそれぞれ1つの目標をもっているような単

純な場合を数値例としているので、図式化する必要はないが、多くの部門や多くの目標を

もつ場合には、理解を助けることができる。縦軸は各部門の利益額であり、横軸はステッ

プ幅である。（図2）には、各部門の目標値も同時に示してある。

α＝0

（図2）ステップ幅決定のための図

α＝1

意思決定者はα＝0の場合と　α＝1の場合を比較検討し、仮にステップ幅として、

α＝0．6　を選んだとする。そうすれば、
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となる。この第1部門の利益額42．36、第2部門の利益額9．45、が妥当かどうかを調べ

もし適当でないと判断すれば、以下同様の方法によってウエイト係数を決定し、この過程

を繰り返すことになる。最終的に安定した妥当な解が求まれば、繰り返しは終了する。

以上が、対話型の目標計画法を現実に応用する場合の一つのフレームワークであるが、

多目標をもつ場合には、現実的な方法であると思える。この方法では、効用関数を具体的

に知る必要はなく、ただ、意思決定者の考えが、対話型の目標計画法を採用することによ

り、漠然としたものからより明確な形へ収赦して行くことになる。この点がこのような目

標計画法の最大の特徴である。

これによく似た別の方法として、計画を立てる以前に、ウエイト係数をパラメトリック

に変化させ、事前にウエイト係数の範囲と最適解の変化を示しておく方法もあだ望れは、

ウエイト係数と最適解を比較検討しながら、意思決定者の意見をまとめて行く方法である。

また、ウエイト係数の与えられた解への感度を参考にしながら、ウエイト係数を決定する

ような方法も考えられる。

（Ⅵ）おわりに

本章は線形計画法により、予算編成に役立つ多部門を有する企業の利益計画の問題を考

えてきた。そして、モデルの生産量、販売量の最適解をもとに、これらの値と直接関連を

もつ予算が細部にわたり具体的に編成され、これに政策的要因を考慮に入れることにより、

全体的予算が編成されることになる。目標計画法は、線形計画法がある単一一の目標を最適

化するのに対して、多目標についての満足解を得る方法である。目標計画法は、事前に目

標からの乗敵に対するウエイトが与えられている計画法で、複数個の目的関数をもつ多目

的計画法と異なっている。目標計画法では、多目標をあるウエイト係数で、いわば一つの

目標の次元に変換するので、非常に計算が簡単になる。それ散、管理会計、管理科学等の

分野で、この手法についての研究が諸種の面からなされている。ただ、目標値をいかに定

めるかについての問題、ウエイト係数をどう決定するかの問題点が残っている。
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目標値の決定において、目標の階層性を把捉し、その階層に従って付順がなされねばな

らないし、目標の細分化が適切になされる必要もある。また、直接に目標を表し得ない場

合には、その性質を示す指標の選択が重要となる。目標値を数値で把捉し得るとしても、

明確に定まることもあるが、そうでない場合もある。

ウエイト係数の決定において、本章では対話型によって決定する場合の考察を（Ⅴ）節

で行っている。この方法は、現実の状況によくあった方法で、現実問題に適用しやすいと

いう利点を有している。しかし、あくまで意思決定主体の主観的判断によっている。複数

人が決定主体を構成しているとすれば、構成員の力関係で適切な決定が歪められるという

こともあり、個人が決定主体であれば、その個人の好みによって決定がなされるという欠

点も有している。

本章は部門の計画を管理するために、目標計画法の型として、ミニ・マックス型を採用

している。この方法は企業全体からみて、最も満足する値を求めるという積極的なもので

はなく、本章の例でいえば、部門間の調整を重視した消極的なものであるともいえるもの

である。ミ÷・マックス型のモデルは、通常の目標計画法によるモデルよりも、本章のよ

うな場合には、より現実的なもので、利用価値は大きいといえる。しかし、ある部門が特

別に、乗離が大きかったとすれば、そのことが解結果に大きな影響を与えることにもなる

という欠点も有している。

本章は、DzlntZig・恥1feの分解原理を企業全体モデルに適用し、管理単位の問題と部門

の問題に分割している。分権的な効果を目指しながら、かつ全体的にみて、妥当な結果を

生じるためには、管理単位が本章で述べたようなシャドウ・プライスが重要な役割を果た

し、これをコントロールすればよい。このためには、正しい情報交換を可能ならしめる組

織化がなされねばならない。

（補諭）

目標計画法の基本的特質の一一つを述べてみる。記号は本論のものと無関係である。モデ

ルとして、

（ソ）†

毒（ef・十g‘つ一一→min

gi（∬）十g‘‾一g‘＋＝乱，ダニ1～2

ズ≧0

を考えてみる。‘2g十・g‘‾＝0，という条件もあるが、シンプレックス法による場合には、

このことを考慮する必要はない。（ソ）の目的関数を

∑1才rg‘（∬）l…→min
ノレ

／2／



としても同じである。これの性質を調べるために、

∑I；rg‘（刷＝I言．－gl（幻l＋1才2－g2（州＝S

とする。そして、

g．（ズ）＝γ1，g2（ズ）＝γ2

とおく。

（1）盲l≧rl，言2≧γ2，の場合

g＝言1－γ．十g2－r2

よって、

rl十r2＝蔓．＋蔓2－g

（2）首1≧γ．，甘2≦r2，の場合

S＝盲1－－γ1－g2十γ2

よって、
ノヽ　　／ヽ

γ．－γ望＝g1－g2－g

／22



（3）言1≦γ．，；2≧γ2，の場合

S＝－gl十rl十才2－γ2
／ヽ

よって、

γ1－γ2＝gl－一昔2十g

（4）J．≦γ1，g2≦γ2，の場合

ざ＝－gl十rl一言2＋r2
／ヽ

よって、

γ．＋γ2＝gl十g2十g

これらを図式化してみれば、（図3）のようになる。

（1）の場合は直線鬼のうちの実線部分

（2）の場合は直線Jのうちの実線部分

（3）の場合は直線鯛のうちの実線部分

（4）の場合は直線乃のうちの実線部分

以上より、（ソ）の問題では、G点を目標値とすれば、AβCヱ）の実線の部分が全て同

じ目的関数値を与えることになる。そして、（ソ）の問題は、このdβCヱ）の実線の部分

をできるだけ小さくすることを意味している。

（ソ）の問題の目的関数値を

max完（e‘‘十g‘‾）‾→nli－t

と変えたミニ・マックス型の目標計画法は、G点を目標値とすれば、塵㌦FGガの実線の部

分が全て同じ目的関数値を与えることになる。そして、この且ダGガの実線の部分をでき

るだけ小さくするような問題である。というのは、∫点もJ点も同じ目的関数値を与え、

G点から帝離の大きいもののみによって影響されるからである。

（注）

（注1）Stemne，S．1．，［18］inI）an，C．V．（ed．），［4］、P．K．DE，D．Acharya and Sahll，K．C．，［14］、

Keown A．J．and櫨artin，J．I）．，［10］

（注2）撼ehta，I）．R．，［13］の7章、Sartoris，Y．L．and Sprui11，H．L．，［17］jn Lee，C．F．（ed．），

［12］、伏見多美雄、中山泉稿［21］、阿保栄司、石塚博司稿［20］。また、公共会計人の会社

に対して、目標計画法を用いたモデルとして、Killough，LN．and Sounders，T．L．，［11］

を参照のこと。

（注3）井尻雄二著［23］51頁。また、目標と制約について、小島虞光稿［24］を参照のこと。
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（注4）ミニ・マックス型の目標計画法についての研究は、Ashton，I）．L．，［1］と　Ashtoll，I）．L．，

［2］を参照のこと。また、マックス・ミニ型の数理計画法の研究として、Falk，J．E．，［8］が

ある。

（注5）Ruefli，T．，［15］，Rueflj，T．，［16］。

Rucfliの論文の展開として、Baily，A．D．Jr．and Boe，W．J．，［3］がある。また、門田安弘

著［25］、第6章がある。さらに、企業予算編成過程と関係づけたものとして、佐藤鉱光稿

［26］がある。

（注6）l）antzig G．B．and Yolfe，P．，［5］

（注7）Dyer，J．S．，［7］、Geoffrion，A．M．，Dyer，J．S．and Feinberg，A．，［9］を参照のこと。

Frank翫）lfeのアルゴリズムについての研究として、瀬尾芙美子著［27］の第2章があ

る。

（注8）Sartoris，W．L．and Spruill，M．L，［17］において運転資本の管理について、本章で示し

たような方法を用いたモデルが示されている。

（注9）瀬尾芙美子著［27］の第2章を参照のこと。また、井尻雄二著［23］第3章を参照のこと。

（注10）井尻雄二著［23］、56－57頁。

（注11）本章と異なったバランスよく目標を達成するための方法についての研究の一例は、

伏見多美雄、山口俊和稿［22］がある。

（注12）I）irickx，Y．肌I．andJennergren，L．P．，［6］のChapter3，参照のこと。

（注13）Geoffrion，A．軋，Dyer，J．S．and Feinberg，A．，［9］を参照のこと。

（注14）Ruefli，T．，［16］の論文と、門田安弘著［25］を参照のこと。

（注15）対話型目標計画法のアルゴリズムは、Dyer，J．S．，［7］と、瀬尾芙美子著［27］を参照の

こと。

（注16）Geoffrion，A．W．，I）yer，J．S．and Feinberg．A．，［9］を参照のこと。

（注17）Steuer，R．E．，［19］を参照のこと。
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第6章　部門別損益予算編成における
補助部門費、共通費の配賦法

（Ⅰ）はじめに

製品の生産過程において、生産部門と同時に補助部門を有する企業が部門別損益予算を

編成する時、生産部門と補助部門の用役の授受関係を考慮に入れた計画案を作成すること

が、まず必要であるr〕本章では、このような計画案を数理計画法を用いて作成した場合を

考察し、部門別損益予算の編成において生ずる塵要な問題の一一一一一つである補助部門費、共通

費の配賦法について考察することにする。補助部門とは、製品の生産に直接従事しないで、

生産部門に必要な補助用役を提供する部門のことであり、修繕部門、動力部門　補助材料

部門、工場検査部門等がこれにあたる。

補助部門の問題は管理会計において、重要な問題の一つであり、今まで数多くの研究が

なされている。数理モデルを用いて補助部門の計画問題を扱った研究も数多くあり、最適

計画法によらない行列代数を用いたモデルと、数理計画法を用いたモデルの研究の2種類

に大きく分けることができる。前者の研究は、用役の投入産出表を用いて用役授受関係を

表す行列を作り、逆行列を求め、これにより他の補助部門からの原価の配賦を受けた後で、

補助部門が再配賦すべき額を算定する方法を考察している哲も者の方法による研究は、生

産部門からの要求に合致する用役を、最も安いコストで提供することを目的とした最適化

モデルを採用している。すなわち、生産部門からの要求を既知のものとして、補助部門の

モデルを定式化している。
（沸か

後者の代表的な研究として、Kenncth R．Baker，R（）bert E．Taylarの研究、R（）ne P．Manes，

Soong H．PZlrk，RobertJenscnの研 ある。Baker，Taylarの研究は、線形計画法を用

いてモデルを定式化しているが、むしろシャドウ・プライスを用いて、補助部門費を配分

する方法についての研究である（、この研究では、用役の企業内生産が行われる場合に重点

を置いているが、同時に、企業外部からの用役購入がある場合をも扱っている。姐anes，

Park，Jensenの研究は、各種の補助部門の計画モデルを扱い、用役の外部購入がある場合

を積極的に取り上げている（う　また、各々の補助部門に跡づけ可能な固定費がある場合をも

考察し、（0－1）整数変数を含んだ（0一一1）整数計画法を用いて定式化を行っている。

しかし、これらの研究は問題に対する焦点の当て方のため、また、問題点を明確にする

ためではあるが、補助部門の計画モデルを企業全体のモデルとの関連において扱っている

ものではない。本章は、これらの研究を参考にしなから、生産部門と補助部門の相互関係

に焦点をあて、企業全体のモデルを作成するものである。これが、本章の第1の特徴であ

／J7
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次に、予算編成時に製品単価の算定や各種の管理上の目的のために、原価の部門別配賦

を行う必要がある場合も多いので、本章でもこの問題について考察する。というのは、管

理会計上、部門別の損益管理や製品別の損益管理が必要となるからである。財務会計上も、

各製造部門が半製品を外部に販売するケースがあるので、これが必要となる場合がある。

計画上の配賦は予定生産、販売量に基づいて行われることになる（〕それ散、利益計画モデ

ルの最適解により、原価を配賦するフレームワークを作成することにする。

本章では、生産部門に配賦すべき原価が補助部門費と、全部門が共通に使用することか

ら発生する共通費の2種類のものから成るとする。これら2種類の原価は、補助部門費が

生産部門の使用した用役使用量により配賦できるのに対し、共通費は生産部門の用役消費

量と直接関係をもたない原価であるという点において、相違する。それ故、補助部門費の

配賦にも問題はあるとしても、それと違い、共通費の配賦は従来からも、特に議論の多い

問題の一つである。

最近では、共通費の配賦法として、伝統的な方法に反省が加えられ、相互満足による配

賦法や、Robert S．Kaplanの配賦法等の研究がなされてし

sh。n。M。ri。rityが原価節約額をもとにした方晶

、妻禦目互満足による配賦法は、

表して以来、研究がなされている方

法である〔〕その後、理論を精密化する過程において、ゲーム理論におけるシャプレイ値、

仁による配賦法等の研磨行われている。

これに対し、Kaplanの配賦法は線形計画モデルのシャドウ・プライスを用いた配賦法で

あり、製品の相対的利益性を壊さないような配賦法である。しかし、Kaplan自身が述べて

いるように、ある条件下でしか採用できないという欠点を有している。また、シャドウ・

プライスは急激に変化するという欠点ももってい ≠ヂ？し かし、シャドウ・プライスを計画

を統制するコントロール変数と考えれば、この方法は企業全体的に見て、最適解へ導く方

法であるという特徴を有している。本章は、共通費の配賦法として、Kaplanの方法を採用

する。

以上のように、本章は、部門別損益予算編成のために、利益計画モデルの最適解をもと

に、補助部門費と共通費の生産部門への配賦を考察するのであるが、補助部門費の配賦は

相互配賦法により、共通費の配賦はKaplanの方法により行うことにする（〕これが本章の第

2の特徴である。

以下、本論で企業全体の利益計画モデルをまず作成し、次に、原価の生産部門への配賦

を数値例を用いながら検討する。また、モデルの展開と配賦法について述べる。

．∴け



（Ⅱ）補助部門を有する企業の利益計画モデル

企業全体の利益計画モデルを示す前に、まず補助部門と生産販売部門のモデルを個別的

に定式化してみる。ただし、モデルを簡単化するために、生産、販売は同一－一部門で行われ

ていると仮定する。（以下、生産販売部門は生産部門とする。）

補助部門は別個あり、生産部門の要求により、各1種類の用役を提供しているとする。

補助部門の目的は、自企業で生産するか、外部から購入するかを問わず、用役必要量を最

小の原価で生産部門に提供することであると仮定する。ある補助部門での用役の生産は他

の補助部門からの用役の提供を必要とするとする（〕すなわち、補助部門相互間でも用役の

授受関係があるとする。モデルを簡単にするために、補助部門には用役生産に係わる生産

可能量を表す制約がないと仮定する。

表記を以下のようにして、補助部門の原価最小化モデルを定式化すれば、次のようにな

る．．

C　…・補助部門によって産出される用役の単位あたり原価のベクトル　（1×椚）

e　…・用役単位あたり外部購入費のベクトル　（1×椚）

∫…・単位行列　（椚×椚）

か…・補助部門間の用役の流れを表す行列　（椚×椚）

か＝（dり）

。り‥J補助部門の用役産出の一単位あたり必要とされるオ補助部門の用役毒

血。‥・生産部門の要求する用役量を表すベクトル　（鯛×1）

ダ　…・補助部門からの用役産出量のベクトル　（研×1）

Z　…・用役の外部購入量のベクトル　（鍋×1）

C g　十　g一之　一一一jmin

（才一か）ガ　＋　Z　＝　占。

タ　≧　0，　Z　≧　0

次に生産部門の問題について考えてみる。生産部門は乃個あり、各生産部門は乃召因の

製品を製造しているとする。生産部門の目的は、部門が共通に使用する資源の制約を表す

共通資源制約と、各部門独自の制約を表す部門制約の下で、貢献利益を最大にする生産販

売量を決定することであると仮定する。共通資源の種類はJ個とする。部門制約は生産販

売条件により求められる生産販売可能量の最大限を表す制約と、補助部門用役の制約があ

るとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、・

表記を以下のようにして、生産部門のモデルを定式化すれば、次のようになる。

♪f　‥・仁生産部門の製品単位あたりの貢献利益を表すベクトル　（1×乃f）
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Ag　‥・オ生産部門の単位あたり製品の生産のために必要となる共通資源の量を表すマト

リックス　（／×乃f）

βど　‥。オ生産部門の単位あたり製品の生産のために必要となる補助部門用役の量を表す

マトリックス　（椚×乃i）

α　…・共通資源の利用可能義を表すベクトル　（J xl）

df　‥・巨生産部門で使用可能な補助部門用役の量を表すベクトル　（∽×1）

ノf　‥・オ生産部門の生産販売量の最大限を表すベクトル　（乃ど×1）

Ji　‥・仁生産部門の製品の生産販売量のベクトル　（乃iXl）

（ロ）

若かれ∵－→maX
砦AJi≦。

βg　∬‘≦　∂‘　ダニ1～乃

Ji　≦　ノf　　オ＝1～乃

Ji　≧　0，　～’＝1～乃

以上述べたように、（イ）が補助部門の問題、（ロ）が生産部門の問題であるが、（イ）

の問題においては　占。をパラメータと考え、（ロ）の問題においては　∂i　をパラメータ

と考えている。これは生産部門の問題、補助部門の問題を個別的に扱ったことによる。

企業全体から見て、最も最適な各補助部門用役の総額や用役の最適な各生産部門への配

分量を決定するためには、　∂。，　∂‘をパラメータではなく変数としてモデルを定式化

する必要がある。企業全体の目的関数として、貢献利益総額から、補助部門用役の産出の

ための原価と外部用役購入費を控除したものを採用するとすれば、企業全体のモデルは次

のようになる禦）

芹かズ‘

い、）

C g　‾　e■2：＋‾岬‾‾‾→maX

若AfJ‘≦α

β～　Ji　－　∂i　≦　0，　才＝1～乃

Jf　≦Ji　　オ＝1～乃

至∂‘－占。＝O

d．．－（ト一・月）〝　一　之　＝　0

Ji　≧　0，　∂f　≧　0，　才＝1～乃

タ　≧　0，　ヱ　≧　0，　占。≧　0

（ハ）の問題では、∂。，∂f　が変数であり、（イ）（ロ）の問題と比較して、新たに

唱れr u＝0）という制約が加えられている0（ハ）の問題の制約式の特徴を

明確にするために、制約条件を整理すれば、（表1）のようになる。

〟
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（表1）企業全体モデルの制約条件の整理

（男 管 監 ）
p ′ p 2 ●　●　●　●　■　■　●　●　● p ～ ‾C　　　　 － g

（変　 数 ） 芳′　　 み′ エ2　　 ∂2 …　●　■　●　●　■　■ ぶれ　　　 占． 占。 〝　　　　 ヱ

d ′

J

A ～

J
…　…　◆　●　●

月 ．

J 一丁

≦ ’α

0

β′ －J

J

≦

≦

0

れ

β2 － 7

7

≦

≦

0

ち

■ ●

β． 一才

／

≦

≦

0

■た

J － （ト か ） 一丁 0

（Ⅲ）補助部門費の配賦法

前節において、補助部門を有する企業の利益計画モデルについて考察した。本節では、

（ハ）の最適解を　∬iI，〆，Z’，　占。Ⅰ，　∂‘t　として、補助部門費を配賦する

フレームワークを述べることにする。

（ハ）の制約条件より、

（7－月）gr　十　g工　＝　占。■

が成り立っている。刀の行列は、

dl．，d12……dlm

d21，d22……d2，花

dml，d桝2……dmm

である。　あ。暮　＞　0　とすると、〆，Z王　の間には次のような関係がある。

すべての才に対して、

／〃



ガ了＞0　ならば、Z了＝0

g了＝0　ならば、Z了＞0

ところで、ガ了，Z了は　ガ暮，Z嘉　の第才番目の要素である（〕上述の関係は、線形計画

問題の基本的性質より求められる。

（ハ）の問題を解いて求めた解が、仮に、

タ了＞0，Z了＝0，　才＝1～刑，ブキJ

g了＝0，Z了＞0

であったとする。すなわち、第／番目の補助部門用役のみが外部から購入され、その他の

用役は内部で生産されたとする。

これを基に、補助部門の用役に対して発生した単位あたり原価のベクトル（〃）を求

めることにする。ただし、

〃　＝（〃1，〃2，……〃沢）

とする。そのために、刀，音量，言暮　を次のようにする。

dll，〟12…‥0……・dlm

d2．，d22…‥0……・d2椚

－

－

■

－

一

●

　

桝
．
α

X

ガ

一

．

ガ

■

I

I

■

－

－

暮

t

 

l

 

l

 

t

 

l

 

l

　

▲

　

一

・‥0……・dm朋

†

第7要素

F＝（cl，C2…・g‘…・C朋）

†

第7番目の要素

←第7番目の要素

行列（刀）を以上のように変形して、（β）としたのは、外部から用役を購入した補助部

門は他の補助部門から用役の提供を受ける必要がないからである。それに伴い、〆，

C　を盲升，言　に変形した（〕それにより、

（∫一刀）〆　＝　占。鷺

となるので、

1r

β之

ヽ、



盲暮　＝（′－∴∂）‾l　占。暮

となる。ところで、

LdH，【d12…‥0……・｝〟．，花

（7－か）‾1＝

である。また、
一・一　－　暮

Cダ　　ニ

－。21，卜d22
l l

t l

l l

－dH，　－dJ2
1　　　　I

I I

t I

l l

－dm．，　rd舶

言（7－か）‾l d。‘

0

－

－

■

－

　

－

　

1

　

1

　

1

　

1

　

1

一

t

　

■

　

n

U

●●

●
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
●

－

　

　

　

1

　

一

l

 

l

■

　

l

　

　

　

■

　

　

　

l

 

l

 

l

 

l

 

l

 

l

　

　

■

第／列

一一d2m

l

l

l

一一d‘m

・11れ川

←第7行

は企業全体から見て最適である補助部門用役提供のために生ずる原価の総計である。それ

散、　γ　を求めるためには，

〃　＝　石（′－∴か）‾1′

の式を用いて算定すればよいことになる。

オ部門に配賦される用役の原価は、

〃∂i【ニ（〃1，〃2，……〃椚）

によって求められる。しかも、この　〃∂‘Ⅰは次のような関係を持っている。

Cgt十ez暮＝宗〃∂‘Ⅰ

それ故、（ハ）の問題は次のように変形できるし〕

∑かれ　一∑　〃diI
iさJ

→maX
⊥可

∑Ag J‘≦　α

βgJh　≦　∂‘Ⅰ　ォ＝1～乃

Ji　≦　ノi　　オ＝1～乃

∬‘≧　0，　　ダニ1～乃

I、、．

しかも、（ハ）の問題の目的関数値と（ニ）の問題の目的関数値は一一致することになる。

▼

／ふゴ



以上から、オ部門に配賦する補助部門費は　〃df暮　とすればよいことになる。

（Ⅳ）共通費の配賦法

共通費の配賦は（Ⅰ）節において述べたように、従来から問題も多く、各種の配賦法が

研究されている。本章では、Kaplanの方法を採用することにする。この方法は歴史的原価

を配賦する方法であるが、小林哲夫教授が「彼等のモデルにおいて、目標関数における各

製品の原価は、変動費のみから成っている。各製品1－－－一一単位に配賦される間接費は、後で追

加的に計算されるにすぎない。したがって、各製品の相対的収益性は、少なくとも第一一次

的には、売価から変動費を控除したレベルで問題とされているといえる（〕照述べるよう

に、本質的には直接原価計算の考え方に立っている。

払planの方法は、各製品の相対的収益性を維持しながら配賦するという利点を有してい

ることは事実である。それ散、以下、Kaplanの方法を共通費を部門に配賦する手続きとし

て採用してみる。

（こ）の問題の∑　〃∂fr　は定数であるのでこれを除き、
Jニl

〝し

（ホ）

富かズ「－→maX

芳AJ‘≦α

βf Jf　≦　れⅠ　　＝1～乃

∬f　≦　ノi f＝1～乃

Ji　≧　0，　　才＝1～乃

として問題を考える。（ホ）の問題の双対変数を、　方，　恥，　ぎi　として、双対問題

を定式化すれば、

（へ）

方・α十茅〃‘∂‘暮十若を‘九一一仙→min

方．射＋　机．訊十　百i　≧　加，才＝1～乃

打　≧　0

恥　≧　0，　ぎi　≧　0，才＝1～乃

となる。（ホ）と（へ）の問題の最適解を、∬了0），方‘0），　恥…，　ぎf…　と

する。ただし、ダニ1～乃である。

共通費の総額をガとし、次のような、丘を考える。もし、

け＝　方tl　α　＞ガ

であれば、 も、

ガ／y＝たく1

となる。ところで、（方‘りα）は、共通資源の墨を共通資源のシャドウ・プライスで

■

′押



評価した値である。後の式の展開からもわかるように、カ＜1、という条件が重要である。

というのは、Kaplanも述べているように、h＜1という条件下でのみ、Kaplanの配賦法が

可能となるからである㌣ゆ

オ部門への配賦額をカ．方日日．AgJH　とする次のような問題を考えてみよう。

九
月

．
’
－蘇

れ
∑
刷

ーカ　方（い　Af）Ji　一一一→maX

Ji　≦　α

βf J‘≦　∂ft　　オ＝1～乃

Ji　≦　′i　　オ＝1～乃

Jf　≧　0，　　才＝1～乃

（卜）の問題の双対変数を　方，　町方，　ど‘として、双対問題を定式化すれば、

（チ）

mい鳩目吊げ十百百‘ノ「一血nユ王l

方．Af＋　机．飢一十　百i　≧　九　一一　鬼灯甘㌧孔，オ＝1～乃

方　≧　0

恥　≧　0，　百g　≧　0，才＝1～乃

となる。（ホ）と（卜）の問題の関係を調べるために、（卜）と（チ）の問題の任意の解

を、∬‘…，方11），　恥llI，　ぎ‘‘日　として、仮に、

∬‘（＝　＝　∬‘（0），ダニ1～乃

方（＝　＝（1－－ゐ）方川｝

mt＝　＝　〃了0），ブ＝1～乃

∈了＝　＝　ど了0），オ＝1～乃

の関係があったとする。

（ホ）の問題に対し、∬了qI　が実行可能解であるので、　∬了lI　は（ト）の問題にお

いても実行可能解である。・．ズ㌧　が　ズ‘（1）の時の（ト）の目的関数値は、

若（九一カ方…』）・了1）

となる。

次に、全ての才に対して、

＝∑（九　一九　二灯用）．翫）∬‘‘0I
i■l

方（lI A十　机‘＝」凱十　と了＝　二二（1一九）が加．九十　恥川）βf十　百i…

≧　九　一九　二灯用I A

が成り立つ。また、ゐ＜1より、　好く1〉　≧　0　となるので、　方（日，　町了日，

ぎ了lI　は（チ）の問題に対して実行可能解となる。その時の（チ）の巳的関数値は、

が‖α十石打lIbg霊増
＝（1一九）方（OIα 十空行u｝∂∴ト芳打0｝ムjtI

召す



＝（方…＝α十∑恥…∂‘1＋石打‘0リ‘）‾九・好日りα

＝岸かJf…‾カ方‘0’α

となる。また、（ホ）の問題の相補スラック条件より、

方日日　（α　－∑dg J‘川I）＝O
Jきt

であるので、

訂川‖α　＝　方日日　∑di J‘川）

方日日。＝君灯用）孔　二n…

となる。それ故、

好くlIα　＋∑∴机…＝∂’＋∑吉　日…石　＝∑九∬了0十∑ゐ　方…　A J　…
■ニJ J芸l　　　　　〆L J当　　　　　　　ノユ∫

＝岩（九一九二灯用’Ai）ズ‘‘ol

となり、これは、　∬了1），　方州，　町了11，　と了II　が（ト）と（チ）の問題の最

適解であることを示している。

以上のことから、わく1という条件が満たされるとすれば、（ホ）の最適解は一致する

ことになる。またこのことは、わく1である限り、部門への共通費の配賦額を、全ての才

に対して、カ．灯用り．A‘JH　とすれば、配賦によって相対的収益性は歪められないとい

うことを示している。オ部門に補助部門費、共通費を配賦した後での才部門の利益は、

（九　一九　二灯用）．弟）∬i…　－　〃di暮

である（〕

本節は、Kaplanの配賦法を（II）節で述べたモデルに適用してきた。少し横道にそれる

が、（ト）の最適解（ズ了＝）により、

A～　∬‘くlI　＝　αf■，オ＝1～乃

を求め、全ての才に対して、

（リ）

（九　一1乙　方日日．れ）Jf　－　ぴあ‘‘一一一→maX

Ag J‘≦　df暮

β～　ズ‘≦　∂ft

Ji　≦　′i

∬i　≧　0，

の最適解を求めれば、この解は（ニ）の問題の解と等しくなり、（ハ）の問題のJf　の

最適解とも結局のところ等しくなる。それ故、（ハ）と（リ）の問題の関係は、分権的計

画、管理のための一つの重要な手掛かりを与えていることにもなる。　、、

（Ⅴ）数値例

／j占



本節は（Ⅱ）節、（m）節、（Ⅳ）節で述べた計画モデルと配賦法を数値例をノ削、なが

ら説明する。モデルの前提条件は（Ⅲ）節で述べたものと同じであるが、簡単化のために、

生産部門が2部門あり、補助部門も2部門ある場合を扱うことにする。また、生産部f判ま

各々2種類の製品を提供しており、補助部門は各々1種類の用役を提供しているとする。

（ハ）の問題の数値例を示すために、パラメータの値が以下のようであったとする（〕生

産部門の製品の単位当たりの貢献利益は、

♪1＝（20，15），　♪2　＝（18，18）

であり、補助部門用役を一単位産出するために要する原価と単位あたりの外部購入費用は、

C　＝（0．5，口．6），　e　＝（0．8，1）

であるとする。♪1，　♪2，　C，　g　の単位は全て（万円）である（〕

製品単位あたりの共通資源使用量、補助部門用役使用量の行列は、

Al＝ 1，3

4，2 ，A2＝〔喜；；），β1＝〔喜；；），β2＝〔…；喜

であるとする。共通資源の使用可能畳、製品の販売可能量は、

α＝（；31，人＝〔；：〕，ノ2＝〔≡3〕

とするくつ　Al，A2，月1，月2，　α，　ノ．，　ノ芝　の単位は全て、物量である。

補助部門間の用役の投入、産出の関係は、

ヱ）＝ 0．1，0．2

0．3，0．2

でるとする。単位は割合を示している。

これらのパラメータをもとにして、企業全体の利益計画モデルを定式化し、解を求めて

みれば、次のようになる。

1
　
　
　
　
　
　
2
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目3－（；圭
rズ111「101　rJ211「201

≦　　　　　　≦
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LJ12J L30上　しズ22J L20ノ

（；潮…十〔；三回3〕●

侶LZ：…；】3雄描回3
ズ11，ズ12，ズ21，ズ22≧0，g．，ガ2≧0，Zl，Z2≧0

∂11，∂12，821，∂22，占。1，占。2≧0

最大値　338．8（万円）

方．】＝2，∬12＝6，ズ21＝0，ズ22＝20

g．＝口，ガ2＝140，Zl＝84，Z2＝0

∂11＝16，∂12＝12，∂21＝40，∂22＝100

占。1＝56，占。2＝112

以上の結果により、補助部門費の各生産部門への配賦額を求めてみることにする（〕その

ために、補助部門用役の単位あたりの原価をまず求めてみる。

（む．，〃2）＝（0．8，0．6 ）

＝（0．8，0．6

補助部門費の配賦総額は、

川8’0●95）〔1器

であり、この額は、

1，－0．2

0，　0．8

1，0．25

0，1．25

＝44．8十106．4＝151．2（万円）

C〟　十　e z　＝（0．5，0．6

（0．8，0．95）

）〔1：。〕十（0●8’1）（8≡

と等しくなっている（－第1生産部門への補助部門費の配賦鶴は、

（0．8，0．95） 16

12

＝12．8十11．4＝24．2（万円）

であり、第2生産部門への補助部門費の配賦額は、

（0．8，0．95）

（

40

100

＝32＋95＝127（万円）

＝151．2（万円）

しヽ

となる。

次に、共通費の各生産部門への配賦額を求めてみる。そのために、まず最初に次のよう

／3才



な問題を考える。

（20’15）侶（18’18）〔訂－‾→maX
1，3

4，2 日ナ

〔喜；北潮
3，2

2，5

2，

3，

16

12

雄二甘；：；

〕

に瀬…：＝；掴≡3】
ズ日，∬12，∬21，ズ22≧0

この解を求めれば、

最大値　490（万円）

∬11＝2，ズ12＝6，ズ2．＝0，ズ22＝20

となる。共通資源のシャドウ・プライスは、（2，4．5）となる（〕

共通費を60（万円）とすれば、

（2，4．5）r601＝300

し40J

より、カニ60／300＝1／5＜1、となり、【aplanの条件を満足することになる。それ故、相

対的利益性を歪めない範囲での第1生産部門への共通費の配賦額は、

ゐ　方くけI Al　∬．＝1／／5（2， 4．5） 1，

4，

となり、第2生産部門への共通費の配賦鶴は、

ゐ　好く0）A2　ズ2　＝1／／5（2， 4．5）

≡〕（…

2，2

3，1

0

2U

＝26（万円）

＝34（万円）

となる。もし、共通費の配賦により、最適解を変化させないかどうかを調べようとするな

らば、

15）一1／5（2，

′

l

L

）5
●

4

18）－1／／5（2，4．5

l

，

4

ヽ
j
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より、（ル）の問題の目的関数を、

（16，12）侶十（14・5，12・3）（；…：）
として、問題を解いてみればよい。

生産部門への補助部門費、共通費の配賦を要約した表が、（表2）である。

（表2）補助部門費、共通費の配賦表（その1）（単位嶺円）

部　 門 （ 部　 門 1 ）
‾（ 部　 門　 2 ）

合　　 計

第 1 製 品 の 貢 献 利 益 2 （フ×2 ＝4 0 Jg ×0 ＝0

第 2 製 品 の 貢 献 利 益　計 7 5 ×∂＝9 β Jg ×2 0 ＝3 6 β

73 0 ．0 3 6β．β 4 9 0 ．0

補 助 部 門 費 の 配 賦 額 2 4 ．2 72 7 ．0 J5 7 ．2

共 通 費 の 配 賦 額　計 2 6 ．0 34 ．0 ∂β・？

5β．2 J g J ．β 2 J J ．2

原価 配賦 後 の貢献利益 79 ．g ノ99 、0 2 7g ．β

（Ⅵ）二次計画法による利益計画モデルへの展開

（Ⅲ）節におけるモデルは、生産販売量の増加、減少によって、単位あたりの貢献利益

の額が変化しないということを前提としていた。本節では、生産販売量の増加、減少によ

り、単位あたり貢献利益の額が変化する場合を扱うことにする警告して、そのような場合

のうちで、単位あたりの貢献利益が、生産販売量の線形関数で表される場合をモデル化す

る。また、（HI）節、（l「Ⅴ）節と同様の方法により、モデルの解を用いて、補助部門費、

共通費を配賦するフレームワークを示すことにする。

例えば、生産部門の製品単位あたりの貢献利益が、全ての才に対して、

♪i　＝　ri　＋gf Ji

で表されたとする（〕ところで、　r‘，ggは線形関係を表すためのパラメータである。茸㌔

は行列であり、gf　の要素（gg）廉‘は、

（g～）“‥・再生産部門において、斤製品の単位あたり貢献利益へのJ製品単位竃の影

響度を示すパラメータ

である。

目的関数は、

／宰∂

ヽ、．



若帰一Cg・一g一之＝芭（r‘＋訂gi）∬‘－C〝－eZjニl

となる。これを用いて、モデルを定式化すれば、

（ヲ）

茅（rf十∬了」軋）∬‘‾‾Cy‾e■Z‾‾‾→maX

∑dg Ji　≦　α
ノニJ

βi　ュ㍉　一一」h　≦　0，　才＝1～乃

Ji　≦　′i，　ダニ1～乃

∑　∂～　一一　β。＝　0
ユニl

d。－（才一∴∂）　ダ　ー　Z　＝　0

Jf　≧　0，　∂f　≧　0，　才＝1～乃

ガ　≧　0，　Z　≧　0，　占。≧　0

となる。

（ヲ）の最適解を、∬∵，〆，Z暮，　diI，　占。Ⅰとすれば、（m）節と同様

にして、

〃　＝（〃．，〃2，……〃鵜）を求めることができる。オ部門に配賦される補助部門費

も、　〃∂g暮　で算定できる。（ヲ）の目的関数値は、次の問題の目的関数値と一致する（〕

（ワ）

毅r‘＋ズ了■塵㌦）JH一針宥
∑dg　∬‘≦　d
Jil

β‘∬‘≦　∂‘暮，オ＝1～乃

Ji　≦　ノi，　オ＝1～乃

Ji　≧　0，　　才＝1～乃

→maX

（ⅠⅤ）節と同様に、∑　〃df暮　は定数であるので、これを除けば、

（カ）

吉（r‘十訂gg）∬‘－→maX

君AgJf≦。

βど　れ　≦　df‘，オ＝1～乃

Ji　≦　ノf，　ダニ1～乃

Ji　≧　0，　　才＝1～乃

となる（〕（カ）の問題の最適解を、∬了0）とし、（カ）の双対問題の最適解を、　方（0），

叩了bI，　∈了0｝　とすれば、（＿Ⅳ）節と同様に、次のことが成り立つ。すなわち、

Ⅴ＝　方（0）α　＞ガ‘

一打／V＝わく1

なら、（カ）の最適解は次の（ヨ）の最適解と同値になる。

r宗i（r‘‾ゐ方‘0㌦翫）＋∬了gg）∬‘一一¶→maX

／ダ／



芽AgJf≦α

β‘J‘≦　∂‘‘，ダニ1～乃

Ji　≦　ノf，　オ＝1～乃

Jf　≧　0，　　才＝1～乃

Kaplanは線計計画モデルの場合と同様に、目的関数と制約集合の形による制限があるが、

非線形計画モデルの場合でも、（Ⅳ）節で述べたような方法を用いることができる事を証

明している禦琴ヵ）の問題は二次計画問題であるので、この方法を用いることができる。

この場合も、f部門への共通費の配賦額は、九　二灯用）．弟となる。

以上述べたことを、数値例を用いて検討してみることにする。　ri　とgfは次のようで

あったとする。

rl　ニ（20，15），　γ2　＝（18，18）

乳牛0●喜∴＿。．：〕，点2＝〔3；3

すなわち、モデルを簡単化するために、第1生産部門の製品の価格のみが数量の影響を受

け、第2生産部門の製品の価格は数量の影響を受けないと仮定している（－　また、第1生産

部門の第1製品の価格は第2製品の数量の影響を受けないし、第2製品の価格は第1製品

の数量の影響を受けないと仮定している。その他のパラメータ値は、（V）節と同じであ

るとする。

以上のデータを用いて、モデルを定式化し解を求めれば、次のようになる。目的関数は、
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n
U〔）21ズ11ズ

（

朝5’0●6）侶（0’8’1）〔；；）
＝20ズ1．月5J．2一一一0．2二rl12－0．1ズ122＋18ズ2．月8∬22【0．5〝1－0．6ガ2－一0．8zl－Z2

となる。それ散、

ノ20JHH5∬12－一0．2ズ1．2－－0．1∬122月8ズ21月8ズ22

－－0．5g1山一0．6ガ2－0．8Z．一一Z2－一一一一一→maX

1，3

4，2

2，2

3，1

忙；ト
2，

3， 胱潮…3）

目黒一侶淵
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し2，5JLJ22J Ld22J L0　ノ

二：半片．に〕≦！≡：：：

〔；刊：…描：HS】

侶LS：…；‾3：喜）〔；比国3
ズ11，ズ12，ズ21，ズ22≧0，ガ1，ガ2≧0，Zl，Z2≧0

∂日，∂12，∂21，∂22，∂。．，占。2≧0

最大値　336（万円）

ズ11＝0，ズ12＝4，ズ21＝4，∬22＝20

g1＝0，ガ2＝140，Zl＝88，22＝0

∂11＝8，∂12＝4，hl＝52，∂22＝108

∂。1＝60，占。2＝112

最適解を用いて、〃　を計算し、補助部門費の生産部門への配賦額を求めれば、次のよ

うになる。

（〃‥　〃2）＝（0．8， 0．6） 1，

0， ‾3訂1
（第1生産部門への補助部門費の配賦鶴）

（0●8’0●95）（；）

＝10．2（万円）

（第2生産部門への補助部門費の配賦額）

（0●8’0●95）〔1……〕

＝144．2（万円）

〕＝（0－8’0●95）

次に、共通費の配賦額を決定するために、（夕）の問題の最適解を用いて、次のような

問題を定式化する。

20JllI15ズ12血0．2ズ112叫0．1ズ122I18ズ21†18∬22一触－→maX

1，3

4，2

2，2

3，1

r　3，21rズ2．1　r　521

．．　≦

／≠j

ヽ、



（Ⅶ）（0－1）整数計画法による利益計画モデルへの展開

（Ⅵ）節では、（H）節の利益計画モデルの展開の一一一・方向を述べたが、本節では、もう

一つの展開方向を示すことにするヂ∫琴イ）の補助部門の問題では、用役の内部生産をする

場合に、固定費が全く存在しないと仮定していた。しかし、用役を外部購入する場合には

生産過程における固定費を必要としないが、用役を内部生産する場合には固定費を必要と

するのが通常である。それ故、補助部門の問題を考えるとき、このような固定費をモデル

に含めて定式化する必要がある場合も多い。

表記として、新たに次のようなパラメータと変数を加えることにする。

ぶ　‥・補助部門用役の内部生産に必要な固定費のベクトル（1×椚）

〃　‥・全ての才に対して、酌＞0なら、恥はいつも1であることを保証する十分大

きな数

甜　‥・要素が全て、0か1である変数のベクトル（鯛×1）（要素が0のものは外部購

入することを表し、要素が1のものは内部生産することを示す。）

上記の表記により、生産部門からの補助部門用役必要量がわかっているとして、補助部門

の問題を示せば、

C〝　十　g一之　十　古跡　脚－→min

（′一刀）タ　＋　Z　＝　占。

〝　－〟　紺　≦　0

g　≧　0，　Z　≧　0

紗　は要素が0か1

となる。

（ソ）の問題をもとにして、（H）節と同様に企業全体のモデルを示せば、

∑　♪f∬i　－　C〝
かJ

e。Z　－　∫　Zll　－一一・．‾→nkIX

昌AJf≦α
βg J‘－　∂‘≦　0，　才＝1～乃

Ji　≦　′f，　オ＝1～乃

∑　∂才　一　占。＝　0

占。－（∫一刀）ダ　ー　Z　＝　0

〝　一朗r　甜　≦　0

∬‘≧　0，　∂f　≧　0，　才＝1～乃

タ　≧　0，　Z　≧　0，　占。≧　0

秒　は要素が0かl
t、

／づ稗

ヽヽ†



し2，5日ズ22J L108ノ

，（；掴…3〕
Jll，∬12，ズ21，ズ22≧0

最大値　490．4（万円）

Jl・1＝0，J．2＝4，ズ21＝4，ズ22＝20

共通資源のシャドウ・プライスは、（1．68，4．58）となる。それ散、

（1．68， ＝284（万円）

となり、共通費を71（万円）とすれば、

カニ71／284＝1／／4＜1

となる。以上より、共通費の配賦額は、次のようになる。

（第1生産部門への共通費の配賦額）

1／4（1．68， 4．58） 1，

4， 紺；
（第2生産部門への共通費の配賦鶴）

1／4（1°68，4－58片肌

＝14．2（万円）

＝56．8（万円）

以上を要約して示したものが（表3）である。

（表3）補助部門費、共通費の配賦表（その2）
（単位：万円）

部　 門 （ 部　 門 1 ） （ 部　 門　 2 ） 合　　　 計

第 1 製 品 の 貢 献 利 益 0 7 2 ．0

第 2 製 品 の 貢 献 利 益　計 5 8 ．4 3 6 0 ．0

5 β ．4 4 3 2 ．0 4 9 0 ．4

補 助 部 門 費 の 配 賦 額 J O ．2 J 4 4 ．2 ノ5 4 ．0

共 通 費 の 配 賦 相　計 J 4 ．2 5 6 ．∂ 7 J ．β

2 4 ．4 2 0 J ．∂ 2 2 5 ．4

原 価 配 賦 後 の 貢 献 利 益 3 4 ．0 2 3 J ．∂ 2 ∂5 ．0
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となる。（ツ）の最適解を、Jft，Z‘，　∂‘Ⅰ，　占。暮　とし、これを用いて補助部

門費を生産部門に配賦する手続きを述べることにする。この手続きは、用役の生産に固定

費を必要することにより、（丑t）節で述べた手続きと少し異なることになる。

例えば、最適解より、第7番目の用役のみ外部購入し、その他の用役は全て内部生産す

ればよいことがわかったとする（〕補助部門用役の単位あたり原価（〃）は、

言＝［cl寸（ぶ1／ガ）1，C2亘ぶ2／ガ2），…‥e‘…‥C加【亘ぶ椚／如）］

†

7番目の要素

をまず求め、

〃　＝　言（∫一刀）‾lJ

より算定することができる。また、この　〃　を用いて、オ部f判こ配賦すべき補助部門費は、

〃df　から求めることができる。

共通費の配分は、（Ⅳ）節と同様の手続きが利用できる。というのは、（ツ）の問題が

（0－1）変数を含む（0一一一1）整数計画問題であるにもかかわらず、（ツ）の最適解を基に、

共通費配分のためのモデルを設定し、このモデルのシャドウ・プライスにより配賦額を求

めるという方法を採用するからである。整数計画問題のシャドウ・プライスと線形計画問

題のシャドウ・プライスは意味を異にしているので、後者の場合に利用できたとしても、

必ずしも前者の場合に利用できるとは限らないにもかかわらず、本章の場合これが利用で

きるのは、共通費を配分するために必要となるシャドウ・プライスが、（0′一一1）整数計画問

題ではなく、線形計画問題を基にして求められているからである。

（Ⅷ）おわりに

以上、本章では、部門別損益予算編成のための基礎となる補助部門を有する企業の利益

計画モデルと、原価配賦の問題について考察してきた。そして特に、利益計画モデルの作

成においては、生産部門と補助部門の用役の授受関係を塵祝しながら、企業の全体的立場

からのモデルを採用した。モデル化の手法として、主として線形計画法等の数理計画法を採

用したのであるが、数理計画法を用いれば、各種の制約条件等を容易にモデルに含めるこ

とができるという利点を有している。特に、線形計画問題は解も比較的容易に求められる。

原価配賦においては、原価の性質の違いにより、補助部門費と共通費の二種類に分け、計

画モデルの最適解に基づいて、それらの原価を配賦する、計画上の配賦に焦点をあてて述

べてきた。

一般に、補助部門薯は、用役の授受関係が共通費と比べて、比較的正確に把握できる原
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価であるのに対して、共通費は用役の授受関係が不明確な原価であることが多い。それ散、

二つの原価に対する配賦法も異なってくる。補助部門費は共通費と比べて、用役の授受関

係を基にした配賦法が可能であるが、共通費は、ある意味で窓意的な配賦法が採用される

ことが多い。

本章は、補助部門費の配賦法として、相互配賦法を基礎としており、共通費の配賦法と

して、Kaplanの方法を用いている。相互配賦法は、用役の流れを最も正確にたどることが

できる方法ではあるが、直接配賦法、階梯式配賦法と比べて、計算が複雑となり、敬遠さ

れがちな方法であることも事実である。しかし、行列演算を井往、れば、計算は容易である（〕

払planの方法は、計画モデルの最適解を壊さないという意味で有利な方法であるが、実

際の用役消費量とは無関係な方法であり、ある額の配賦をすることにより起こる生産部門

の人的関係を無視した方法であることも事実である。Kaplallの方法は、適用を誤れば、部

門間の不満足、不公平を助長する方法にもなる。それ故、適用には、憤重な注意を払う必

要がある。また、部門間の不満足を最も少なくするような配賦法の研究も行われている。

これらの研究は、配賦を行うとき、どの点に特に焦点を当てるかによって、モデルが異な

ることになる。Kaplanの方法は、シャドウ・プライスが董要な役割を果たしているが、既

述したようにに、シャドウ・プライスは最適解が変われば、急激に変化するという欠点も

有している。しかし、Kaplanの方法は、本論にも示しているように、ある条件下で、線形

計画モデルと同様に二次計画モデルが採用される場合にも、同様な処理が可能である。

小林哲夫教授が、「会計における配分や帰属計算は、殆んどの場合に、多かれ少なかれ

窓意的である。会計原則や原価計算基準によって妥当なものと認められた配分法であって

も、それらは、特定の制度的枠組みのもとで限られた意味で有効であることが多く、そこ

で得られる配分は、すべての利害関係者の同意を得られるとはいいがたい。ヂ警述べてい

るように、配賦計算には、常に複雑な問題が伴うことも事実である。、

しかし、配賦を行うことにより、製品の価格の決定、部門の管理等のために有利な基礎

資料を提供することができる。それ故、管理会計において、原価配賦の問題は多くの問題

を有する議論の多いテーマの一つであるが、今までに数多くの研究がなされている。

以上のことから考えて、本章は、企業全体の利益計画モデルの作成と、数多くある配賦

法の研究のうちの相対的収益性を歪めない配賦法についての一一一・つの研究である。

し、＿

（注）

（注DI，ivingston，J．L．，［10］、Capettini，R．，SZ1lam（）n，G．L．，［2］、Kaplarl，R．S．，［6］、MiIICh，

■
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R．，Petri，E．，［16］、Manes，R．P．，［12］

（注2）Baker，K．R．，Taylor，R．E．，［1］

（注3）Manes，R．P．，Park，S．H．，Jensen，R．，［13］

（注4）Kaplan，R．S．，Thompson，G．L．，［8］、Kaplan，R．S．，［7］、Kaplan，軋S．，Welam，U．P．，［9］

を参照のこと。また、Kaplanの配賦法の説明として、小林哲夫稿［20］がある。

（注5）N（）riarity，S．，［17］。この論文が発表されてから、処理の誤りを、Louderback，J．G．に、

［11］において指摘された。これに対して、Moriarity．S．は［18］において、L（）uderback

の誤りを指摘した。

（注6）Jensen，D．L．，［5］、Hamlen，S．S．，Hamlen，W．LJr．，Tschirhart，J．T．，［3］、Hamlen，S．S．，

Ilamlen，W．A．，Jr．，Tschirhart，J．T．，［4］を参照のこと。また、日本語の文献として、小

林哲夫稿［21］、片岡洋一一、昆誠一稿［19］、小倉昇稿［22］等がある。、

（注7）Kaplan，R．S．，Thomps（－）n，G．L．，［6］を参照のこと。また、その詳細な説明として、小林哲

夫稿［20］を参照のこと。

（注8）Meijib（）Om，B．軋，［15］、Meijib（二）Om，B．R．，［14］を参照のこと。

（注9）小林哲夫稿［20］106貢。

（注10）Kaplan，R．S．，Thompson，G．L．，［6］、小林哲夫稿［20］を参照のこと。

（注lDKaplan，R．S．，［9］のChapter12、Kaplan，R．S．，Yelam，tJ．P．，［8］を参照のこと。

（注12）Xaplan，R．S．，恥lam，U．P．，［8］を参照のこと。

（注13）Manes，R．P．，Park，S．軋，Jensen，R．，［13］のモデルを、補助部門の問題を定式化すると

きに参考にした。

（注14）小林哲夫稿［21］、369－370貢。
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第7章　会計的統制に役立つ利益計画モデル
－工程間振替係数が変化する場合について・

（Ⅰ）はじめに

通常、企業の製品は多工程をへて生産され、ある工程でつくられた製品は中間生産物と

して次工程へ送られたり、最終生産物（最終製品）として外部に販売される。そのため、

利益計画において、工程間の流れや企業外への製品の流れを加味した計画を立てることが

重要である。それにより、企業内外の物の循環がわかり、企業の詳細な計画が可能となる。

工程モデルの研究は、今までいろいろとなされているが、製品原価の算定に焦点をあて

たもの、工程の統制に焦点をあてたもの、計画面から考察したもの等がある。本章は、工

程計画モデルについて考察するのであるが、会計的統制に役立てることを目的としたモデ

ルの作成に焦点を当てている。会計学の分野での工程計画モデルの研究としては、もちろ

ん次に示す方向以外のものがあるが、大きく2つに分けられる。

①経済学の分野でよく用いられる投入産出表を工程モデルに利用し、企業の最終需要が

与えられた時の各工程生産量（額）、工程間の振替量（額）を求める方法。さらに、勘定

記入との関係を扱うもの。

②工程間の流れを明らかにした計画モデルを、数理計画法を用いてつくり、各工程の最

適生産量あるいは最適販売量を求める方法。

①の研究として、John K．Shankの研究，Shawski軋Faragの研究，John L．Livingston

の研究，J。hnE．Butt。rW。，th＆B。rndtA．Sigl。。hの研究，佐藤精一一教授の研究尋習なる。

これらの研究は、逆行列を利用し、各工程（各部門）の生産高等を求めるモデルの研究で

あり、最適値を求めるモデルではない。投入産出表は物量表示のもの、価額表示のものが

あり、価額表示の投入産出表は、原価で評価するか、売価で評価するかによって2種類に

分けられる。ただし、売価で評価した場合には、在庫保有による未実現利益の扱い方、さ

らには、工程間の振替による振替利益をどう扱うかの問題がある。藤田芳夫教授は、投入

産出表を行列簿記と関係づけ、勘定間の連係や逆行列を用いて計画値を算定し、勘定記入

法を示している讐撃の意味で、この研究は①に属する研究であるが、行列簿記の各勘定の

数値を用い、線形計画法（LP）との関係についても考察しており、次の②に属する研究

でもある（，

②については、Ronald V．Hartleyの研究、Gerald A．Felthamの研究、門田安弘教授の研

究空曹あるムこれらの研究は目的関数を原価最小化とするか、さらi主は一一工程で単一製品

を生産するか、一一工程で多種類の製品を生産するかのモデル化の違いはあるとしても、工
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程間の物の流れを加味したLPモデルである。門田教授は負の結合生産物が生産される場

合にモデルを展開している。これ以外に、工程計画の代表的な数理計画モデルの－一つとし

て、日程計画のモデル等がある。

本章は、②の方法をとり、LPによる工程を有する会計的統制に役立つ企業の利益計画

モデルについて、簡単な数値例を用いて、考察することを目的としている。単位あたり製

品を生産するのに要する前工程の製品の量が、すなわち工程間振替係数が実施段階におい

て、予想した係数と異なったり、変化する場合も多いので、特に、この点に焦点をあてる

ことにする。会計学の分野で、工程間振替係数の変化を考慮に入れた研究は数が少ないの

か現状である。

工程間振替係数の変化を考慮に入れなければならない場合として、次の場合などが考え

られる。

（i）新製品導入時に、どの設備を利用するかにより振替係数が変わってくる。すなわち、

既存の技術・設備を利用するか、新技術・新設備を利用するかによって、また、ど

の新技術・新設備を利用するかによっても、振替係数が変化する。それ散、例えば、

目標利益を達成するため原価企画を行う場合、この振暫係数の変化による最適解へ

の影響を、前もって知っておくことは重要である。

（出）繰り返し生産を行うことにより習熟効果が現れ、振替係数が変化する場合がある。

この場合は、（i）の場合と比べて、振替係数の急激な変化とはならないで、日々

の改善によって、ゆっくりと変化することになる。この場合も、技術係数の変化に

よる最適解への影響を知ることは重要である。

以上のほかに、振替係数が変化する場合として、政策的なものが考えられる。例えば、生

産方法として数種類のものが考えられていたが、ある状態に政策的に誘導する場合がある。

また、温度、圧力、容量等の技術的条件あるいは政策的要件によって、振替係数問にある

種の関係が生ずる場合もある。

本章では、まず最適解を維持する振替係数の変化範囲を、感度分析を用いて明らかにし

てみる。感度分析は厳しい限界のある方法であるが、係数の感度を知ることにより、統制

面に役立つ情報を与えることができる。例えば、感度分析により、現在の最適解に最も敏

感に影響を与える振替係数が明らかになるので、管理者はどの振替係数の変化に、特に注

意を払って統制を行えばよいか知ることができる。また、この分析により、現在の最適解

を変えるほどの振替係数の変化があった場合、管理者はすぐにその事実を革識し、活動目

標を変えるなどの対応策が即座にとれることになる。本章は、この手法を振替係数を統制

するための手法として適用している。これが、本章の第1の特徴である。

●
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次に、工程間の物の流れがある関係を持ちながら変化する場合について、LP問題を展

開する。一例として、工程間の振替係数が線形関係で与えられる場合について考えてみる。

すなわち、経験的に振替係数間の関係が前もってわかっており、その関係を満たす範囲で、

自由に動くことができる場合について考えてみる。このような場合をモデル化でき、最適

解を求めることができれば、管理者は最適な振替係数となるよう統制を行えばよいことに

なる。これが本章の第2の特徴となっている。

以上のように、本章は会計的統制プロセスを有効に機能させるための利益計画モデルに

焦点をあてている。多工程利益計画をモデル化すると変数の数、制約式が著しく大となる

が、本章は基本的フレームワークを与えることを目的としているので、モデルは極端に単

純化している。

（Ⅱ）多工程利益計画モデルと数値例

乃個の工程を有し、各工程が異なった種類の製品を複数個生産しているような、一般的

な場合をモデル化する。目的関数は利益最大化であり、制約条件として、各工程の資源制

約と需要制約を考える。工程モデルでは、工程間で製品が振曹えられるので製品の振替関

係を示す式が必要となる。工程間の製品バランス式として、本章と視点を異にしているが、

J。hnE．B。tt。rW。rth＆B。rndtA．Sigl。。hの諭麒考になる。

表記を以下の通りにする。

Aり…・J工程の各製品を一単位生産するために必要なオ工程の各製品の量を示すマト

リックス

月日の要素…・止り（／，斤）

止り（J，庵）…・j工程の庵製品を一単位生産するために必要なオ工程のJ製品の量

β‘…‥オ工程の各製品を一単位生産するのに要する各資源の量を示すマトリックス

βiの要素……β‘（刑，J）

βf（刑，J）……オ工程のJ製品を一単位生産するのに要する椚資源の毒

血f　…‥f工程の資源制約値の列ベクトル

di　…‥f工程の外部需要の制約値の列ベクトル

r‘…‥オ工程の各製品の外部販売価格の行ベクトル

C‘…‥オ工程の各製品の費用係数の行ベクトル（ただし、この中には、前工程から振替

られた原価分は含まれていない。）

Ji　…‥オ工程の生産量の列ベクトル

恥　…‥オ工程の外部販売量の列ベクトル

●
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工程間の製品バランス式は、次のようになる。

』ll Al2……A川

l A22……』2花

I l l
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●

一

●

一
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∬

（各工程で消費される中間製品の量）（外部販売量）（生産量）

ところで、工程順序が第1工程から第乃工程までの順番に並んでおり、その順序で加工

されるとすれば、月日の要素に正のものがあり、オ＜Jであれば、工程の進行順序に従っ

て、工程間の振替がなされたことを意味する。オ＞Jであれば、このことは、工程間にフィ

ードバックの関係があることを意味する。また、オ＝Jは自工程で自工程の製品が消費さ

れていることを示している。それ散、もし、工程間にフィードバックの関係がないなら、

上式のマトリックスの対角マトリックスの左下のマトリックスの要素は全てゼロとなる。

（図1）工程製品の企業内のフローと外部販売・

各工程の資源制約式は、全ての才について、
毎

左呼



β‘Ji　≦　∂f

となり、各工程の需要制約式は、全ての才について、

yf　≦　di

となる。さらに目的関数は、
〃レ　　　　　　　　′レ

宗r‘机

である。

∑　C‘∬‘　一一→maX
iiJ

以上より、上述の企業内外の工程製品の流れを図式化し、問題を整理すれば、（図1）

のようになる。企業全体のモデルは、次の通りである。

（イ）

冨γ‘射‾忘Cf和　一鵬→maX

∑4り　∬ブ　＋　如　≦　∬‘，　ダニ1～乃

βi J‘≦　∂i，　　オ＝1～乃

yi　≦　di，　　　ダニ1～乃

Ji　≧0，射　≧0，　才＝1～乃

以上が、各工程は多種類の製品を生産しており、自工程を含めて全工程に各種製品を送っ

ている場合のモデルであるミ乾かも、全工程で外部販売を行っている場合の一般的なモデ

ルである。しかし、ある工程からの製品の提供は特定の工程に決まっていることも多く、

外部に販売する工程も特定の工程に決まっていることも多い。それ故、以下では、このよ

うなモデルについて考察し、1つの工程が単一・の製品だけを生産しているとして、モデル

を簡単化する。

①→▽ 】一一一一一一－　＞①→▽→外部販売
○印は生産を表わし・△は捷供可能量の配分点を表わしている。数字は
工程番号とする。

（図2）工程製品のフロー（その1）

モデルの概略を示せば、次の通りである。4個の工程から成るとする。第1工程は第3

工程と第4工程に、工程製品を提供し、第2工程も第3工程と第4工程に、工程製品を提

供している。第3工程は工程製品を外部に販売すると同時に、第1工程にも提供している

とする。第4工程は、全ての製品を外部に販売しているとする。この工程間の中間製品、
キ
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最終製品の企業内外の流れを図式化すれば、（図2）のようになる。

表記を次のようにする。

αり…・j工程において、製品を一単位生産するために必要なオ工程の製品

d‘…‥オ工程の資源制約値

rf…‥オ工程の製品一単位の販売による収益

Ci…‥オ工程の製品一単位の生産に要する費用

Jg…‥オ工程の生産量

酌…‥オ工程の外部販売量

以上の表記より、工程利益計画モデルを作ってみる。制約条件として、各工程の資源制

約だけがあり、需要制約はないと仮定する。

（ロ）

γ3〟3十γ4ガ4－1Cl∬1－C2∬2－C3ズ七一㌧C4g4　】－→maX

ズ1≧α13ズ3＋α14ズ4

ズ2≧α23∬3＋α24ズ4

ズ3≧α。1Jl＋ガ3

ズ4≧〟4

Jg≦df，　ダニ1～4

ズg≧0，才＝1～4，ガ3≧0，〟4≧0

（表1）制約条件の整理

（目的関数の係数）　－Cl　　－C2　　－C3　　－C4　　r3　　r4

（変　　数）　　　　ズl J2　　エa J4　　ツ3　　ツ4

制約条件の1番目から4番目までは、各工程間の製品関係式であるが、これは、例えば第

1工程から出て行く各工程の製品の方が、第1工程で生産される製品より小さいという関

係を示している。Jf≦dfは資源制約であるが、各工程の生産技術係数等を全体として考

慮し、制約借を定めると仮定している。これは、通常のモデルよりも、製品一単位あたり
I
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の生産技術係数をマトリックスで表していない点で、著しく単純化してある。

（ロ）の問題を（表1）のように整理してみれば、問題の特徴がよくわかる。

係数の値を以下のようにして、最適解を求めてみる。

（C．，C2，C。，C4）＝（2，3，2，3）

α13＝2，α14＝1，α2。＝1，α24＝1，α。1＝0．2

（γ。，γ4）＝（20，20）

d．

d2

d3

d4

30

20

10

10

（表2）シンプレックス・タブローの第1タブローと最終タブロ二

（
最
終
タ
ブ
ロ
ー
）

右
　
右
∵
パ
　
烏
丸
　
頃
㌫
∵
弟
頃

5
5
2
5
5
5
5
5
2
0
1
・

0
5

この問題を解けば、

l

ツ3　ツ4　〟1　〟2　〟3“4“5“6　呵　〟8

6　　5．520　20

－1　0．5

0．5

1　　0．2－0．11

1　　　0．5　　1

1－0．5

－0．5

2．5　　0．5

0．5　1．5

0．5　－0．5

－0．1　0．7

0．5　－0．5

1－0．5　－1．5

1

1

－0．5　0．51

し．
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Jl＝25，∬2＝20，∬3＝10，∬4＝5，g3＝5，g4＝5

となる。シンプレックス・タブローの第1タブローと最終タブローを（表2）に示しておく。

制約条件の第1番目のものから第4番目のものは、不等号が逆向きであるので、両辺に－

1を乗じて向きを変える必要がある。〝．～〟8はスラック変数とする。

以上の結果を（図2）のような方法で、工程間の流れを要約すれば、（図3）のように

なる。（図3）をみれば、第1工程は第3工程から5個の製品の提供を受け、自工程制約

条件下で25個の製品を生産していることがよくわかる。第2工程は自工程制約条件下で20

個の製品を生産している。第3工程は、第1工程から20個、第2工程から10個の製品の提

供を受けている。第4工程は、第1工程から5個、第2工程から10個の製品の提供を受け

ている。

5個

▽一両→外部販売

①→
20個

→▽「訂－う外部販売

（図3）工程製品のフロー（その2）

本節では、工程間の振替量がある一定の割合をとることを前提としたのであるが、（Ⅲ）

節、（Ⅳ）節で、工程間の要求量が変化する可能性を有する場合について考察してみる。

（Ⅱ）工程間振替係数の変化による最適解への影響

数理計画問題において、係数の変化を考える方法の代表的なものとして、パラメトリッ

ク・プログラミングと感度分析がある（）パラメトリック・プログラミングは、係数をパラ

メータを含んだものにした計画法であり、－∞から十仇までのパラメータの変化と最適解

の変化について調べる計画手法であだとれに対し、感度分析は、係数の変化が起こって

も、現在の最適解が変わらない係数の範囲を求める分析手法であ蛾

についてのみ考察してみたいと思う。

身
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感度分析は、LP問題を例にとれば、（i）目的関数の係数のベクトル、またはその要

素、（也）制約式の右辺のベクトル、またはその要素、（血）制約式の左辺の係数マトリッ

クスのある行ベクトルまたはその要素、あるいは、ある列ベクトルまたはその要素の変化

について扱いうる。感度分析はパラメトリック・プログラミングよりも簡単であるが、あ

る値の近傍での変化しか分析できない。しかし、感度分析から得られる情報は、計画面、統

制面の両方に有用である。門田安弘教授ば整佃面での有用性として、①行動案の相対的

危険の評価、②情報的決定への役立ち、を述べている。また、統制面での有用性として、

（D感度的パラメータ集合の期中におけるモニターないし制御、②弾力的予算の事前作成へ

の役立ち、をあげて説明している。本章では、統制面での役立ちに焦点をあてている。

しかし、感度分析には重要な欠点があり、（i）（ii）（通）に述べたものの同時変化、

（血）に述べたような2つ以上の行ないし列の同時変化は、扱えないということである。

すなわち、係数の要素あるいは1つの行ベクトル、列ベクトルが変化する場合には、全て

他のものは一定としなければならないということである。この欠点は厳しい欠点ではある

が、現実の企業において、感度分析から得られる感度情報の有用性は、大きいと思われる。

それ散、重要な分析法といえるものである。

（n）節で用いた数値例を用い、振督係数が変化する場合の感度分析を行ってみる。簡

単化のために、第3工程において、一単位の製品を生産するために必要な第1工程の製品

量α13のみが変化すると仮定してみる。そして、現在の最適解が推持されるαl。の範囲を

求めてみる。そのためには、（Ⅱ）節の問題の数値例をα1。を含んだものに変え、逆行列

を求めることが、まず必要である。そして、それを用いて、シンプレックス判定値と実行

可能性の両面からの考察を必要とする。逆行列の計算には、（Ⅱ）節で示した第1タブロ

ーと最終タブ。－を用いて、次のようにすれば簡単である（泡底行列を〟とすれば、

〟　＝

1　　2　　3　－20　－20

0　　－1　1　　0　　0

0　　0　　2　　0　　0

0　0．2　　0　　1　　0

0　　0　　－1　　0　　1

0　　1　　0　　0　　0

0　　0　　0　　0　　0

0　　0　　0　　0　　0

0　　0　　1　　0　　0

0　　3　　2　　0

0　　0　　2　　0

0　　－1　1　　0

0　　0　　一一1　　0

0　　0　　0　　0

1　　0　　0　　0

0　　1　　0　　0

0　　0　　1　　0

0　　0　　0　　1

となり、逆行列〟‾1は、最終タブロー・を用いて次のようになる。
●
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〟‾1＝

1　　6　5．5

0　　－1　0．5

0　　0　0．5

0　0．2　－0．1

0　　0　0．5

0　　1－0．5

0　　0　　0

20　　20　　0　2．5　0．5　　0

0　　0　　0　0．5　1．5　　0

0　　0　　0　0．5　－－0．5　　0

1　　0　　0　－0．1　0．7　　0

0　　1　　0　0．5　－0．5　　0

0　　0　　1－0．5　－1．5　　0

0　　0　　0　　1　　0　　0

0　　0　　0　　0　　0　　0　　0　　1　　0

0　　0　－0．5　　0　　0　　0　－0．5　0．5　　1

α．3の範囲を決めるために、行列〟をα1。を含んだ行列ガにする。

′ヽ■′

〟　＝

1　　2　　3　－20　一一20　　0　　3　　2　　0

0　－1　1　　0　　0　　0　　0　（713　　0

0　　0　　2　　0　　0　　0　　－－1　1　　0

0　0．2　　0　　1　　0　　0　　0　　－1　　0

0　　0　　－－1　　0　　1　　0　　0　　0　　0

0　　1　　0　　0　　0　　1　　0　　0　　0

0　　0　　0　　0　　0　　0　　1　　0　　0

0　　0　　0　　0　　0　　0　　0　　1　　0

0　　0　　1　　0　　0　　0　　0　　0　　1

〃の逆行列を求めるために、以下の操作をすればよい。

l

JV＝〟・〃‾1＝

∩

0

α13－2

0

0

0

0

1　　0

1

＼

1

1

1

1

1

1

J

1
．
㌧

0　　1

ノ
ー

ところで、〟＝jV・〟，であるので、〃‾1＝〟‾1－・JV‾1，となる。Ⅳ‾1は容易に求まるの

で、〃‾lも容易に求まる。
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l

l

」Ⅴ‾1＝

／ヽノ

〟‾1＝

n
U
 
l

一α13＋2

0

0

0

0

1　　0

1　㌧ノ

0　　1

1　6　5．5　20　20　　0　2．5　一一6（713寸12．5　0

0　－1　0．5　　0　　0　　0　0．5　（213～0．5　　0

0　　0　0．5　　0　　0　　0　0．5　　　－0．5　　　0

0　0．2ナ0．1　1　0　　0－－0．1－0．2α13†1．10

0　　0　0．5　　0　　1　　0　0．5　　　－0．5　　　0

0　1－0．5　　0　　0　1－－0．5　－α131－0．5　　0

0　　0　　0　　0　　0　　0　　1　　　　0　　　　0

0　　0　　0　　0　　0　　0　　0　　　　1　　　0

0　　0　－0．5　　0　　0　　0　－0．5　　　　0．5　　　1

現在の基底解が最適であるためには、非基底のものにたいして、シンプレックス判定値

が非負であることが必要である。散に、現在の最適解を維持するためには、

一一6α13十12．5≧0

である必要がある。整理して、

α13≦2．083

が得られる。

実行可能性を保つには、右記の

ベクトルの第2要素以下が非負で

なければならない。散に、

10α1。十5≧0，より，α1。≧－2

－2tZl。十9≧0，より，α1。≦4．5

－10（‡1。十25≧0，より，α1。≦2．5

となる。実行可能性を保つためには、

－2≦α13≦2．5

′ヽ一

〃‾1・

0

0

0

0

0

30

20

10

10

＼

である必要がある。シンプレックス判定値の条件と、実行可能性の条件より、

●
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－2≦α13≦2．083

が得られ、このα1。の範囲内では、現在の最適解は維持され、目的関数値は～60tZ13＋175，

の値をとることになる。すなわち、

50．02≦目的関数値≦295

である。

以上のような感度分析を行うことによって、現在の最適解が工程間振替係数の変化に敏

感か、そうでないかかよくわかり、もし敏感であれば、その係数の変化には、十分の注意

を払う必要がある。本節は、左辺の係数マトリックスのある要素の感度分析のみに限定し

たが、行ベクトル、列ベクトルの感度分析も、同様に行うことができる。もちろん、目的

関数の係数、制約式の右辺の感度分析は、より容易である。

（Ⅵ）係数が線形関係をもち変化するモデル

本節では、（Ⅱ）節の数値例を用い、第4工程において、一・単位の製品を生産するため

に必要とする第1工程製品と第2工程製品の間の関係が、すなわち、α14とα24の係数の

間の関係が、線形関係を有して変化する可能性がある場合について考察する。これは、あ

る工程への振替が、ある線形の代替関係を有してなされる場合の計画問題を扱うのに適し

ている。このような計画法についての研究は、G．B．D。ntZigの研究があ尋警れを応用する

ことができる。この解法は、一般性をもった解法でもある。変数の置き換えを行い、形式的

に線形計画問題を定式化し、解を求めた場合の問題点については、I）antzigが扱った例を

用いて、より詳細に補諭に示している。

数値例を示してみる。（714とα24の間には、

α．4＋α24＝3，α14≧0，α24≧0

の関係があるとする。すなわち、第4工程に振替られる製品のうち、第1工程と第2工程

で製造されたものは、運搬上の制約等がある場合である。問題を次のように整理してみる。

♪。～　♪6，α　は係数ベクトルを表しているとする。問題はズi≧0，才＝1～4，

恥≧0，才＝3，4において、maX　ズ。を求める問題である。
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カ。　　　♪1　　　♪2　　　　♪3　　　　カ．　　　　♪5　　　　　♪8　　　　　α

♪．を考えないで、それ以外のもののみによる最適解を求めてみると、

最大値　30

J．＝20，ズ望＝10，ズ3＝10，g3＝6，タ4＝0

となる。これがもとの問題においても、最適解であるかどうかを調べるために、シャドウ・

プライス（方）とベクトル（♪．）を乗じてみて、符号を調べてみる必要がある。

方♪4　≧0，なら現在の解が最適解

方♪．＜0，なら現在の解が最適解でない

ところで、

方　＝（1，6，3，20，20，0，0，3，0）

であるので、　方♪．を計算してみると、

訂♪．＝（1，6，3，20，20，0，0，3，0）

3

α14

β24

0

－－1

0

0

0

1

＝6α14＋3α24－17

となる。　方♪．に負の可能性があるかどうか調べるために、次の補助問題を解く必要が

ある。

冨bpE

g4－→mln

6°14十3tZ24－17＝g4

α14十α24＝3

α14≧0，α24≧0

（ハ）を解けば、

最小値　一8

α14＝0，α24＝3

●
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となる。これは、　方少．が負になる可能性があることを示している。それ故、∬4を基底

に入れることによって、より良い解を求めることができる。次に、問題の制約条件式を以

下のように変え、同様の手順を行う。

1

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

－1

0

0

0

1

0

0

2

2

1

・一一1

0

0

0

1

n

ズ4Ⅰ

3

α14

α24

0

－1

0

0

0

1

少。　♪．　　♪2　　　♪3　　♪．一　　　♪．‥

ところで、

ズ4＝ズ4　十∬4　　とし，

（≡〕＝〔；】 ズ4IJ4

′　　′

ズ4　＋

ー20

0

0

1

0

0

0

0

0

一20

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30

20

10

10

♪5　　　　♪6　　　　曾

とすれば、もとの問題が　α14＋α24＝3，を満足する2点の凸結合で表されたことにな

る。これは、凸集合に属する2点の凸結合は、この凸集合内に含まれるという関係を利用

している。♪．‥　を考えないで、それ以外のもののみによる最適解を求めてみると、

最大値　56．667

ズ1＝20，ズ2＝20，J。＝10，ズ了＝3．333，

g3＝6，〟4＝3．333

となる。シャドウ・プライス（方）は、

方　＝（1，6，5．667，20，20，0，2．667，0．333，0）　　であるので、

方カ．　＝（1，6，5．667，20，20，0，2．667，0．333，0）

〟ダ

3

′　　′

α14

′　　′

α24

0

－1

0言

0



し日
＝6（714‥＋5．667α24日一一17

となる。灯♪．‥　が負になる可能性があるかどうかを調べるために、次の問題を解く。

（ニ）

g4　‾－‾うmln

6α14‥＋5．667（724‥－17＝g4‥

α14　十α24‥＝3

α14‥≧0，α24‥≧0

最小値　0

α1了′＝0，α24‥＝3

これは、　方♪．‥　が負になる可能性がないことを示している。

それ散、（Ⅱ）節の問題に、α14＋α24＝3の条件を加えた問題は、

最大値　56．667

Jl＝20，∬2＝20，ズ3＝10，∬4＝3．333，

ガ3＝6，タ4＝3．333

であり、しかも

α．4＝0，α24＝3

の時であることがわかる。これを、（図2）のように図式化してみたものが、（図4）で

ある。

4個

○→▽彗

2両’1／商　VU‘闇

①→▽「両→①→▽丁再訂＞轡販売
20個　　　　　　　　　　　　3．33個

β「→▽一両訂→外部販売

（図4）工程製品のフロー（その3）

以上から．、（Ⅱ）節で求めた最大値55と比べて、本節はα14十αら宣＝3の関係をもって、

その範囲で自由に動けるとしたので、最大値は56．667となり、少し増大していることがわ

／〆√



かる。本章の例では、あまり差がなかったが、もしこの差が大きくなる可能性があるとす

れば、この工程間の振替係数が、どういう関係で変化するかということを調べる必要があ

る。

（Ⅴ）おわりに

本章では、会計的統制に役立つ、多工程を有する企業の、LPによる利益計画モデルの

作成と分析について考察した。工程モデルは、変数の数が多くなり、モデル設計や計算が

複雑となる。しかし、各工程独自の最適化では、企業全体の調整がとれなくなることが多

い。そのため、全体モデルの枠組みの中で、各々の工程の生産量を把捉することがぜひと

も必要になる。モデルを詳細にしようと思えば、どうしても工程を考慮したモデルの作成

が必要となる。本章のモデルは、簡単ではあるが、一つのプレ「ムワークを提供している。

本章では、特に、工程間の振替係数が変化する場合の問題に焦点を当て、その間題を扱

う手法として、まず最初に感度分析の手法を考えた。感度分析は、最適解の周辺の分析に

は有用性をもつので、よく用いられる比較的簡単な手法である。また、感度分析は、確実

性のモデルに、係数のある程度の不確実性要因を加味できるという利点を有している。本

章の数値例において、振替係数の変化は、制約式の左辺の係数マトリックスの要素の変化

となるので、感度分析は（Ⅱ）節で述べたように、やや複雑となる。次に、振替係数間に

ある種の線形関係がある場合を考察した（〕これは、現実の企業において、振替係数が制御

変数によって制約され、何らかの関係を有する場合も多いという理由によっている。制御

変数として、各種のものが考えられるが、例えば、技術的制約、人的制約、時間的制約、

場所的制約等の経営活動上の制約または政策的な制約等が考えられる。

本章においては、生産工程にのみに着目し、動力部門、修繕部門、事務管理部門等の全

工程に用役を提供している補助部門の存在を無視してきた。それ散、補助部門が重要な役

割を果たしているとすれば、それをも加味したモデルの作成が必要となる。

（補諭）

G．B．Dantzig，”Linear Programming and ExtensiorlS”，PrincetonlJniversity Press，

1963，の第22章において、変化する係数をもつ計画問題が述べられている。その著書の中

で、変数の置き換えを行えば、形式的に線形計画問題として定式化し解を求めることが可

能であるが、一般性ある解法ではないと述べている。これについて二Dantzigが用いた表

記と同じ表記を採用し、その著者の例を用いて詳諭してみる。というのは、Dantzigの著
●
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書で、簡単に扱われている箇所があるからである。以上の理由で、（補諭）での表記は、

本章の本文での表記と異なっている。

I）antzigは、次のような問題を考えている。

（i）

ズ0

0

0

1

Jj≧0，J＝1～4

〟1Ⅰ2恥＋タ3＝2　　　……①

gf≧0，才＝1～3

そして、I）antzigは、

タ．ズ4＝〝1，〟2ズ4＝〝2，〟3ズ4＝〝3　　……②

と置き、（Dの両辺に∬4を乗じ、（i）を整理する。

（i）の問題は、

（出）

∬0

0

0

1

JJ≧0，J＝1～4

〟1一十2〟2一十〟。＝2ズ4　……③

〟g≧0，才＝1～3

という問題になり、線形計画問題となる。

I）antzigは、より一般化した場合、（i）から（ii）への変形は、問題点があると指摘

している。その点を以下、詳論する。

（i）の任意の実行可能解に対して、上述のように変形すればよいので、（ii）の実行

可能解が存在して、その日的関数値J。は一致する。これは明らかであるが、この逆が成

り立つかどうかが問題となる。すなわち（出）の任意の実行可能解に対して、②の関係を

満たす（i）の実行可能解が存在して、かつ目的関数値が一致するかということである。

（証明）

（也）の任意の実行可能解、Jl，ズ2，…・∬4，〝．‥・〟3をとる。③．により、もし、

〝．‥・〝。の中の一つでも正なら、∬4＞0，となり、

〟1／∬4＝ガ．，〝2／∬4＝ガ2，〟3／ズ4＝ガ。

●
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と、〝1，〝2，g3を定義できる。これを用いて（出）を変形すれば、（i）になる。そ

れ故、I）antzigの例では、（i）→（ii）、（ii）→（i）となり、（i）の（ii）への

変形は、必要十分条件を満たす。

しかし、〝1，〟2，恥が全てゼロの場合、さらに（也）とは直接関係を持たないが、

〝．，〟2，〟3のどれかの係数が負であれば、ほかのものが正であったとしても、ズ4＝0

の可能性があることになる。ズ4＝0であれば、（臼）→（i）はいえない。それ散、一一一・

般性をもたないことになる。

次に、DalltZigの例、（i）において、ズ4＝0の可能性があるかないかについて、グラ

フ化して説明してみたい。∬4を基底に入れないで、すなわち、ズ4＝0　として、人為変数

を追い出すような方法で最適解を求めてみれば、次のようになる。（表3）は、シンプレッ

クス法で解く場合、本論と同様に、シンプレックス判定値が第1行にくるように、制約式

の順序を変えている。

（表3）シンプレックス・タブロー

最適解　　－24

∬1＝2・　∫2＝3

ズ3＝0

シャドウ・プライス（方‘）の性質より、方3＝1であるので、

方1－万2ニー6

方1十方2＝－4

となり、方1＝－5，方2＝1，が求まる。

そして、

方1〟．＋方2ガ2十方ヨガ。，が非負……非基底

方．〝．十万2g2十方。ガ。，が負……基底に入れる

ということ．になる。すなわち、

タ112g2一旬3＝2，　タ1，尾2，g3≧0

／占㌢

ヽ、



という条件下で、

－5〟1十〟2十〟。＜0

の可能性があるかどうかを調べる必要がある。

〟1＝2－（2g2＋3タ。）≧0　　　　……④

－5〟1十g2十g。＝－5（2－（2g2＋3g。））十g2十g。＝11g2＋16g。－10……⑤

④より，2g2十3g。≦2

⑤より，11ガ2十16g3く10

両方の共通領域があるかないかを図示すれば、（図5）のようになる。これは、斜線部

分の領域にある〟2，タ3の組み合わせで、ズ4が基底に入り、2直線で囲まれた部分の組み

合わせで、基底に入らないことを示している。

（注）

（注1）この種の研究は、数多くある。列挙してみれば、Shank，J．K．［11］、Farag，S．肌［3］、

Livingstone，J．L．［9］、Butterworth，J．E．and Sigloch，B．A．［1］等その他多数ある。

日本語の著書として、佐藤精一著［17］があり、その第11葦と第13章を参照のこと。

（注2）藤田芳夫稿［13］。その12月号において、行列簿記とLPの関係について述べている。

（注3）Hartl．ey，R．W．［6］において、モデルの各種の場合が検討され、ケLi－ス5のモデルを参照

のこと。Feltham，G．A．［4］において、多品種生産のモデルが扱われている。門田安弘著
亀
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［16］を参照のこと。

（注4）Butterworth，J．E．and Sigloch，B．A．［1］を参照のこと。

（注5）Tucket，R．F．［12］のモデルがある。このモデルはアクティビティ・レベルを変数とした

モデルである。そしてこのモデルは、工程間にストック・ポイントがあると仮定し、こ

のストック・ポイントに全ての製品が流入し、流出すると仮定したモデルである。

（注6）パラメトリック・プログラミングの手法についての研究は、数多くあるが、左辺の係数

ベクトルが変化する場合については、Ⅹim，C．［8］を参照のこと。

（注7）感度分析についての研究は、その有用性から、会計学の分野において、数多くある。列

挙すれば、次のものが代表的である。Rapapport，A．［10］、Jensen，R．E．［7］，Hartley，R．

Y．［5］

（注8）門田安弘稿［15］において、感度分析が詳しく述べられている。部分的克服法として、

Hartleyの研究を紹介している。

（注9）I）antzig，G．B．［2］、小山昭雄訳［14］を参照のこと。

（注10）I）antzig，G．B．［2］、小山昭雄訳［14］を参照のこと。
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第8葦　利益差異分析による分権的業績評価

（Ⅰ）はじめに

差異分析は計画の実行を評価するために重要であり、責任を明確にするために必要なも

のである。一般に、投入原価の分析に焦点をあてるか、利益の分析に焦点をあてるかによっ

て、原価差異分析と利益差異分析に分けられ♂冤章は、このうちの利益差異分析に焦点

をあてるものである。

数理計画法を用いた利益差異分析の研究として、J．S．I）emskiのものがあり、この研究は

事前計画値、事後計画値、実績値の比較による分析フレームワークの作成を目的としてい

る禦摘計画値とは計画の期首時点でのパラメータに基づき計画される値であり、事後計

画値とはパラメータが全てわかった段階、すなわち期末時点で、もしこの情報が期首にわ

かっていたら計画はどう立てられていたかの値である。

しかし、Demskiは分権面や責任面からは考察していない。本章は分権面、責任面から考

察するものであるが、本社が不完全な情報しか保有していないことから生ずる情報の分権

化とそれに伴う責任ということと同時に、個々の工場がすでに分権化された活動をしてお

り、業績評価により、工場ごとの責任を明確にする方法についての考察を行う。

また本章では、本社と工場の一つの理想的な情報交換のあり方を示すために、企業全体

の問題を、双対矩形（Dual Angular）の分割解法を用いて解いた場合におけるマスター・

プログラムとサブプログラムを利用してみる。本章で採用した双対矩形の分割解法に基づ

く組織内情報フローは、「分権」という意味が強くでる。というのは、Dantzig・Yolfe流

の矩形（A。g。1。r）の分解原粛覧っ（・情報フ。＿では、本社のもっている情報が不完全

である場合の意思決定の集中化と考えられるが、本章の分割解法による情報フローでは、

本社がある情報を与えれば、工場はその情報を加味した制約内で自由裁量がある。もちろ

ん、マスター・プログラムとサブプログラムは密接に関係しており、裁量といえどもその

本章で採用している双対矩形の分割解法以外にも、各種の分割解法があ離れらの方

が効率において優れている面も多い。しかし、本章では組織内への情報フローの位置づけ

と業績評価を重視しており、しかも価格と授業案という比較的簡単な情報交換で、全体と

しての最適解が得られるという点から本解法を採用している。そのため、効率面について

の考察は重要なことであるが、なされていない。

モデルは極力簡単化している。本社の問題をマスター・プログラムの問題、工場の問題

をサブプログラムの問題とする。本社も工場も計画セクターをもっており、それぞれの予
瞥
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測差異はそこで把握されることになる。本社は全体的立場から、マスター・プログラムの

レベルで、工場は自らの立場からサブプログラムのレベルで、差異分析による業績評価を

行うとする。

（Ⅱ）分割解法に基づく組織内情報フローとその意味

最初に仮定について述べてみる。

数種類の関連ある製品ごとにグループ化され、個々のグループの製品を製造するために、

グループごとに一つの工場をもっているとする。工場数はエ個ある。本社は全てのグルー

プの製品を製造していると仮定する。本社の計画セクターより、各製品についての最低要

求量が工場に示される。本社と工場の投入、産出マトリックスと資源制約値は一定と仮定

し、目的関数は（限界）利益最大化とする。

表記を以下のようにしてモデルを設定し、企業全体のモデルを示してみる。

C　‥・本社の操業度一単位あたりの利益係数（1×乃。）

C‘‥J工場の操業度一単位あたりの利益係数（1×乃‘）

』‘‥・本社の産出マトリックス（製品グループごとに区別されている。）（刀憺JX乃。）

βェ‥・工場の産出マトリックス（刑‘×乃‘）

か　‥・本社の投入マトリックス（桝×乃。）

且‘‥・工場の投入マトリックス（椚‘×乃‘）

∂‘‥Jグル｝プ製品の最低要求量（椚‘×1）

d　‥・本社の資源制約値（椚×1）

d‘‥J工場の資源制約値（刑ヱ×D

J　‥・本社の操業変数（乃。×D

jH　‥J工場の操業変数（乃‘×1）

基本モデルは、

（イ）

CJ十第C‘ダ‘脚→maX

Aェ　ズ　十訊∴射　≧　∂‡，J＝1～上

月　∬　≦J，g‘属目　≦　d‘，J＝1～エ

∬　≧　0，　g【≧　0，J＝1～エ

となる。

これを補諭に述べているようにして分割し、本社と工場の問題に2分割もた結果を示せ

ば、次のようになる（詳細は補論参照）。

（本社の問題）
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C■方＋宗Z「‾‾→maX

ヱ）∬　≦d

鵬　e日日（H A上　方　十Zf≦一　g‘…（H d‘十　e‥2｝（いれ

∴㌫‖㈲』‘∬

∬　≧　0

（工場の問題）

富むリ

J＝1～上，庵＝1～．打‘

≦－㌫…くね｝∂‘十　g‘…‘hI。‘

J＝1～上，カ＝1～ガ‘

C【属目　－‾jmaX

一月‘タ‘≦－一　身‘十月‘∬

凡∵射　≦　d‘

ダ‘≧　0

（ロ）のg日．，（tI，盲目．，‘ん，は（ハ）の制約第1式のシャドウ・プライスであり、

g＝2，…，㌫t2，冊　は（ハ）の制約第2式のシャドウ・プライスである。（ロ）の

制約第3式、制約第4式は（ハ）の端点解、端線解が求まるごとに1つずつ増えていくこ

とになる。Z‘は補諭（通）の∑γ‘用，＝1のシャドウ・プライスである。ただ、ヱ‘は負

にもなりうる。本章では補諭にも述べているように、解の集合をより一一一般的にするために、

端点解と端線解に分けている。それ散、Z‘は負のシャドウ・プライスも含む広義の意味

でのシャドウ・プライスであり、これは工場Jに資源を配分すること（生産要求高を低く

することを含む）ができれば、そのことによる工場の利益増分である㌘ゆ

∑ヱ‘は全工場の利益額を表している。これは（ロ）の式の目的関数の形と、（イ）の

目的関数の形を比較すれば容易にわかるであろう。現実において、生産要求高の変更は別

として、短期的には工場資源の配分変更は不可能なことが多いが、もしできるとして、生

産要求高を一定とすれば、Z‘≦0は工場に工場資源を増やしても利益は増加しないこと

を示している。それ故、Z‘＞0の場合の長期的な工場の拡大の有利性と異なり、Z‘＜0

の場合には長期的には工場の縮小が必要である。（ロ）の制約第2式と制約第3式の整理

以前の形は、

Z‘≦　勘＝十㈲（－　∂‘IA J）I gH望IuId‘

0≦甘日．，㈲（－∂‘IAJ）l甘…，くね｝d‘

である。上式の右辺はJ工場の制約式の右辺をJ工場の制約式のシャドウ・プライスで評価

した値であり、両者とも第1項は生産要求高の評価値で、第2項は上場資源の評価値を表

す。（ハ）の双対問題を解いて得られる解が端点解の場合は、Z‘はその評価値の和（実
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際は　∂‘≧AJ J　のため差）より小さく、端線解の場合は評価値に和（実際は差）が非

負であることを示している。（ロ）は上述の制約式に加え、本社の資源制約式をもとに、

企業全体の立場から利益を最大にする問題である。（ハ）は工場の問題であり、本社の操

業案を考慮して自工場の利益を最大にする問題である。

この関係に基づき、本社が工場の産出マトリックス（β【）と投入マトリックス（且‘）

のみを知らないと仮定し、理想的な情報交換を考えてみれば、次の通りである。本社は工

場に対して、本社の生産高（AJ J）または操業案（∬）を与え（以下、簡単化のた

めに、前もって工場は』‘の値を知らされているとして、工場から本社への報告は　∬　で

あるとする。）、工場は本社に対して、シャドウ・プライス（g日日（い，　gH2，“I，

宕…伽，昔日2，‘hリを報告することになる。この過程を繰り返すことにより最適

解が求まる。

計画のための情報交換を最適解に到達する以前に打ち切れば、実行可能性の問題が生ず

る。すなわち、最適解に到達して初めて主問題と双対問題の目的関数値が等しくなり、そ

の時点でその解は実行可能解となるが、それ以前の．段階では、実行不可能であるからであ

る。それ散、情報交換を途中でやめて計画を行う場合には、実行可能性を保証する方法が

必要となる。これはもとの問題を双対問題に変え、さらにもとの問題に直す手続きをとり、

情報交換を考えたからである弱卒決策として、R．軋Ⅴ。nSlyk。，R．Wetsのアルゴリズムの

適用が考えられる。このアルゴリズムは実行可能解の条件と最適解の条件により解を求め

るのであるが、実行可能解が満たされた時点で情報交換をやめるとすれば、以上の問題は

おこらない。しかし、この方法を適用すれば工場からシャドウ・プライスの情報が送られ

てくるごとに、シンプレックス法のフェイズ1（実行可能解の検索）を解の算定過程に含

めることになる。理論的にはこのような方法も考えられるが、実際の計画問題では、簡略

された近似法が用いられるであろう。

以下、最適解が求められたとして、差異分析による業績評価のフレームワークを示すこ

とにする。

（Ⅲ）本社における利益差異分析

本社の計画セクターは本社の利益係数（C）、最低要求生産高（占‘）を計画期首

に定め、　∂‘を期首に工場に指定したとする。そして、計画期末に企業全体の予測差異

を分析するために、事前の最適計画値と事後の最適計画値の比較を行う0、工場の計画セク

ターは工場の利益係数（C【）を期首に定めており、工場の予測差異を期末に分析して

いるとする。本章では、部門の適応権限がないとし、実施差異は事前の計画値と実績値の

●
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比較から求められると仮定する。この点において、Demskiが部門の適応権限がある場合を

考察し、実績値と事後の計画値を比較しているのと異なっている。3種類の利益額を以下

のようにする。

忍瓜‥・事前のパラメータ値によって計画問題を解いて得られる企業全体の利益額

月♪‥・事後のパラメータ値によって計画問題を解いて得られる企業全体の利益額

点け・‥企業全体の実際の利益額

（添字α，♪，0は以下、事前、事後、実績を表すとする。）

忍了，忍了，凡0はJ工場の事前計画値、事後計画値、実績値を表す。

以上の月と忍‘のそれぞれ3種類の利益鶴を用いて、差異分析の関係を示せば、

（月♪一月0）＝（忍♪一月α）＋（月d－ガリ

予測差異　　　実施差異

（マスター・プログラムで分析）：本社

（忍‘♪一月了）＝（ガ‘♪一月‘α）＋（ガ‘瓜一点‘α）

予測差異　　　　実施差異

（サブプログラムで分析）　　：工場

となる。

β瓜の算定手続きは、

（二．）

月α＝CdJ＋宕Z‘－→maX

刀l J　≦　d

一　g日日αtH A‘∬　十g‘≦一　gHlId（い∂‘瓜　十　g日2｝広くたId‘

J＝1～上，庵＝1～」打‘

一気…山九）A‘ズ　　≦一昔‘…血潮∂‘瓜十　g…，瓜㈲d‘

／＝1～上，カニ1～」仔‘

∬　≧　0

である。g‥‖α刷，e＝2，…），宕‘Ud（慮り，㌫（2，両hIは、サブプログラム

を事前のパラメータ値に設定し、双対問題を解いて得られる端点解と端線解を表す。

∂‘α，　Cd　は事前の値である。（ニ）の最適解をJd，Z‘αとする。

点♪の算定手続きは、

月♪＝C’∬＋宕Zr－→maX
．D J　≦　d

（ホ）

ヽ、

一g【…♪心　血　∬＋Z‘≦－eHl〉♪ふ∂lp十　g…）タ‘了｝dl

J＝上｝上，鳥＝1～∬‘
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一昔川，♪ふA‘∬　　≦一宏…きく言，∂‘♪＋宕‘2，♪‘罵，〟‘

J＝1～上，カ＝1～」打‘

∬　≧　0

である。g川，川｝，g…，♪｛言），言＝1，…，，㌫‘2，♪応は、サブプログラム

を事後のパラメータ値に設定し、双対問題を解いて得られる端点解と端線解を表す。

∂【タ，　Cp　は事後の値である。（ホ）の最適解をJp，Z‘♪とする。

本社の計画セクターの予測差異の分析は、

（忍♪‾忍瓜）＝Cタが十宕Z了‾CdJα‾ぷZ‘α

企業全体の

予測差異

＝（C’‾Cα）∬瓜＋cp（Jp‾Jd）＋宕（Z‘♪一之㍉）

本社の利益　　　　　　本社の操業差異　　　全工場の利益額

係数の差異　　　　　　による部分　　　　　の差異部分

による部分

となる。

上式第3項の（Z‘♪一之‘α）は、J工場の利益額の差異を表しており、／工場の利益差

異と操業差異の混合したものとなる。それ散、工場ごとの予測差異は工場の計画セクター

で詳細に分析する必要がある0しかしながら、完（Z十‾Z了りの内には、本社の計画セ

クターの　dl　の予測の違いに基づくものが含まれており、本社の計画セクターの責任に

よる差異は、第1項と第2項に加え、第3項の一部となる。第3項の本社の計画セクター

と工場の計画セクターの責任面からの区別は、次節で詳細に述べる。

本社も製品を実際に生産しているので、実施差異分析が必要となる。本社の実際に生産

した製品一単位あたりの利益係数　cO　も　∬β　も会計データよりわかる－ものとする。Z‘0

の値は、J工場から報告された実際利益額より求められる。

忍0の算定手続きは、

月○＝COJ〇十宕Z了

であり、本社で分析される実施差異は、

（点瓜‾月0）＝（cd‾CO）が＋Cα（∬α‾JD）十宕（Z‘瓜‾Z‘0）

企業全体の　　　　　本社の利益　　　　　　本社の操業　　　　　全工場の利益

実施差異　　　　係数による　　　　　差異による　　　　轡の差異部分

部分　　　　　　　　　　部分

であるが、本社に責任がある差異は」第1項と第2項の差異のみとなる。第三項の差異部
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分は、工場に責任がある差異で工場ごとに分析する必要がある。本社は全工場の利益額の

差異を全体的に分析することになる。工場では第3項を利益係数差異と操業差異に区分す

ることになる。

（Ⅳ）工場での利益差異分析

工場での事後差異分析はサブプログラムのレベルで、本社の事後差異分析手続きと同様

の手続きを用いればよい。

動αの算定手続きは、

（へ）

凡d＝　C‘瓜〝‘一一一→maX

一一β‘jH　≦－　∂‘瓜　十月‘∫瓜

且：射　≦　d【

ダ‘≧　0

である。　∬α　はマスター・プログラムを事前のパラメータ値に設定し、解いた場合の最

適解である。　C‘瓜，　∂‘4　は事前の値である。（へ）の最適解を　〝‘α　とする。

忍了の算定手続きは、

（卜）

忍‘♪＝　CtpjH　和一→maX

一風：射　≦－　∂【♪　十月‘∬♪

且：勘　≦　d‘

タ‘≧　0

である。Jp　はマスター・プログラムを事前のパラメータ値に設定し、解いた場合の最

適解である。　Clp，　∂【タ　は事前の値である。（へ）の最適解を　卯さ　とする。

月了の算定手続きは、　C‘○　も　れ○　と同様に工場の会計データより求められるとすれ

ば、　　忍‘0＝　C‘○肌○

となる。J工場の予測差異は、

（忍‘♪一点‘α）＝（C‘p　－　C‘皿）ylα　十　C‘♪（jHp　－　〝【α）

J工場の予測　　　J工場の利益係数　　　　　J工場の操業差異

差異　　　　　　の差異による部分　　　　　　　による部分

となる。この（凡p一凡α）の値は（Z‘♪一之‘α）に等しい。J工場の実施差異は、

（斤了一月‘0）＝（C‘瓜　－　C‘○）机〇　十　C‘α（ガ‘α　一　肌○）

J工場の実施　　　J工場の利益係数　　　　J工場の操業差異　㌧

差異　　　　　の差異による部分　　　　　　による部分

となる。この（思了一月半）の値は（Z了一之了）に等ゾしい。

●
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しかしながら、最低要求生産高（∂‘）は本社の計画セクターが決定するので、J工

場に責任のある予測差異を求める場合には、この影響を除外することが必要になる。それ

故、忍‘p概念を導入し、工場に責任ある予測差異部分を明確化してみる。工場に責任ある

実施差異部分はこれを行う必要はない。

凡p‥・∂‘の値を　∂‘瓜　に定め、　C‘の値を　C‘少　に定めて解いた場合の／工場の

利益額

忍‘pの算定手続きは、

（チ）

忍‘♪＝　C‘pgi　一一一→maX

一風∵射　≦－　∂‘α　十月‘∬♪

且上　jH　≦　dl

〝‘≧　0

となる。Jp　はマスター・プログラムの　∂‘の値を　∂‘α　に定め、　C　の値を　cp　に

〝【タ　とする。そして、J工場の予
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（図1）情報フロー関係の要約
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（忍‘♪一月‘瓜）＝（忍Jp一点‘♪）＋（斤‘♪一月‘瓜）

J工場の予測　　J工場では管　　J工場に責任

差異　　　　　　理できない予　　がある予測差

測差異　　　　　　異

とすればよい。右辺の最初のものは、操業差異だけに原因があり、第2番目のものは利益

係数の差異と操業差異に区別されることになる。J工場の予測に責任のある部分は第2番

目のものであり、最初のものは本社の計画セクターが責任を負わなければならない。しか

し、本社は全ての工場の管理不能部分を詳細に知ることはできないので、工場からの報告

が重要となる。

マスター・プログラムとサブプログラムは密接に関係しており、以上のような差異分析

を行う場合には、本社と工場で縦の情報フロー関係が必要となる。実施差異を評価する基

準を本社、工場での分析を通して、月瓜，忍Jdとして事前の値を採用して釆たが、この詳

細は次節で述べる。

本社と工場間の情報フロー関係は、（図1）のようになる。本社から工場への情報フロ

ーは実線で、工場から本社への情報フローは破線で示してある。

（Ⅴ）利益差異分析法の再検討

評価基準の設定は差異分析において重要であり、計画の規範力、組織構造によりその基

準が変わってくる。本章におけるように、実施差異の把握に事前計画値からの帝離で測る

方法をとれば、本社、工場の実施単位は忠実に計画を実施することが最善であると考える。

そのため、期中での変化を無視し、変化に敏感でなくなる。特に、この傾向は業績に対し

て大きなインセンティブが与えられるほど著しくなる。

一一万、基準として、事後計画値を採用すれば、実施単位は期中での動きを常に監視し、

それに適応しようとする傾向が生ずる禁をれ故、期首計画の意味が単なる目安だけのもの

となることになる。またこの場合には、常に監視が必要であるので、実施単位の負担は大

きくなる。一般に、実施単位がそれを行う能力がある場合には、事後計画値による評価が

好ましい。ただ、責任の所在を明確にできなくなるという欠点をもつ。さらに、効果的な

適応のためには、情報フローの関係がフィードバック、フィードフォワード等を通じて密

接に結びつく必要がある。その意味で、実施単位のシステムもオープンにならなければな

らない戎卿　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

実施単位が変化に反応できなかったり、期中の動きを把握する能力が不足している場合

には、事前計画値を実施差異を測る基準とするのか望ましい。計画の設定は実施単位の目
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標として、重要な役割を果たすことになる。実施差異には予測差異と異なり、実施単位の

特徴にも影響される部分がある。

次に、期中で期首の計画が修正されることもあることを考慮し、前述のものに、このこ

とを含めて、計画と実施業績評価の関係を

期中修正については、伊丹教授の論麒出
讐訂れば、（表1）のようになる禦計画の
稿を参照されたい。）

②④⑦⑧は一般の計画決定と実施評価の関係ではない。というのは、④は計画を期首計

画と修正後の計画に区別しているにもかかわらず、業績評価に事前（期首）の計画値のみ

を用いることは一般的ではないからである。（釧ま計画を事前のパラメータで行っているに

もかかわらず、業績評価の基準を期首と修正後に区別する根拠もあまりない。また、⑦⑧

は計画．段階でパラメータ、制約値がわからない場合の簡便法であるので、意味を有しない。

（、表1）計画設定法と実施評価基準

①は本章で採用した方法で、③はDenskiの採用した方法である。③⑥⑨を用いれば、本

社、工場の実施単位の環境への敏感な適応を促すであろう。⑤は一計画期間を修正時点の

前後で区別する方法であるが、考え方としては、計画目標で評価するという意味で、①と

同じである。このように計画決定と評価基準の種々な組み合わせが考えられるが、組織の

形態等さまざまな要因を考察し、望ましいものを選ぶ必要がある。

（Ⅵ）おわりに

本章では、本社と工場の問題を扱い、双対矩形の分割解法から求められるマスター・プ
●
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ログラムとサブプログラムの目的関数値による事後差異分析について考えてきた。本章で

考えてきた本社による数量指示型の情報交換は情報交換の最終段階において、本社の生産

高が決まれば、工場はこれを加味した制約内で、独自の最適化行動を採ることができるこ

とになる。

現実の企業では、計画決定と業績評価が統一一的に把握される必要があり、本章では後者

に重点を置いて考察している。双対矩形の分割解法は矩形（Angular）の分割解法と表裏の

関係にあり、マトリックス構造としても興味深いものである。係数行列が双対矩形となる

ような場合は、現実においても比較的多い。それ散、現実の問題を考える場合、この解法

にも十分精通しておくことが必要である。

企業が大規模化すれば、企業全体の業績を工場ごとに評価するほうが望ましくなる。特

に、権限と責任が工場ごとに明確化されている企業は、工場ごとの評価が重要であり、こ

のような評価を行うことにより、責任帰属をも明確化でき、次期計画の改善のための情報

をも得ることができる。本章では、本社とか工場に責任の帰属を擬制するような形を採っ

ているが、もちろん個人単位で責任帰属を問題とすることもできる。本章でいう責任は原

価責任ではなく、利益責任にまで拡大してある三遠再

適応が重視されるのであれば、本社、工場の実施差異は事後計画値で評価した方がよい

ことは本論で述べたが、企業政策上の観点が大きく左右する。その際、もし本社の計画セ

クターの設定する　∂‘が工場に大きな影響を与えるならば、事後計画値で工場の評価を

行う時、本社と工場の間の情報交換を頻繁に行うことが必要となる。また、評価の基準値

に偶発的な管理不能な要因が含まれていないと本章では仮定しているが、もし、このよう

な要因があるなら、前もって除外しておくことが必要となる。

分解原理を考えるとき、効率性ということが重要であるが、本章では組織内での情報フ

ローの位置づけを重視している。そして、比較的簡単な情報で統一ある月標への誘導がで

きるということで、本章での方法を情報フロー関係に適用した。

情報交換の必要性を本社の立場からのみ考察しているが、各工場の立場からの報告とそ

の報告された情報の管理等について考える必要もあろう。例えば、工場が報告している情

報が虚偽の場合もあり、特にこの情報による業績評価に重い賞罰が加えられるときには、

自らの工場をよく見せようとしてこの傾向が大となる。本社がこの事実を知ったとすれば、

どう対処したらよいか。また、虚偽の報告をさせないようにインセンティブ・システムを

どう管理プロセスの中に導入するかも考察する必要があろう。本社と工場や間の情報交換

を交換による利得関係としてとらえ、ゲーム理論によってアプロ⊥∴チすることも必要であ

ろう。
●
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（補．諭）

本文の（イ）の問題は、現実の計画モデルの性質から解をもつとする。解の存在条件は、

ファーカスの補感習㌔求められるとする。（イ）をマスタ＿．プ。グラムとサブプ。グラ

ムに分割するために、記号の置き換えを、

「二戸，（笥＝瓦，「三：〕＝盲‘
として考えてみる。（イ）は、

⊥

（i）

fJ十右C‘〝‘二二maX
A‘∬　十夙：射　≧　∂‘，J＝1～上

月lJ　≦　J，，／＝1～エ

∬　≧　0，　jh　≧　0，7＝1～エ

となる。（i）の双対変数を　g，　e‘として双対問題を求めれば、

ed十㌢空了→maX
e・∂十宕e‘d‘≧C，J＝1～エ

g‘β‘≧　C【，J＝1～エ

e　≧　0，g【≧　0，J＝1～エ

となる。（止）をマスター・プログラムとサブプログラムに分割する。

全てのJに対して、

e‘

窒
貴さI

岩γ‘
ノ〟

（た）g‘くい　＋∑∂了九）宕仙
人－J

γ了た）＝1，　7了虎）≧0，　∂了ね｝≧0

e‘‘た）‥・7番目のサブプログラムの庵番目の端点解を表す。

箭㈲　…7番目のサブプログラムの九番目の端線解を表す。

端点解と端線解に区別する意味は、方程式の解集合が非同次方程式の解と同次方程式の解

の和として表されるということに対応している。

マスター・プログラムは、

ed透釦用｝e空＋針（ね）鳶空）仙→min
e雪十着′（砦工 川｝　g‘（H A十∑∂‘（九）g‘くね｝　A）≧　C，J＝1～エ

真言く言≧1，′＝1～エ　　　　　　、、
e　≧　0，γ‘用）≧0，∂了九）≧0，J＝1～上，庵＝1～属十，ゐ＝1～ガ‘

サブプログラムは、各Jごとに、

●
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el（∂‘一月‘∬）一一一→min

▼一一　　で

勘．訊≧　C【

g‘≧　0

ただ、（Ⅳ）の目的関数の係数が、あるJに対してゼロとなり、（Ⅳ）が一一意解を与え

聖、場讐あるが雅画問題の性質から盲‘一元∬キ0であるとする0もし、
∂‘一月‘∬　＝　0　であれば、J工場では生産する必要がないということを示す。

（血）（Ⅳ）をもとの問題に変えれば、（血）は、

（Ⅴ）

C・方十か「→maX
上）∬　≦　d

一　g‘t　．4‘∬　＋Z‘≦一一　g‘日日∂‘，J＝1～上，丘＝1～∬‘

－宕（h｝　瓦　∬　　≦－ノ㌫㈲∂‘，J＝1～上，ゐ＝1～ガ‘

∬　≧　0

となる。（毎）は、

（再）†

となる。

（Ⅴ前）

Cl j古【■岬－‾→maX

一月‘射　≦－　∂‘十月‘J

jH　≧　0

（Ⅴ）（vi）をもとの記号で表せば、（vi）は、

C【旦l　－－‾うmaX

一月‘ガ‘≦－　∂‘十A‘J

g‘属目　≦　dl

属目　≧　0

となる。（Ⅴ）は、g‘…＝（eH1，刷，e…，…），訂くね｝＝（宕（‖㈲，

宕｛2，くねリのように、（，並）の制約に対応して、シャドウ・プライスをそれぞれ2つに

分ければ、

C・芳十扇ZZ－→maX
J）∬　≦　〟

一　g日日日　日I　礼‘∬　十g‘≦一　g‘…（た）∂‘十　g日21川I。‘

一　g日日Hh。礼‘∬

J　≧　0

J＝1～上，庵＝1～」打上

≦一宕‘．，‘h｝∂‘＋㌫‘2，くね，〟‘

－イ＝1～上，カニ1～ガ‘＼

以上より、本文の（イ）の問題は2分割され、マスタ∵・プログラムは（廟）であり、

●
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サブプログラムは（Ⅴ丘）となる。

（注）

（注1）拙稿［16］において、期首時点を0、期末時点を1、計画の修正時点をÅ（0≦Å≦1）として

モデルを展開している。モデルを簡単化するため、入時点を完全情報が得られる時点

としている。「完全」という意味は「パーフェクト」という意味ではなく、「計画修正につ

いて考える必要がないくらいに」という意味に用いられている。

（注2）I）emski，J．S．［5］で線形モデルで差異分析フレームワークを作っているが、本稿のもの

と異なっている。

（注3）I）antzig，G．B．，Yolfe，P．［3］，I）antzig，G．B．，Yolfe，P．［4］

（注4）Lasdon，L．S．［8］で双対矩形の分割解法として、各種の解法の要約が示されている。

（注5）Baumol，甘．J．，Fabian，T．［1］において、このシャドウ・プライスを会社資源の自部門へ

の転換によるrelative marginal profitabilityとよんでいる。

（注6）Van Slyke，R．肌，Ycts，R．［10］において、実行可能解の条件、最適解の条件の両面から

超平面を用いてカットしていくアルゴリズムを示している。

（注7）I）emskj，J．S．［5］、門田安弘著［12］、拙稿［15］

（注8）Howard，R．A．［6］でシステムがオープンになった場合の分析を環境の変化をシステム

内に封じ込めてしまうという意味で、クローーズド・ループ・センシイティビティとよび

近似法を示している。

（注9）Lessard，I）．R．，Lorange，P．［9］で国際経営の分析法を示しているが、本章ではこの枠組

みを利用した。

（注10）Itami，H．［7］

（注11）拙稿［16］を参照のこと。

（注12）黒沢清稿［11］

（注13）二階堂副包著［13］、渡辺浩、青沼龍雄著［14］

（注14）Charnes，A．，Clower，R．W．，Kortanek，K．0．［2］において、一意解を得ることができない

場合を簡単な数値例を用いて表している。すなわち、∂‘一月‘∬　＝0　となる場合が

あることを示している（本社からのJ　に対して）。

（参考文献）

［1］Baumol，Y．J．，Fabian，T．，”Decomposition，Pricing forI）ecentralization and

●

βr



External Economics”，Hanagement Sci些9，Vol．11，No．1，September，1964．

［2］CharneS，A．，Clower，R．W．，Kortanek，K．0．，”Effective ControI ThroughCoherent

Decentralization with Preemptive Goals”，Econonetrica，April，1967．

［3］Dantzig，G．B．，Yolfe，P．，”I）ecomposition Principles for Linear Programs”，

Operations Research，Vol．8，1960．

［4］Dantzig，G．B．，Wolfe，P．，”Decomposition Algorithm for Linear Programming”，

Econometrica，Vol．29，1961．

［5］I）emski，J．S．，”An Accounting System Structured on a Linear Programming撼odel”，

The Accounting Review，October，1967。

［6］Howard，R．A．，”proximal DecisionAmalysis”，

May，1971．

Management Science，Vol．17，No．9，

［7］Itami，H．，Adaptive Behaivior‥撼些　些坦OntrOl a吐」nformation Analg旦蝮，

Studiesin Accounting Research＃15，1977．

［8］Lasdon，LS，991延堕些ion Theory for旦些数SystemS，Nacmillan，1970．

［9］Lessard，D．R．，Lorange，P．，”Currency changes and Management Control：ResoIving

the Centralization／Decentralization Dilemma”，The Acc（▲）untinglieview，July，

1977．

［10］Van Slyke，R．M．，Wets，R．，”LShaped LinearPr。gramS With Applications to

Optimal Control and Stchastic Programming”，SIAMJ．Appl．Kath．，Vol．17，

July，1967．

［11］黒沢清稿「組織コンティンジェンシーと責任会計システム」会計、第119巻第5号、昭和

56年5月。

［12］門田安弘著『多目標と階層組織の管理会計』同文館、昭和53年。

［13］二階堂副包著『経済のための線型数学』培風館、昭和51年。

［14］渡辺浩、青沼龍雄著『数理計画法』筑摩書房、昭和49年。

［15］拙稿「共通資源と部門別業績評価」企業会計、昭和55年12月号。

［16］拙稿「計画の期中調整と事後評価システム」計画行政、第5号、昭和56年。
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第9章　多品種生産企業の原価差異分析
一効率度の算定と差異分析への適用を中心として

（Ⅰ）はじめに

企業が計画を立て、その計画をどれだけ実行したかを把握することは、企業経営におい

て、非常に重要なことである。目標達成度の分析は諸種の方法が考えられるが、通常、管

理会計の分野では、計画値と実績値との関係を比率で表したり、差による方法が採られて

いる。本章では、両者の差による方法について述べる。これは、差異分析としてよく知ら

れているもので、購入計画、生産計画、販売計画等の各種計画において、実績を管理した

り、評価するのに役立つ。このような差異分析は、利益に着目するか、原価に着目するか

によって、利益差異分析と原価差異分析に分かれる。前章では利益差異に着目したが、本

章では、投入面に焦点を当てた原価差異分析について述べることにする。利益差異を把捉

するためには、利益面と原価面（費用面）の考察が必要であるが、原価差異分析では、原

価面（費用面）だけの考察でよいことになる。ただ、原価差異分析もそれだけをとらえる

のではなく、企業の利益計画と関係づけて考えることが重要である。

今までの原価差異分析の研究は、種々の側面からなされているが、複数の投入要素から

製品を製造している企業において、生産に投入される原料、その他の生産要素のミックス

が原価額に与える影響や生産の非効率によって生じた原価額の算定を、単純化しすぎてい

るように思える。ミックス差異等を明示した代表的な研究として、C．R．Hasseldineの研究

wern。，Frank，P。n。Ha。n。Sの研磨pJ。elS．Demskiの研究やY。WmenS。hの研売軌ヾ

ある。HasseldineやFrank，Nannesは、両者とも、生産の段階における最適な要素間の代替

の割合は計画時に定められた割合に常に一定であるということを前提している。そして、

計画時の標準ミックスが改定されない以上、実際投入額と、実際量を計画時の標準ミック

スに直すことより求めた額との差異をミックス差異として扱っている。これは実際の生産

がなされた時のミックスを考慮に入れないで、代替の割合が企業条件によって変わったと

しても、そのことを無視していることになる。

計画と実際のミックスの違いを考慮した研究として、DemskiとMensahの研究がある。

Demskiは事後最適解の概念を導入し、その値と実際額や事前の最適解とを比較する利益差

異分析フレームワークを示しているが、これは、原価差異分析にも応用できるものである。

事後最適解と実際額との比較の意味付けについては、各種の議論が奉るカ現。m白kiはこの

差異を機会鹿価差異としている。そして、機会原価差異を基底差異と価格及び能率差異に

分かれるとしているが、さ2つの差異への分け方は非常に単純である。Hensahは伝統的な原
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価差異分析の方法との比較を通しながら、新しい差異分析の方法を提唱し、技術効率差異、

投入選択差異、標準原価調整差異を示す方法を述べている禦

本章では、．撼ensahの研究をすすめ、生産技術条件がわからない場合、過去の投入量と生

産量のデータのみを用いて生産可能集合を近似し、それをもとに差異分析する方法につい

て考察する。その際、効率度の算定が重要となるのであるが、その算定問題には、

A．Charnes，甘．W．Cooper，E．Rhodesの分数計画モデルを応用できる整れを諸種の面から

考察し、差異分析フレームワークを示すと同時に、投入と産出の関係が生産関数の形でわ

かっている場合へとモデルを展開することが、本章の目的である。

（Ⅱ）原価差異分析法の問題点とYaYⅡ．Ⅱensahの方法

まず最初に問題点を明確にするために、通常の差異分析法について述べる禦十画された

投入要素の単位あたり標準原価をC了（オ＝1～∫）、標準投入量を∬了とし、実際投入

要素の単位あたり原価をcg、実際投入量をJgとすれば、通常の差異分析では、

かルー爵了打＝かcg－C了‥汗かⅩ（ズビーズ了）
と差異を大きく2分割する。第1項は投入要素の価格差異、第2項は数量差異である。数

量差異をさらに2つの要素に分けるために、実際投入量を標準ミックス量に直したものを

媒介項として用いる。すなわち、オ番目の標準投入ミックス量は

（吉ズf）（∬了／冨∬了）
で表される。これを用いて、数量差異は、

か薫（ズ‘－ズ了）二か了拓－（か‘）（ズ了／か了）｝
十かil｛（か誹訂／か了トズ了｝

と表され、第1項は標準ミックスからの乗離を示すミックス差異であり、第2項は歩留差

異である。

以上のように、実際投入量を計画時の標準ミックスに直したものを媒介項として用いる

ことは、ミックスの割合を計画時のものに固定していることになる。そのため、部門の適

応行動ということは、全て無視されている。特に、投入要素の価格が変われば、ミックス

の割合が変わる可能性が大であるにもかかわらず、それを無視した差異分析法がとられて

いる。

この点を解決するために、Mensahは数理モデルを用い、本章でいう効率度を求め、それ

を差異分析に応用する方法を示している。Mensahは、LPモデルに限定LLているわけでは

ないが、その場合のみを要約して示す。（捗り

モデルの制約条件として、最低限の生産目標制約と、投入量に課せられた生産技術条件
●
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を考えている。ただ、不等号の向きが逆の場合には、両辺に－1を乗じて向きを変えれば

よいので、1つの記号で処理する。モデルの目的関数は投入原価の最小化である。部門に

は投入ミックスの割合を変えるだけの適応が許されているとする。表記と基本モデルは以

下の通りである。

C　‥・投入要素の原価を表す横ベクトル

A‥・目標達成係数や技術係数を表すマトリックス

∂　‥・目標最小限や投入量制約借の縦ベクトル

言　‥・投入量の縦ベクトル

（イ）

C J　　一一－→mln

A．言　≧　∂

言　≧　0

ここで、

∬　‥・実際投入量の縦ベクトル

㌫　‥実際投入ミックスと同じ投入ミックスを持ち、オ番目の制約の境界面と交わる

点の縦ベクトル

Ai　‥オ番目の制約に対応する係数の横ベクトル

dg‥オ番目の制約値

とすれば、以下の関係が成り立つ。

A‘Ji　＝わざ

また、不等号の向きに注意し、α‘ズ＝言‥（0≦α‘≦1）の関係を持つように、α‘

を定めれば、

A‘（αf J）＝∂‘より、αゴ＝∂i／　AiJ

となる。そして、撼ensahは全てのiに対して、aiの最大値aXが実は生産の効率度を示し

ていることになると述べている。、これは、αX　ズ　まで投入量を減らしても、生産技術

制約内で目標生産量を維持できることを示している。

以上のαXをもとに、投入要素の単位あたり原価が計画時と実行時に変わらなかったと

して、効率差異を求めれば、

cJ　－αX cJ　＝（1－α暮）　cJ

であり、ミックス差異は　∬事　を最適解として、

α　　C J　一　C J

で求められる。

lヽ

以上、Mensahの論文により、生産可能集合が制約条件として明示的に示される場合につ
●
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いて考察したが、生産可能集合が不明であるため、それを過去データより近似して、差異

分析する必要があることも多い。次節ではこのことについて考察する。

（Ⅲ）生産可能集合の近似と効率度の算定

生産可能集合の特徴として、次の条件を満たすものを考える。ただし、J　を投入量の

ベクトル、ガ　を生産量のベクトルとする。Xは生産可能集合を表しているとする。投入

量ズから、生産量　〝　が生産できるとすれば、（J，タ）∈Ⅹと表すとする。J，

〝　についている添字は、何期前の投入量、生産量であるかを示し、ズ。，甘。は、今

期の投入量、生産量であるとする。

（条件1）（J，ダ）∈Ⅹであり、壬≧∬なら、（手，〝）∈Ⅹとなる。

（条件2）（J，タ）∈Ⅹであり、；≦ダなら、（J，音）∈ズとなる。

（条件3）全ての才に対して、（∬亡，gr）∈Ⅹなら、

（∑右　Jr，
すきク 孟Å 亡　〝亡）∈方のような、右≧0がある。

（条件4）（J，〝）∈ズなら、庵＞0に対して、（庵J，斤　〝）∈ガである。

以上の条件は生産可能集合の特殊なものではなく、一般的なものである。収穫逓減が仮

第
二
要
素
の
投
入
量

第1要素の投入量

（図1）効率的な等生産量線と効率度

／タ∂
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足された場合には、（条件3）に∑右＝1の条件を加え、（条件4）を無視すればよし㌣
T

これらの条件をもとに近似法の概略を述べる。

理解を助ける意味で、2種類の投入要素から1種類の製品を1個生産している場合を考

える。過去の投入データを基に、プロットしてみれば、1個の生産に必要な効率的な投入

要素の組み合わせがわかる。これを示したのが（図1）である。生産技術はデータが得ら

れた期間、同じであるとする。生産可能集合（Ⅹ）は斜線の部分であり、J．，　∬3，

J．，　∬5　を結んだ線Jが1個の製品を生産するのに最も少ない投入要素の組み合わせ

である。　∬空，　ズ6，J。は非効率な投入要素の組み合わせである。過去のデータの

数が多くなればなるほど、近似は正確となる。効率度はJ／eによって求められ、前述の

αⅠに対応している。実績値J。からG点に移ることによる原価節約額が、今期の効率度

差異を示している。

より一般化して、投入要素の種類が∫個、製品種類がガ個、そして、r期前からの投入

量と生産量のデータがあるとして、データをもとに効率的な生産面を近似し、生産の効率

度を求める問題は、次の通りである禦）

（ロ）

皇〝rすr。／去〃言拍一一→m。Ⅹ

室〝rgrr／針JH≦1，…～ア
サ

〟r≧0，〃‘≧0，　才＝1～J，γ＝1～ガ

〝r，ひどが変数である。ガr亡は才期前における製品γの生産量、∬ど亡は才期前における投入

要素才の投入量を表している。目的関数に含まれている吉日，有川と制約条件のJi。，〝r。

は今期の投入、生産量であり、同じ数値であるが、区別する意味で、前者のものに表記上

バーを付している。

（ロ）の制約条件は、

皇〟r〝‥≦か細い　…～ryヒI

〟r≧0，〃f≧0，　才＝1～J，γ＝1～忍

と書き換えることができ、投入量の非負結合の方が生産量の非負結合よりも大きいことを

表している。（ロ）の目的関数は、今期投入量の非負結合に対する今期生産量の非負結合

の割合を示し、生産効率面上の点を投入量として選べば、目的関数値は常に1になる。

（ロ）の問題において、
エ

∑〃ど
こ可

言f。＞0，であるので、1／去〃藩。＝Z，とすれば、
ユ可

皇〟r才，。Z一一＿m。X
rヱl

となる。ここで、
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〟r Z＝〝r，　〃才．Z＝〃才，

㌫≧0，箭≧0，才＝1～′，γ＝1～忍

とすれば、目的関数は、

新r才ro一一→maX
となる。制約条件の分子、分母にZをかけて、整理すれば、

真言r〟rf≦去TfJf亡，f＝1～T
IゝJ　　　　　　　ふJ

となる。以上より、（ロ）の問題は、

）ヽノ（

～
〃
訂
～
机
　
≧

阜
］
袈
乙
㌢
∑
霊
勘

〟ro－‾→maX

裾∴薮レ㍑≦0，才＝1～r
AiJ

∬才。＝1

，

0 〃g≧0，　才＝1～J，γ＝1～月

と変形される。

（ロ）の問題が有限の最適解を持てば、（ハ）の問題も有限の最適解を持つことになる。

（ハ）の最適解を、㌫∵，訂了とすれば、（ロ）の最適解は、

1／∑町了盲目＝ZX，　として、

〟了＝首了／／zX，　〃了＝箭㍉／zX

で求められる。目的関数値は、明らかに（ロ）（ハ）の問題と同じである。

投入要素を2種類、製品を2種類として数値例を示してみる。5期前までのデータが

（表1）のように得られたとする。効率度は、

（表1）5期前までのデータ

16憲．†16㍍2－→maX

16〟．†16訂2〟14〃1－15〃2≦0

18憲．Ⅰ20〟2－12〃1－1紬2≦0

22訂lI16〝2－13〃1－16〃2≦0
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（こ） 14〟1＋24〝2】10〃1－20〃2≦0

26〝．Ⅰ22〝2－－181／1－10モノ2≦0

14〟．＋18芯2－15宕1－16〃2≦0

14芯．一ト15〃2＝1

諒．，憲2≧0，訂．，芯2≧0

によって求められる。この間題を解けば、

最大値　0．762

〝1＝0．0318，〟2＝0．0587，〃1二0．0158，訂2＝0．0119

となり、今期の効率度が　0．762であることを示している。

（ハ）の制約式を整理してみれば、（表2）のようになる。

（表2）制約条件の整理

（目的関数の係数）動。プ2。鯨……・∴‥動。

（変　　数）“1“2　〟3…………軸　か1　〃2　ぴ3…………　勘

ツ10JJ20ツ30…………ツ伽－∬10－∬20－∬30…………－∬Jo

ツ11ツ21J／31…………プRl－∬11－∬21一方31…………－∬′1

ツ12ツ22J／32…………ツ尺2－∬12－∬22－∬32…………一方J2

ツlrJJ2TJ／3r…………劫汀－∬1r－∬2γ一方3r…………一方77

ガ10　　だ20　　ズ30‥……‥‥

（ハ）の双対変数を右，カとして、双対問題を求めれば、次の通りである。

（ホ）

鬼一一－→min

昌ス亡タ‥≧〟ro，γ＝1～忍

左入亡JH≦ゐズ仙　オ二1～′

右≧0，才＝1～r

幻
幻
乎
・
…
…
≦
ニ

O
 
l

この間題は、過去のデータから近似した生産可能集合に属する点のうちで、投入要素の構

成割合を変えないでどのくらいの割合まで今期投入量を小さくできるかを示している。こ

れは効率度の定義そのものである。投入量を斤倍しても、生産量は庵倍とならないような、

収穫逓減となる場合の効率度の算定問題は、（ホ）の制約条件に、吏右＝1、という条件

を加えた問題を考えればよい。この間題の双対変数を蒜，芯，完として双対問題を求め、

1／∑町膏㌦＝Z

〝r＝憲，／Z，〃g＝箭／Z，甜＝抑／Z，二1～∫，γ＝1～点

き

／アj



と置き換えれば、

（へ）

（至〝r才r。＋紗）／針芸。－→maX

（室〝rg‥＋抑）／か鶴≦1，…～rlゝJ

〝r≧0，〃f≧0，　才＝1～J，γ＝1～忍

となる。前述のデータを用いて解けば、最大値は、0．994となり。これは、∑右＝1と

いう制約が加わった分だけ、生産可能な組み合わせが少なくなったにもかかわらず、同じ

だけの生産量を達成したと仮定したことになるので、効率度は上昇していることを示して

いる。

（Ⅳ）効率度の原価差異分析への利用

前節の1から4の条件がすべて満たされるとして、原価差異分析に利用する方法を示し

てみる。すなわち、過去の投入量と生産量のデータと投入要素の価格データのみが得られ

ているとして、効率差異、ミックス差異、標準原価調整差異を求めてみる。標準原価調整

差異とは、投入要素の価格が変わったことにより、最適解が変化し、それによって生じた

影響額のことである。

差異分析について述べる前に、前述のデータを用いて、次のような問題を考えてみる。

投入要素1の価格を5（千円）、投入要素2の価格を6（千円）と予想して期首計画を立

てたが、実際には、投入要素1の価格が6（千円）、投入要素2の価格が5（千円）であっ

たとする。生産部門は適応権限を持っており、企業条件が変化すれば、それに合せて活動

を変えると仮定した場合を考える。

投入要素の価格が期首計画時に予想した値であった時、今期の製品1の生産量16個、製

品2の生産量16個を生産するための最適な投入量を求める問題は、次の通りである。

（ト）

5Jl。＋6ズ2。－－→min

ズ1。一一14人。－12人．－－13ス2－10人3－－18Å4－15人5≧0

言2。－15人。一一18人1－－16右「20人3－10Å4岬16Å5≧0

16入。I18Al＋22ス2＋14人3－「26ス4＋14Å5≧16

16人。Ⅰ20人1＋16ス2ト24人3Ⅰ22人4＋18人5≧16

ÅいAl，ス2，人3，人4，人5≧0，7川，ズ2。≧0

最小値109．091（千円）

ズ1。＝13．091，∬2。＝7．273 ヽ、

A。＝Al＝人望ニス。ニス5＝0，Å4＝0．727

次に、投入要素1の価格が6（千円）、投入要素2の価格が5（千円）とした場合の最

●
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適な投入量を求める問題も、同様にして得られる。

最小値112．405（千円）

∬1。＝11．139，言2。＝9．114

入。＝Al＝Å2＝ス5＝0，Å3＝0．203，人4＝0．506

以上のことと、今期の製品1の生産量16個、製品2の生産量16個を生産するために、投

入要素1の投入量14個、投入要素2の投入量15個が必要であったということ、さらには前

節で計算した効率度が0．762であったということを基に、差異分析を行ってみる。

総差異

（6’5）〔訂（5’6）（1；：2；；）
①効率差異

（6’5）〔：…二：

4（0．762）巨（6，

し15－15（0．762）J

②ミックス差異

（6，5） 14（0．762）－11・．139

15（0．762十9．114

③標準原価調整差異

（84－65．455）＋（75－43．638）＝18．545Ⅰ31．362＝49．907

91ニ
ヽ

■

l

ノ

2

　

　

0

3
　
　
7

3
　
　
5

●

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

●

3
　
　
3

′
し

）5
992＋17．850＝37．842

）＝（6’5℃2二；；三〕

2．826Ill．580＝8．754

（6’5）〔1三莞「（5’6）（1…：…；…）＝（66●834‾65●455）＋（45∬43’638）

＝1．379Il．931＝3．311

これを要約して示したものが、（表3）である。ダは有利差異、Uは不利差異である。

（衷3）差異分析　　　　　　　　　　　（単位千円）

①効率差異　　　　　　　（診ミックス差異　　　　　　（計標準原価差異

投入要素119．992び　　　投入要素1　　2．826ダ　　　投入要素1　1．379び

投入要素2　17．850び　　投入要素2　11．580び　　　投入要素2　　1．932ぴ

37．842と／　　　　　　　　　　　8．754とJ

（Ⅴ）効率度算定モデルの展開

3．311iy

総差異　　　　49．907ぴ

＼

本節では、（Ⅲ）節の問題を少し進め、制約条件等は不明確であるが、生産関数の方が経

験によってわかっている場合について考察する。連続して生産されている製品は、ある程
●
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度の正確性をもって、生産関数が特定されることは多いと思われる。具体的には、（Ⅲ）

節の分数計画問題の制約条件に、生産関数を加えた問題を考える。

生産関数としていろいろなものがあるが、本章では、

〝‥≦ArnJH叫，Ar≧0，grg≧0，γニ1～月，f＝0～T

という形のものを採用す忍㌘生式を（。）の問題の制約条件に加えれば、次のようになる。

（チ）

maxmin真〝rAr転0執／か言iu≠仙人戒・トま　　ム′
ガ㌧1≦AThH玩，γ＝1～月，f＝0～r

史〟r〝‥／冨〃〝‥≦1，…～r

〝r≧0，〃g≧0，Ar≧0，Srf≧0，才＝1～J，γ＝1．～忍

ところで、
1＿

〝r。≧ArnJ‘。恥，γ＝1～月

という関係をもつ変数ガr。を導入すれば、目的関数は、

maxmin皇〟rすr。．／勇む言。
句上紙●‰　抽

となる。（Ⅲ）節と同様に、

1／∑〃g言方。＝Z

とすれば、目的関数は、
尺
∑
何
で

・
M
‰
‥
］腰と

〟r〝ro Z

ヽ

〟r Z＝〟r，　〃よ．Z＝〃i，

ノヽ′　　　　　　　　　／ヽ′

〝r≧0，〃‘≧0

とすれば、目的関数は、

君島m岩かrFro
となる。制約条件を整理し、（チ）の問題を整理すれば、

かr才ro
Arロズ＝∫高　≦百r。，γ＝1～忍
嘩閑

jiJ
工

（リ） 〟‥≦ArnJH秘，γニ1～忍，f＝0～T

訪言か－T：二二＝l｝－…、7・
皇㌫気。＝1
4ミJ

訂r≧0，〃‘≧0，Ar≧0，Srf≧0，才＝1～J，γ＝1～忍

となる。

（リ）の問題では、制約式に対数をとっても、一不等号の向きは同じで冬るので、1番目

のものと、2番目のものの両辺に対数をとり整理すれば、次のごとくなる。

「携竃宕；r亙ro
㊨
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ーln（首r。）Iln（Ar）Ⅰ∑Srfln（気。）≦0，γ＝1～月
4’三／

（ヌ） 】ln（A∴ト∑Srflll（Jff）≦－ln（〟‥），γニ1～月，才＝0～r

真蒜rgr亡一一皇；gズ‖≦0，巨0～r

ri′真芯古寺才。＝1

イ三J

JiJ

窟r≧0，〃‘≧0，Ar≧0，Srg≧0，才＝1～J，γ＝1～月

（ヌ）の問題は蒜r，坑とln（有川），ln（dr），Srgが異なった種類の制約条件に2つに分か

れている。また、ln（才r。），1n（Ar），Srfはγに対して、完全に分解できる。

それ故、γ番目の問題は、

（ル）

タr。－－うmin

ーln（盲r。）Iln（dr）Ⅰ∑Sr‘ln（ズZ。）≦0

－1n（Ar）一一かr諭（∬‘亡）≦一1両r亡），…～r

dr≧0，Srg≧0，才＝1～∫

となる。gr。→minをIn（gr。）→min　と置き換えても、最適解は変化しないということ

より、次のように（ル）の問題を変形できる。

（ヲ）

ln（〟r。）州→min

uln（gro）＋ln（Ar）唱Srflr直川）≦0

≠ln（dr）－∑gr‘ln（∬ゴ亡）≦－ln（〝‥），才＝0～r

Ar≧0，Sr‘≧0，ダニ1～′

（ヲ）の問題の変数は、首r。，Ar，Sr～であるが、ln（斉川），1n（Ar）を一つの変数と

みなして置き換えを行うならば、（ヲ）の問題は通常のリニア一・プログラミング問題と

なる。最適解を才r言，A了，㌫了とする。これを用いて、

射了≦A了ロズHS芸，γ＝1～凡　才＝0～γ

を求め、効率度算定問題を求めれば、次の通りである。

（ワ）

訪右上→maX

かrgr了一己㌫ズ‖≦0，才＝1～T

妄㌃言ごi
箭≧0，ひど≧0，才＝1～J，γ＝1～月

この間題の目的関数値が効率度を与えることになり、この値を用いて、前節と同じよう

にすれば、差異分析ができる。生産関数を加えた分だけ条件がきつくなり、目的関数値は

小さくなる。 ＼、

数値例を用いて実際に計算してみる。1n（有川）＝y‥ln（Ar）＝Ari　γ＝1～月　と置き

換えて示す。製品1について、

●
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（カ）

／ヽ

y．－→min

／ヽ　　／ヽ

yl∴A1－5111nl十g121m15≧0
／ヽ

Al＋Sllln14†5121n15≧ln16

月lISlllr112＋5121n18≧1n18

Al十gllln13十g．21n16≧1m22

Al＋SlllnlO＋5121n20≧1n14

ノ＜

』．＋Sllln18一十5121nlO≧ln26

Å1－5111。15＋5121。16≧1。14

5．．，512≧0

Alとylは自然対数を表しているので、正負の値をとりうる可能性がある。それ故、Alを

Al＋，Al‾に分け、ylをyl＋，yl‾に分け、解を求めれば次の通りである。

最小値　3．129
／、　　　　　　　　ノ＼　　　　　／ヽ　　　　　　　　　／ヽ

y．＋＝3．129，y．‾＝0，Al■＝1．773，Al‾＝0，51．＝0．514，5．2＝0

同様に、製品2について計算すれば、次の通りである。

最小値　3．142
ノヽ　　　　　　　　　ノヽ　　　　　　／ヽ　　　　　　　　　／ヽ

y2＋＝3．142，y2‾＝0，月2＋＝2．802，月2‾＝0，521＝0，522＝0．126

以上の計算結果を用いて、Al，』2を指数変換し、dl，d2を求め、ガ‥嘉の算定式を示せ

ば、全ての才について、

ガ1了＝5．889×ズ1亡0・514

g2了＝16．478×ズ2亡0・126

となる。この値が各才について、（表4）に要約されている。

（表4）・モデルの基礎データ

／汐



この結果を用いて、効率度の算定問題は次の通りになる。

（ヨ）

16訂1＋16㌫－→maX

22．867訂lI23．185〝2－1如．－15〃2≦0

21．124〝lI23．712〝2－121J1－16tJ2≦0

22．007㍍1＋23．366訂2】1紬．－1612≦0
′ヽ′　　　　　　′ヽ′

19．234㍍．Ⅰ24．041〝2－1的1－20〃2≦0

26．018言1Ⅰ22．031㍍2－18訂．－10首2≦0

23．691㍍l†23．366訂2－15γ．鵬16訂2≦0

14〃1I15訂2＝1

〟1，〟2≧0，才1，㌫≧0

最大値　0．699

〝．＝0．0437，〟2＝0，〃1＝0．0543，〃2＝0．0160

以上の例のように、生産関数を条件として加えると、効率度が0．762から0．699となり、

0．063だけ低く算定された。それは効率度の算定が、より厳密になされることを示してい

る。しかし、製品の種類が多くなれば、計算は複雑となる欠点をもつ。

（Ⅵ）おわりに

多種類の投入要素で、多種類の製品を生産している企業では、投入要素間の代替の割合

について、計画したものと実際のものが異なるために、効率差異算定の基礎である効率度

やミックス差異の算定は難しくなる。特に、効率差異は企業内の従業員が効率よく活動し

たかどうかを示すもので、従業員の志気の向上等の効率的な管理法を採用することにより、

この原価額を節約できるものである。

本章は、Mensahの論文を進めているが、Mensahの差異分析法もI）．Narcinko，E．Petriが

述べているような批判もあだ，嘉。r。ink。，P。triは事前の最適値と事後の最適値の二つを

区別し、実際値と事前最適値の間のそれぞれの投入要素の違いを各投入要素の技術効率差

異、事前最適値と事後の最適値の投入要素ごとの違いを各投入要素の投入選択差異として

いる。このことから類推すると、Narcinko，Petriは、実際の活動は事前の最適値を目指

して行われるのであるから、事前の最適値が実際値と比較される唯一のものと考えている

と思われる。そして、その差異を技術効率差異、すなわち本章でいう効率差異としている。

これに対し、Mensahは計画値と実際値とは、通常異なっており、実際に投入された生産要素

の割合で活動したとすれば、最大限どこまで節約できるかに焦点をあて、その節的額を技

術効率差異、すなわち本章で言う効率差異としている。両者の違いは、このような差異に
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ついての基本的な考え方にあると思われる。

通常の原価差異分析は事前に決定された標準ミックスと標準投入量より標準鶴を求め、

これを実際値と比較するやり方である。それ故、実際値と事前の計画値を比較するという

点のみを考えれば、ぬrcinko，Petriの方法は、通常の方法に近いものである。本章で述

べた差異の扱い方と違うものとして、D即ISkiのものがある禦）

本章では、投入要素の各々が単に、使用数量として把握されるだけであり、各々の投

入要素の使用し易さ、困難さ等はなんら考慮していない。すなわち、ある投入要素は使用

しにくく、その投入要素を使用する割合が大きくなればなるほど、効率度が下がってくる

という状態もある。その場合、その投入要素の使用が効率度を下げたとしても、全体的に

見れば好ましい時もある。その意味で、必ずしも投入量だけでは差異を把握することは問

題があり、質的面も考慮しなければならないであろうで海草で示した方法は、このような

問題点は多くあるが、技術係数がわからなかったとしても、投入量、生産量の過去データ

と投入要素の価格データがあれば、原価差異分析をすることのできる簡単な方法であると

思う。

（注）

（注DHasseldin，C．R．［9］において、ミックス差異と歩留差異を求めるために数式を用いて

いる。Frank，W．andぬnnes，P．［8］において、投入要素が多種類であるような場合の分

析法を、マトリックスを用いて数式化している。

（注2）Demski，J．S．［7］において、事後最適解の概念を導入し、リニア一・プログラミング・モ

デルを用いて、差異分析を行う方法を示している。撼ensah，Y．軋［11］において、前半は

コブ・ダグラス型の生産関数を用いた差異分析、後半では、リニアー‾・プログラミング・

モデルを用いた差異分析の方法を示している。そして、伝統的な差異分析法と対比し

つつ諭を進めている。

（注3）Demskiは実績値と比較すべきものは、事後最適解であるとして、差異分析フレームワ

ークを示しているが、部門の適応権限の有無によって、事前の最適解がよい場合もあ

るし、事後の最適解がよい場合もある。

（注4）Mensah，Y．N．［11］を参照のこと。

（注5）CharneS，A．，Cooper，W．W．and Rhodes，E．［5］i Charnes，A．，C。Oper，W誹．and Rhodes，

E．［6］を参照のこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

（注6）Hasseldine，C．R．［9］、Wolk，H．R．and Hillman，A．D．［12］を参照のこと。
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（注7）撼ensah，Y．M．［11］を参照のこと。

（注8）字右＝1のような、凸結合の条件を加えることによって、当然のことながら集合内の

任意の点のスカラー倍は、必ずしももとの集合に属さないものがある（〕

（注9）（注3）で述べたもののほかに、Charnes，A．，Cooper，W．W．［3］、Charnes，A．，Cooper，W．W．

［4］、Banker，R．D．［1］を参照のこと。

（注10）Banker，R．D．，Charnes，A．，Cooper，W．Y．and Schinnar，A．P．［10］を参照のこと。

（注11）Narcirlko，I）．，Petri，E．［10］を参照のこと。

（注12）I）emski，J．S．［7］を参照のこと。

（注13）牧戸孝郎稿［13］を参照のこと。
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第10葦　0－1整数計画法による
内部統制システムのモデル

（Ⅰ）はじめに

効率的な内部統制システムを設計することは、企業の経営者、会計人にとって重要な課

題の一つであるので、会計学の分野においても、企業の内部統制についての研究は古くか

ら、数多くなされている。しかし、内部統制の目的について、各種の見解があり、これら

の見解の相違は内部統制の対象範囲をどこまでとするかの違いによっている。

すなわち、会計記録の正確性の保持等の会計手続きの領域のみに内部統制の対象範囲を

限定する狭い見解と、これに対し、会計手続きの領域のみならず、一一般の業務管理等をも

含める広い見解がある。さらには、どのような業務管理を対象とするかによっても各種の

考え方がある。本章は、内部統制の対象範囲を広く考える見解を採用するが、モデルの簡

単化のために、本章で考察するモデルとしては、便宜的に記録の正確性のみを対象とする。

しかし、一般の業務管理のために統制システムを設計する場合にも、本章と基本的には同

朋一の手法を用いて、容易にモデルを作成することができる。それ散、本章で考察するモデ

ルは、利益目標の達成を目指した統制にも大いに役立つモデルと思っている。

一般に、内部統制を行う主な目的は、会計情報をも含めた広い意味での各種管理情報の

信頼性の確保、また、計画、手続、法令への準拠性の確保、さらには、資源の能率的利用

の促進等である。そして、内部統制システムは望ましくない事象をいかにすれば防止でき

るか、また、望ましくない事象が発生したとすれば、いかにしてそれを発見し修正するか、さ

らに、いかにすれば望ましい事象が発生することを誘発できるか等を考慮して設計される。

今までの内部統制についての研究を類型化してみれば、

①内部統制システムの意義、目的、設計法についての数理モデルによらない理論的研究

②内部統制システムの設計や内部統制プロセスの数理モデルの作成による研究

③内部統制システムについての実証的研究

に分けることができる。

①の方向での研究は、会計学の分野では、内部牽制、内部監査等を中心として、多くの

研究がなされている。②の方向での研究は、数理計画法を用いて、統制プロセスの最適選

択問題を主要テーマとする研究と、最適モデルではなく、内部統制プロセスを数学、統計

学を利用して描くことをテーマとする研究があるム②の方向での前者のナプロ丁チ法によ

る代表的研究は、Ahm。dB。lk。。。i，Gl。。dH。ninの研♂）S。S。nH。ムーi。nの研都inN．

srinidhiの研感があき0また、②の方向での後者のアプローチ法による代表的研究は，
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S。。ngj。。Yll，J。hnN。t。rの錮鷺。。rg。B。。n。r。，研㌘B。rryE．Cushingの研磨禦

R。j。ndr。P．Srivas．。V。の椚常がある。③の方向での研究は、内部統制システムを設計

する場合の基礎となる実際データを用いた分析研究であり、代表的な研究として、Robert

H．Asht。。の研東熱。bertH．Asht。。，Pa。lR．B，。Wnの研≠熱。b。rtE．H。milt。。，Yilli。m

F．Yrightの がある。

本章は②の研究方向を採用し、しかも数理計画法のうちで、0－1整数計画法を用いた統

制プロセスの最適選択モデルについて考察することを目的としている。まず最初に、

Cushingのモデルを検討することから始める。Cushingのモデルは、数理計画法を用いた統

制プロセスの選択モデルではない。しかし、このモデルは内部統制プロセスの特徴を数理

手法を用いて明確に示しており、また容易に、0－1整数計画問題として定式化可能である。

それ散、CushingモデルをOp－1整数計画法を用いて定式化してみる。これが本章の第1の特

徴である。

次に、Hamlenモデルの検討を行う。HaⅢlenモデルは、0－1整数計画法を用いて定式化さ

れており、エラー減少目標の条件下で、後で目的関数は変えられるが、基本的には統制す

るための費用を最′Jリヒするモデルである。しかし、Hamlenモデルは統制システムの構造を

非常に簡単化したモデルである。というのは、統制システムの基本的な型として、直列シ

ステムと並列システムがあり、実際には、これら2種類の型が統制対象、統制手段等を考

慮して、組み合わせて用いられているにもかかわらず、Hamlenのモデルでは、この点を無

視した定式化がなされているからである。

それ散、（Ⅴ）節ではHaⅡllenのモデルと異なり、どの箇所をどのような統制システムの

型で統制するか、前もって知っていると仮定した場合を扱い、0－1整数計画法を用いて、

モデルを定式化する。これが本章の第2の特徴である。モデル化のために、Cushingの研

究と同様に工学の領域で研究されている信頼性の概鮎入する。信頼性とは、システム

が指定された時点、指定された期間に、あらかじめ定められた機能を遂行する確率のこと

であり、本章では、エラーなく実施される確率と定義する。そして、信頼性に関する目標

条件下で、費用を最小化するモデルを考察する。この費用には、統制を実施することによっ

て直接的に発生する費用と、エラーが修正されないことによって生ずる損失を含んでいる

とする。

最後にモデル展開の一方向として、統制を行う場所への従業員の最適配置問題を考える。

モデルは極力簡単化し、目的関数は全体的な信頼性の最大化とする。　＼

（Ⅱ）Barry E．Cushingモデルの検討

●
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Cushingは内部統制のモデルとして、まず最初に、L▲種類のエラーを一つの統制プロセ

スによって統制する（図1）のような場合を扱い、これを基本的なモデルとしている禦

（図1）内部統制組織の概略図

そして、表記を次のようにして、プロセスがエラーなしに実行される確率であるプロセ

スの信頼性を求めている如呵

♪…プロセスが統制される前に、エラーなしに正しく実行されている確率

P（g）‥・統制プロセスにおいて、もしプロセスにエラーがあれば、エラーを発見し、シグ

ナルを与える確率

ク（ぶ）…統制プロセスにおいて、もしプロセスにエラーがなければ、シグナルを与えな

い確率

（1－P（β））

♪
■l（

l
⊥（ ）

mH的り

P
一

（1．語掲）

（1－♪）

・（1－P（e））

（図2）プロセスが成功する確率、失敗する確率

」B・E．Cushing）

p（C）…プロセスにエラーがあり、シグナルを与えられると、エラーを串しく修正する

確率

p（。）‥・プロセスにエラーがないめに、統制プロセスでエラーがあるというシグナルを

●
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与えても、統制プロセスの誤りが指摘され、修正が行われない確率

この表記により、プロセスの信頼性（斤）を求めれば、

忍＝♪P（ぶ）＋♪（LP（∫））p（d）＋（仁♪）ク（g）P（C）

となり、エラーが生ずる確率（1－月）は、

ト月＝（ト♪）（1－－ク（e））＋（1－♪）ク（e）（仁P（C））1－♪（仁P（∫））（トP（。））
（孝吟

と表すことができる。この算式は、Cushingの示した（図2）から容易に理解される。（図

2）は統制プロセスで起こる可能性のある事象の全てを示した図である。

次に、以下に示すように表記を定め、Cushingは費用の算式を示してい 妻照ushingはこ

の費用を統制によって直接的に生ずる費用とエラーが修正されないことによる損失から構

成されると考え、具体的には次の3種類の費用を考えている。

cc‥・統制プロセスを実行することにより、統制プロセスに直接発生する費用

Cぶ‥・統制プロセスでエラーのシグナルにより、エラーを探索し、エラーを修正する

ための費用

C e‥・エラーが修正されないことによって生ずる損失

統制が実行されない場合の費用（C f）は、

C f＝（ト♪）Cg

であり、統制が実行された場合の費用（C′日　は、

C′f＝Ccl－（ト月）Ce宜♪（トP（∫）十（1－♪）ク（e）］C古

によって求められる。（忍一一♪）は、統制を実施することによる貢献度を示しており、こ

れと、（C′才一C f）を考慮して、統制を行うか否かの決定がなされることになる。

一以上が、Cushingモデルの基本となる単一エラー、単一統制の場合のモデルであるが、

Cushingはこのモデルを、複数個のエラ山を複数の統制プロセスによって統制する（図3）

正

正

（図3）複数個のエラーを複数個の統制プロセ利こよって

統制する場合（B．E．Cushing）

のような場合を扱うために展開している烈図3）はその一例として、2種類のエラーを
争
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3個の統制プロセスによって統制する場合を描いている。

モデルの展開のために、表記にエラーの種類を表す添字才と、統制プロセスの種類を表

す添字Jをづけ、表記を変える必要がある。例えば、信頼性はエラーと統制プロセスの種

類ごとに定義され、

月了‥・プ番目の統制手続きの実施における才番目のエラーに対する統制プロセスの信

頼性

になる。その他のパラメータにも才、Jの添字を適切に付け、（月上りを求めれば、

月ij＝点了‾lP（ぶり）Ⅰ忍了‾1（1∴P（ぶり））p（dり）1－（1－月〆‾1）ク（eり）♪（Cり）

となる。ただし、ノ＝0の時は、

凡J＝♪‘

である。

エラーの種類を乃個とし、統制プロセスの種類をγ個として、統制が実行されない場合

の費用を求めると、

Cf＝宗（トか）C‘i

となり、統制が実行された場合の費用は、

C′才二王ccJ＋芸（用r）C‘H
かJ　　‾　jlJ　　れr

＋∑∑［点ブ●1（トク（ぶり）Ⅰ（ト忍了‾1）P（eり）］CgH
ユili＝l

で求められる。

全体の信頼性（忍）は、

点＝（忍lr）（虎2r）……（月柁r）

となり、統制を行わない場合の信頼性（♪）は、

♪＝（♪．）（♪2）……（♪花）

となる。それ散、前述と同様に、Cushingは（R－♪）と（C′t－C t）が統制を行うか否

かの資料になると述べている。

以上がCushingモデルの概略であるが、このモデルに対して、AkiraIshikawaとAhmed

Belkaoui，Claude Heninの批判がある。AkiraIshikawaは、このモデルに保全性の概念を

導入すべきことを主張しぼ已かし、この批判に対して、Cushingは保全性の概念は機械のよ

うなものにはよく当てはまるが、人的要素を多く含む経営管理活動には利用できないとし

て、反論し麿の後、内部統制を扱うモデルにおいて、保全性を考慮に入れるべきかど

うかの議論もある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

Ahmed Belkaoui，Claude neninは、複数のエラーを複数の統制プtlセスにより統制する

場合において、Cushingが各種の統制プロセスのうちどれを実行し、どれを実行しないか

●
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の選択問題を扱っていないと批判し逆性して、彼らは費用制約条件下での信頼性最大化

モデル、信頼性制約条件下での費用最小化モデルを定式化し、統制プロセスの選択問題を

扱うべきことを指摘した。この指摘は重大な問題点の一つであると思われる。すなわち、

Cushingは各種の統制プロセスを全体として一つに要約し、これを費用と対比することに

よって統制プロセス全体を実施するか否かを問題としている。これは焦点の当て方の違い

であるが、Cushingのモデルは、そのために統制プロセスの選択採用を考慮したモデルと

はなっていない。

Belkaoui，Heninのモデルは非線形計画法を用いたモデルであり、問題の一般的特徴を

示すことに重点が置かれている。そのため、具体的な問題を定式化しないで、解を導くプ

ロセスも複雑である。次節で、Belkaoui，Heninのモデルを参考にしながら、0－1整数計画

法により、信頼性目標条件下での費用最小化モデルを定式化し、Cushingが用いた数値を

利用して、具体的にこの間題を考察することにする。

（Ⅲ）Barry E．Cushingモデルの0－1整数計画法による定式化

Cushingモデルを0－1整数計画法を用いて定式化するためには、まず、変数であるxj

（J＝1～γ）を次のように定義することが必要である。

JJ＝1‥‥統制プロセスJが実行されている時

JJ＝0…・統制プロセスJが実行されていない時

次に、ズブ＝0であれば、第才番目までの統制プロセスの信頼性が、第（才一1）番目まで

の統制プロセスの信頼性に等しくなるように定式化する必要がある。そのため、変数Jj

以外の表記はCushingが用いたものにより、（Rij）を求める式を、

忍了＝月J‾1（1－ズブ）＋∬日月了‾lf）（㌻り）

Ⅰ凡巨1（仁p（ぶり））ク（dり）†（ト忍了‾1）P（eり）ぞ（Cり））

ダニ1～乃，プ＝1～γの時

点了＝九，　ダニ1～乃，プ＝0の時

とすれば、上述の条件は満たされることになる。この式の斤了（オ＝1～乃，ブ＝1～γ）は

JJ（プ＝1～γ）が変数であることより、変数となる。第才番目のエラーの最終の統制プ

ロセス終了後における信頼性の目標値（忍了）が決まっているとすれば、

忍了≧忍了，　才＝1～乃

という制約条件を含めればよい。

目的関数は、Cushingの3種類の費用の特徴に着目して、

皇［cc■増｛裾－1（ト柚調性裾‾1）隼誹Cぶり＝ブナきl

●
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＋∑（ト月了）C（㍉

となり、モデルはこれを最′卜化する問題となる。

以上をもとに、モデルを要約して示せば、次のようになる。

（イ）

羞［CcJ唱t裾－1（ト習■り））＋（1一軒－1）p（eり））Cぶり‥J
J－l J三I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〝し

唱（1‾動r）C‘ゴー→min

月fr≧月了，　オ＝1～乃

用言＝忍ブ‾1（LJJ）一十JJ（忍了‾lP（ぶり）

＋忍‘巨1（LP（ぶり））P（dり）Ⅰ（ト動ブ‾1）P（eり）ク（Cり））

オ＝1～乃，ノ＝1～γ

月‘0＝♪才，　オ＝1～乃

0≦月〆≦1，　才＝1～刀，J＝1～γ

ズブ＝00rl，J＝1～γ

（イ）の問題において、変数はズJ，月了（ダニ1～乃，J＝1～γ）であり、その他のもの

はパラメータである。

（イ）の問題を、Cushingが2個のエラーを2種類の統制プロセスで統制する場合に、

数値例として用いたパラメータ値を用いて解いてみることにする。Cushingが採用したパ

ラメータ値は禦

カ．＝0．5，♪2＝0．8

P（gl．）＝0．8，ク（e21）＝0．95，p（e12）＝0．9，P（e22）＝O

p（ぶ11）＝0．9，p（ぶ21）＝0．96，P（∫12）＝0．94，p（ぶ22）＝1．0

ク（cll）ニ0．9，p（C21）＝0．98，ク（C22）＝0．96

P（dH）＝0．96，P（d21）＝0．98，p（d22）＝0．98

Ccl＝1，cc2＝2

C el＝20，C e2＝10

C吉日＝3，Cぶ12＝1，C∫21＝2

である。

これを用いて、目的関数のズ．の係数を求めれば、

Ccl＋†月10（トク（ぶ．．））Ⅰ（1－月10）P（ell））Cぶ．1

＋i月2D（1∴P（ぶ21））Ⅰ（1－月20）P（e21））C s21＝2．794

となり、ズ2の係数は、

cc211月11（トク（ぶ．2））＋（1【忍11）p（g12））Cg12

ヽヽ

日月21（1∴P（ぶ22））1－（1－－月21）P（e22））Cぶ22＝2．9－0．84月11
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となる。以上より、目的関数は、

2．794ズ1Ⅰ（2．9－0．84月▲1）∬2十20（1－－月12）IlO（卜月22）

＝2．794Jl＋2．9ズ2－0．84月11ズ2－－20月．2≠10月22＋30

となる。

制約条件のうちの信頼性についての等式は、

点11＝月．0（LJ1）

＋ズli月．OP（∫ll）十月10（トク（ぶ．．））P（dH）Ⅰ（ト点．0）P（ell）P（cH））

ガ21二月20（1－∬1）

＋Jl†月20ク（∫21）Ⅰ忍20（1－ク（ざ21））ク（d21）＋（1－月20）ク（e21）ク（C21））

忍12二月11（トズ2）

IJ2†忍11P（ざ12）†月11（1－ク（ぶ12））P（d12）1－（ト忍11）P（e12）P（cl2））

忍22＝月21（トズ2）

＋ズ2i月21ク（ぶ22）十月21（トp（ざ22））P（d22）＋（1－月21）P（e22）P（C22））

より、

々11＝0．5＋0．358ズ1

月21＝0．8＋0．18556ズ1

月12＝忍11＋0．864ズ2－0．8652月11ズ2

月22＝点21

となる。

信頼性の目標値（忍12）と（月22）を、

月12＝0．97，月22ニ0．97

として、（イ）の問題を数値で表せば、

（ロ）

2．794J．＋2．9∬2・－0．84月．1∬2－20月．2－10月妄2＋30－－－→min

忍12≧0．97

月22≧0．97

月11－0．358ズ1＝0．5

月21－0．18556ズ．＝0．8

月12－月1し0．864ズ2IO．8652月llJ2＝0

月22脾月21＝0

0≦忍．1，月21，月12，月22≦1

∬．，ズ2＝00rl

ヽ、

となる。（ロ）の問題は変数の積の項目（月11∬2）を含んでおり、しかも、0≦月11≦1、

●
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であり、∬2は0か1であることより、

点．lJ2＝点121
虎ユリ

と置き換えれば、Hamlenが用いたような解法により、0－1整数変数を含む0－1整数線形計画

問題に変形することができる。すなわち、

点111∬2－1≦忍．21

月11≧忍121

ズ2≧忍121

0≦忍121≦1

を制約条件に加えればよいことになる。例えば、ズ2ニ0，月11＝0であれば、0≦斤121≦0

となり、月121＝0が満足される。また、∬2＝0，月11＝1より小さな正の数とすれば、

0≦月．21≦0　となり、月121＝0　となる。ズ2＝0，月11＝1としても、忍121＝0が保証される。

∬2＝1，月11＝1より小さな正の数とすれば、点11≦ガ121≦点11から、忍121＝月11となる。

ズ2＝1，乱1＝1であれば、貫21＝1となる。それ散、上述の制約条件を加えることによ

り、変数の置き換えが正当化される。

（ロ）の問題は次のように変形できる。

いpE

2．794Jl＋2．9ズ2－0．84月12し20月12－10月22Ⅰ30　】　→min

ガ12≧0．97

月22≧0．97

月11－0．358ズ1＝0．5

月21－0．18556Jl＝0．8

月12－－月lL0．864∬2＋0．8652月121＝0

月22－月21＝0

月11＋ズ2一月121≦1

月11∴忍121≧n

ズ2－月121≧0

0≦忍11，月21，月12，月22，月．2I≦1

ズ1，∬2＝00rl

（ハ）を解けば、

最小値　5．524513

ズ1＝1，ズ2二1

月．1＝0．858，月12＝0．97966，月21＝0．98556，月22＝0．98556

となる。

●
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以上のように、Cushingのモデルは統制プロセスの各々の段階での最適選択を含むモデ

ルに変えることができる。以上のような場合には、（ハ）の解から、統制プロセスの両方

とも実施するのが最適となる。これは、Cushingのモデルが前もって両方のプロセスが実

施されるということを前提としたモデルであるというのと対照的である。もし、（ハ）の

問題において、信頼性の目標値、費用係数がある一定値を越えて変われば、統制プロセス

の最適選択に影響を及ぼすことになる。

本節の数値例は2つのエラーを2つの統制プロセスによって統制する非常に簡単なもの

であるが、それ以上のエラーや統制プロセスの場合にも、同様の方法を用いればよい。た

だ、その場合、計算量は著しく増大することになる。

（Ⅳ）Susan S．Hamlenモデルの検討

Hamlenは内部統制システムのモデルを、0－1整数計画法を用いて定式化している。Hamlen

モデルの特徴は、エラー減少率をモデルのパラメータとして採用している点である。そし

て、エラー減少目標についての制約条件下で、費用を最小化する問題を考えている。この

場合の費用はCushingモデルでのものと違い、統制を行うことにより直接に発生する費用

であり、この中にはエラー修正費用は含まれていない。また、統制によって直接に生ずる

費用でないエラーを修正しないことによる損失を含んでいない。ただ、Ham】enは論文の最

後の部分で、Cushingモデルと対比する意味で、これらの費用も含んだ、定式化を行って

いる。

既述の表記と重複を避ける意味で、次のようにHamlenが用いた表記を変え、また、既述

のものとの関係上、添字の付け方を変えてH。ml。。のモデルを示すことにする55229

〟り‥・第J番目の統制プロセスによる第才番目のエラーの減少率（％）

gf…・第才番目のエラーに対するエラー減少率の■目標（％）

CJ…・第才番目の統制プロセスを実行することによって直接に生ずる費用（ェラー修

2種類のエラ＿を3種類の統制プ。セスによって統制する場合の最適選択モデルは空車

（二、）

ClJl＋C2ズ2†C3ズ3－うmin

〟11ズ11－2f12ズ2Ⅰ〟13ズ3－－〟11〟12ズlJ2

－〟11〟13ズ1∬。－〟12〝13ズ2J。＋〟11〝12〟13JlJ2ズ3≧gl

〝21JlI〝22∬2．〟23ズ3－－〝21〝22JlJ2　　　　　　　　　㌧、

一一〝21〝2。J．ズ3－－〝22〝2。ズ2J。＋〝2．〟22彿23J．∬空ズ。≧g2

ズ1，ズ2，J。＝00rl
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（こ）の制約式の右辺は、統制プロセスを経ることによるエラー減少率を表しているが、

エラー減少率は、個々の統制プロセスによるエラー減少率の合計から重複分を加減する形

で計算されている。

Ⅲamlenは、ズ1，ズ2，J。が0か1の惜しか捕らないことに着目し、（ニ）の問題を次のよ

ぅに変形している誓琴なわち、変数の積の項目を

ズ4＝∬1ズ2，　ズ5＝ズ1∬3

ズ6＝ズ2ズ3，　∬7＝Jl J2ズ3

と置き、

Jl十方2－ズ4≦1

J JJ3－∬5≦1

ズ21－ズ3－ズ6≦1

Jl十方2Ⅰズ3－ズ7≦2

－ズ1－ズ2Ⅰ2ズ4≦0

－ズ1－ズ3Ⅰ2ズ5≦0

－－ズ2－∬3ト2ズ6≦0

－∬1－∬2一方3十3ズ7≦0

という条件を制約条件に加えることによって、（こ）と同値な問題が0…1整数線形問題と

して定式化できると述べている。　というのは、ズ4＝ズlJ2，について調べれば、

ズ1＋ズ2－∬4≦1

－ズ1－ズ2－ト2ズ4≦0

より、

ズ11－ズ2－1≦ズ4≦（ズlIズ2）／2

となり、もし、Jl，ズ2少なくとも一一万が0のときは、ズ4＝0　となり、・ズ1＝1，ズ2＝1，

の時には、∬4＝1となり、条件が満足されるからである。

（こ）の同値問題を要約して示せば、

（ホ）

ClJlIc2ズ2＋C3∬3－うmin

〟llズ1Ⅰ〝12ズ2Ⅰ〝13ズ3－－〝11〝12ズ4

－〝．1〟13ズ5－∵打12〝13∬6Ⅰ〟．1〝．2〟13∬7≧gl

〝21Jl＋〟22ズ2Ⅰ〝23ズ3－〝21〝22ズ4

－〟21〟2。∬5－〝22〝2。ズ8＋〟21〟22〝23ズ7≧♂2㌧

Jl＋∬2－ズ4≦1

∬1＋ズ。－ズ5≦1
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ズ2Ⅰズ3－ズ6≦1

∬1IJ2†ズ3－－ズ7≦2

－－∬1－－ズ2十2ズ4≦0

－∬1－ズ3＋2ズ5≦0

－ズ2－－∬3Ⅰ2∬6≦0

－ズ1－ズ2一一一∬3一十3ズ7≦0

ズ1，ズ2，ズ3，ズ4，∬5，∬6，ズ7＝00rl

となる。

以上がHamlenの内部統制プロセスの最適選択モデルの要約であるが、Hamlenはエラー減

少率と信頼性には次のような関係があると述べてい鼎なわち、表記を新たに、

〃‘‥・統制プロセスに投入されるエラー才の確率

Rii‥エラーiに対する統制プロセスjの信頼性（ただし、jという添字はCushingモ

デルの場合と違い、統制がなされる順序を示していない。）

ガ‘‥・エラー才に関する信頼性の目標値

とすれば、

〝り＝hr（仁釣り）／恥

gg＝im－（ト」J））／恥

という関係があると述べている。注意すべき点は、上述したように、Hamlenのモデルは

Cushingのモデルと違い、統制の順序を問題としていないという点である。それゆえ、全

てのJにたいして、（月了）は統制プロセスJがまず最初に実行されると考え、推定を行

い、この値をもとに、（恥j）を求めればよいことになる。

また、Hamlenはエラーの修正費用、エラ丁が修正されないことによる損失を含めたモデ

ルを示し、（ホ）を展開している。そのモデルは禦）

斤f‥・エラー才を修正するための単位あたり費用（オ＝1～2）

刑‘‥・エラー才が修正されないことによる単位あたり損失（オ＝1～2）

jV…・対象となる取引数

g動‥・エラー才の統制プロセス全体による減少率（オ＝1～2）

忍点g＝〝‘1ズ1Ⅰ〝i2∬2十〟～3∬3－〟fl〝i2ズ4

－－〝fl〝g3∬5－〟ど2〝f3ズ6＋〝gl〟f2〟g3ズ7

とし、その他の表記は前述と同じとすれば（ホ）の目的関数を、　　　＼、

Clズ11－C2ズ2十C。ズ3十りJV庵1g忍1　　　　　　　　　　　　　－

一十か2Ⅳ鬼2g月2＋叩1Ⅳ刑1（1－－月∴符．）十か2VV略2（ト五月2）
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と変え、j工だ．，且月2の定義式を（ホ）の制約条件に加えた問題となる。

以上がHamlenモデルの要約であるが、Hamlenは（Ⅰ）節でも述べたように、内部統制シ

ステムの構造をあまりに単純化しすぎていると思われる。内部統制システムを設計する場

合に、管理者はどの箇所をどのような統制方法によって統制できるかをまず考え、その中

で、最もよい統制プロセスを選択するのが通常であると思われる。統制の型として、直列

システムと並列システムがあり、管理者はどちらを選ぶのがよいかについて関心をもって

いると思われる。というのは、統制の型によって信頼性は大きく影響を受けるからである。

この点をHamlenは無視しており、このことはCushingモデルにおいても同様である。ただ、

Cushingはモデルの定式化をする前の説明の中では、具体的な例を用いて、このことを暗

にほのめかしている。しかし、Cushingが実際に定式化したモデルでは、統制システムの

型を無視したモデルとなっている。これは、HamlerlやCushingがモデルをできるだけ簡単

に定式化することを目的としたことに原因があると推測される。

次節において、HamlenやCushingが無視した点を考慮に入れたモデルを、数値例を用い

て考察することにする。

（Ⅴ）統制プロセスの型を考慮した最適モデル

最適モデルを示す前に、まずモデルの前提条件について述べることにする。統制プロセ

ス1，2，3は、2種類のエラーを統制するために設計されていた既存の統制プロセスであると

する。エラーは相互に独立であり、あるエラーは他のエラーの発生によって影響されない

と仮定する。そして、現在、管理者は全体の信頼性を高くするために、新たに統制プロセ

ス4，5，6を加えるかどうかについて検討しているとする。両方のエラーに対し、統制プロ

セス4，5，6は、（図4）のように設計される可能性を有しているとする、○印は統制プロ

セスの種類を表している。

（図4）統制プロセス全体の概略図

（図4）は、全体の統制システムが直列システムと並列システムを組み合わせてできて

いることを示している。すなわち、
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統制プロセス1

統制プロセス4

統制ブローセス2

統制プロセス5

統制プロセス6

統制プロセス3

直列システム

である。そして、信頼性の目標条件を満足しなから費用を最小化しようとしているとする。

費用は、統制プロセスを実行することにより直接発生する費用とェラーを修正しないこと

による損失からなるとする。簡単化のために、エラーの修正費用は、無視することにする。

まず、信頼性の条件から考えることにする。エラー1に対する統制プロセス全体の信頼

性（凡）を記号で示せば空り

月．＝点13［1－（1－月16）（ト（ト（1－月11））（ト（ト月12）（1∴だ15））i］

となり、エラー2に対する全体の信頼性（斤2）は、

忍2＝忍23［ト（ト月26）†1－（1－（ト月21））（1】（ト月22）（トガ25）））］

となる。

エラー1に対する統制プロセス1，2，3の信頼性、点11，月．2，月13を、

月11＝0．8，月．2＝0．8，月13＝0．98

とし、エラー2に対する統制プロセス1，2，3の信頼性、忍．1，月12，月13を、

月21＝0．6，月22＝0．9，月23＝0．98

とすれば、上式は次のようになる。

月1＝0．627IO．157月14IO．157月15IO．353月16＋0．039月14月15

－0．157月14月16－－0．157月15j～．6－0．039月．4月15月16

月2＝0，529IO．353月24＋0．057月2510．451月26＋0．039月24月25

－0．353月24月28－0．059月25月28－－0．039月24月25月26

統制プロセス4，5，6の最適選択問題を定式化することを目的としているので、ズ4，ズ5，

∬6を0か1の値をとる変数とする。そして、もし1の値をとれば、その統制プロセスを実

行することを意味し、0の値をとればその統制プロセスを実行しないことを意味すると考

える。

忍14＝0．85，月15＝0．9，月18ニ0．9
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ガ24＝0．9，　月25＝0．8，月26＝0．9

として、ズ4，ズ5，ズBの変数を導入した形で、月1，月2を表せば、

忍l＝0．627＋0．133∬4†0．141∬5＋0．318ズ6－ト0．030ズ4ズ5

－0．120ズ4ズ6－0．127ズ5ズ6－－0．027∬4∬5∬6

月2＝0．527＋0．318ズ4寸0．047ズ5－ト0．406∬6IO．028∬4ズ5

－－0．286ズ4ズ6－0．042∬5ズ6－0．025ズ4∬5ズ6

となる。エラー1とエラー2とも95％以上の信頼性をもつ必要があるとすれば、

斤1≧0．95，月2≧0．95

の制約条件をモデルに含めればよい。

統制を実行することにより直接的に発生する統制費用は、統制プロセス4では6（万円）、

統制プロセス5では15（万円）、統制プロセス6では8（万円）とする。また、エラー1が修

正されないことによる平均損失を60（万円）、エラー2が修正されないことによる平均損

失を100（万円）とする。この数値により、モデルの目的関数を求めれば、

6ズ4－ト15∬51－8ズ6Ⅰ60（ト斤1）＋100（ト忍2）州→min

となる。

以上より、モデル全体を示せば、

（へ）

6∬4月5ズ5Ⅰ8ズ6160（ト忍1）1－100（1－月2）－－→min

忍1≧0．95

月2≧0．95

月1＝0．627－川．133ズ4＋0．141ズ5＋0．318ズ6＋0．030ズ4∬5

－0．120∬4ズ8－0．127ズ5ズ6－0．027ズ4∬5ズ6

月2＝0．527寸0．318ズ4＋0．047ズ5＋0．406ズ6†0．028ズ4ズ5

－0．286ズ4ズ6－0．042●ズ5∬6－0．025ズ4ズ5J。

ズ4，∬5，ズ6＝0（二）rl

O≦忍1，月2≦1

となる－）（へ）の問題には変数の積の項目が含まれているので、H。mle。が用いた方毒怒り

用して、（へ）の問題を変形する。そのためには、（Ⅳ）節と同様に、

ズ4ズ5＝gl，ズ4ズ6＝ガ2

ズ5ズ6＝タ3，∬4∬5ズ8＝二g4

とし、新たに8個の制約条件を加えればよい。

（へ）と同値な問題は、

「6∬4十15ズ5†8ズ61－60（1－一武）IlOO（1－－月2十脚→両n

●
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（卜）

忍1≧0．95

月2≧0．95

月1＝0．627＋0．133ズ4IO．141∬5＋0．318J。IO．030ガ1

－0．120タ2－0．127〟3－0．027〝4

月2＝0．527＋0．318ズ4－川．047ズ5†0．406∬6＋0．028g1

－0．286ガ2－0．042ガ。－0．025g4

∬41－ズ5－タl≦1

ズ4十方。一夕2≦l

J5＋∬6－g。≦1

J．Ⅰズ5十方。一一g4≦2

ズ4一十∬5－2g1≧0

ズ4＋∬6檜2〟2≧0

∬5＋∬6W2〝。≧0

ズ4＋ズ5Ⅰズ8－3ガ4≧0

∬4，ズ5，ズ6，〟．，〟2，g3，g4＝00rl

O≦点1，月2≦1

となる。（卜）の最適解を求めれば、

最小値19．82（万円）

∬4＝1，ズ5＝0，∬6＝l

gl＝0，〟2＝1，ガ。＝0，g4＝0

月1＝0．958，月2＝0．967

となる。

（卜）の解結果から、新たに統制プロセス4と統制プロセス6を加え、統制プロセス5を導

入すること必要がないことがわかる。統制プロセス4，6を加えたことによるエラー1に対す

る信頼性の上昇は、

0．958－（0．8×0．8×0．98）＝0．331＝33．1％

であり、エラー2に対する信頼性の上昇は、

0．967イ0．6×0．9×0．98）＝0．437＝43．7％

となる。また、統制プロセス4，6を加えたことによる、直接の実施費用は14（万円）増加

するが、信頼性の上昇による将来の損失は、エラ←1に対して、

60（1－0．627十・60（ト0．958）＝19．9（万円）

の減少となり、エラー2に対して、
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100（1－0．529）mlOO（1－0．967）＝43．8（万円）

の減少となる。それゆえ、統制プロセス4，6を実施することにより、全体的な費用合計は、

49．7（万円）減少することになる。

以上、本節では統制プロセスの型を考慮に入れた内部統制システムのモデルを考察して

きた。統制プロセスの型を考慮に入れると、モデルは複雑になることは事実である。しか

し、統制プロセスの型の違いにより信頼性が大きく変わるので、信頼性概念を中心とした

モデル設定には、統制プロセスの型の考察が不可欠と思われる。このような統制の型を考

慮に入れた研究は、会計学の分野において、非常に少ないのか現状である。これは、工学

の分野において、信頼性概念が統制プロセスの型と関係づけて研究されているのと対照的

である。本節は、工学の分野での信頼性概念に関する基本的な成果を基にモデルを定式化

したものである。

（Ⅵ）従業員の最適配置を加味した統制モデル

前節まで、統制プロセスの最適選択に関する問題に重点を置いてきたが、従業員の統制

プロセスへの配置問題については考察の対象外としてきた。本節では、Bin N．Srinidhiの

研諾弘介、検討しながら、配置問題をも加味した内部統制モデルについて考える。最適

配置問題への数理計画法によるアプローチは数多く考えられるが、本節はそのうちの一つ

の展開方向を扱うものである。

Srinidhiは、各統制プロセスが1人の従業員によって実行されると仮定し、従業員数

（椚人）と統制プロセスの数（乃個）の関係が、

の場合をモデル化している空のような場合は、1人の従業員を複数の統制プ。セスに従

事させねばならない。しかし、それに伴い信頼性は減少することになる。そして、

Srinidhiは1人の従業員が最高2個まで統制プロセスを実行できると仮定し、全ての統制プ

ロセスに予定された全ての従業員を割り当てるという条件下で、信頼性を最大化するモデ

ルを定式化している。

既述の表記と重複を避けるため、表記を次のようにして、Srinidhiのモデルを示すこと

にする三郷

紗ノ鬼‥・1人の従業員が統制プロセスJと鬼に同時に従事することによる信頼性の減少

率（プ＝1～乃，庵＝1～乃）
＼、

忍…‥1人の従業員が1個の統制プロセスに従事した場合の全体的信頼性

ズJA…1人の従業員が統制プロセスJと斤を同時に行うかどうかを示す変数

J／デ



（プ＝1～乃，鬼＝1～乃）

ズJA＝1‥・統制プロセスJと庵を1人の従業員が行う

∬J庵＝0・‥統制プロセスJと庵を別の従業員が行う

これにより、モデルを示せば、

（チ）

点

すt

毒
∑
′gI

ロ（ト∬扉紗〝Jj庵）職→maX
JJA≦2，　才＝1～乃

宕ズJA＝3乃－2〝Z

JJA＝00rl，JJA＝JA。，ズブJ＝1，J＝1～乃，斤＝1～乃

となる。

（チ）の問題の目的関数の中の（1－JJA一十紺川JJた）は、もし、JJA＝1，なら、

1－ズブ鹿Ⅰ紺HJJA＝抑j人

となり、JJA＝0，なら、

1－ズJAI抑JAJJA＝＝1

となる。これは1人の従業員が2個の統制プロセスを行う場合について、別の従業員が行

う場合の全体的信頼性への影響を示している。制約条件の最初のものは、ズノブ＝1である

ので、もう一一つの仕事だけが仕事Jと組み合わすことができるという条件である。制約条

件の2番目の種類のものは、乃個の統制プロセスに椚人の従業員が割り当てられることを

保証するものである。これは、

羞∬〝＝2
である行の数が、2（乃一椚）個あり、

／IL

∑ズ拍＝1
貞tI

である行の数が、（2秒∵乃）個あることを考えて、
イし　〃し

∑
メ暮J 記ズJA＝2［2（乃‾‾椚）］1馳‾乃＝紬‾2〝2

より求められる。

以上が、Srinidhiの配置問題を加味した内部統制モデルであるが、このモデルを設定す

るためには、1人の従業員が2個の統制プロセスを実行することによる全体的な信頼性へ

の影響度を推定できなければならない。しかも、この値の推定可能性が、Srinidhiモデル

の最大の条件となっている。この値の推定は、実際において、非常に困難であり、推定の

適否がモデルの適否を決定することにもなる。もし、全体的信頼性の減少率が適切に推定

されるとすれば、Srinidhiのモデルは、従業員の内部統制プロセスへの最適配置を計画す

るのに役立つ一つの方法であるとも思える。

Srinidhiのモデルは、制約条件として、モデルの簡単北のため全統制プロセスへの全従
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業員の配置のみを考えているが、費用条件やSrinidhiが論文の後半で述べているような従

業員の熟練度を加味した配置可能性のような条件を加えることも可能である。ただ、

Srinidhiの右デルは、変数の積の項目を多く含み、複雑なモデルであるが、さらに前述の

条件を加えるとすれば、モデルは一層複雑となる。

（Ⅶ）おわりに

本章はCllShingのモデル、Hamlenのモデルを中心に検討することから始め、数理計画法

を用いて、内部統制プロセスの最適選択問題を考察した。

本章の最も中心となっている概念は信頼性の概念であり、この信頼性をいかに測定する

か、信頼性をいかにしてモデルに導入するかがモデル化の中心的課題となっている。この

ような信頼性について、古くから工学の領域において、機械等の多くの装置を一つのシス

テムと考え、それが散障なく動作する能力を研究するシステム信頼性の研究と、個々の構

成要素の能力を研究する品質信頼性の研究がなされている。

この信頼性の概念を内部統制システムの設計に利用した研究が、Cushingの研究であり、

本章もCushingの論文で用いられた信頼性の意味を採用して、諭を進めてきた。ただ、

Cushingの論文が発表されて以来、このような信頼性概念を用いた数多くの研究がなされ、

信頼性理論の会計管理面への応用について、多くの論争が現れた。例えば、人的要素を多

く含む会計管理面にこれを応用できるかどうか、または、信頼性理論の中での中心概念の

一一一つである保全性をめぐる論争等がある。人的要素を多く含むと誤差が多くなるという問

題もあるが、本章はCushingと同様に、信頼性理論は会計管理に利用できるという立場を

とっている。ただ、保全性概念も利用できるかどうかについては疑問を残している。

本章はモデル化の手法として、0－1整数計画法を採用しているが、0－1整数変数を加える

ことにより、モデルの計算は、線形計画法によるモデルの計算と比べて複雑となる。しか

し、どの内部統制プロセスを実行するか否かの問題には、この手法は非常に有用な方法で

ある。というのは、もちろん内部統制プロセスの部分採用が可能な場合もあるが、一般の

場合において、全面採用か否かを問題とすることが多いからである。内部統制の最適選択

モデルについての研究も、0－1整数計画法がほとんどの場合に用いられている。本章の

（Ⅴ）節のモデルでは、0－1整数変数と同時に、0から1までの値をとる信頼性を表す変数

もモデルに含まれ、また、それと0㌦1変数の積がモデルに現れるので、これを簡単化する

意味で、Hamlenが用いたような解法を採用した。mそして、そのモデルにお、ける最も大きな

特徴の一一つは、統制プロセスの型を加味した定式化を行ったという鳶である。この点にお

いて、（Ⅴ）節のモデルは、Cushingのモデル、Hamlenのモデルと異なっている。
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本章は、序論において述べたように、記録の正確性を保証するための内部統制システム

の設計に限定して考えてきたのであるが、本章で考察したモデルは、原画管理、品質管理

等の管理上の各種の問題に適用できる可能性を有していると思っている。

（注）
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考察を必要とすると述べている。フィードフォワードによる管理についての詳細な研

究は、Ishikawa，A．，Smith，C．H．［10］がある。

（注18）Cushing，B．E．［6］を参照のこと。

（注19）Belkaoui，A．，Henin，C．［3］を参照のこと。

（注20）Cushing，B．E．［5］を参照のこと。

（注21）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。

（注22）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。

ヽ、

（注23）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。この論文において、モデルと同時に数値例が示されて

●
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いる。

（注24）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。

（注25）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。この論文において、エラー減少率とCushingの用いた

信頼性との関係を説明すると同時に、Yu，Neterの用いた確率との関係を示している。

（注26）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。

（注27）信頼性の算定については、依田浩著［15］を参照のこと。この本において、システムの

構造が直列システムの場合、並列システムの場合における信頼性の算定式が詳しく説

明されている。

（注28）Hamlen，S．S．［8］を参照のこと。

（注29）Srinidhi，B．N．［11］を参照のこと。

（注30）Srinidhi，B．N．［11］を参照のこと。

（注3DSrinidhi，B．N．［11］を参照のこと。
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